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業務実績の総合評価
総合評価：Ａ

１ 当該評価を行うに至った経緯、特殊事項等
① 法人からの自己評価等の資料の提出や業務実績等に関するヒアリングをもとに、法人の中期計画項目について評価基準

に基づき評価を行った結果、業務実績がなく評価対象外とした「カルタヘナ担保法関係業務 「法人の短期借入金につい」、
て、借入に至った理由及び使途、金額及び金利、返済の見込み」及び「剰余金の使途について、中期計画に定めた使途に
充てた結果、当該事業年度に得られた成果」を除く中項目がＡ評価となった。併せて「独立行政法人の業務の実績に関す
る評価の視点（平成21年3月30日政策評価・独立行政法人評価委員会（以下「政・独委」という 」及び「平成20年度業。））
務実績評価の具体的な取組について（平成21年3月30日政・独委独立行政法人評価分科会 「平成19年度における農林水）」、
産省所管独立行政法人の業務の実績に関する評価の結果等についての意見について（平成20年11月26日政・独委 」及び）
「平成19年度における農林水産省所管独立行政法人の業務の実績に関する評価の結果（契約の適正化に関するもの）につ
いて（平成21年1月7日政・独委 」並びに「独立行政法人整理合理化計画（平成19年12月24日閣議決定 」を踏まえた評価） ）
を行った。その結果、法人の業務実績、達成度合及び対応状況等を総合的に勘案して、総合評価はＡ評価とする。

② 本部及び地域センターで分担して実施されている業務については、各業務ごとの具体的な業務実績と人員配置や業務に
要した経費等を比較・検討した結果、適切な業務運営であったと評価できる。

③ 平成20年度においても、プロジェクトチームの設置により、センターの各部門の力を結集して検査分析、調査等を迅速
、 、 、に実施するとともに 一般管理費や業務経費並びに一般管理部門の要員の更なる削減を図るなど 平成19年度に引き続き

統合メリットを発揮するための取組が認められる。

２ 法人が行う事務・事業及び組織形態について
当該法人が行う事務・事業は “農場から食卓まで”のフードチェーン全体を通じて食の安全と消費者の信頼の確保を技、

術的側面から貢献することを目的として、肥料、農薬、飼料、食品等に関する検査・分析業務及びこれらに関する情報の一
元的な提供等を実施しているが、近年、食をめぐる様々な課題が発生する中で、食に対する消費者の信頼を確保するため、
フードチェーン全体を通じた取組が求められており、当該法人の業務は今後とも国の施策として極めて重要な事務・事業で
あると考えられる。

当該事務・事業は、検査内容の漏えい防止の観点から公募等の入札の対象とすることは適当でないこと、また、類似した
業務を行う他の独立行政法人等は存在しないことから、今後とも当該法人が行政と密接な連携の下で特定独立行政法人とし
て直接行うことが必要であり、事務・事業及び法人の組織形態の変更は、当面は必要がないと考えられる。なお、平成21年
6月1日に中期目標を改正し、新たな業務を追加したことから、更なる業務の効率化・重点化を行い、国民に対して提供する
サービスの質の向上が期待される。

３ 監事監査との連携について
提出された監事監査報告書により、財務諸表及び決算報告書に対する指摘がないことを確認した。来年度以降も監事監査

の結果を踏まえ、適切に評価を実施することとする。

４ 独立行政法人整理合理化計画への対応について
独立行政法人整理合理化計画（平成19年12月24日閣議決定）において、各独立行政法人について講ずべきとされている事

項については、事務及び事業の見直しとして「食品等関係事業」では、生糸の格付業務を平成21年2月28日をもって廃止し
た。また、PIO-NETの端末を設置するとともに 「独立行政法人農林水産消費安全技術センターへのPIO-NET端末設置利用指、
針」を策定し、国民生活センター等関係機関との情報の共有化が図られていた。

「組織の見直し」及び「運営の効率化及び自律化」では、平成21年2月20日の神戸センター新庁舎完成後、速やかに旧神
戸センター、大阪事務所及び岡山事務所の移転作業を行い、平成21年4月1日から業務が実施できる体制とするとともに、神
戸センター旧庁舎を売却し、当該売却収入を移転新築費用の一部に充当するなど、着実に取り組まれていた。また、小樽事

、 、 。務所についても 平成20年度末をもって微量物質検査課を廃止するなど 平成21年度末の廃止に向けた取組がなされている
今後も進捗状況の把握に努め、適切に取り組まれることが期待される。

５ 中期目標終了時において評価する事項について
「肥料の登録申請に係る調査に要する期間の短縮」及び「飼料安全法に基づく立入検査等の報告に要する期間の短縮」等

、 、 、については 中期目標終了時において実績を評価することとしているが 平成20年度においては報告事務の簡素化を図る等
短縮に向けた取組が実施されており、中期目標終了時における計画の達成が期待される。

評 価 項 目 （ 大 項 目 ） 評価

第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 Ａ

第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 Ａ

第３ 予算（人件費の見積りを含む 、収支計画及び資金計画 Ａ。）

第４ 短期借入金の限度額 －

第５ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 Ａ

第６ 剰余金の使途 －

第７ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 Ａ
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評価単位ごとの評価シート（総括表）

評 価 項 目 （ 評 価 単 位 ） 評価

第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

１ 共通事項
(1) 組織体制の強化 Ａ
(2) 業務運営能力の向上 Ａ
(3) 外部委託（アウトソーシング）による業務の効率化 Ａ
(4) 分析機器等に関する効率化 Ａ
(5) 業務運営の効率化による経費の抑制 Ａ
(6) 人件費の削減 Ａ

２ 業務の重点化・効率化
(1) 生産段階における安全性等の確保に関する業務 Ａ
(2) 農林水産物等の品質及び表示の適正化に関する業務 Ａ
(3) 情報提供業務 Ａ

第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

１ 共通事項
(1) 食の安全と消費者の信頼の確保に向けた取組 Ａ
(2) 情報提供業務の一元化及び提供内容の充実 Ａ
(3) 窓口業務の全国における実施 Ａ
(4) 検査・分析能力の継続的向上 Ａ

２ 生産段階における安全性等の確保に関する業務
(1) 肥料関係業務 Ａ
(2) 農薬関係業務 Ａ
(3) 飼料及び飼料添加物関係業務 Ａ
(4) 土壌改良資材関係業務 Ａ

３ 農林水産物等の品質及び表示の適正化に関する業務
(1) 食品表示監視業務 Ａ
(2) 登録認定機関、認定事業者に対する指導・監督業務 Ａ
(3) J A S規格及び品質表示基準の見直し等に係る業務 Ａ
(4) 農林物資の格付業務 Ａ
(5) 国際規格に係る業務 Ａ
(6) 農林物資の検査技術に関する調査及び研究業務 Ａ
(7) 依頼検査 Ａ
(8) 緊急時の要請に関する業務 Ａ

４ リスク管理に資するための有害物質の分析業務 Ａ
５ カルタヘナ担保法関係業務 －
６ 国際協力業務 Ａ

第３ 予算（人件費の見積もりを含む 、収支計画及び資金計画。）

１ 経費（業務経費及び一般管理費）節減に係る取組 Ａ
２ 法人運営における資金の配分状況 Ａ
３ 自己収入の増額に係る取組 Ａ
４ 随意契約の適正化に係る取組 Ａ

第４ 短期借入金の限度額

１ 法人の短期借入金について、借入に至った理由及び使途、金額及び金利、返済の見込み －

第５ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画

１ 重要な財産の譲渡又は担保に関する計画 Ａ

第６ 剰余金の使途

１ 剰余金の使途について、中期計画に定めた使途に充てた結果、当該事業年度に得られた成果 －

第７ その他主務省令で定める業務運営に関する事項

１ 施設及び設備に関する計画 Ａ
２ 職員の人事に関する計画（人員及び人件費の効率化に関する目標を含む） Ａ
３ 積立金の処分に関する事項 Ａ
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評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第１－１ ○組織体制の強化 Ａ
(1) 組織体制の強化 【評価指標】

、 （ 「 」中項目の評価は 中項目に係る具体的な項目のうち最小のもの 以下 小項目
という ）の評価結果について、。
達成度合がｓとされた小項目を３点
達成度合がａとされた小項目を２点
達成度合がｂとされた小項目を１点
達成度合がｃとされた小項目を０点
達成度合がｄとされた小項目を－１点

とし、その集計に当たっては、中項目に含まれる小項目の項目数に２を乗じて得
た数を基準とし、原則として、次の３段階評価で行うものとする。
小項目の合計数値の割合が基準となる数値の90％以上 Ａ
小項目の合計数値の割合が基準となる数値の50％以上90％未満 Ｂ
小項目の合計数値の割合が基準となる数値の50％未満 Ｃ
ただし、上記評価の結果、Ａ評価となった中項目にあっては、各小項目の達成

状況及びその他の要因を分析し、必要に応じＳ評価とすることができる。また、
Ｃ評価となった中項目にあっては、要因を分析し、必要に応じＤ評価とすること
ができる。

【評価結果】
◇小項目 １２×２点＝２４点
合計 ２４点（２４/２４＝１００％）

各小項目の評価結果を積み上げた評価はＡ評価であった。
一般管理部門の要員の削減、検査等業務に従事する要員の全体に占める割合の

向上の実績は年度計画を上回るものであるが、各小項目の達成状況及びその他の
要因を踏まえ、達成度合や対応状況等を総合的に勘案した結果、妥当な実績であ
ると考えられることから、Ｓ評価としないこととする。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
① 統合メリットの発現による効率 次のとおり組織運営及び組織体制の整備を行うことにより、検査等業務の効率
的な業務の実施体制の整備 的かつ効果的な推進及び緊急時や繁忙時における機動的で柔軟な業務運営に努め

各分野の専門家からなるプロジ た。
ェクトチームを設置する等によ
り、各検査業務で得られた知見や ○ マネジメントレビューを実施するとともに、その結果に基づき、センター
ノウハウの活用を図るとともに、 の現状の課題である統合メリットの一層の発揮、中期目標・中期計画の確実
スタッフ制を拡大する等により、 な進捗管理及び独立行政法人整理合理化計画への対応等について、理事長か
機動的かつ柔軟な業務運営を行 ら本部の部長及び各地域センター所長に対して指示を行った。
う。

○ 本部の各部及び各地域センターのすべての業務部門にスタッフ制を導入
【年度計画（抄 】 し、各部課長等の指示により、業務の進捗状況等に対応してスタッフ職員の）
① 統合メリットの発現による効率 業務内容を調整するなど、効果的に運用した。
的な業務の実施体制の整備

以下により組織運営及び組織体 ○ 各分野の専門家からなるプロジェクトチームを次のとおり5件設置し、各
制の整備を行う。 部門で蓄積された専門的知見を最大限に活用した。

○ 理事長は現状の課題を認識 ・安全性未審査トウモロコシの緊急検査プロジェクトチーム
し、的確な業務運営を行うとと ・前作に使用された農薬の残留分析プロジェクトチーム
もに業務の改善を図るため、マ ・ペットフード検査方法の検討プロジェクトチーム
ネジメントレビューを実施す ・非食用の事故米穀を利用した食品等の緊急検査プロジェクトチーム
る。 ・効果的な情報提供プロジェクトチーム

○ スタッフ制を効果的に運用
し、業務の進捗状況等に対応し 【特記事項】
て 職員の業務内容を調整する 特になし。、 。

○ 必要に応じて各分野の専門家
からなるプロジェクトチームを
設置する。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
次の取組を実施することにより内部統制機能の充実・強化を推進し、業務の対

【年度計画（抄 】 外的な信頼性・透明性の確保に努めた。）
② 内部統制機能の充実・強化

業務の対外的な信頼性・透明性 ○ 内部統制機能の強化の観点から、役員会においては予算・決算、組織、人
の確保を図るため、コンプライア 事、年度計画、業務実績報告等の重要事項の他、必要に応じて管理運営上の
ンスの周知徹底のもと、業務の有 個別案件等についても議題とするなど、役員会を法人の意志決定プロセスに
効性と効率性を高め、財務報告の 明確に位置づけた。
適正化により内部統制機能の充実
・強化を推進する。 ○ 平成19年度に策定した、法令、社会的規範を遵守し、倫理、良識に従って

行動することを明記した「行動理念 、業務や組織の運営等について法人が」
目指す方向を明記した「行動方針」の全職員への周知を図り、コンプライア
ンスの徹底に努めた。

、 （ ）○ 業務におけるリスク管理の観点から 業務規程類及び作業標準 手順書等
の作成・見直しを行うとともに、法人の業務改善活動の重要な取組として内
部監査を実施することにより、業務の有効性と効率性を高めた。また、内部
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監査の結果については、理事長が行うマネジメントレビューに反映した。

○ 内部監査、マネジメントレビュー等の業務改善活動は、外部有識者を含め
た業務評価委員会において点検・評価を受けた。

○ 平成19年4月の3法人の統合に伴い資本金が100億円以上となったことを受
け、独立行政法人通則法第39条の規定に基づき平成19年度の財務諸表等につ
いて監査法人による監査を受けた。その結果、会計報告については準拠すべ
き会計基準に従い、適正に処理されていること、また、その財政状況、運営
状態等に関する情報が正しく表示されていることが確認された。

○ CIO（Chief Information Officer：情報化統括責任者）の指導の下、業務
・システム最適化推進委員会において、法人の情報通信技術（IT）への対応
を検討し、旧3法人間で異なっていた外部との接続環境を一本化する等、情
報通信ネットワークを整備した。

【特記事項】
特になし。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
② 内部監査の一体的な実施 次に掲げる措置を講ずることにより、内部監査体制を充実・強化し、業務の改

内部監査体制を充実・強化し、 善及び効率化を図った。
業務の改善及び効率化を図るた
め、業務運営（会計を含む ）を ○ 役員直属の組織である業務監査室において、業務運営（会計を含む ）の。 。
横断的に監査する専任の部署を設 内部監査を横断的に実施した。
置する等の措置を講じる。

○ 職員に対して内部監査員養成研修を2回（131名）実施した。
【年度計画（抄 】）
③ 内部監査の一体的な実施 ○ 平成21年3月に外部の有識者を含めた業務評価委員会を開催し、平成19年

内部監査体制を充実・強化し、 度における業務実績の評価結果及びこれへの対応状況、平成20年度マネジメ
業務の改善及び効率化を図るた ントレビューの結果、平成20年度の業務の実施状況等について点検・評価を
め、次に掲げる措置を講ずる。 行った。

○ 業務運営の横断的な内部監査 【特記事項】
を役員直属の組織である業務監 特になし。
査室において行う。

○ 内部監査員研修を実施する。
○ 外部の有識者を含めた業務評

価委員会による点検・評価を行
う。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
③ 本部及び地域組織の再編・統合 統合メリットを最大限発揮するとともに、事務・事業の効率的かつ効果的な運

、 。3法人の統合後は旧センター神 営を確保する観点から 次に掲げるところにより地方組織の再編・統合を進めた
戸センターと一体的に運営するこ

、 、ととなる旧肥飼検大阪事務所及び ○ 平成21年2月20日の神戸センター新庁舎完成後 速やかに旧神戸センター
旧センター岡山センターの組織・ 大阪事務所及び岡山事務所の移転作業を行った。両事務所については平成20
業務については、旧センター神戸 年度末に廃止して、その機能を神戸センターに集約し、平成21年4月1日から
センターの庁舎の移転・新築と併 業務が実施できる体制とした。
せて、神戸センターの庁舎に移管
することとし、旧肥飼検大阪事務 ○ 平成21年度末に予定している札幌センター小樽事務所の廃止後において
所及び旧センター岡山センターの も、北海道の食品検査業務を的確に実施する必要があるため、小樽事務所の
事務所については、これらを廃止 機能を札幌に移転して札幌センターと一体的に運営することとした。なお、
する。 移転にあたっては、次の取組を行った。

【年度計画（抄 】 ・ 本部と札幌センター、小樽事務所との間で緊密な連携を図りつつ、小樽）
④ 本部及び地域組織の再編・統合 事務所移転対策委員会を開催し、北海道における食品検査業務の進め方、

統合メリットを発揮するととも 札幌市内の事務所の選定手順等を決定した。また、一般競争入札により事
に、事務・事業の効率的かつ効果 務所の選定及び設計に係るコンサルタント業者を決定し、コンサルタント
的な運営を図るため、次に掲げる 業者からの提案物件について本部、札幌センター及び小樽事務所の関係者
ところにより地方組織の再編・統 による現地検討会を行い、候補先を選定した。
合を進める。 ・ 平成21年3月末をもって同事務所の微量物質検査課を廃止した。廃止に

当たっては、同課が実施していた業務を、本部及び各地域センター（以下
○ 大阪事務所及び岡山事務所を 「各センター」という ）の微量物質検査課において分担実施するよう調。

神戸センターに移転統合する。 整した。
○ 札幌センター小樽事務所を平

成21年度末までに廃止するた 【特記事項】
め、所要の取組を行う。 特になし。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
④ 一般管理部門の合理化及び検査 次に掲げる取組を行うことにより、平成18年1月1日を基準として、平成21年1

等業務への重点化 月1日時点における一般管理部門の要員が全体に占める割合（％）を18.4％から
一般管理部門の要員を削減し、 15.1％に3.3ポイント低下させ、検査業務に従事する要員が全体に占める割合を

一般管理部門の要員が全体に占め 67.2％から71.4％に4.2ポイント向上させ、検査検定機関として検査業務への重
る割合を、平成18年1月1日を基準 点化を図った。
として、中期目標期間中に3ポイ
ント程度低下させる。 ○ 一般管理部門の職員の退職に伴う補充に対応した新規採用は実施しなかっ

また、検査等業務以外の業務の た。
重点化及び効率化を図ることによ
り、検査等業務に従事する要員が ○ 本部及び地方組織の再編・統合と併せて一般管理部門の統合など合理化を
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全体に占める割合を、平成18年1 図り、一般管理部門から業務部門へ2名の異動を行った。これに伴い、業務
月1日を基準として、中期目標期 部門へ異動した一般管理部門の職員を対象に、異動先での業務に必要な研修
間中に2ポイント程度向上させる を実施した。。

【年度計画（抄 】 ○ 肥飼料、農薬等の生産資材や食品等に関する情報を消費者、生産者、事業）
⑤ 一般管理部門の合理化及び検査 者等へ一元的に提供できるよう、引き続き各部門の担当者を情報提供部門に
等業務への重点化 配置した。

検査検定機関として検査等業務
への重点化を図るため、次に掲げ 【特記事項】
る取組を行う。 ◆達成度合（一般管理部門の要員の削減 ：183％（3.3％／1.8％））

◆達成度合（検査等業務の要員の向上） ：350％（4.2％／1.2％）
○ 一般管理部門の職員の退職に

伴う補充に対応した新規採用を
抑制する。

○ 一般管理部門から業務部門へ
の人事異動を円滑に行うため、
異動する一般管理部門の職員を
対象に必要な研修を実施する。

○ 情報提供業務などの重点化及
び効率化について検討する。
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評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第１－１ ○業務運営能力の向上 Ａ
(2) 業務運営能力の向上 【評価指標】第１－１(1)に同じ。

【評価結果】
◇小項目 ２×２点＝４点
合計 ４点（４/４＝１００％）

各小項目の評価結果を積み上げた評価はＡ評価であった。
各小項目の達成状況やその他の要因を踏まえ、達成状況や対応状況等を総合的

に勘案した結果、妥当な実績であると考えられることから、Ｓ評価としないこと
とする。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
職員の技術的水準の維持・向上 ○ 職員技術研修中期計画に基づき、研修を次のとおり行った。また、研修企

を図るため、次に掲げる研修及び 画委員会を開催した結果、職員技術研修中期計画については改正を要する事
資格等の取得をセンター全体で計 項はなかった。
画的に推進する。
① 研修 ・専門技術研修及び技術能力向上研修 86回（延べ782名）

・機器分析研修 （うち機器操作研修 19回（延べ 42名 ））
・ISO9000審査員研修

② 資格の取得 ○ 職員技術研修中期計画に基づき、ISO9000審査員研修コースを4名に受講さ
・放射線取扱主任者 せ、次のとおり有資格者を確保した。
・Ｘ線作業主任者

・ISO9000審査員研修修了者 48名（新規 4名）
また、試験研究機関等との共同

研究の実施等を通じて、検査分析 ○ 有資格者の必要なセンターに、放射線取扱主任者又はX線作業主任者を配
に関する先進的な技術、知識等の 置するとともに、放射線取扱主任者養成研修を2名に受講させ、資格を取得
導入に努める。 させた。

【年度計画（抄 】 ・放射線取扱主任者 81名（新規 2名））
① 業務運営能力を向上させ、的確 ・X線作業主任者 22名（新規 0名）
な検査・分析の実施に資するた
め、次に掲げる取組を行う。 ○ 遺伝子組換え食品の検査技術等、最新の分析技術に関する研修を32回（延

べ176名）行った。このうち、研究機関等が実施する高度な分析技術の研修
○ 職員技術研修中期計画に基づ に5回（7名）受講させた。
き研修を行うとともに、研修企
画委員会を開催し、必要に応じ ○ 次のとおり職員を研究機関に駐在させるとともに、大学及び試験研究機関
て当該計画の見直しを行う。 等との共同研究を17課題実施する等の技術交流を行うことにより、検査分析

○ ISO9000審査員研修コースを 等に係る先進的な技術、知識等の導入を図った。
受講させ、修了試験の合格者を
確保する。 ・食品総合研究所 3名

○ 放射線取扱主任者又はＸ線作 ・中央水産研究所 1名
業主任者を配置するとともに、
必要に応じて、職員にこれらの 【特記事項】
資格を取得させる。 特になし。

○ 遺伝子組換え食品の検査技
術、安定同位体比測定技術等の
最新の分析技術に関する研修を
行う。

② 検査分析等に係る先進的な技
術、知識等の導入を図るため、必
要に応じて大学及び研究機関等と
の共同研究及び技術交流を行う。
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評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第１－１ ○外部委託（アウトソーシング）による業務の効率化 Ａ
(3) 外部委託（アウトソーシング） 【評価指標】第１－１(1)に同じ。
による業務の効率化

【評価結果】
◇小項目 １×２点＝２点
合計 ２点（２/２＝１００％）

小項目の評価結果から評価はＡ評価であった。
小項目の達成状況やその他の要因を踏まえ、達成状況や対応状況等を総合的に

勘案した結果、妥当な実績であると考えられることから、Ｓ評価としないことと
する。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
専門技術的知見の必要性が低い ① 外部の専門業者に委託した方が業務運営の効率化に資するものとして、次に

作業等のうち次に掲げる業務につ 掲げる業務について平成19年度に引き続きアウトソーシングを行い、業務の効
いては、早期にアウトソーシング 率化に努めた。
を行う。

・JAS規格見直し業務並びに肥料及び農薬の検査等業務に係るアンケート調査
【年度計画（抄 】 票の発送及び回答の集計作業）
① 次に掲げる業務については、平 ・試薬調製作業
成19年度に引き続き、アウトソー ・専門知識を要しない外国文献の翻訳
シングに係る関連規程等に基づき ・メールマガジンの配信管理
適切にアウトソーシングを実施す ・広報誌の編集及び発送
る。

② 情報の取扱いや検査分析業務の信頼性の確保に留意しつつ、新たに登録認定
○ JAS規格見直し業務並びに肥 機関等の定期的調査に係るJAS格付品検査データの入力について、アウトソー

料及び農薬の検査等業務に係る シングを実施した。
アンケート調査票の発送及び回
答の集計作業 また、ホームページ及び農薬の検索システムの運営管理業務について、他機関

○ 専門技術的知見の必要性が低 におけるアウトソーシング実施状況及び実施時の効率化等の調査を行うととも
い試薬調製作業 に、情報提供推進委員会において的確かつ迅速な情報提供の側面からも検討を行

○ 専門知識を要しない外国文献 った。
の翻訳

○ メールマガジンの発信管理 なお、官民競争入札については、センターが行っている立入検査等の業務は民
○ 広報誌の編集及び発送 間の事業主体に対する行政処分の前提となるものであることから、被検者からの

隔離が必要であること、さらに、厳正な検査を実施するためには事前に検査内容
② 次に掲げる業務については、早 等の情報が漏えいしないようにする必要があることから、あらかじめ検査内容等
期にアウトソーシングを行うた を公表することとなる公募等による入札の対象とすることは適当でないため実施
め、検討委員会を設置し検討を行 していない。
い、可能なものについては実施す
る。 【特記事項】

特になし。
○ JAS製品の検査データ並びに

肥飼料等の登録、届出情報及び
立入検査結果等のデータの入力

○ ホームページ及び農薬の検索
システムの運営管理
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評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第１－１ ○分析機器等に関する効率化 Ａ
(4) 分析機器等に関する効率化 【評価指標】第１－１(1)に同じ。

【評価結果】
◇小項目 ２×２点＝４点
合計 ４点（４/４＝１００％）

各小項目の評価結果を積み上げた評価はＡ評価であった。
各小項目の達成状況やその他の要因を踏まえ、達成状況や対応状況等を総合的

に勘案した結果、妥当な実績であると考えられることから、Ｓ評価としないこと
とする。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
センターに設置されている分析 分析機器の稼働状況等の調査を行い、その結果を踏まえて分析件数を調整する

、 、 。機器等については、定期的にその 等 平成21年度の検査計画の策定に反映させ 分析機器の稼働率の向上を図った
稼働状況等の調査を行い、その結
果を踏まえた検査計画を策定する また、分析機器の新規購入及び更新に当たっては、稼働状況等の調査結果を踏
ことにより、既存の分析機器等の まえセンター全体における必要性について十分な検討を行った上で整備方針を決
稼働率の向上を図るとともに、分 定した。この結果、本部に設置していたクリーンベンチ及び岡山事務所に設置し
析機器等の更新に当たっては、耐 ていた粉砕器を福岡センターに移設して活用するなど、効率的な運用を行った。
用年数の経過状況等のほか、セン
ター全体における必要性を十分に 【特記事項】
検討する。 特になし。

【年度計画（抄 】）
分析機器等の稼働率の向上を図

るため、その稼働状況等の調査を
行い、次の事業年度の検査計画の
策定に反映させるとともに、分析
機器等の新規購入及び更新に当た
っては、耐用年数の経過状況等の
ほか、センター全体における必要
性を十分に踏まえたものとする。
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評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第１－１ ○業務運営の効率化による経費の抑制 Ａ
(5) 業務運営の効率化による経費の 【評価指標】第１－１(1)に同じ。
抑制

【評価結果】
◇小項目 ３×２点＝６点
合計 ６点（６/６＝１００％）

各小項目の評価結果を積み上げた評価はＡ評価であった。
、 、一般管理費の削減 業務経費の削減等の実績は年度計画を上回るものであるが

各小項目の達成状況及びその他の要因を踏まえ、達成度合や対応状況等を総合的
に勘案した結果、妥当な実績であると考えられることから、Ｓ評価としないこと
とする。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
業務運営の効率化による経費の 人件費を除く運営費交付金で行う事業に要した経費について、検査等業務の合

抑制については、各事業年度の人 理化及び効率化を図ること等により、対平成19年度比で一般管理費を5.8％、業
件費を除く運営費交付金で行う事 務経費を3.0％抑制した。
業について、少なくとも対前事業
年度比で一般管理費を3％、業務 さらに、センター全体として、本部及び地方組織の再編・統合に伴う管理部門
経費を1％抑制する。 の合理化及び効率化を行うなど、統合メリットを発現することにより人件費を抑

制し、平成20年度においては、平成18年度予算における一般管理費比で3％相当
さらに、統合メリットを発現す 額を抑制した。

ることにより、中期目標期間の最
終事業年度において、平成18年度 【特記事項】
予算における一般管理費比で10％ 一般管理費に要した経費は651,583千円であり、平成19年度の経費691,371千円
相当額の抑制を行う。 に対し5.8％抑制した。

【年度計画（抄 】 業務経費に要した経費は958,253千円であり、平成19年度の経費987,711千円に）
人件費を除く運営費交付金で行 対し3.0％抑制した。

う事業について、少なくとも対前
事業年度比で一般管理費を3％、 平成18年度一般管理費の予算額771,977千円（旧3法人合計）比△3%、23,159千
業務経費を1％抑制する。 円の抑制を行った。

さらに、統合メリットを発現す ◆達成度合（一般管理費の抑制） ：193％（5.8％／3％）
ることにより、本事業年度は平成 ◆達成度合（業務経費の抑制） ：300％（3.0％／1％）
18年度予算における一般管理費比 ◆達成度合（統合メリットによる抑制 ：100％（3.0％／3％））
で3％相当額の抑制を行う。
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評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第１－１ ○人件費の削減 Ａ
(6) 人件費の削減 【評価指標】第１－１(1)に同じ。

【評価結果】
◇小項目 ２×２点＝４点
合計 ４点（４/４＝１００％）

各小項目の評価結果を積み上げた評価はＡ評価であった。
人件費の削減等の実績は年度計画を上回るものであるが、各小項目の達成状況

及びその他の要因を踏まえ、達成度合や対応状況等を総合的に勘案した結果、妥
当な実績であると考えられることから、Ｓ評価としないこととする。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
平成18年度以降の5年間におい 業務の効率化を図り、人員を平成18年1月1日時点の常勤職員722名から688名

て、センター全体の人件費（退職 （平成21年1月1日時点）と34名削減することにより、平成17年度決算額を基準と
金及び福利厚生費（法定福利費及 して人件費（退職金及び福利厚生費（法定福利費及び法定外福利費）並びに非常
び法定外福利費）並びに非常勤役 勤職員給与及び人事院勧告を踏まえた給与改定部分を除く ）を6.6％削減した。。
職員給与及び人事院勧告を踏まえ
た給与改定部分を除く ）につい なお、センターの給与体系は国と同水準を維持しており、平成20年度のラスパ。
て5％以上の削減を行うとともに イレス指数は99.3であった。、
一般管理部門の統合等による管理
部門の合理化等の統合メリットを 【特記事項】
発現することにより、更なる人件 ◆達成度合（人件費の削減 ：220％（6.6％／3％））
費の削減を行う。

【年度計画（抄 】）
業務の効率化を図り、人員を削

減することにより、人件費につい
て、平成17年度決算額を基準とし

、て3％以上の削減を行うとともに
一般管理部門の統合等による管理
部門の合理化等の統合メリットを
発現することにより、更なる人件
費の削減を行う。
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評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第１－２ ○生産段階における安全性等の確保に関する業務 Ａ
(1) 生産段階における安全性等の確 【評価指標】第１－１(1)に同じ。
保に関する業務

【評価結果】
◇小項目 １６×２点＝３２点
合計 ３２点（３２/３２＝１００％）

各小項目の評価結果を積み上げた評価はＡ評価であった。
肥料取締法に基づく立入検査等の重点化、農薬検査の迅速化、飼料の試験成分

点数等の実績は年度計画を上回るものであるが、各小項目の達成状況及びその他
の要因を踏まえ、達成度合や対応状況等を総合的に勘案した結果、妥当な実績で
あると考えられることから、Ｓ評価としないこととする。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
① 肥料関係業務 ア 登録申請1,601件に係る調査の質を確保しつ
ア 肥料の検査等業務 つ、結果報告に要する期間を削減するため、次

肥料の登録申請に係る調査の質を確保しつつ、中期目標期間 に掲げる事項に取組み、最大で28日と目標期間
中に、当該調査結果の報告までの期間を5％削減するための取 に対して6.7％削減し、肥料の安全性の確保と
組を推進する。 食の安全の効率的かつ効果的な推進を図った。

、また、収去品の検査については、中期目標期間中に、成分1 (ｱ) 登録申請マニュアル及び登録Q&Aを改訂し
点当たりに要する分析時間を5％削減するための取組を推進す 要請に基づき配布するとともに、ホームペー
る。 ジに肥料登録申請手続きの概要及び諸手続き

等を掲載し、登録申請者に対する最新情報の
イ 肥料取締法に基づく立入検査、質問及び収去等業務 提供に努めた。

、肥料取締法（昭和25年法律第127号）に基づく立入検査につ (ｲ) 新規に登録申請があった1,601件について
いては、有害成分を含むおそれの高い肥料の生産業者への重点 登録申請書を電子データ（PDF）化し、イン
化を図ることとし、全体の立入検査事業所数に占める割合を、 ターネットVPNを用いて各センター間で情報
平成17年度を基準として、中期目標期間中に30％増加させる。 を共有することにより、登録申請時における
また、立入検査時の収去については、有害成分を含むおそれの 安全性の可否の判断の迅速化を図った。
高い肥料について重点的に行うこととし、全体の収去点数に占 (ｳ) 日本環境化学会が主催したセミナー等11回
める割合を、平成17年度を基準として、中期目標期間中に50％ に延べ23名参加し、最新の分析・鑑定手法に
増加させる。以上の目標を達成するための取組を推進する。 関する文献・報文の収集を行った。

また 立入検査の結果の報告については 中期目標期間中に また、汚泥肥料について有害成分の基準値を、 、 、
農林水産省の指示から報告までに要する期間を、現行の目標期 超える違反が多数確認されていることから、成
間（40業務日）に対して10％削減させる。 分の検査結果を迅速に判定するため、平成19年

度に改良した肥料の重金属等分析法（ひ素、水
【年度計画（抄 】 銀の分析法の改良及びカドミウム、ニッケル、）
① 肥料関係業務 鉛の同一分解液で測定）を活用したほか、次に
ア 肥料の検査等業務 掲げる事項を推進することにより検査等の効率

、 、 。肥料の登録申請に係る調査の質を確保しつつ、中期目標期間 化 合理化を図り 分析時間を8.2％削減した
中に、当該調査結果の報告までの期間を5％削減することがで
きるよう、次に掲げる事項を推進する。 (ｱ) 収去品の検査については、有害成分ごとに

集中的に分析・鑑定（869試料、成分点数
(ｱ) 申請マニュアル及び登録Ｑ＆Ａを改訂し要請に基づき配布 10,113点）を実施した。さらに、検査の効率

するとともに、ホームページに掲載した登録申請マニュアル 化を図るため、このうち、汚泥肥料の原料の
等の活用促進に努める。 溶出試験（27試料、成分点数513点）を本部

(ｲ) LAN等を用いて本部及び地方組織で情報を共有化する。 で集中して実施した。
(ｳ) 最新の分析・鑑定手法に関する文献・報文の収集を行う。 (ｲ) 業務の合理化を図るため、ICP質量分析法

用標準液の調製についてアウトソーシングを
また、収去品の検査については、中期目標期間中に、成分1 実施した。

点当たりに要する分析時間を5％削減することができるよう、 (ｳ) 日本環境化学会が主催したセミナー等11回
次に掲げる事項を推進する。 に延べ23名が参加し、最新の分析・鑑定手法

に関する文献・報文の収集を行った。
(ｱ) 有害成分ごとに集中的に分析・鑑定を行う。また、汚泥肥 (ｴ) 環境省主催の機器分析研修に職員（1名）

料の原料の溶出試験を本部に集中して実施する。 を参加させ、分析技術の高度化に努めた。
(ｲ) アウトソーシングを推進し、業務の合理化を図る。
(ｳ) 最新の分析・鑑定手法に関する文献・報文の収集を行う。 イ 肥料取締法に基づく立入検査については、各
(ｴ) 職員の分析技術の高度化に努め、分析・鑑定業務の効率化 月ごとの集中検査や集中分析により、効果的か

を図る。 つ効率的な検査の実施に努めた。また、立入検
査及び立入検査時の収去について、次に掲げる

イ 肥料取締法に基づく立入検査、質問及び収去等業務 事項を推進し、有害成分を含むおそれの高い肥
肥料取締法（昭和25年法律第127号）に基づく立入検査につ 料の生産業者への重点化を図ることにより、汚

いては、有害成分を含むおそれの高い肥料の生産業者への重点 泥肥料等の生産事業場への立入検査及び収去点
化を図ることとし 全体の立入検査事業所数に占める割合を 数の占める割合を平成17年度に対してそれぞれ、 、
平成17年度を基準として、中期目標期間中に30％増加させ 44.0％及び79.3％増加させ、安全性確保の充実
る。また、立入検査時の収去については、有害成分を含むおそ を図った。
れの高い肥料について重点的に行うこととし、全体の収去点数
に占める割合を、平成17年度を基準として、中期目標期間中に (ｱ) 汚泥肥料等、有害成分を含有するおそれの
50％増加させる。以上の目標を達成するため、次に掲げる事項 高い肥料以外の普通肥料の生産事業場につい

、 、を推進する。 ては 過去5か年の立入検査の結果に基づき
食品工業、化学工業等の副産物を原料に使用

(ｱ) 汚泥肥料等、有害成分を含有するおそれの高い肥料以外の する生産事業場等に対して立入検査の重点化
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普通肥料の生産事業場については、過去5か年の立入検査の を図ることにより、立入検査件数と収去点数
結果に基づき、立入検査の重点化を図ることにより、立入検 を平成17年度に対してそれぞれ24.9％、37.2
査件数と収去点数をいずれも20％以上削減する。 ％削減した。

(ｲ) 汚泥肥料等、有害成分を含有するおそれの高い肥料の生産 (ｲ) 汚泥肥料等、有害成分を含有するおそれの
事業場に対する立入検査件数と収去点数をそれぞれ20％、30 高い肥料の生産事業場に対する立入検査件数
％以上増加する。 と収去点数を平成17年度に対してそれぞれ

(ｳ) 異物混入を防止するため、立入検査の際に生産管理状況、 43.6％、37.7％増加した。
表示の適正化等の確認を重点的に行う。 (ｳ) 立入検査を実施した全ての事業場におい

て、新たに生産管理状況、表示の適正化等の
また、立入検査の結果の報告については、農林水産省の指示 確認を重点的に実施し、肥料への疑似資材等

から報告までに要する期間を、現行の目標期間（40業務日）に の異物の混入防止に努めた。
対して10％削減させる。

また、立入検査の結果の報告については、検
査等の効率化、合理化を図り、農林水産省の指
示から報告までに要する期間を現行の目標期間
（40業務日）に対して7.5％（3業務日）削減し
た。

【特記事項】
《普通肥料の生産業者》
◆達成度合（立入検査件数）

：125％（24.9％／20％）
◆達成度合（収去点数 ：186％（37.2％／20％））
《有害成分を含むおそれの高い肥料の生産業者》
◆達成度合（立入検査件数）

：218％（43.6％／20％）
◆達成度合（収去点数 ：126％（37.7％／30％））

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
② 農薬関係業務 平成20年度は、農林水産大臣から継続分を含め

農薬の登録申請に係る検査の実施については、GLP制度に基づ 2,798件の検査指示があった。
いて実施することを求めている試験項目の検査について、旧農薬
検の前中期目標において目標とした検査期間を、中期目標期間中 このうち、基準の設定が必要な農薬の検査指示
に更に5％程度短縮することとし、具体的には、次に掲げる目標 は375件であった。平成20年度内に検査が完了し
期間内に検査を完了させるための措置を講じる。 た76件のうち、迅速化に係る目標期間である1年4

か月以内に検査を完了したものは74件（検査完了
ａ 農薬取締法（昭和23年法律第82号）第3条第1項第4号から第7 件数に対する割合：97.4％）であった。

号までのいずれかに掲げる場合に該当するかどうかの基準の設
定が必要な農薬については、1年4か月以内 また、基準の設定が不要な農薬の検査指示は

ｂ ａ以外の農薬の検査については、10.5か月以内 2,423件であった。平成20年度内に検査を完了し
た1,282件のうち、迅速化に係る目標期間である

【年度計画（抄 】 10.5か月以内に検査を完了したものは1,262件 検） （
② 農薬関係業務 査完了件数に対する割合：98.4％）であった。

農薬の登録申請に係る検査の実施については、GLP制度に基づ
いて実施することを求めている試験項目の検査について、旧農薬 平成18年度に作成したGLP試験成績の信頼性に
検の前中期目標において目標とした検査期間を、中期目標期間中 係る項目についてチェックリストを活用し、定型
にさらに5％程度短縮することとし、具体的には、次に掲げる目 的な検査項目の簡略化を図った。
標期間内に検査を完了させるための措置を講ずる。

【特記事項】
ａ 農薬取締法（昭和23年法律第82号）第3条第1項第4号から第7 ◆達成度合（基準設定が必要な農薬）

号までのいずれかに掲げる場合に該当するかどうかの基準の設 ：97.4％（74件／76件）
定が必要な農薬については、1年4か月以内 ◆達成度合（基準設定が不要な農薬）

ｂ ａ以外の農薬の検査については、10.5か月以内 ：98.4％（1,262件／1,282件）

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
③ 飼料及び飼料添加物関係業務 ア 飼料中の飼料添加物及び有害物質のモニタリ
ア 飼料中の飼料添加物及び有害物質のモニタリング検査につい ング検査について、試験の精度管理を的確に実

て、中期目標期間の最終事業年度において試験に従事する職員 施しつつ、平成18年度に開発したGC-MS、LC-MS
1人当たりの試験成分点数を平成17年度の実績に対して5％増加 による有害物質等の一斉分析法等を活用するこ
させる。 とにより、試験に従事する職員1人当たりの試

験成分点数を平成20年度の目標値2,500点に対
イ 立入検査等については、年間600箇所以上を目途とし、重点 して3,540点実施した。

化する検査対象を年度計画に定めて、効率的かつ効果的に検査
を実施する。 イ 立入検査等については、牛海綿状脳症の発生

防止等を目的としたものに重点化して、632箇
立入検査等の結果及び収去対象飼料の試験結果の報告につい 所に対して実施した。

ては 現行の報告に要する日数から少なくとも5業務日短縮し また、検査の実施に当たっては、各月ごとの、 、
立入検査結果にあっては立入検査の日から25業務日以内に、ま 集中検査や集中分析による、効率的かつ効果的
た、収去品の試験結果にあっては試験を終了した日から15業務 な検査の実施に努めた。
日以内に報告する。

立入検査等の結果及び収去対象飼料の試験結
【年度計画（抄 】 果の農林水産大臣への報告については、事務処）
③ 飼料及び飼料添加物関係業務 理に係る規程の改訂を行い、インターネット
ア 飼料中の飼料添加物及び有害物質のモニタリング検査につい VPNを活用した本部及び各地域センター間にお

て、職員1人当たりの目標とする試験成分点数を年間2,500 ける報告事務の簡素化等を図り、報告に要する
点とする。 期間の短縮に努めた。

イ 立入検査等については、牛海綿状脳症の発生の防止等に重点 【特記事項】
化して、年間600箇所以上を目途とし、効率的かつ効果的に検 ◆達成度合（試験成分点数）

（ ）査を実施する。 ：142％ 3,540点／2,500点
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◆達成度合（立入検査件数）
立入検査等の結果及び収去対象飼料の試験結果の報告につい ：105％（632件／600件）

ては、LAN等を活用して本部及び各地方組織間の報告を簡素化
する。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
④ 土壌改良資材関係業務 ア 集取品（32点）の検査については、集中的な
ア 集取品の検査業務 検査と集中試験による迅速化を行い、平成17年

集取品の検査については、中期目標期間中に、平成17年度を 度を基準として、集取品1点当たりに要する試
基準として、集取品1点当たりに要する試験時間を10％削減す 験時間を13.7％削減した。
る。

イ 過去5か年間の立入検査結果を踏まえ、表示
イ 地力増進法に基づく立入検査業務 が不適切な製造業者、新規業者等に対する立入

効率的かつ効果的な立入検査を行うため、過去5か年間の立 検査業務の重点化を図り、効率的かつ効果的に
入検査の結果を踏まえ、立入検査業務の重点化を図るととも 立入検査を34件実施した。
に、立入検査の結果の報告については、集中的な検査等による
迅速化、稟議手続等の合理化等事務処理の効率化を図ることに また、結果の報告については、電子媒体を用
より、中期目標期間中に、農林水産大臣の指示から報告までに いた各地域センターからの報告事務の簡素化等
要する期間を、VA菌根菌資材を除き、30業務日に短縮する。 の事務処理の効率化を図り、平成17年度を基準

として9業務日短縮し31業務日以内に農林水産
【年度計画（抄 】 大臣へ報告した。）
④ 土壌改良資材関係業務
ア 集取品の検査業務 【特記事項】

集取品の検査については、平成17年度を基準として、集取品 ◆達成度合（試験時間の短縮）
1点当たりに要する試験時間を10％削減する。 ：137％（13.7％／10％）

◆達成度合（報告期間の短縮）
（ ）イ 地力増進法に基づく立入検査業務 ：113％ 9業務日／8業務日

効率的かつ効果的な立入検査を行うため、過去5か年間の立
、 、入検査の結果を踏まえ 立入検査業務の重点化を図るとともに

立入検査の結果の報告については、中期目標期間中に、農林水
産大臣の指示から報告までに要する期間を、VA菌根菌資材を除
き、30業務日に短縮するため、稟議手続きの合理化等事務処理
の効率化を図ることにより、現行の目標期間（40業務日）に対
して8業務日短縮する。
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評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第１－２ ○農林水産物等の品質及び表示の適正化に関する業務 Ａ
(2) 農林水産物等の品質及び表示の 【評価指標】第１－１(1)に同じ。
適正化に関する業務

【評価結果】
◇小項目 ９×２点＝１８点
合計 １８点（１８/１８＝１００％）

各小項目の評価結果を積み上げた評価はＡ評価であった。
特定品目に係る重点的な調査の回数等の実績は年度計画を上回るものである

が、各小項目の達成状況及びその他の要因を踏まえ、達成度合や対応状況等を総
合的に勘案した結果、妥当な実績であると考えられることから、Ｓ評価としない
こととする。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
① 食品表示監視業務については、 品質表示基準の遵守状況の確認のための検査の実施に当たっては、次のとおり
平成17年度を基準として、検査に 塩干魚介類及び海藻類の重点的な検査を2回実施した。
要する時間を中期目標期間中に10
％削減し、検査の効率化を図る。 〔塩干魚介類の表示に関する特別調査〕

・アジ加工品 199件
【年度計画（抄 】 ・サバ加工品 102件）
① 食品表示監視業務について、蓄 〔海藻類の産地表示に関する重点調査〕
積された専門技術的知見が必要と ・塩蔵わかめ 110件
される検査等に重点化を図るた ・コンブ 100件
め、センターの調査研究等によっ
て得られた成果を活用した特定品 また、同一品目の分析試験を集中的に実施する等により、食品表示監視業務に
目に係る重点的な検査を2回以上 係る検査に要する時間を平成17年度を基準として6.1％削減した｡
行う。

【特記事項】
また、食品表示監視業務に係る ◆達成度合（重点的な検査回数 ：100％（2回／2回））

検査に要する時間を平成17年度を ◆達成度合（総検査時間の削減 ：102％（6.1％／6％））
基準として中期目標期間中に10％
削減するため、分析試験ごとに分
析実施センターの集約化等につい
て検討し、総検査時間を6％程度
削減する。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
② 登録認定機関の登録及びその更 技術上の調査については 次に掲げる取組を行うことにより 調査を行った428、 、

新時における調査については、農 件すべての案件について、農林水産省の調査指示から23業務日以内に報告した。
林水産省の調査指示から報告まで
の目標期間（30業務日）を中期目 ○ 事務処理の簡素化・合理化等について検討を行った結果、技術上の調査に
標期間中に10％削減する。 係る基準文書について改正を行う事項はなかった。

【年度計画（抄 】 ○ また、検査員（調査員又は調査員補）に対し、これまでの技術上の調査等）
② 登録認定機関の登録及び登録の の実績を事例演習に反映させた研修を2回（25名）実施し、検査員の調査能
更新時における調査については、 力の向上を図った。
事務処理の簡素化・合理化の取り
組みを踏まえ、農林水産省の調査 【特記事項】
指示から報告までの目標期間（30 特になし。
業務日）を1業務日短縮し、29業
務日以内とする。

また、目標期間を10％削減する
ことができるよう、基準文書を必
要に応じて見直すとともに、検査
員への周知徹底及び教育訓練を行
うことにより検査員の能力向上を
図る。
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評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第１－２ ○情報提供業務 Ａ
(3) 情報提供業務 【評価指標】第１－１(1)に同じ。

【評価結果】
◇小項目 ４×２点＝８点
合計 ８点（８/８＝１００％）

各小項目の評価結果を積み上げた評価はＡ評価であった。
各小項目の達成状況やその他の要因を踏まえ、達成状況や対応状況等を総合的

に勘案した結果、妥当な実績であると考えられることから、Ｓ評価としないこと
とする。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
情報のデータベースや情報シス 各業務により蓄積されたデータベースや情報システムについて、一元的管理を

テムの的確な管理のための要員を 行うために必要な各データベースごとの的確な管理のための要員として、管理責
平成19年度から配置するととも 任者及び所定の期間内のデータ入力状況を確認する進行管理者を定め、必要に応
に、これらのデータベース等を活 じて見直しを行った。
用した一元的な対応を図るため、
CIOを設置する等の体制を構築す CIOの指導のもと情報・システム最適化推進委員会分科会において、法人の情
る。 報通信技術（IT）への対応についての検討を行い、その結果をCIOへ報告した。

その結果、旧3法人間で異なっていた外部との接続環境を一本化する等、情報通
【年度計画（抄 】 信ネットワークを整備した。また、CIOを委員長とする業務・システム最適化推）

センターが有する専門的知見を 進委員会を平成21年3月に開催し、データベースや情報システムの現状について
活用しつつ、効率的かつ迅速な情 検討した。
報発信、講習会等を通じた的確な
情報の提供を行うため、次に掲げ 【特記事項】
る措置を講ずる。 特になし。

○ データベースや情報システム
を一元的に管理する体制及び要
員の配置を必要に応じて見直
す。

○ CIOの指導のもとデータベース
や情報システムのあり方を検討
し、必要な改善を図る。
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評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第２－１ ○食の安全と消費者の信頼の確保に向けた取組 Ａ
(1) 食の安全と消費者の信頼の確保 【評価指標】第１－１(1)に同じ。
に向けた取組

【評価結果】
◇小項目 ３×２点＝６点
合計 ６点（６/６＝１００％）

各小項目の評価結果を積み上げた評価はＡ評価であった。
各小項目の達成状況やその他の要因を踏まえ、達成状況や対応状況等を総合的

に勘案した結果、妥当な実績であると考えられることから、Ｓ評価としないこと
とする。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
① 食の安全と消費者の信頼の確保 センター全体として取り組むべき次の5課題について、プロジェクトチームを

に資する観点から特に必要な課題 設置し、調査分析等を効率的かつ効果的に実施した。
について検討し、結論を得る。

【安全性未審査トウモロコシの緊急検査】
【年度計画（抄 】 安全性未審査の遺伝子組換えトウモロコシが米国からの飼料用トウモロコシ）
① センター全体として取り組むべ に混入し国内へ流入することの防止を目的として、肥飼料検査部門及び食品検
き課題を次に掲げるような課題の 査部門によるプロジェクトチームを設置し、検査法の妥当性確認試験に参加さ
中から、2課題以上選定するとと せ技術者を訓練するとともに、保有する分析機器を有効に活用し、迅速に検査
もに、プロジェクトチームを設置 分析を実施した。
し、調査分析等を効率的かつ効果
的に実施する。 【前作に使用された農薬の残留分析】

平成19年度のプロジェクトチームで実施した、前作に使用した農薬の残留分
ア 職員の分析能力の向上及び平 析について、リスク低減に資するためさらにデータを蓄積することを目的とし

準化に向けた定期的な技能試験 て、引き続き食品検査部門及び農薬検査部門によるプロジェクトチームを設置
の実施方法の検討及び試験結果 し、農薬検査部門が有する土壌半減期の長い農薬等に関する知見を活用して分

、 。に基づく研修プログラムの作成 析対象農薬を選定し 両部門の連携のもと効率的かつ効果的な検査を実施した
イ 業務改善プログラムの作成及

び当該プログラムに基づく業務 【ペットフード検査方法の検討】
の改善 平成20年6月18日に愛がん動物用飼料の安全性の確保に関する法律（ペット

ウ 消費者等の関心が高く、重点 フード安全法）が制定されたことを受け、新たな業務であるペットフードの検
的に収集すべき情報に係る収集 査に統合法人のシナジー効果を発揮して対応していくことを目的として、肥飼
方法の検討 料検査部門及び食品検査部門によるプロジェクトチームを設置し、各部門が有

エ 情報提供能力の向上のための する検査ノウハウを活用してペットフードの集取方法、有害物質等の分析方法
プログラムの策定及び当該プロ 等を開発した。
グラムに基づく業務の改善

オ 肥飼料や農薬に由来する食品 【非食用の事故米穀を利用した食品等の緊急検査】
中の危害要因に係る情報の収集 非食用事故米穀の不正な食用転売を受けた農林水産大臣指示に基づき、国民
・分析 の不安を払拭し食の安全と信頼を確保することを目的として、食品検査部門及

カ 肥飼料や農薬の使用実態及び び肥飼料検査部門によるプロジェクトチームを設置し、農林水産省関連部局と
特性を踏まえた食品中の有害物 連携しつつ、非食用事故米穀を原料とした製品（和菓子等）への農薬やカビ毒
質の実態調査 の残留状況について緊急に検査分析を実施した。

キ 新たな表示に対応した検査技
術や検査方法の改善・改良 【効果的な情報提供】

ク アからキまでに掲げるものの 食や農に関する講習会や講師派遣等、センターの知見を活用した情報提供の
ほか、食の安全と消費者の信頼 機会が増加していることから、標準テキストやプレゼンテーション方法を共有
の確保の観点から特に必要な課 して効率的・効果的な情報発信に資することを目的として、全業務部門で構成
題 するプロジェクトチームを設置し、標準テキストやプレゼンテーションマニュ

アル等を作成して組織全体で共有する等の成果を得た。

【特記事項】
特になし。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
① 緊急時において、迅速な検査の 次に掲げる取組を実施することにより、総力をあげて検査等を迅速かつ効果的
実施による被害のまん延の防止及 に実施するための体制を整備した。
び原因の特定を行うための体制を
確保する。 ア 平成19年度に策定した「緊急調査分析実施規程 、同規程に基づく「緊急調」

査分析実施マニュアル」について見直しを行った結果、改正を要する事項はな
【年度計画（抄 】 かった。）
① 緊急的にセンター一体となって
被害のまん延の防止及び危害原因 イ 対応マニュアルに基づき、連絡体制並びに想定される要因及びその内容別分
の特定に努める必要が生じた場合 類ごとに専門的知見を有する職員及び機器についての登録内容を見直し、更新
にあっては、プロジェクトチーム した。
の設置やスタッフ職員の活用な
ど、総力をあげて検査等を迅速か ウ 訓練や情報の収集を行い、緊急の事態の発生に備えるとともに、想定される
つ効果的に実施するため、次に掲 調査の内容別分類に係る研修を3回（6名）実施した。
げる取組を実施する。

【特記事項】
ア リスクに応じて必要となる専 特になし。

門分野や分析機器の検証及び活
用方策の検討並びに地方組織を
含めた全国組織の連携方策及び



- 17 -

緊急時における指示・連絡体制
等について定めた対応マニュア
ルの必要に応じた見直し

イ 連絡体制、専門的知見を有す
る職員及び機器の登録・更新

ウ 訓練の実施、緊急時の事例の
収集解析、職員の専門的知見の
向上のための研修の実施等の対
応能力の向上

また、適切かつ正確な情報を
消費者に分かり易く、かつ、迅
速に提供し、消費者の被害及び
生産者の風評被害の防止、消費
者の不安の解消等を図るため、
相談窓口の設置等を必要に応じ
て行う。
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評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第２－１ ○情報提供業務の一元化及び提供内容の充実 Ａ
(2) 情報提供業務の一元化及び提供 【評価指標】第１－１(1)に同じ。
内容の充実

【評価結果】
◇小項目 １９×２点＝３８点
合計 ３８点（３８/３８＝１００％）

各小項目の評価結果を積み上げた評価はＡ評価であった。
メールマガジンの発信先の増加、講習会等の開催回数等の実績は年度計画を上

回るものであるが、各小項目の達成状況及びその他の要因を踏まえ、達成度合や
対応状況等を総合的に勘案した結果、妥当な実績であると考えられることから、
Ｓ評価としないこととする。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
① 情報提供業務の一元化及び提供 情報提供業務の一元化、アンケート調査の結果を踏まえ提供内容の充実を図り
内容の充実を図るための取組を実 つつ、次に掲げる取組により的確かつ迅速に情報提供を行った。
施する。

ア 情報提供業務の一元化
【年度計画（抄 】）
① 情報提供業務の一元化を図ると ○ 検査等業務を通じて蓄積した情報を検査等業務の終了後30業務日以内にデ
ともに、提供内容の充実を図りつ ータベースに登録した。
つ、次に掲げる取組等により的確
かつ迅速に情報提供を行う。 ○ 検査等業務及び情報提供業務等に従事する職員を構成員とする情報提供推
ア 情報提供業務の一元化 進委員会を毎月1回開催し、ホームページ、メールマガジン、広報誌等にお

○ 検査等業務を通じて蓄積し ける提供情報の的確性及びわかりやすさ等について検討を行った。
た情報を検査等業務の終了後
30業務日以内にデータベース ○ 情報提供業務部門や相談窓口等に専門的知見を有する職員を配置し、消費
に登録する。 者、生産者、事業者等からの相談に次のとおり適切に対応した。

○ 検査等業務及び情報提供業
務等に従事する職員から成る ・ 消費者相談専用電話等により、消費者からの相談2,822件に対応した。
委員会を毎月1回以上開催す ・ 食品表示110番等を通じて収集した不正表示や違法なJASマーク表示に関
る。 する情報618件について、農林水産省関係部局等へ通報する等、迅速かつ

○ 情報提供業務部門や相談窓 的確に対応した。
口等に専門的知見を有する職 ・ 事業者等からの食品表示、肥飼料等に関する相談23,496件に対応した。

、 、 、員を配置し 消費者 生産者
、 、 、事業者等からの相談に適切に ○ 食品表示に関する情報 JAS製品の品質に関する情報 遺伝子組換え食品

対応する。 農産物の残留農薬、肥料、飼料、飼料添加物、土壌改良資材及び農薬の安全
○ インターネット情報の内容 性に関する情報や企業、消費者等からの相談事例等を迅速にホームページに

を適宜更新することにより、 掲載した。
企業、消費者等からの相談事
例等を迅速に提供する。 ○ 電子メールマガジンを毎月3回以上、合計50回（延べ配信数227,585通）配

○ 希望者にメールマガジンを 信した。
毎月3回以上配信し、併せて また メールマガジンの配信先は平成20年度末時点で4,889となり 平成17、 、
配信先を中期目標期間中 年度末（配信先3,421）を基準として42.9％増加させた。
に、平成17年度末を基準と
して10％増加させる。 ○ 消費者、事業者及び地方公共団体職員等に対する講習会及び研修会を32回

○ 地方公共団体の職員等に対 （参加者2,158名）開催した。
する講習会及び研修会は、全
センター合わせて30回以上開 ○ 地方公共団体からの要請に応じて行う講習会（派遣講習）に35回（参加者
催する。 1,471名 、事業者等から依頼を受けて行う講習会（依頼講習）に264回（参）

○ 地方公共団体等から参加要 加者17,779名）役職員を講師として派遣するとともに、消費生活展への出展
請があった場合には、必要に を24回（来場者751,884名）実施した。
応じて国民生活センターと連 なお、国民生活センターとは、当センターの主催する地方公共団体職員研

、 、携しつつ、講習会等に役職員 修会に 講師として国民生活センターの職員の派遣要請を2回行うとともに
の派遣等を行う。 国民生活センターからの要請に応じ依頼講習に講師として職員を1回派遣す

る等の連携を図った。
イ 提供内容の充実

○ 提供情報の的確性、わかり イ 提供内容の充実
やすさ等情報提供業務の質の
向上に資する方策を検討する ○ 外部の有識者を含めた情報提供業務検討・評価委員会を開催し、平成20年
ため、外部の有識者を含めた 度の情報提供業務及び平成21年度の計画について評価及び検討を行った 平。（
委員会を開催する。 成21年度の改善として、広報誌の配色や見出しの付け方等について改善を図

ることとした ）。
○ 消費者相談に迅速かつ的確 また、ホームページで消費者、事業者、子供の各対象別に関心が高いと思

に対応するため、農林水産省 われる情報を整理し、目的の情報を検索しやすくした。
消費者の部屋、地方農政局、
国民生活センター、消費生活 ○ 消費者相談において消費者被害情報を受け付けた場合には、保健所、農林
センター等関係機関と緊密に 水産省、国民生活センター等に連絡する等、迅速に対応した。
連携する。

○ PIO-NETの端末を本部に設置するとともに 「独立行政法人農林水産消費安、
○ PIO-NETの端末を設置し、 全技術センターへのPIO-NET端末設置に伴う利用指針」を策定し、国民生活

国民生活センター等関係機関 センター等関係機関との情報の共有化を図った。また、食品に関する重大な
との情報の共有化を図り、情 事故情報があった場合に速やかに関係する部署に情報提供するため PIO-NET、
報提供の内容の充実に資す 端末で食品の危害情報を定期的に検索した。
る。



- 19 -

ウ 提供情報の的確性、わかりやすさ等の向上に資するため、利用者に対するア
ウ 提供した情報や提供方法の顧 ンケート調査による効果測定を実施した。顧客満足度（5段階評価）は、講習

客満足度をアンケート調査等に 会、講師派遣、ホームページ、広報誌等いずれの業務も3.7以上であった。
より測定する。

【特記事項】
◆達成度合（メルマガの配信回数） ：139％（50回／36回）
◆達成度合（メルマガ配信先の増加率 ：715％（42.9％／6％））
◆達成度合（講習会の開催回数） ：107％（32回／30回）

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
② 分析結果等については、データ 分析結果等をデータベース化するとともに、各データベースについて必要な改
ベース化を図る。 善を図ることにより、情報提供に努めた。

肥料の登録情報については、登
録後30業務日以内にこれをデータ 肥料登録1,601件について、登録後30業務日以内に登録情報等のデータベース化
ベース化し、原材料等消費者の関 を行った。
心の高い情報を提供する。

【特記事項】
【年度計画（抄 】 特になし。）
② 検査等結果をデータベース化す
るとともに、必要な改善を図る。

肥料の登録情報については、登
録後30業務日以内にこれをデータ
ベース化し、原材料等消費者の関
心の高い情報を、迅速かつ確実に
提供する。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
③ 肥料、農薬、飼料及び飼料添加 研修又は講師の派遣を次のとおり行うことにより、肥料、農薬、飼料及び飼料
物並びに土壌改良資材の安全性等 添加物並びに土壌改良資材の安全性等の確保に努めた。
の確保に資するため、研修又は講
師の派遣を行う。 農薬の安全性等の確保に資するための講師派遣について、17件（20名）の講師

派遣依頼があり、そのすべてに対応した。
【年度計画（抄 】）
③ 肥料、農薬、飼料及び飼料添加 肥料の法令に関する知識又は肥料の検査技術等に関する研修及び講師の派遣を
物並びに土壌改良資材の安全性等 計24回実施した。
の確保に資するため、研修又は講
師の派遣を行う。 飼料の法令に関する知識又は飼料の試験技術等に関する研修及び講師の派遣を

計22回実施した。

【特記事項】
◆達成度合（肥料に関する研修等 ：120％（24回／20回））
◆達成度合（飼料に関する研修等 ：220％（22回／10回））
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評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第２－１ ○窓口業務の全国における実施 Ａ
(3) 窓口業務の全国における実施 【評価指標】第１－１(1)に同じ。

【評価結果】
◇小項目 ３×２点＝６点
合計 ６点（６/６＝１００％）

各小項目の評価結果を積み上げた評価はＡ評価であった。
各小項目の達成状況やその他の要因を踏まえ、達成状況や対応状況等を総合的

に勘案した結果、妥当な実績であると考えられることから、Ｓ評価としないこと
とする。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
窓口業務を全国で実施するため 次に掲げる取組を行うことにより、法令に基づく届出及び登録証等の交付に係

の取組を実施する。 る窓口業務並びに消費者等からの相談窓口業務を全国で実施した。

） 「 」【年度計画（抄 】 関係法令に基づく事務処理内容に係る所要の研修として 窓口業務担当者研修
（ ）、 「 」 （ ）法令に基づく届出及び消費者等 を1回 1名 基礎知識に関する研修として 相談業務担当者研修 を5回 43名

からの相談窓口業務を全国で実施 実施した。
するため、次に掲げる取組を引き
続き実施する。 平成19年度に策定した窓口業務に係る関係規程、対応マニュアルについて見直

、 、しを行い 消費者相談及び企業相談の手順書の一本化や関係規程類の体系的整理
① 関係法令に基づく事務処理内 食品危害情報の取扱要領等の制定などについて検討・整理を行うことにより、消

容に係る所要の研修等を必要に 費者等からの相談対応についてより的確に対応する体制を整えた。
応じて行う。

② 窓口業務に係る関係規程、対 【特記事項】
応マニュアルについて必要に応 特になし。
じて見直しを行う。



- 21 -

評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第２－１ ○検査・分析能力の継続的向上 Ａ
(4) 検査・分析能力の継続的向上 【評価指標】第１－１(1)に同じ。

【評価結果】
◇小項目 ５×２点＝１０点
合計 １０点（１０/１０＝１００％）

各小項目の評価結果を積み上げた評価はＡ評価であった。
分析技術に関する研修の実施回数等の実績は年度計画を上回るものであるが、

各小項目の達成状況及びその他の要因を踏まえ、達成度合や対応状況等を総合的
に勘案した結果、妥当な実績であると考えられることから、Ｓ評価としないこと
とする。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
検査分析に係る能力及び信頼性 次に掲げる取組を行うことにより、検査分析結果の信頼性を確保に努めた。

の向上を図るため、統合によるス
ケールメリットを活かした取組を ① 実験室間精度管理を5回実施した。
行う。

② 分析技術に関する研修を次のとおり32回（176名）実施した。
、 、また 取組の実施に当たっては

月別の検査業務量の平準化の観点 ・分析技術研修 21回（ 43名）
から 実施時期を適切に設定する ・分析技術向上研修 11回（133名）、 。

【年度計画（抄 】 外部機関が主催する技能試験を20回、センターが主催する技能試験を9回、）
、 （ ） 。職員の検査分析技術力の維持・ 合計29回実施し 検査に係る分析に従事する職員 延べ207名 に参加させた

向上を図り、検査分析結果の信頼
性を確保するため、次に掲げる取 ③ 取組の実施に当たっては、月別の業務量の平準化の観点から実施時期の調整
組等を実施する。 を行った。

① 実験室間精度管理を5回以上 【特記事項】
実施する。 ◆達成度合（実験室間精度管理実施回数 ：100％（5回／5回））

② 分析技術に関する研修を20回 ◆達成度合（分析技術研修の実施回数） ：160％（32回／20回）
以上行う。

③ 取組の実施に当たっては、月
別の検査業務量の平準化の観点
から、適切な実施時期を設定す
る。
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評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第２－２ ○肥料関係業務 Ａ
(1) 肥料関係業務 【評価指標】第１－１(1)に同じ。

【評価結果】
◇小項目 １５×２点＝３０点
合計 ３０点（３０/３０＝１００％）

各小項目の評価結果を積み上げた評価はＡ評価であった。
各小項目の達成状況やその他の要因を踏まえ、達成状況や対応状況等を総合的

に勘案した結果、妥当な実績であると考えられることから、Ｓ評価としないこと
とする。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
① 肥料の検査等業務 ア 肥料の登録又は仮登録の申請に係る調査を次
ア 肥料の登録又は仮登録の申請に係る調査 のとおり実施した。

(ｱ) 肥料の登録申請に係る調査の質を確保しつつ、中期目標期 (ｱ) 登録申請1,601件に係る調査の質を確保し
、 、間中に、当該調査結果の報告までの期間を、現行の目標期間 つつ 結果報告に要する期間を削減するため

（新規登録申請：30日）に対して5％削減するための取組を 次に掲げる事項に取組み、最大で28日と目標
推進する。 期間に対して6.7％削減し、肥料の安全性の

(ｲ) 肥料の登録等の申請者に対するアンケートをその都度実施 確保と食の安全の効率的かつ効果的な推進を
し、顧客満足度を測定し、5段階評価で3.5以上の顧客満足度 図った。
を中期目標期間中に達成する。

ａ 登録申請マニュアル及び登録Q&Aを改訂
イ 収去品の検査 し、要請に基づき配布するとともに、ホー

(ｱ) 収去から分析結果を得るまでの標準処理期間を中期目標期 ムページに肥料登録申請手続きの概要及び
間中に10％削減する。 諸手続き等を掲載し、登録申請者に対する

(ｲ) 信頼性保証体制の構築等、信頼性の確保に関するシステム 最新情報の提供に努めた。
を整備する等の取組を行う。 ｂ 日本環境化学会が主催したセミナー等11

回に延べ23名参加し、最新の分析・鑑定手
ウ 肥料及びその原料の分析・鑑定等の受託 法に関する文献・報文の収集を行った。

都道府県、農業者等からの肥料等の有害成分等の依頼分析に ｃ 新規に登録申請があった1,601件につい
、 （ ） 、ついては、業務に支障のない範囲内で実施することとし、標準 て 登録申請書を電子データ PDF 化し

処理期間内に適切に処理する。 インターネットVPNを用いて各センター間
で情報を共有した。

また、標準処理期間内に上記の依頼分析を適切に処理するた また、原料や材料のデータベース化を引
めの取組を行う。 き続き行った。

エ 公定規格の改正等に資する調査研究業務 (ｲ) 登録申請窓口に来所した申請者等に対し、
人畜に被害を生ずるおそれのある農産物の生産を防止し、食 アンケート調査を四半期ごとに実施した結

、 、 、 、品の安全性の確保を万全なものとするため 中期目標期間中に 果 平成20年については330件の回答があり
中間報告を含め、3課題の調査結果を取りまとめて公表すると その結果は5段階評価で4.0であった。

、 、ともに、農林水産省に報告する。 また 担当者の研修会を開催するとともに
「肥料登録業務運営改善マニュアル」を見直

オ 牛海綿状脳症のまん延の防止に係る業務 し、肥料登録申請等の業務における窓口対応
(ｱ) 牛の部位を原料とする肥料について、せき柱等が混合して の質の向上に努めた。

いないことに関し、農林水産大臣から確認検査の指示があっ
たものについては、適切に検査を実施し、農林水産大臣から イ 収去品の検査
の確認書の交付状況を公表する。 (ｱ) 収去品の検査について、標準処理期間内に

(ｲ) 肥料原料用の肉骨粉等の製造基準適合確認検査を行い、製 処理することにより、有害成分を含む肥料の
造基準に適合するものであると認めた製造事業場を公表す 流通による被害の防止に努めた。
る。

ａ 人畜に有害な成分として暫定的に設定し
【年度計画（抄 】 た、ひ素、カドミウム、水銀及び鉛の4成）
① 肥料の検査等業務 分について1,683点の検査を行い、いずれ
ア 肥料の登録又は仮登録の申請に係る調査 の成分も検査週後の10業務日以内に結果を

(ｱ) 肥料の登録申請に係る調査の質を確保しつつ、中期目標期 取りまとめた。
間中に、当該調査結果の報告までの期間を、現行の目標期間 ｂ その他の有害な成分として、ひ素、カド
（新規登録申請：30日）に対して5％削減することができる ミウム、水銀及び鉛以外の普通肥料の公定
よう、次に掲げる事項等を推進する。 規格に定める有害成分について959点の検

査を行い、いずれの成分も検査週後の20業
ａ 登録申請マニュアル及び登録Ｑ＆Ａを改訂し要請に基づき 務日以内に結果を取りまとめた。

配布する。 ｃ 上記ａ及びｂ以外の成分について7,471
ｂ 最新の分析・鑑定手法に関する文献・報文の収集を行う。 点の検査を行い、いずれの成分も検査週後
ｃ LAN等を用いて本部及び地方組織で情報を共有化する。 の30業務日以内に結果を取りまとめた。

(ｲ) 肥料の登録等の申請者に対するアンケートをその都度実施 (ｲ) 分析結果について、次に掲げる事項を実施
し、顧客満足度を測定し、5段階評価で3.5以上の顧客満足度 することにより内部監査等を含む精度管理の
を中期目標期間中に達成するため、現状の問題点とアンケー 向上を図った。
ト内容の改善策を網羅した肥料登録業務運営改善マニュアル
を作成し、担当職員に配布する。 ａ 内部監査手順書に従い、平成20年度は本

部及び名古屋センターの内部監査及び肥料
また、担当者の研修会を開催するとともに、必要に応じて 試験品質システムマネジメントレビューを

マニュアルの内容の見直しを行う。 行い、内部監査、外部精度管理、内部品質
管理等の結果を評価した。
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イ 収去品の検査 ｂ 内部精度管理に関するひ素試験標準作業
(ｱ) 収去から分析結果を得るまでの標準処理期間を次のとおり 書、天秤管理標準作業書、原子吸光光度計

定めるとともに、中期目標期間中に当該標準処理期間をそれ 管理標準作業書、標準物質発注依頼・受領
ぞれ10％削減する。 標準作業書、試験品搬送標準作業書、試験

、 、品受領標準作業書 試験品識別標準作業書
ａ 人畜に有害な成分検査週後 10業務日 分析試料調製標準作業書及び試験品保管標
ｂ その他の有害な成分検査週後 20業務日 準作業書を作成した。
ｃ 有害な成分以外の成分検査週後 30業務日 ｃ 整備した文書管理手順書及び記録管理手

、 、 、順書に従って 文書及び記録の作成 登録
(ｲ) 信頼性保証体制の構築等、信頼性の確保に関するシステム 保管等を実施した。

を整備するとともに、次に掲げる取組を実施する。
ウ 都道府県からの依頼分析を1件（窒素全量の

ａ 内部監査等、評価体制を整備し、内部監査、外部精度管 分析）実施するとともに、標準処理期間内に処
理、内部品質管理等の結果を評価する。 理した。

ｂ 試験品取扱手順書に付随する標準作業書等を作成する。 また、標準処理期間内に依頼分析を適切に処
ｃ 整備した文書管理手順書等に従って、文書及び記録の作 理するため、次に掲げる事項を実施した。
成、登録、保管等を実施する。

(ｱ) 業務の合理化を図るため、ICP質量分析法
ウ 肥料及びその原料の分析・鑑定等の受託 用標準液の調製についてアウトソーシングを

都道府県、農業者等からの肥料等の有害成分等の依頼分析に 実施した。
ついては、業務に支障のない範囲内で実施することとし、次に (ｲ) 日本環境化学会が主催したセミナー等11回
掲げる標準処理期間内に適切に処理する。 に延べ23名参加し、最新の分析・鑑定手法に

関する文献・報文の収集を行い、分析・鑑定
(ｱ) 化学分析（(ｲ)を除く ） 30業務日 業務の効率化を図った。。
(ｲ) ダイオキシン類分析 60業務日 (ｳ) 決裁等の事務の簡素化による事務処理の効
(ｳ) 栽培試験（水稲等栽培期間の長い作物を用いた試験は除 率化を図った。

く ） 90業務日。
(ｴ) 鑑定（肉骨粉等のエライザ法による場合にあっては、化学 エ 肥料施用による農産物への安全性の適正評価

分析として扱う ） 20業務日 手法を確立し、もって、肥料の安全性規格基準。
等の改正に資するため、次に掲げる試験・調査

また、標準処理期間内に上記の依頼分析を適切に処理するた を実施した。
め、次に掲げる取組を実施する。

ａ 汚泥肥料の連用によるカドミウムの土壌へ
(ｱ) アウトソーシングの推進により、検査業務全体の合理化を の蓄積、農作物への吸収試験として、大豆へ

図る。 のカドミウムの吸収・残留試験を実施した。
(ｲ) 最新の分析・鑑定手法の文献・報文の収集及び改良の取組 ｂ カドミウムの土壌中における形態の変化に

を実施する。 関する調査として、肥料を施用した土壌を培
(ｳ) 稟議手続きの合理化による事務処理の効率化を図る。 養し、培養日数ごとの土壌中のカドミウム全

量、有機結合態カドミウム、ク溶性カドミウ
エ 公定規格の改正等に資する調査研究業務 ム、水溶性カドミウムを分析し、その変化を

人畜に被害を生ずるおそれのある農産物の生産を防止し、食 調査した。
品の安全性の確保を万全なものとするため、肥料の施用による ｃ 産業廃棄物中の有害物質の含有実態調査と
農産物への安全性の適正評価手法を確立し、もって、肥料の安 して、建築廃材を原料に使用したたい肥中の

、 、全性規格基準等の改正に資するため、次に掲げる調査を実施す 重金属 農薬等を2か月ごとに8か月間調査し
る。 結果を取りまとめて調査を完了した。

ａ 汚泥肥料の連用によるカドミウム等の土壌への蓄積及び作 オ 牛の部位を原料とする肥料について、せき柱
物への吸収試験 等が混合していないことに関し、農林水産大臣

ｂ カドミウムの土壌中における形態の変化に関する調査 から確認検査の指示があった製造事業場（6事
ｃ 産業廃棄物中の有害物質の含有実態調査 業場）については、適切に製造基準適合確認検

査を実施し、農林水産大臣からの確認書の交付
オ 牛海綿状脳症のまん延防止に係る業務 状況をホームページで公表した。

(ｱ) 牛の部位を原料とする肥料について、せき柱等が混合して
いないことに関し、農林水産大臣から確認検査の指示があっ 肥料原料用の肉骨粉等の製造事業場（36事業
たものについては、適切に検査を実施し、農林水産大臣から 場）に対して製造基準適合確認検査を実施し、
の確認書の交付状況を公表する。 その結果をホームページで公表した。

(ｲ) 肥料原料用の肉骨粉等の製造基準適合確認検査を行い、製
造基準に適合するものであると認めた製造事業場を公表す 【特記事項】
る。 ◆達成度合（標準処理期間内に処理した受託分析

件数 ：100％（1件／1件））

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
② 肥料取締法に基づく立入検査、質問及び収去等業務 立入検査及び立入検査時の収去について、次に

肥料取締法に基づく立入検査については、有害成分を含むおそ 掲げる事項を推進し、有害成分を含むおそれの高
れの高い肥料の生産業者への重点化を図ることとし、中期目標期 い肥料の生産業者への重点化を図ることにより、
間中に、全体の立入検査事業所数に占める割合を、平成17年度を 汚泥肥料等の生産事業場への立入検査及び収去点
基準として、30％増加させる。また、立入検査時の収去について 数の占める割合を平成17年度に対してそれぞれ、
は、有害成分を含むおそれの高い肥料に重点化することとし、中 44.0％及び79.3％増加させ、安全性確保の充実を
期目標期間中に、全体の収去点数に占める割合を、平成17年度を 図った。
基準として、50％増加させるための取組を推進する。

(ｱ) 汚泥肥料等、有害成分を含有するおそれの
また、立入検査の結果の報告については、中期目標期間中に、 高い肥料以外の普通肥料の生産事業場につい

、 、農林水産省の指示から報告までに要する期間を、現行の目標期間 ては 過去5か年の立入検査の結果に基づき
（40業務日）に対して10％短縮させるための取組を推進する。 立入検査の重点化を図ることにより、立入検

査件数と収去点数を平成17年度に対してそれ
【年度計画（抄 】 ぞれ24.9％、37.2％削減した。）
② 肥料取締法に基づく立入検査、質問及び収去等業務 (ｲ) 汚泥肥料等の有害成分を含有するおそれの

肥料取締法に基づく立入検査については、有害成分を含むおそ 高い肥料の生産事業場に対する立入検査件数
れの高い肥料の生産業者への重点化を図ることとし、中期目標期 と収去点数を平成17年度に対してそれぞれ
間中に、全体の立入検査事業所数に占める割合を、平成17年度を 43.6％、37.7％増加した。
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基準として、30％増加させる。 (ｳ) 立入検査を実施した全ての事業場におい
また、立入検査時の収去については、有害成分を含むおそれの て、新たに生産管理状況、表示の適正化等の

高い肥料に重点化することとし、中期目標期間中に、全体の収去 確認を重点的に実施し、肥料への疑似資材等
点数に占める割合を平成17年度を基準として、50％増加させる。 の異物の混入防止に努めた。
このため、次に掲げる事項を推進する。

立入検査の結果の報告については、次に掲げる
(ｱ) 汚泥肥料等、有害成分を含有するおそれの高い肥料以外の普 事項を推進することにより、検査等の効率化、合

通肥料の生産事業場については、過去5か年の立入検査の結果 理化を図り、農林水産省の指示から報告までに要
に基づき、立入検査の重点化を図ることにより、立入検査件数 する期間を現行の目標期間（40業務日）に対して
及び収去点数を、いずれも20％以上削減する。 7.5％（3業務日）削減した。

(ｲ) 汚泥肥料等、有害成分を含有するおそれの高い肥料の生産事
業場に対する立入検査件数と収去点数を、それぞれ20％、30％ (ｱ) 立入検査において収去した汚泥肥料の原料
以上増加する。 の溶出試験（27試料、成分点数513点）を本

(ｳ) 異物の混入を防止するため、立入検査の際に生産管理状況、 部で集中して実施した。
表示の適正化等の確認を重点的に行う。 (ｲ) 業務の合理化を図るため、ICP質量分析法

用標準液の調製についてアウトソーシングを
また、立入検査の結果の報告については、中期目標期間中に、 実施した。

農林水産省の指示から報告までに要する期間を、現行の目標期間 (ｳ) 日本環境化学会が主催したセミナー等11回
（40業務日）に対して10％短縮させるため、次に掲げる事項を推 に延べ23名が参加し、最新の分析・鑑定手法
進する。 に関する文献・報文の収集を行った。

(ｴ) インターネットVPNを活用し、立入検査実
(ｱ) 有害成分ごとに集中的に分析・鑑定を行う。また、汚泥肥料 施計画等の報告事務処理の効率化を図った。

の原料を本部に集約して溶出試験の分析を実施する。
(ｲ) アウトソーシングを推進することにより業務の合理化を図 なお、立入検査の結果、公定規格に定める有害

る。 成分の基準値を超えた肥料生産業者（5件 、その）
(ｳ) 最新の分析・鑑定手法に関する文献・報文の収集を行う。 他無登録肥料の生産など肥料取締法の遵守のため
(ｴ) LAN等の活用により、本部への報告等事務処理の効率化を図 に改善が必要として公表された肥料生産業者等

る。 （71件）に対して改善指導を行った。

【特記事項】
特になし。
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評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第２－２ ○農薬関係業務 Ａ
(2) 農薬関係業務 【評価指標】第１－１(1)に同じ。

【評価結果】
◇小項目 １４×２点＝２８点
合計 ２８点（２８/２８＝１００％）

各小項目の評価結果を積み上げた評価はＡ評価であった。
各小項目の達成状況やその他の要因を踏まえ、達成状況や対応状況等を総合的

に勘案した結果、妥当な実績であると考えられることから、Ｓ評価としないこと
とする。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
① 農薬の検査等業務 ア 農薬の登録申請に係る検査の実施について

ア 農薬検査の迅速化 は、平成18年度に作成したチェックリストを活
、 。農薬の登録申請に係る検査の実施については、GLP制度に基 用し効率化を図るとともに 次の措置を講じた

づいて実施することを求めている試験項目の検査について、旧
農薬検の前中期目標において目標とした検査期間を、中期目標 基準の設定が必要な農薬の検査指示は375件
期間中に更に5％程度短縮することとし、具体的には、次に掲 であった。平成20年度内に検査が完了した76件
げる目標期間内に検査を完了させるための措置を講ずる。 のうち、迅速化に係る目標期間である1年4か月

以内に検査を完了したものは74件（検査完了件
ａ 農薬取締法第3条第1項第4号から第7号までのいずれかに掲 数に対する割合：97.4％）であった。

げる場合に該当するかどうかの基準の設定が必要な農薬の検
査については、1年4か月以内 基準の設定が不要な農薬の検査指示は2,423

ｂ ａ以外の農薬の検査については、10.5か月以内 件であった。平成20年度内に検査を完了した
1,282件のうち、迅速化に係る目標期間である

イ 登録農薬データの適正な管理 10.5か月以内に検査を完了したものは1,262件
登録申請の際に提出される試験成績等の情報の保護を徹底す （検査完了件数に対する割合：98.4％）であっ

るための取組を実施する。 た。

ウ 適切な技術的指導の実施 (ｱ) 「検査進行管理表」は毎月2回作成し、そ
農薬の検査の円滑化及び効率化に資するため、申請内容等に の結果を踏まえ、3か月毎（5・8・11・2月）

関する技術的指導を適切に実施する。 に検査進行状況の定期的点検及び検査の遅延
要因把握を行うとともに、検査遅延防止のた

エ 新規業務等への適切な対応 め、毎月1回、各検査担当課において検査進
新たに見込まれる事項等については、社会情勢を踏まえ、農 行状況を確認するなどにより検査の迅速化に

。 、 。林水産大臣からの指示に基づき、適切実施するものとする。 努めた なお 検査に遅延は見られなかった
(ｲ) 平成20年度においては、対象となる微生物

【年度計画（抄 】 農薬の申請がなかったことから、微生物農薬）
① 農薬の検査等業務 検討会は開催しなかった。
ア 農薬検査の迅速化 (ｳ) 農薬使用時安全性検討会を3回開催し、18

農薬の登録申請に係る検査の実施については、GLP制度に基 件の農薬について検討を行った。開催時期に
づいて実施することを求めている試験項目の検査について、旧 ついては登録申請状況を考慮して柔軟に対応
農薬検の前中期目標において目標とした検査期間を、この中期 した。
目標期間中に更に5％程度短縮することとし、具体的には、次 (ｴ) 平成18年度に定めた検査に係る決裁の関係
に掲げる目標期間内に検査を完了させるため、次の(ｱ)から(ｶ) 規程の運用について、平成20年度においても
までの措置を講ずる。 文書で役職員に更なる周知、徹底を図った。

(ｵ) 平成19年度に見直したカリキュラムに基づ
ａ 農薬取締法第3条第1項第4号から第7号までのいずれかに掲 き13回（52名）の研修を実施した。また、内

げる場合に該当するかどうかの基準の設定が必要な農薬の検 部研修で習得が難しい技術、知識等について
査については、1年4か月以内 は10件の外部研修を活用し、23名の職員を参

ｂ ａ以外の農薬の検査については10.5か月以内 加させた。
(ｶ) 平成20年度においては、検査マニュアルに

(ｱ) 検査業務の進行管理の充実 ついて見直しを行った結果、改正を要する事
登録検査に係る農薬について、検査進行管理表を作成し、 項はなかった。

これに基づき概ね3か月に1回の頻度で検査進行管理会議を開
催し、検査の遅延の要因を分析し、適切な措置を講ずる。ま イ 情報機器・媒体も対象として、次に掲げる取
た、検査遅延防止のため、毎月1回、各検査担当課において 組を行うことにより、登録申請時に提出された
検査進行状況を確認し、遅延がある場合は適切な措置を講ず 試験成績等の情報の保護を徹底した結果、不正
る。 アクセス等は発生しなかった。

(ｲ) 微生物農薬の登録検査の迅速化
微生物農薬検討会を、登録申請状況に応じて柔軟に開催す (ｱ) 平成18年度に設置した不正侵入防止装置を

る。 適正に運用した。
(ｳ) 農薬使用者の安全性の確保に係る登録検査の迅速化 (ｲ) CIOの統括の下、情報セキュリティに関す

農薬使用時安全性検討会を、登録申請状況に応じて柔軟に る規程に基づき、LAN上の農薬登録データベ
開催する。 ースの適正管理等に努めた。

(ｴ) 事務処理の迅速化 (ｳ) CIOの統括の下、LAN上のデータベースを適
決裁関係規程の一層適切な運用を役職員へ周知する等改善 正に管理した。

策を講ずる。
(ｵ) 職員に対する研修の実施 ウ 申請内容等に関する技術的指導・助言を適切

前事業年度に見直した体系的な研修カリキュラムに基づい に実施することにより、農薬の検査の円滑化及
て研修を実施するとともに、必要に応じてカリキュラムの見 び効率化に努めた。
直しを行う。 注意事項の変更、処方変更、原体製造場の変

(ｶ) 検査マニュアルの見直し 更、試験成績の受入、容器・包装の変更等の申
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検査内容の高度化・複雑化に対応するため、必要に応じ、 請者からの要望による技術的相談について対応
検査マニュアルの見直しを行う。 した。平成19年度繰越件数を含む平成20年度の

受付件数1,861件のうち対応が終了した相談は
イ 登録農薬データの適正な管理 1,705件（91.6％）であり、その平均処理期間

登録申請時に提出された試験成績等の情報の保護を徹底する は、78日（2.6か月）であった。
ため、情報機器・媒体も対象として、次に掲げる取組を行う。

エ 新たに見込まれる事項等については、社会情
(ｱ) データ等の保管場所への不正進入を防止するための措置を 勢を踏まえ、農林水産省からの要請に基づき、

適正に運用するとともに必要に応じて見直しを行う。 次の業務に対応した。
(ｲ) 当該データ等に関する保護マニュアルを適正に運用すると

ともに必要な見直しを行う。 (ｱ) 食品衛生法に基づく、残留農薬基準のポジ
(ｳ) CIOの統括の下で、LAN上のデータベースの適正管理等を引 ティブリスト制度への移行に伴う次の技術支

き続き進める。 援要請に適切に対応した。

ウ 適切な技術的指導の実施 ａ 魚介類に対する残留農薬基準の設定に対
農薬の登録検査を円滑に行うため、申請者からの要望による する協力

技術的指導・助言について迅速に対応する等、申請内容等に関 シジミにおける農薬残留問題に対応した
する技術的指導・助言を適切に実施する。 魚介類の残留農薬基準設定に関し、基準設

定に必要な資料の検討を行うとともに、対
エ 新規業務等への適切な対応 象農薬の資料の妥当性について技術的検討

新たに見込まれる事項等については、社会情勢を踏まえ、農 を行った。
林水産大臣からの指示に基づき、適切に実施するものとし、次
の業務に対応する。 ｂ 飼料用米生産振興に係る農薬使用に関す

る技術的支援
(ｱ) 平成18年5月から導入された残留農薬基準のポジティブリ 飼料用米生産が振興される中、飼料作物

スト化に伴い生ずる事項の技術的検討 等への農薬使用による畜産物の安全性確保
(ｲ) 生産量の少ない作物への農薬登録の促進 を図るため「稲わら等の農薬使用に関する
(ｳ) 水質汚濁に係る登録保留基準の強化に伴い生ずる事項の技 指導基準」の策定に係る農薬情報の提供及

術的検討 び技術支援を行った。また、畜産物の残留
(ｴ) 薬効・薬害試験、作物残留性試験等に係る制度変更及び農 農薬基準の設定に伴う試験要件の検討を行

薬登録制度に関する懇談会に伴い生ずる事項の技術的検討 った。
(ｵ) 無登録農薬であると疑われる資材の分析等の実施

(ｲ) 生産量の少ない農作物への農薬登録の促進
のため、登録に必要な作物残留試験及び薬効
・薬害試験について、試験設計の審査及び助
言等を行った（審査17件、助言28件 。）

(ｳ) 水質汚濁に係る登録保留基準が、平成20年
10月22日に改正されたことを受け、当該基準
に基づく検査方法等について検討を行った。

(ｴ) 農薬の毒性に関する試験の適正実施に係る
制度（農薬GLP制度）の適用対象試験に「農
作物への残留性に関する試験」が追加された
ことを受け、GLP組織の具体的な要件等につ
いて検討したほか、薬効試験の例数の軽減に
ついて技術的検討を行った。

農薬登録制度に関する懇談会において検討
された作物残留性試験成績の例数等の改訂に
ついて、改正された例数案の検証、関係通知
へ反映するための技術的検討を行った。

(ｵ) 1種類（3点）の疑義資材について、農薬の
有効成分が含まれているか否かの分析を行
い、結果を報告した。

【特記事項】
特になし。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
② ①の業務に附帯する業務 ア 平成20年度における試験施設への査察は、農
ア 農薬GLP適合確認業務の迅速化 林水産省からの要請に基づき、申請のあった14

GLPの審査・査察に係る体制整備を行うことにより業務の迅 試験施設について実施した。
速化を図り、査察の実施後6週間以内に農林水産省消費・安全
局長に査察結果を報告することができるように措置を講ずる。 また、査察を行った全試験施設について目標

（ 、 ）期間である6週間以内 最大4.1週 平均3.2週
イ 国際調和の推進 に農林水産省消費・安全局長へ査察結果を報告

新たなOECDのテストガイドライン等の策定、外国・地域との した。
間における農薬GLP制度の相互承認に係る協定及び2国間取決め
の増加が予想されることから、これらに対して技術的に貢献す (ｱ) 査察実施後に開催した評価会議において、
るため、国との連携・協力の下、取組を実施する。 現行マニュアルについて検討を行ったとこ

ろ、平成19年度から引き続き使用しているマ
ウ 調査研究の重点化 ニュアルについては改訂を要する事項はなか

農薬に関する業務に係る調査研究経費中に占める重点化 す った。
べき調査研究課題に係る調査研究経費の割合を80％以上とす なお、新たに追加された作物残留性試験に

、 。る。 関するマニュアルについて 原案を作成した
（平成20年度に実施した査察の内容も踏まえ

【年度計画（抄 】 て、平成21年度に更に検討することとしてい）
② ①の業務に附帯する業務 る ）。
ア 農薬GLP適合確認業務の迅速化 (ｲ) GLPに関する内部研修に17名、外部機関が
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査察実施後6週間以内にGLP適合確認の査察結果を農林水産省 主催するGLPに関する研究会に延べ4名の職員
消費・安全局長に報告することができるよう、次に掲げる措置 を参加させた。また、平成20年度14回の査察
等を講ずる。 のうち7回について、査察の経験が少ない者

を6名同行させ実地研修を行うことにより、
(ｱ) 旧農薬検の前中期目標期間中に改訂された現行マニュアル 職員の資質向上を図った。

の適切性について意見聴取を行い、必要に応じて、改訂版を (ｳ) 平成20年度に査察を実施した14試験施設の
作成する。 すべてについて､目標期間である査察実施後3

(ｲ) 定期的な内部研修を行うとともに 外部機関が主催するGLP 週間以内に査察結果を取りまとめ､その結果、
に関する研究会等に職員を積極的に参加させる。 を基に､農薬検査部内に設置する評価会議を1

(ｳ) 査察実施後、速やかに査察結果を取りまとめ、その結果を 2回開催した。
もとに3週間以内に農薬GLP中核職員等からなる評価会議を開 査察実施から会議開催までの平均期間は
催し、迅速かつ的確な評価を行う。 1.4週間、最大で2.0週間であった。

イ 国際調和の推進 イ 新たなOECDのテストガイドラインの策定等の
新たなOECDのテストガイドラインの策定等の国際調和業務、 国際調和業務、外国・地域との間における農薬

外国・地域との間における農薬GLP制度の相互承認に係る協定 GLP制度の相互承認に係る協定及び2国間取決め
及び2国間取決めに対して技術的に貢献するため、国との連携 に対して技術的に貢献するため、国との連携・
・協力の下、次に掲げる取組を実施する。 協力の下、次に掲げる取組を実施した。

(ｱ) OECD環境政策委員会農薬作業部会、同GLP作業部会等の会 (ｱ) OECD農薬残留テストガイドライン専門家会
議に、必要に応じて職員を派遣するほか、国際的な議論に貢 合に職員2名を、GLP作業部会に職員1名を専
献するため、専門家会議に職員を登録する。 門家として登録し、農薬残留専門家会合2回

(ｲ) コーデックス食品規格委員会（Codex Alimentarius に職員延べ2名を、GLP作業部会1回に職員1名
Commission）残留農薬部会（Codex Committee on Pesticide を派遣した。
Residues）等の会議に、必要に応じて職員を派遣する。 さらに、1件のOECDテストガイドラインに

係る意見を農林水産省及び専門家会合へ提出
ウ 調査研究の重点化 した。

次のａからｃまでに掲げる調査研究課題に取り組むことと (ｲ) コーデックス食品規格委員会（Codex Alim
し、このうちａ及びｂの調査研究課題に対しては農薬に関する entarius Commission）残留農薬部会（Codex
業務に係る調査研究経費の80％以上を重点配分する。 Committee on Pesticide Residues）の会議

1回に職員を2名派遣した。
ａ 農薬登録に係るOECDテストガイドライン等の国際的枠組の (ｳ) OECD農薬ジョイントレビューの計画及び実

策定に当たり、これが我が国へ導入された場合の可否の検証 施に関するLessons Learnedワークショップ
ｂ 残留農薬基準の対象品目の拡大等に対応した新たな検査開 に職員3名を派遣し、情報収集を行った。

発 さらに、米国EPAに職員2名を派遣し、農薬
ｃ その他研究課題 登録担当責任者及びGLP担当責任者と意見交

換を行った。

ウ 全調査研究費19.5百万円のうち、ａ及びｂに
該当する調査研究経費は、18.7百万円であり、
全調査研究費の95.9％をこれらに配分した。

ａ 農薬登録に係るOECDテストガイドライン等
の国際的枠組の策定に当たり、これが我が国
へ導入された場合の可否の検証

・水産動植物への影響評価に係るテストガイ
ドラインの開発・検証

・作物残留試験に係るテストガイドラインの
改善・整備

ｂ 残留農薬基準の対象品目の拡大等に対応し
た新たな検査手法の開発

・農薬製剤の簡易判別手法の開発

ｃ その他研究課題

・農業資材を経由した農薬汚染防止対策

【特記事項】
◆達成度合（6週間以内に報告した査察件数）

：100％（14件／14件）
◆達成度合（3週間以内に開催した評価会議の回
数 ：100％（12回／12回））

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
③ 農薬取締法に基づく立入検査及び集取業務 農林水産大臣から指示のあった、28都府県下の

農薬取締法第13条の2及び第15条の3の規定に基づく農薬等の集 84製造場に対して立入検査を実施するとともに、
取及び立入検査を行うに当たっては、それらの実施後、その結果 検査のため12点の農薬を集取、分析した。
を農林水産大臣に1か月以内に報告するための取組を実施する。

農林水産大臣からの6件（84製造場）の立入検
【年度計画（抄 】 査実施指示に対し、立入検査実施後、大臣への結）
③ 農薬取締法に基づく立入検査及び集取業務 果報告に要した期間は次のアからウの措置を講じ

農薬取締法第13条の2及び第15条の3の規定に基づく農薬等の集 ることにより、すべての検査で目標期間である1
取及び立入検査を行うに当たっては、それらの実施後、検査の結 か月以内（最大24日、平均12.6日）に報告した。
果を農林水産大臣に1か月以内に報告するため、次に掲げる取組
を実施する。 ア 立入検査マニュアル等の見直しを行った結

果、様式等について一部改訂を行った。
ア マニュアルの改善 イ 立入検査について未経験の職員4名に対し研
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立入検査マニュアル及び集取マニュアルについて必要に応じ 修を実施した。
て見直しを行う。 ウ 平成20年度においても文書で役職員に更なる

イ 研修の実施等 周知、徹底を図った。
集取及び立入検査について未経験の職員又は経験数が少ない

職員については、知識及び技術の習得のため、体系的な研修計 【特記事項】
（ ）画の中で研修するとともに、立入検査に同行させる。 ◆達成度合 1か月以内に報告した立入検査件数

ウ 事務処理の迅速化 ：100％（84製造場／84製造場）
決裁関係規程の一層適切な運用を役職員へ周知する等改善策

を講ずる。
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評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第２－２ ○飼料及び飼料添加物関係業務 Ａ
(3) 飼料及び飼料添加物関係業務 【評価指標】第１－１(1)に同じ。

【評価結果】
◇小項目 １８×２点＝３６点
合計 ３６点（３６/３６＝１００％）

小項目のうち１項目がｂ評価であったが、各小項目の評価結果を積み上げた評
価はＡ評価であった。
飼料の試験成分点数の実績は年度計画を上回るものであるが、各小項目の達成

度合や対応状況等を総合的に勘案した結果、妥当な実績であると考えられること
から、Ｓ評価としないこととする。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
① 飼料及び飼料添加物の検査等業務 ア 次に掲げる調査を実施することにより、飼料

ア 飼料及び飼料添加物の基準・規格等の設定に関する調査 の安全性の向上に努めた。
飼料及び飼料添加物の基準・規格等の設定に関する調査に

おける情報の収集・提供に当たっては、必要に応じて１(2)の (ｱ) 現在、飼料添加物の基準・規格に指定され
情報提供業務と連携しつつ、取組を実施するものとする。 ている一般試験法のうち、鉛試験法及びヒ素

試験法について、基準・規格等に関する最新
イ モニタリング検査 の科学的知見をもとに試験法の汎用性、環境

事業年度ごとにモニタリング検査計画を策定し、モニタリ への影響等を踏まえ専門的・技術的な内容等
ング検査を行う。 の調査を行い、その結果を取りまとめ、農林

水産省に報告した。
ウ 飼料の使用に起因する家畜被害の発生時の対応 (ｲ) 飼料添加物の動物試験の実施に関する基準

被害の拡大等を確実に防止する観点から、農林水産省、都 に基づく検査は申請がなかったため実施しな
道府県等と連携しつつ、機動的かつ柔軟な組織体制をとるな かった。
ど、迅速かつ効率的に有害な飼料の流通実態の把握、原因の なお、飼料添加物の動物試験の実施に関す
究明等を行うため必要な検査等を行う。 る基準についてOECD-GLPと飼料添加物GLPの相

、 、違点等の調査を行い その結果を取りまとめ
エ 調査研究 農林水産省に報告した。

飼料の安全性及び品質の改善に関する調査研究のうち専門 (ｳ) 年度計画に定めた5課題を含め、7課題（9成
的・技術的事項に重点化し、農林水産省の要請を優先して調 分）の分析法の開発又は改良を行い、調査結
査研究を実施し、調査研究の結果を取りまとめる。 果を「飼料研究報告」として取りまとめた。

【年度計画（抄 】 イ モニタリング検査について計画を策定して次）
① 飼料及び飼料添加物の検査等業務 に掲げるとおり実施し、飼料の安全性の向上に
ア 飼料及び飼料添加物の基準・規格等の設定に関する調査 努めた。

(ｱ) 現在指定されている飼料添加物について、外国における 飼料等中の飼料添加物、飼料又は飼料添加物
規制の状況・情報を入手し、関係する他法令による諸規制 中の有害物質、病原微生物、肉骨粉等及び遺伝
の専門的・技術的な内容等の調査を実施し、調査結果を取 子組換え体のモニタリング検査については、次
りまとめる。 に掲げるとおり実施し、いずれも年度計画に定

(ｲ) 飼料添加物の動物試験の実施に関する基準に基づく検査 めた目標を達成した。
を行う。
また、外国における規制の状況、関係する他法令による ・飼料及び飼料添加物中の飼料添加物の基準・

規制の専門的・技術的な内容等の調査を行い、当該調査結 規格適合検査として 387点
果を取りまとめる。 ・飼料中の農薬、かび毒、有害金属等の有害物

(ｳ) 次に掲げる分析法の開発又は改良を実施するとともに、 質の基準適合検査として 79,381点
その結果を取りまとめて公表する。 ・飼料中の病原微生物の基準・規格適合検査と
ａ 高濃度ピコリナフェン等の分析法 して 315点
ｂ マラカイトグリーン等の同時分析法 ・飼料中の肉骨粉等の分析・鑑定として
ｃ フロルフェニコールの分析法 1,343点
ｄ サルモネラの試験法の改良
ｅ 微量クロラムフェニコールの分析法 ウ 飼料の使用に起因する有害畜産物の生産若し

くは家畜等の被害発生又は有害な飼料の流通が
イ モニタリング検査 確認された場合における被害の拡大等を確実に

モニタリング検査計画を策定し、次に掲げるモニタリング 防止する観点から、農林水産省及び都道府県等
検査を行う。 と連携しつつ、スタッフ制を活用して機動的か
(ｱ) 飼料中の飼料添加物、飼料又は飼料添加物中の有害物質 つ柔軟な組織体制をとり、次に掲げる事項につ

等のモニタリング検査については、次に掲げるモニタリン いて迅速かつ適切に対応した。
グ検査項目及び成分点数を目標として実施する。
ａ 飼料及び飼料添加物中の飼料添加物の基準・規格適合 ・飼料安全法の基準に不適合な豚残さを飼料原
検査として、300点 料として使用していたため、緊急立入検査を2

ｂ 飼料中の農薬、かび毒、有害金属等の有害物質等の基 件実施した。
準適合検査として、55,000点 ・中国産飼料及び飼料添加物を国内産として虚

ｃ 飼料中の病原微生物の基準・規格適合検査として、250 偽の表示をして販売していたため、緊急立入
点 検査を2件実施した。

ｄ 飼料中の肉骨粉等の分析・鑑定として、1,000点 ・非食用事故米穀を飼料の原料に使用していた
ため、緊急立入検査を2件実施した。

ウ 飼料の使用に起因する家畜被害の発生時の対応 ・養魚用飼料原料に有害物質メラミンが混入し
被害の拡大等を確実に防止する観点から、農林水産省及び ていたため、緊急立入検査を1件実施した。

都道府県等と連携しつつ、機動的かつ柔軟な組織体制をとる ・飼料用脱脂粉乳に使用が認められていない抗
など、迅速かつ適切に有害な飼料の流通実態の把握、原因の 生物質クロラムフェニコールが混入していた
究明等を行うため必要な検査等を行う。 ため、緊急立入検査を3件実施した。
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・エンドファイト毒素による中毒が疑われる事
エ 調査研究 例の原因究明のため、給与した飼料の分析（1

農林水産省等からの次に掲げる委託事業等について調査研 件、1点）
究を行うとともに、緊急時等の農林水産省からの要請を優先 ・中国において家畜用飼料にメラミンが混入さ
して調査研究を実施し、調査研究の結果を取りまとめる。 れていたことから中国産の飼料について緊急

に検査を行うため、飼料中の分析法の検討及
。(ｱ) 飼料及び堆肥に残留する除草剤の簡易判定法と被害軽減 び分析精度の検証を迅速かつ的確に実施した

対策の確立 ・非食用事故米穀の不正規流通に関し、メタミ
(ｲ) 自給飼料のマイコトキシン汚染実態調査と簡易分析法の ドホス汚染米が飼料原料として使用されたた

確立 め、配合飼料中のメタミドホスを定量するた
(ｳ) 動物由来たん白質の検出法の開発 め分析法の検討及び分析精度の検証を迅速か

つ的確に実施した。

エ 次に掲げる調査を実施し、結果を取りまとめ
ることにより、飼料の安全性及び品質の向上に
努めた。

・飼料及び堆肥に残留する除草剤の簡易判定法
と被害軽減対策の確立

・粗飼料のカビ毒汚染メカニズムの解明及び汚
染低減化技術の開発（平成20年度中に事業名
が「自給飼料のマイコトキシン汚染実態調査
と簡易分析方法の確立」から変更）

・動物由来たん白質の検出法（エライザ法及び
イムノクロマト法）の開発

・麦類等のカビ毒汚染実態調査
・飼料原料として使用されるソルガム中のゼア
ラレノン及びその代謝物について汚染状況調
査

【特記事項】
◆達成度合（試験成分点数 ：144％（81,426点／）

56,550点）

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
② 飼料及び飼料添加物の検定及び表示に関する業務 特定飼料等のうち飼料添加物の検定及び表示に関

特定飼料等のうち飼料添加物の検定及び表示の業務について する業務348件を適正に実施した。さらに、インタ、
適正に実施するとともに、事務処理の効率化により、申請を受 ーネットVPNを活用した事務処理等の効率化によ
理した日から20業務日以内に処理する。 り、申請のあった日から20業務日以内にすべて処

理した。
【年度計画（抄 】）
② 飼料及び飼料添加物の検定及び表示に関する業務 【特記事項】

特定飼料等のうち飼料添加物の検定及び表示の業務について ◆達成度合（検定等業務の実施件数 ：100％（348、 ）
適正に実施するとともに、事務処理の効率化により申請を受理 件／348件）
した日から20業務日以内に処理する。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
（ （ ））③ 飼料について登録検定機関が行う検定に関する技術上の調査 検定実績のある登録検定機関 5機関 7事業場

及び指導の業務 に対して分析技術の維持状況の調査を行うことに
検定実績のある登録検定機関に対して毎事業年度1回調査を実 より、登録検定機関による検定業務の適切な実施

施するとともに、必要に応じて検定精度の管理等について技術 を推進した。
的指導を行う。

また、共通試料を用いた登録検定機関の技術水
（ ） 、また、登録検定機関を対象として共通試料による共同試験を 準の確認試験を6機関 9事業所 に対して実施し

毎事業年度1回実施し、検定業務に係る技術水準を確認するとと そのうち2事業所に対し技術的指導を行うことによ
もに必要に応じて検査技術について技術的指導を行う。 り、検定業務に係る技術水準の維持・向上を図っ

た。
【年度計画（抄 】）
③ 飼料について登録検定機関が行う検定に関する技術上の調査 【特記事項】
及び指導の業務 ◆達成度合（調査を行った登録検定機関数 ：100）

検定実績のある登録検定機関に対して年1回調査を実施すると ％（5機関／5機関）
ともに、必要に応じて検定精度の管理等について技術的な指導
を行う。

また、登録検定機関を対象として共通試料による共同試験を
年1回実施し、検定業務に係る技術水準を確認するとともに、必
要に応じて検査技術について技術的指導を行う。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
④ 飼料及び飼料添加物の製造設備、製造管理の方法等に関する ア 特定飼料等製造業者の登録等の申請1件につい

検査等業務 て、23業務日で処理した。 また、インターネッ
ア 特定飼料等製造業者（外国特定飼料等製造業者を除く ）の トVPNを活用した本部及び地域センター間におけ。

登録等の申請に係る検査については、検査に要する標準処理 る報告事務の簡素化等により、報告に要する期
期間を50業務日と定め、事務処理の効率化を図り、当該標準 間の短縮に努めた。
処理期間内に検査を終了するよう努める。

イ 飼料及び飼料添加物の製造・品質管理の高度化に関する調 イ 飼料及び飼料添加物の製造・品質管理の高度
査 化に関する調査
(ｱ) 飼料及び飼料添加物の製造設備、製造・品質管理の方法

等に関する調査を実施し、その管理の高度化に係る技術的 (ｱ) 飼料及び飼料添加物の製造・品質管理の方
指導を行う。 法等に関する調査として、次に掲げる業務を
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(ｲ) 動物由来たん白質、動物性油脂及びペットフードの製造 実施した。
事業場の製造設備、製造・品質管理の方法等に関する調査 ａ 牛等用飼料に肉骨粉等が混入することを
を実施し、製造基準に適合するものであると認めた製造事 防止するため、飼料等を製造する事業場421
業場を公表する。 箇所に対して検査を実施し、肉骨粉等の交

差汚染防止に関する製造・品質管理の高度
【年度計画（抄 】 化に係る技術的指導を行った。）
④ 飼料及び飼料添加物の製造設備、製造管理の方法等に関する ｂ 抗菌性飼料添加物を含有する配合飼料及
検査等業務 び飼料添加物複合製剤の製造管理及び品質
ア 特定飼料等製造業者（外国特定飼料等製造業者を除く ）の 管理に関するガイドラインに基づき、配合。

登録等の申請に係る検査については、検査に要する標準処理 飼料17事業場及び飼料添加物1事業場につい
期間を50業務日と定め、事務処理の効率化を図り、当該標準 て確認検査を実施し、製造事業場確認証を
処理期間内に検査を終了するよう努める。 発給した。また、過去に製造事業場確認証

イ 飼料及び飼料添加物の製造・品質管理の高度化に関する調 を発給した32事業場に対して中間確認検査
査 を実施した。
(ｱ) 飼料及び飼料添加物の製造設備、製造・品質管理の方法

等に関する調査を実施し、その管理の高度化に係る技術的 (ｲ) 動物由来たん白質、動物性油脂及びペット
指導を行う。 フードの製造事業場の設備、製造・品質管理

(ｲ) 動物由来たん白質、動物性油脂及びペットフードの製造 の方法等に関する調査として、次に掲げる業
事業場の製造設備、製造・品質管理の方法等に関する調査 務を実施した。
を実施し、製造基準に適合するものであると認めた製造事 ａ 農林水産大臣の確認を要する動物由来た
業場を公表する。 ん白質及び動物性油脂を製造するすべての

事業場（257箇所）について、製造・品質管
理状況を確認し、そのうち新たに大臣確認
を受けた製造事業場13箇所をホームページ
に公表した。

ｂ 魚粉等の輸入業者及び輸入先の製造事業
場の管理状況を298件確認した。

ｃ ペットフード等の製造事業場からの申請
、に応じ製造基準適合確認検査を21件実施し

製造基準に適合すると認められた事業場を
ホームページに公表した。

【特記事項】
◆達成度合（標準処理期間内に処理した特定飼料
等製造業者の登録申請件数 ：100％（1件／1件））

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
⑤ 飼料安全法に基づく立入検査等業務 ア 立入検査及び質問の結果の報告については、

ア 飼料安全法に基づく立入検査を行うに当たっては、農林水 業務の効率化により立入検査実施後の事務処理
産大臣の指示に従い適正に実施するとともに、立入検査及び 等の迅速化を図り、立入検査の日から26業務日
質問の結果の報告については、立入検査を実施した日から30 以内にすべて農林水産大臣に報告した。
業務日以内に農林水産大臣に報告する。 また、立入検査等の結果の農林水産大臣への

報告までに要する期間については、事務処理に
また 農林水産大臣への報告までに要する期間については 係る既存の規程の改訂を行い、インターネットV、 、

中期目標期間の最終事業年度までに事務処理の効率化により5 PNを活用した本部及び各地域センター間におけ
、 。業務日短縮する。 る報告事務の簡素化等を図り 4業務日短縮した

イ 収去品の試験結果の報告については、分析・鑑定試験に要 イ 収去品の試験については、標準処理期間（20
する標準処理期間を収去した日から20業務日と定め、当該標 業務日）内に983件すべて終了した。
準処理期間内に試験を終了するように努めるとともに、試験 なお、収去品の試験結果は、20業務日以内に
が終了した日から20業務日以内に農林水産大臣に報告する。 すべて農林水産大臣に報告した。

また、収去品の試験結果の農林水産大臣への
また 農林水産大臣への報告までに要する期間については 報告の事務処理に係る既存の規程改訂を行い、、 、

中期目標期間の最終事業年度までに事務処理の効率化により5 インターネットVPNを活用した本部及び各地域セ
。業務日短縮する。 ンター間における報告事務の簡素化等を図った

【年度計画（抄 】 【特記事項】）
⑤ 飼料安全法に基づく立入検査等業務
ア 飼料安全法に基づく立入検査を行うに当たっては、農林水 ◆達成度合（標準処理期間内に収去品検査件数 ：）

産大臣の指示に従い適正に実施するとともに、立入検査及び 100％（983件／983件）
質問の結果の報告については 立入検査等を実施した日から30、
業務日以内に農林水産大臣に報告する。

また、農林水産大臣への報告までに要する期間の短縮に資
するため、LAN等を活用して本部及び各地方組織間の報告を電
子媒体で送付することにより簡素化する。

イ 収去品の試験結果の報告については、分析・鑑定試験に要
する標準処理期間を収去した日から20業務日以内と定め、当
該標準処理期間内に試験を終了するように努めるとともに、
試験が終了した日から20業務日以内に農林水産大臣に報告す
る。

また、農林水産大臣への報告までに要する期間の短縮に資
するため、LAN等を活用して本部及び各地方組織間の報告を電
子媒体で送付することにより簡素化する。
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評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第２－２ ○土壌改良資材関係業務 Ａ
(4) 土壌改良資材関係業務 【評価指標】第１－１(1)に同じ。

【評価結果】
◇小項目 ２×２点＝４点
合計 ４点（４/４＝１００％）

各小項目の評価結果を積み上げた評価はＡ評価であった。
各小項目の達成状況やその他の要因を踏まえ、達成状況や対応状況等を総合的

に勘案した結果、妥当な実績であると考えられることから、Ｓ評価としないこと
とする。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
① 土壌改良資材の検査等業務 土壌改良資材の品質に関する表示の内容が実際の品質と一致しているか否かに

土壌改良資材の品質に関する表 ついての検査を34件実施し、品質に関する表示の適正化を図った。
示の適正化を図るため、当該品質
に関する表示の内容が実際の品質 【特記事項】
と一致しているか否かについての 特になし。
検査を実施する。

【年度計画（抄 】）
① 土壌改良資材の検査等業務

土壌改良資材の品質に関する表
示の適正化を図るため、当該品質
に関する表示の内容が実際の品質
と一致しているか否かについての
検査を実施する。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
② 地力増進法に基づく立入検査業 地力増進法に基づく立入検査については、農林水産大臣の指示に従い適正に34
務 件実施した。

地力増進法に基づく立入検査を また、結果の報告については、電子媒体を用いた各地域センターからの報告事
行うに当たっては、農林水産大臣 務の簡素化を行い、平成17年度を基準として9業務日短縮し、すべての検査結果
の指示に従い適正に実施するとと を31業務日以内に農林水産大臣へ報告した。
もに、立入検査の結果の報告につ
いては、中期目標期間中に、農林 【特記事項】
水産大臣の指示から報告までに要 特になし。

、 、する期間を VA菌根菌資材を除き
30業務日に短縮する。

【年度計画（抄 】）
② 地力増進法に基づく立入検査業
務

地力増進法に基づく立入検査を
行うに当たっては、農林水産大臣
の指示に従い適正に実施するとと
もに、立入検査の結果の報告につ
いては、農林水産大臣の指示から
報告までに要する期間を、VA菌根
菌資材を除き、現行の目標期間
（40業務日）に対して、8業務日
短縮するため、集中的な検査と同
資材の集中試験による迅速化とと
もに、稟議手続きの合理化等事務
処理の効率化を行う。
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評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第２－３ ○食品表示監視業務 Ａ
(1) 食品表示監視業務 【評価指標】第１－１(1)に同じ。

【評価結果】
◇小項目 １０×２点＝２０点
合計 ２０点（２０/２０＝１００％）

各小項目の評価結果を積み上げた評価はＡ評価であった。
食品表示の真正性の検査件数、重点的な調査の回数等の実績は年度計画を上回

るものであるが、各小項目の達成状況及びその他の要因を踏まえ、達成度合や対
応状況等を総合的に勘案した結果、妥当な実績であると考えられることから、Ｓ
評価としないこととする。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
食品表示の監視業務について 食品表示の監視業務については、科学的手法を用いた食品表示の真正性の検査

は、科学的手法を用いた食品表示 を加工食品について5,151件、生鮮食品について872件、合計6,023件実施した。
の真正性の検査を、毎事業年度 その結果、加工食品については、不適正な表示が366件認められた。このうち
6,000件以上行う。 軽微な不適正表示が認められた268件について、製造業者等に対して文書による

是正指導を行い、表示内容に重大な疑義の可能性が認められたもの等（98件）に
その結果、偽装の疑いが生じた ついて、農林水産省に報告した。

場合には、農林水産省からの指示 また、生鮮食品については、不適正な表示が認められた41件について、検査結
に基づき、立入検査等を実施し、 果を農林水産省に報告した。
立入検査等の終了後原則3業務日
以内に報告する。 ア 消費者の関心の高い品目について、次のとおり各センターで一斉に重点的な

検査を4回行った。
【年度計画（抄 】）

食品表示の監視業務について 〔農林水産省関係部局と連携して行った調査〕
は、科学的手法を用いた食品表示 ・緑茶の表示に関する特別調査 311件
の真正性の検査6,000件以上を適 ・塩干魚介類の産地表示に関する特別調査 301件
切に実施するため、次に掲げる措 〔センターが独自で行った調査〕
置等を講ずる。 ・牛肉の「黒毛和牛」表示に関する重点調査 300件

・海藻類の産地表示に関する重点調査
ア 消費者の関心の高い品目を対 塩蔵わかめ 110件

象とした重点的な検査を4回以 コンブ 100件
上行う。

イ 遺伝子組換えに係る表示が行われている食品の検査については、製造業者等
イ 遺伝子組換えに係る表示が行 の事業規模、地域バランス等を勘案して502件実施した。

われている食品の検査について 検査の結果、組換え遺伝子が検出されたもの等129件のうち、分別生産流通
は、500件以上の検査を適切に 管理の実施状況等の調査を127件行った。また、可能な範囲において、原料農
行う。 産物を入手し、遺伝子組換え体の混入率について検査分析を行った。以上の調

査の結果、不適切な管理が認められた案件はなかった。
ウ 食品の産地表示に関する検査

については、600件以上を適切 ウ 食品の産地表示に関する検査については、産地ごとの食品の流通状況等を勘
に行う。 案し、検査を行うセンター、実施時期等を調整して1,187件実施した。

その結果、加工食品ついては、不適正な表示が84件認められた。このうち軽
エ 事業者間取引に関する監視に 微な不適正表示が認められた47件について、製造業者等に対して文書による是

ついては、農林水産省と連携を 正指導を行い、表示内容に重大な疑義の可能性が認められたもの等（37件）に
図り実施する。 ついて、農林水産省に報告した。

また、不適正な表示が認められた生鮮食品31件について、検査結果を農林水
オ 食品表示の真正性の検査の結 産省に報告した。

果、偽装の疑いが生じ、立入検
査等を農林水産省からの指示に エ 農林水産省等と連携を図り、立入検査等において入手した製品の原材料の検
より実施する場合には、適切に 査を51件実施することにより、事業者間取引における表示の監視を実施した。
実施するととともに、立入検査
等の終了後原則3業務日以内に オ 農林水産省からの指示等に基づき、食品表示監視業務に係る立入検査等を適
報告するために、次に掲げる措 切に実施するとともに、次に掲げる取組を行った。
置を講ずる。

○ 基準文書に基づき、立入検査を4件（7事業所 、任意調査を66件（103事業）
○ 立入検査等を行うに当たっ 所 、計70件（110事業所）実施し、すべての案件について3業務日以内に報）

ては、立入検査等に関する基 告した。
準文書に基づき厳正に実施す
る。 ○ 立入検査等のほか、農林水産省が改善の指示又は指導を行った事業者に対

○ 立入検査等の終了後の報告 する改善状況の確認調査を10件（14事業所）実施し、都道府県からの要請に
が3業務日を超えた場合には より、26件（30事業所）の立入検査等に協力した。、
その都度その原因を究明し、
以後の立入検査等の業務改善 【特記事項】

（ ） （ ）に活用する。 ◆達成度合 食品の真正性の検査件数 ：100.4％ 6,023件／6,000件
◆達成度合（重点的な調査の実施回数） ：100％（4回／4回）
◆達成度合（遺伝子組換え食品の検査件数） ：100.4％（502件／500件）
◆達成度合（産地表示に係る検査件数） ：197.8％（1,187件／600件）
◆達成度合（3日以内に報告した立入検査等件数 ：100％（70件／70件））
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評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第２－３ ○登録認定機関、認定事業者に対する指導・監督業務 Ａ
(2) 登録認定機関、認定事業者に対 【評価指標】第１－１(1)に同じ。
する指導・監督業務

【評価結果】
◇小項目 １１×２点＝２２点
合計 ２２点（２２/２２＝１００％）

各小項目の評価結果を積み上げた評価はＡ評価であった。
ISO／IEC17011に基づく調査のための有資格者の養成、格付品検査件数及び立

会調査件数の実績は年度計画を上回るものであるが、各小項目の達成状況及びそ
の他の要因を踏まえ、達成度合や対応状況等を総合的に勘案した結果、妥当な実
績であると考えられることから、Ｓ評価としないこととする。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
① 登録認定機関の登録及びその更 次の措置を講ずることにより、JAS法に基づきセンターが行う技術上の調査及

新の申請時における調査について び定期的調査を適切に実施した。
は 「ISO/IEC17011適合性評価機、
関の認定を行う機関に対する一般 ○ ISO/IEC17011に基づく業務執行体制を維持するとともに 「調査等業務品、
要求事項」に基づき実施し、農林 質マニュアル 「登録認定機関等の調査等業務に係る要員の資格基準」及び」、
水産省からの調査指示から報告ま 「技術委員会設置・運営要領」等の基準文書の見直しを行った。
での目標期間（30業務日）内に結
果を報告する。 ○ 技術上の調査を次のとおり実施し、進行管理を的確に行うことにより、調

査を行った428件すべてについて23業務日以内に農林水産省へ調査結果を報
また、登録認定機関が引き続き 告した。

登録基準に適合しているか否かを
確認するための定期的な調査につ ○ 定期的調査は、立会調査及び格付品検査と連動してすべての対象機関であ
いては、原則として登録認定機関 る123機関（143事業所）に対して各1回実施した （うち、登録外国認定機関。
ごとに毎事業年度1回以上実施し 20機関（20事業所 ）、 ）
必要に応じて是正のための指導及
び追加調査を行う。 ○ 格付品検査の結果、JAS規格に不適合の疑義が生じた案件4件については、

適合性確認のため現地調査実施した。
【年度計画（抄 】）
① 登録認定機関が引き続き登録基 ○ 事業所調査の結果、認められた問題点については、現地で指摘を行うとと

、 、 。準に適合しているか否かを確認す もに 不適合が認められた90機関に対しては 文書により是正指導を行った
るための定期的な調査を適切に実
施するため、次に掲げる措置等を 【特記事項】
講ずる。 ◆達成度合（目標期間内に報告した技術上の調査件数 ：100％（428件／428件））

◆達成度合（定期的調査を実施した機関数） ：100％（123機関／123機関）
○ 適切に技術上の調査及び定期

的調査を遂行するため 「ISO/、
IEC17011適合性評価機関の認定
を行う機関に対する一般要求事
項」に基づく業務執行体制を維
持し、基準文書を必要に応じて
見直す。

○ 農林水産省からの調査指示か
ら報告までの目標期間（30業務
日）内に結果を報告するため、
調査の進行管理を的確に行う。

○ 定期的調査は、登録認定機関
の認定を行う事業所における調
査をすべての対象機関につい
て、原則として1回以上行う。

○ 事業所調査において適正でな
い事項を認めた場合には、当該
登録認定機関に対して是正のた
めの指導を行う。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
② 技術上の調査及び定期的調査に 次に掲げる措置を講ずることにより、技術上の調査及び定期的調査の質の向上
おけるデータの質の向上を図るた を図った。
めの措置を講ずる。

ア ISO9000審査員研修コースを4名に受講させ、ISO/IEC17011に基づく調査のた
【年度計画（抄 】 めの有資格者を養成した （総数48名）） 。
② 技術上の調査及び定期的調査に
おけるデータの質の向上を図るた イ ISO/IEC17011等に関する調査員内部研修を、新たに対象者となった者及び前
め、次に掲げる措置を講ずる。 回の受講から2年を過ぎた者等を対象に計2回（25名）実施し、技術上の調査及

び定期的調査を行う職員としての資格要件を満たす職員を確保するとともに、
ア ISO/IEC17011に基づく調査の 調査技術の維持・向上を図った。

ための有資格者を、4名以上養
成する 【特記事項】

イ ISO/IEC17011等に関する内部 ◆達成度合（養成した有資格者数 ：100％（4名／4名））
研修を実施する

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
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③ 登録認定機関に対する定期的調 登録認定機関が適切に認定事業者を指導しているか否かを確認するための検査
査においては、登録認定機関によ 等を、次のとおり実施した。
り認定された認定事業者が行う格
付に対する登録認定機関の指導が ア 格付品検査を各登録認定機関の認定事業者数等を勘案して790件実施し、不
適切に行われているか否か確認す 適合があった28件については、関係する登録認定機関に対して文書により是正
るための検査等を行う。 指導を行った。

さらに、定期的調査に係る検査とは別に次の格付品の検査を実施した。
【年度計画（抄 】）
③ 登録認定機関の認定事業者が行 ○ 農林水産省からの要請に基づき、畳表について1件（不適合1件）の格付品
う格付に対する指導を適切に実施 検査を実施した。
しているか否かを確認するための
JAS製品の検査（格付品検査）及 ○ 有機農産物の認定生産行程管理者に係る調査の一環として、有機農産物の
び登録認定機関が適正に認定に関 残留農薬分析を305件（不適合はなし）実施した。
する業務を行っているか否かを確
認するための認定等の業務実施現 イ 立会調査を各登録認定機関の認定事業者数等を勘案して470件実施し、不適
場に立ち会って行う実施状況調査 合があった72件については、関係する登録認定機関に対して文書により是正指
（立会調査）を行う。 導を行った。

ア 格付品検査は、700件以上の 【特記事項】
検査を実施する。 ◆達成度合（格付品検査件数 ：113％（790件／700件））

イ 立会調査は、350件以上の調 ◆達成度合（立会調査件数） ：134％（470件／350件）
査を実施する。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
④ 違法なJASマークの表示の疑い 農林水産省からの指示等に基づき、認定事業者に対する指導・監督業務に係る
が生じた場合には、農林水産省か 立入検査を適切に実施するとともに、立入検査等の終了後3業務日以内に報告す
らの指示に基づき 登録認定機関 るため、次に掲げる取組を行った。、 、
認定事業者に対し立入検査又は任
意調査を実施し、立入検査等の終 ○ 立入検査等に関する基準文書に基づき、立入検査を1件（1事業所 、任意）
了後原則3業務日以内に報告する 調査を26件（38事業所 、計27件（39事業所）実施し、すべての案件につい。 ）

て、3業務日以内に報告した。
【年度計画（抄 】 また、立入検査等のほか、農林水産省が改善の指示又は指導を行った事業）
④ 違法なJASマークの表示の疑い 者に対する改善状況の確認調査を10件（12事業所）実施した。
が生じ、登録認定機関及び認定事
業者に対する立入検査等を実施す ○ 立入検査等の終了後の報告は、すべての案件について3業務日以内に報告
る場合には、適切に実施するとと した。
もに、立入検査等の終了後原則3
業務日以内に報告する。 【特記事項】

◆達成度合（3日以内に報告した立入検査等件数 ：100％（27件／27件））
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評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第２－３ ○JAS規格及び品質表示基準の見直し等に係る業務 Ａ
(3) JAS規格及び品質表示基準の見 【評価指標】第１－１(1)に同じ。
直し等に係る業務

【評価結果】
◇小項目 ６×２点＝１２点
合計 １２点（１２/１２＝１００％）

各小項目の評価結果を積み上げた評価はＡ評価であった。
各小項目の達成状況やその他の要因を踏まえ、達成状況や対応状況等を総合的

に勘案した結果、妥当な実績であると考えられることから、Ｓ評価としないこと
とする。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
① JAS規格の見直しに当たっては ア 消費者等に対するアンケート又はヒアリングによる利用実態調査を、次のと、

調査、検査等を行い、それらの結 おり実施した。
果を反映させた見直し内容の素案
を取りまとめる。 ・消費者団体 7品目（49規格）

・実需者 11品目（60規格）
【年度計画（抄 】 ・製造業者等 22品目（79規格））
① JAS規格の見直しに当たっては ・流通業者等 9品目（55規格）、
次に掲げる調査、検査等を行い、
それらの結果を反映させた見直し イ 市販品検査を、次の品目について、計789件実施した。
内容の素案を取りまとめる。

・飲食料品 10品目（41規格、669件）
ア JAS規格利用状況及び見直し ・生糸 1品目（ 1規格、 16件）

に関する要望を把握するための ・林産物 1品目（ 5規格、104件）
アンケート等による調査

イ 市販品検査（1規格当たり概 ウ 国際規格の内容についての調査及び国際規格に対応する市販品の品質実態に
ね20件以上） 関する調査を次の品目について実施した。

ウ JAS規格と国際規格の整合性
を確認するための、国際規格及 ・飲食料品 5品目（22規格、238件）
び市販品の品質実態に関する調 ・生糸 1品目（ 1規格）
査

エ 見直しに対する意見を聴取す エ 消費者団体に対する説明会を6回、消費者団体及び業界団体等をメンバーと
るための消費者説明会やワーキ したワーキンググループを10回開催した。
ンググループによる検討会

オ 分析法及び格付サンプリング オ 分析法及び格付サンプリング法について情報収集を行うとともに、妥当性確
法の妥当性確認 認試験及び従来手法と新たな手法の同等性確認試験を実施した。

また、妥当性確認検討委員会を6回開催し、分析方法の妥当性確認試験の設
計及びその試験結果並びにサンプリング手法の妥当性について検討を行った。

【特記事項】
◆達成度合（市販品検査を20件以上実施した規格数 ：100％（21規格／21規格））

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
② 品質表示基準の見直しに当たっ 農林水産省から要請のあった品質表示基準について、次に掲げる見直しに係る
ては、調査、検査等を行い、それ 調査及び検査等を実施し、20基準について意見書を作成し、農林水産省へ報告し
らの結果を反映した見直し内容の た。
素案を作成する。

ア 消費者における認知の状況及び製造業者における見直しに関する要望につい
【年度計画（抄 】 て把握するため、ヒアリングを18基準について行った。）
② 品質表示基準の見直しに当たっ
ては、次に掲げる調査、検査等を イ 市販品検査を、8基準について計629件実施した。
行い、それらの結果を反映させた
見直し内容の素案を取りまとめ ウ 国際規格の内容についての調査及び国際規格に対応する市販品の品質実態に
る。 関する調査を2基準（194件）について実施した。

ア 品質表示基準認知の状況及び エ 消費者団体に対する説明会を6回、消費者団体及び業界団体等をメンバーと
見直しに関する要望を把握する したワーキンググループを3回開催した。
ためのアンケート等による調査

イ 市販品検査（1基準ごとに概 【特記事項】
ね20件以上） ◆達成度合（市販品検査を20件以上実施した基準数 ：100％（8基準／8基準））

ウ 品質表示基準と国際規格の整
合性を確認するための、国際規
格及び市販品の品質実態に関す
る調査

エ 見直しに対する意見を聴取す
るための消費者説明会やワーキ
ンググループによる検討会
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評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第２－３ ○農林物資の格付業務 Ａ
(4) 農林物資の格付業務 【評価指標】第１－１(1)に同じ。

【評価結果】
◇小項目 １×２点＝２点
合計 ２点（２/２＝１００％）

小項目の評価結果から評価はＡ評価であった。
小項目の達成状況やその他の要因を踏まえ、達成状況や対応状況等を総合的に

勘案した結果、妥当な実績であると考えられることから、Ｓ評価としないことと
する。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
センターが自ら行う生糸の格付 センターが自ら行う生糸の格付業務については、生糸の格付に関する基準文書

業務については、基準文書に従い に従い適正に9件実施した。
適正に行う また、検査の結果については厳正に管理した。

なお、格付業務は平成21年2月28日をもって廃止した。
【年度計画（抄 】）

センターが自ら行う生糸の格付 【特記事項】
業務については、廃止される平成 特になし。
21年2月28日までは、基準文書に
従い適正に実施する。

また、検査結果については厳正
に管理する
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評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第２－３ ○国際規格に係る業務 Ａ
(5) 国際規格に係る業務 【評価指標】第１－１(1)に同じ。

【評価結果】
◇小項目 ２×２点＝４点
合計 ４点（４/４＝１００％）

各小項目の評価結果を積み上げた評価はＡ評価であった。
各小項目の達成状況やその他の要因を踏まえ、達成状況や対応状況等を総合的

に勘案した結果、妥当な実績であると考えられることから、Ｓ評価としないこと
とする。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
ISO（国際標準化機構）のTC34、 次に掲げる措置を講ずることにより、国際規格に我が国の意見を反映させるよ

TC89/SC3及びTC218の国内審議団 う努めた。
体として国際標準作成に関する活
動を行うため、必要に応じて外部 ① ISO（国際標準化機構）のTC34（食品専門委員会）等の国内審議団体事務局
有識者等からなる委員会を設置 として次の国際標準作成に関する活動を行った。
し、情報の収集、国内の意見集約 また、平成20年度はTC34に新たにSC16（分子生物指標の分析に係る横断的手

） 、 、等行う。 法分科委員会 が設置されたことから その国内審議団体の登録手続きを行い
承認された。登録後は、同様の活動を行った。

【年度計画（抄 】）
国際規格に我が国の意見を反映 ○ 国内委員会等の開催及び国際会議への役職員の派遣を行うとともに、各委

させるため、次に掲げる措置等を 員会で検討されている案件についての情報の収集を行い、委員へ提供した。
講ずる。

② 農林水産省からの国際会議への対応要請に備え、国際的に流通している食品
① ISO 国際標準化機構 のTC34 等の海外における製造技術、国際規格、各国規格等に関する情報を収集、整理（ ） 、

TC34/SC12、TC89/SC3及びTC218 するとともに、Codexに提案されている国際規格案について、当該規格案の品
の国内審議団体として国際標準 質要件及び分析法を検討するため、市販品の調査分析を次のとおり行い、結果
作成に関する活動を行うため、 を取りまとめ、農林水産省に報告した。
必要に応じて外部有識者等から
なる委員会を設置し、情報の収 ・非発酵大豆製品（Non-Fermented soybean products（注 ） 136件）
集、国内の意見集約等を行う。 注：豆腐、油揚げ等に相当

また、TC34に新たにSCが設置 【特記事項】
され、その国内審議団体として 特になし。
承認された場合は、同様の措置
を講じる。

② 農林水産省から各種の国際会
議への対応要請に備え、国際規
格及び各国規格等に関する情報
の収集、国際的に流通している
食品等の品質及び表示の調査分
析を行う。
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評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第２－３ ○農林物資の検査技術に関する調査及び研究業務 Ａ
(6) 農林物資の検査技術に関する調 【評価指標】第１－１(1)に同じ。
査及び研究業務

【評価結果】
◇小項目 ４×２点＝８点
合計 ８点（８/８＝１００％）

各小項目の評価結果を積み上げた評価はＡ評価であった。
調査研究課題数の実績は年度計画を上回るものであるが、各小項目の達成状況

及びその他の要因を踏まえ、達成度合や対応状況等を総合的に勘案した結果、妥
当な実績であると考えられることから、Ｓ評価としないこととする。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
① 農林物資の検査技術に関する調 ① 農林物資の検査技術に関する調査及び研究については、現在必要とされてい
査及び研究については、現在必要 る偽装表示の取締りのための検査技術の開発に重点化を図った。
とされている偽装表示の監視・取
締りのための検査技術の開発に重 また、15課題について、試験研究機関等と共同で調査研究を実施するととも
点化する。 に、他機関で開発された判別技術の導入を行うことにより、調査研究の水準の

また、課題の選定・評価に当た 向上を図った。
っては、外部有識者からの客観的
な意見を踏まえて行い、毎事業年 年度途中で追加した3課題を含め、調査研究を次のとおり26課題実施した。
度20課題以上実施する。 このうち中期目標に定められた3分野に関する課題は25課題（うち生鮮食品13

課題、加工食品8課題、遺伝子組換え食品4課題）であり、全課題に占める割合
② 調査研究の成果については、毎 を96.2％とした。
事業年度1回以上の公開発表会を
開催するとともに、調査研究報告 ア 生鮮食品については 「無機分析による生鮮農産物の原産国判別法の適用、
書、インターネット等により広く 品目の検討」等、13課題実施した。
一般に公開する。 イ 加工食品については 「近赤外分光法によるそば粉と小麦粉の混合割合の、

推定法の検討」等、8課題実施した。
【年度計画（抄 】 ウ 遺伝子組換え食品については 「農産物からの遺伝子組換え体の定量分析） 、
① 農林物資の検査技術に関する調 技術の確立＜GMトウモロコシのスクリーニング定量分析法＞」等、4課題実
査及び研究については、現在必要 施した。
とされている偽装表示の取締りの
ための検査技術の開発に重点化を 外部の有識者を含む食品関係調査研究総合評価委員会を平成21年3月に開催
図るとともに、次に掲げる措置を し、平成20年度調査研究成果の評価を行うとともに、平成21年度の調査研究課
講ずる。 題として、23課題を選定した。

○ 農林物資の検査技術に関する ② 次に掲げる措置を講ずることにより、調査研究の成果を積極的に公表した。
調査研究課題は20課題以上と
し、そのうち中期目標に示され ○ 平成19年度の調査研究の成果について「食品関係等調査研究報告第32号」
た次に掲げる3分野等の偽装表 を作成し、公表するとともに、調査研究結果の概要をホームページに掲載し
示の監視・取締りのための検査 た。
技術の開発に関する課題が全課
題に占める割合を80％以上とす ○ 公開調査研究発表会を平成20年11月に開催し 「無機分析によるゴボウの、
る。 原産国判別法」等8課題について発表した。

・生鮮食品については、カボチ 【特記事項】
ャの原産地、ブリ等の種等の ◆達成度合（実施した調査研究課題数 ：130％（26課題／20課題））
判別技術

・加工食品については、魚肉練
り製品等の原材料表示の真正
性、昆布等の原料原産地等の
判別技術

・遺伝子組換え食品について
は、判別技術が確立されてい
ないGMトウモロコシの定性分
析技術の確立

○ 外部の有識者を含めた調査研
究総合評価委員会を開催する。

② 調査研究の成果を積極的に公表
するため、調査研究報告書を作成

、 、し 関係機関へ配布するとともに
インターネット等により広く一般
に公表する。

また、公開発表会を開催する。
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評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第２－３ ○依頼検査 Ａ
(7) 依頼検査 【評価指標】第１－１(1)に同じ。

【評価結果】
◇小項目 １×２点＝２点
合計 ２点（２/２＝１００％）

小項目の評価結果から評価はＡ評価であった。
小項目の達成状況やその他の要因を踏まえ、達成状況や対応状況等を総合的に

勘案した結果、妥当な実績であると考えられることから、Ｓ評価としないことと
する。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
製造業者等から依頼された農林 依頼検査に関する基準文書の見直しを行うとともに、製造業者等から依頼され

物資の検査を適切に行うため、基 た、飲食料品（16点）及び生糸（16点）に係る依頼検査を基準文書に基づき適切
準文書を作成するとともに、依頼 に実施した。
者の機密保持を図るため検査結果 また、依頼者の機密保持を図るため、検査結果の厳正な管理を行った。
の厳正な管理を行う。

【特記事項】
【年度計画（抄 】 特になし。）

製造業者等から依頼された農林
物資の検査を適切に行うため、基
準文書について、必要に応じて見
直しを行う。

また、依頼者の機密保持を図る
ため検査結果の厳正な管理を行
う。
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評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第２－３ ○緊急時の要請に関する業務 Ａ
(8) 緊急時の要請に関する業務 【評価指標】第１－１(1)に同じ。

【評価結果】
◇小項目 １×２点＝２点
合計 ２点（２/２＝１００％）

各小項目の評価結果を積み上げた評価はＡ評価であった。
各小項目の達成状況やその他の要因を踏まえ、達成状況や対応状況等を総合的

に勘案した結果、妥当な実績であると考えられることから、Ｓ評価としないこと
とする。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
独立行政法人農林水産消費安全 次に掲げる措置を講ずることにより、農林水産大臣から要請のあったときに、

技術センター法（平成11年法律第 迅速かつ的確に対応する体制を整備した。
183号）第12条の規定に基づく緊
急時の調査等については、機動的 ○ 要請が想定される事案ごとに研究論文及び分析方法等の情報の蓄積と整理
かつ柔軟な組織体制をとるなど、 を引き続き行い、情報管理体制の充実に努めた。
最優先で迅速かつ的確に実施し、
その結果を速やかに農林水産大臣 ○ 想定される要因及びその内容別分類ごとに専門的知見を有する職員及び機
に報告する。 器を登録した名簿を見直し、更新した。

【年度計画（抄 】 平成20年度については、独立行政法人農林水産消費安全技術センター法第12条）
農林水産大臣から独立行政法人 の規定に基づく農林水産大臣からの緊急時の調査、分析又は検査の要請はなかっ

農林水産消費安全技術センター法 た。
（平成11年法律第183号）第12条
の規定に基づき、農林水産大臣か 【特記事項】
ら要請があったときに、迅速かつ 特になし。
的確に対応することができるよ
う、次に掲げる措置を講ずる。

○ 活用する可能性の高い研究論
文等を整理し、データを効率的
に検索できる情報管理体制を維
持するとともに、緊急要請に迅
速に対応できるよう要請が想定
される事案についてそれぞれの
専門家を登録し、必要に応じて
見直す。

○ プロジェクトチームを設置す
る等により、他の業務に優先し
て要請された調査、分析又は検
査の迅速かつ正確な実施に努め
るとともに、調査結果を速やか
に報告する。
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評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第２－４ ○リスク管理に資するための有害物質の分析業務 Ａ
リスク管理に資するための有害 【評価指標】第１－１(1)に同じ。

物質の分析業務
【評価結果】
◇小項目 ４×２点＝８点
合計 ８点（８/８＝１００％）

各小項目の評価結果を積み上げた評価はＡ評価であった。
各小項目の達成状況及びその他の要因を踏まえ、達成度合や対応状況等を総合

的に勘案した結果、妥当な実績であると考えられることから、Ｓ評価としないこ
ととする。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
(1) 農林水産省が行うリスク管理に 農林水産省が行う食品の安全性に関するリスク管理のための有害化学物質の分
資するための有害物質の分析につ 析に当たっては、次に掲げる措置を講ずることにより、的確な実施に努めた。
いては 農林水産省が策定する サ、 「
ーベイランス・モニタリング計 ○ 農林水産省が策定する「サーベイランス・モニタリング年次計画」に含ま
画」に含まれる有害化学物質・品 れる有害化学物質・品目についての実態調査を優先的に実施した。
目についての実態調査を優先的に
実施する。 〔農産物〕

・残留農薬 1,379検体
【年度計画（抄 】 ・かび毒（注1） 340検体）
(1) 農林水産省が行う食品の安全性 注1：デオキシニバレノール（DON 、ニバレノール及びゼアラレノ）

に関するリスク管理について、そ ン
の的確な実施に資するため、有害
化学物質の分析に当たっては、次 〔飼 料〕
に掲げる措置を講ずる。 ・かび毒（注2） 1,007検体

・有害金属（注3） 750検体
○ 農林水産省が策定する「サー ・残留農薬 674検体

ベイランス・モニタリング計 ・ダイオキシン類 30検体
画」に含まれる有害化学物質・ 注2：オクラトキシンA、アフラトキシン類、ゼアラレノン及びDON
品目についての実態調査を優先 注3：カドミウム、無機ヒ素、水銀及び鉛
的に実施する。

○ 新たに顕在化したリスクに機 ○ 新たに顕在化したリスクで、センターが対応すべき事案はなかった。
動的に対応し得るよう、必要に
応じて対象有害化学物質及び実 【特記事項】
施検体数の調整を図るものとす ◆達成度合（農産物 ：100％（1,719件／1,719件））
る。 ◆達成度合（飼 料 ：116％（2,461件／2,120件））

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
(2) その際、検査等業務に従事する 農薬が残留するおそれの高い作物について、次のとおり有害物質の分析を行う
職員から成るプロジェクトチーム ことにより、生産現場等におけるリスク低減策の支援等に寄与した。
を毎事業年度設置し、各検査等業
務の有する生産資材の特性や使用 ○ 作物残留に係るリスク低減に資するためにさらにデータを蓄積することが
実態等の情報を活用しつつ、4件 必要なことから、引き続き食品検査業務及び農薬検査業務に従事する職員か
以上の課題について、中期目標期 らなる「前作に使用された農薬の残留分析プロジェクトチーム」を設置し、
間中にテーマを設定して実施す 検査等業務を行う各部門が有するデータを活用して、分析対象や分析方法等
る。 を選定した。

【年度計画（抄 】 ○ 生産現場におけるリスク低減対策の支援に資するよう、上記プロジェクト）
(2) 次に掲げる課題など比較的リス チームにおいて前作の農作物に使用した農薬の残留状況について調査を行う
クが高いおそれのある農産物等に ため、農林水産省が策定した「平成20年度食品の安全性に関する有害物質の
ついて、1テーマ以上を設定して サーベイランス・モニタリング年次計画」に基づく国産野菜の残留農薬分析
次により有害物質の分析を行う。 の実施に当たっては、通常の検査に加え、農薬検査部門が有する土壌半減期

の長い農薬等に関する知見を活用して選定した分析対象農薬を、食品検査部
○ 検査等業務に従事する職員か 門において効率的かつ効果的に78検体分析した。

らなるプロジェクトチームを設
置し、分析対象や分析方法等の 【特記事項】
選定を行う。 特になし。

○ 肥料、農薬、飼料、及び飼料
添加物並びに土壌改良資材の特
性や使用実態等を踏まえつつ、
農林水産省が策定する「サーベ
イランス・モニタリング計画」
に基づき実施するものとする。
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評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第２－５ ○カルタヘナ担保法関係業務 －
カルタヘナ担保法関係業務 【評価指標】第１－１(1)に同じ。

【評価結果】
実績がないため、評価しない。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
、 、遺伝子組換え生物等の使用等の 次に掲げる措置を講ずることにより カルタヘナ担保法第32条の規定に基づき

規制による生物の多様性の確保に 同条第2項の農林水産大臣の指示に従い、立入り、質問、検査及び収去を的確に
関する法律 平成15年法律第97号 実施する体制を整備した。（ ）
第32条第1項の規定に基づき、同
条第2項の農林水産大臣の指示に なお、農林水産大臣から立入り、質問、検査及び収去の指示はなかった。
従い、立入り、質問、検査及び収
去を的確に実施し、その結果を速 農林水産大臣からカルタヘナ担保法第31条第1項の規定に基づき収去した遺伝
やかに農林水産大臣に報告する。 子組換え生物等の検査の依頼はなかった。

【年度計画（抄 】 【特記事項】）
遺伝子組換え生物等の使用等の 実績がないため、評価しない。

規制による生物の多様性の確保に
（ 。関する法律 平成15年法律第97号

「 」 。）以下 カルタヘナ担保法 という
第32条第1項の規定に基づき、同
条第2項の農林水産大臣の指示に
従い、立入り、質問、検査及び収
去を的確に実施するため、次に掲
げる措置を講ずる。

また、立入り、質問、検査及び
収去を実施した場合には、その結
果を速やかに農林水産大臣に報告
する。

○ 立入検査等を行うための規程
等を必要に応じて見直す。

○ 農林水産大臣からカルタヘナ
担保法第31条第1項の規定に基
づき収去した遺伝子組換え生物
等の検査の依頼があった場合は
適切に実施する。
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評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第２－６ ○国際協力業務 Ａ
国際協力業務 【評価指標】第１－１(1)に同じ。

【評価結果】
◇小項目 １×２点＝２点
合計 ２点（２/２＝１００％）

小項目の評価結果から評価はＡ評価であった。
小項目の達成状況やその他の要因を踏まえ、達成状況や対応状況等を総合的に

勘案した結果、妥当な実績であると考えられることから、Ｓ評価としないことと
する。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
可能な範囲において、センター 国際協力機構（JICA）等からの国際技術協力等の要請を踏まえ、次の取組を行

の技術力を活用した専門家の海外 った。
派遣及び海外からの研修生の受入
れを行う。 ○ JICA及び国際獣疫事務局（OIE）から技術協力専門家の派遣要請があり、

役職員を3回（3名）派遣した。
【年度計画（抄 】）

農林水産省等の関係機関からの ○ JICA等からの要請により海外からの研修員を受入れ、JAS制度、日本の農
国際技術協力等の要請について 薬登録制度及び飼料安全制度、食品及び飼料等の分析技術等に関する研修を
は、可能な範囲において、開発途 8回（延べ16か国、24名）実施した。
上国等からの技術支援要請に対応
するため、国内活動及び専門家の 【特記事項】
海外派遣を行うとともに、海外か 特になし。
らの研修員の受入れを行う。

また、必要に応じて独立行政法
人国際協力機構の主催する研修等
に職員を派遣する。



- 45 -

評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第３ ○経費（業務経費及び一般管理費）削減に係る取組 Ａ
経費（業務経費及び一般管理費 【評価指標】第１－１(1)に同じ。

人件費）節減に係る取組
【評価結果】
◇小項目 １×２点＝２点
合計 ２点（２/２＝１００％）

小項目の評価結果から評価はＡ評価であった。
小項目の達成状況やその他の要因を踏まえ、達成状況や対応状況等を総合的に

勘案した結果、妥当な実績であると考えられることから、Ｓ評価としないことと
する。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
平成20年度においても予算の執行を適切に行い、平成19年度に引き続き、業務

【年度計画（抄 】 経費、一般管理費の削減に取り組んだ。）
本事業年度の予算（人件費の見

。） 、 。 、積もりを含む 、収支計画及び資 なお 平成20年度における運営費交付金の執行率は88％であった この理由は
金計画は、別表1、2及び3に定め 予算額より退職手当の支給額が減少したこと等により人件費に残額を生じたこと
るとおりとする。 及び平成20年度第2次補正予算について、平成20年度内の執行が困難であったこ

とから全額繰り越すこととなったこと等である。未執行額に相当する運営費交付
金債務については、平成21年度に繰り越した。

【特記事項】
特になし。
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評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第３ ○法人運営における資金の配分状況 Ａ
法人運営における資金の配分状 【評価指標】第１－１(1)に同じ。

況
【評価結果】
◇小項目 １×２点＝２点
合計 ２点（２/２＝１００％）

小項目の評価結果から評価はＡ評価であった。
小項目の達成状況やその他の要因を踏まえ、達成状況や対応状況等を総合的に

勘案した結果、妥当な実績であると考えられることから、Ｓ評価としないことと
する。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
年度当初及び年度途中において必要に応じた予算配付を行うことにより、適切

【年度計画（抄 】 かつ効果的な資金配分を行った。）
本事業年度の予算（人件費の見

積もりを含む 、収支計画及び資 【特記事項】。）
金計画は、別表1、2及び3に定め 特になし。
るとおりとする。
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評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第３ ○自己収入の増額に係る取組 Ａ
自己収入の増額にかかる取組 【評価指標】第１－１(1)に同じ。

【評価結果】
◇小項目 １×２点＝２点
合計 ２点（２/２＝１００％）

小項目の評価結果から評価はＡ評価であった。
小項目の達成状況やその他の要因を踏まえ、達成状況や対応状況等を総合的に

勘案した結果、妥当な実績であると考えられることから、Ｓ評価としないことと
する。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
自己収入（JAS法に基づく格付 自己収入（JAS法に基づく格付業務及び飼料安全法に基づく特定飼料の検定業

業務及び飼料安全法に基づく特定 務に係る収入等を除く ）について、講師派遣の要請に積極的に対応する等の自。
飼料の検定業務に係る収入等を除 己収入の増額のための取組を行った結果、平成20年度予算額を上回る自己収入
く ）を平成18年度予算を基準と （8,380,781円）を得た。。
して、毎事業年度1％以上の増額
を図る。 なお、センターは運営費交付金を主な財源として運営しており、これによって

は利益は生じない。この他、検査・検定手数料、講習事業収入等により当期利益
【年度計画（抄 】 が生じているが、これは通常の業務範囲内での利益計上である。このため、中期）

平成18年度予算を基準として、 目標期間終了後、運営費交付金残額と合わせた利益金は、国庫に返納することと
2％以上の自己収入（JAS法に基づ して、特に目的積立金として申請していない。
く格付業務及び飼料安全法に基づ
く特定飼料の検定業務に係る収入 【特記事項】
等を除く ）の増額を図るための ◆達成度合（自己収入 ：183.2％（8,381千円／4,574千円）。 ）
取組を行う。
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評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第３ ○随意契約の適正化に係る取組 Ａ
随意契約の適正化に係る取組 【評価指標】第１－１(1)に同じ。

【評価結果】
◇小項目 １×２点＝２点
合計 ２点（２/２＝１００％）

小項目の評価結果から評価はＡ評価であった。
小項目の達成状況やその他の要因を踏まえ、達成状況や対応状況等を総合的に

勘案した結果、妥当な実績であると考えられることから、Ｓ評価としないことと
する。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
○ 予算の執行に当たっては、平成19年度に策定した「随意契約見直し計画」

【年度計画（抄 】 に基づき、契約を締結した128件のうち明らかに競争の余地のない17件を除）
予算の執行に当たっては、物品 き、原則として一般競争入札等による契約とした。また、随意契約とせざる

購入 役務等に係る契約について を得なかった案件については、個別に契約審査委員会に諮って審査した。、 、
真にやむを得ないものを除き原則 なお、契約状況等については、ホームページで国と同様に公表した。
として一般競争入札等によるもの
とし、センターが策定した｢随意 ○ この他、予算の執行に当たっては次に掲げる取組を行い、業務運営の一層
契約見直し計画｣に基づく取組を の適正化に努めた。
着実に実施するとともに、その取

、 、組状況を公表をすることにより業 ・ 工事等については 業界紙に調達情報を掲載して公告媒体の拡充を図り
務の一層の適正化を図る。 応札者の増大に努めた。

・ 契約事務取扱規程等を見直し、公告期間を短縮できる場合の基準及び予
定価格を省略できる金額の下限を国と同等の基準に改正した。

・ 調査研究関係の委託事業については、総合評価方式による一般競争契約
を実施した。なお、再委託については、引き続き契約書に制限条項を規定
し、再委託を行う必要がある場合にはあらかじめ承諾を得ることとした。

・ 入札手続き等の透明性を確保する観点から、工事及び測量・建設コンサ
ルタント等業務に係る入札等については、外部有識者から成る入札監視委
員会において審議し、入札等が適正に行われたことを確認するとともに、
その審議結果をホームページで公表した。

【特記事項】
平成19年度と比較して随意契約の件数を29件、金額で56,165千円減少させた。

この結果 平成20年度における契約全体に占める割合は件数で13.3％ 金額で9.8、 、
％となり、平成19年度と比較して件数で22.6％、金額で10.2％減少した。
一般競争入札のうち一者応札は54件であったが、これらの多くは応札の対象が

特定の者に限定される分析機器の保守・点検等に関する契約であった。
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評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第４ ○法人の短期借入金について、借入に至った理由及び使途、金額及び金利、返済 －
法人の短期借入金について、借 の見込み

入に至った理由及び使途、金額及 【評価指標】第１－１(1)に同じ。
び金利、返済の見込み

【評価結果】
実績がないため、評価しない。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
平成18年度：7億円 運営費交付金の受入れの遅延等の短期借入を行う事態は生じなかった。
平成19年度～平成22年度：13億円

【特記事項】
（想定される理由） 実績がないため、評価しない。
・運営費交付金の受入れが遅延
・公務災害及び通勤災害が発生し

た場合の災害補償費の借入れ
・神戸センターの移転・新築の

際、現庁舎の跡地の売却収入が
発生するまでの間、一時的に資
金が不足した場合に業務活動に
充当する経費及び移転・新築等
に係る経費の借入れ

【年度計画（抄 】）
平成20年度：13億円

（想定される理由）
・運営費交付金の受入れが遅延
・公務災害及び通勤災害が発生し

た場合の災害補償費の借入れ
・神戸センターの移転新築の際、

現庁舎の跡地の売却収入が発生
するまでの間、一時的に資金が
不足した場合に業務活動に充当
する経費及び移転新築等に係る
経費の借入れ



- 50 -

評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第５ ○重要な財産の譲渡又は担保に関する計画 Ａ
重要な財産の譲渡又は担保に関 【評価指標】第１－１(1)に同じ。

する計画
【評価結果】
◇小項目 １×２点＝２点
合計 ２点（２/２＝１００％）

小項目の評価結果から評価はＡ評価であった。
小項目の達成状況やその他の要因を踏まえ、達成状況や対応状況等を総合的に

勘案した結果、妥当な実績であると考えられることから、Ｓ評価としないことと
する。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
神戸センターの移転・新築に伴 ○ 神戸センターの移転・新築に伴い不要となる旧庁舎及び土地について、庁舎

い不要となる現庁舎及び土地につ と土地を一体で神戸市買主代理「神戸市土地開発公社」に平成21年3月31日付
いては処分する。その際、有利な けで売却した。
売却を図ることができるよう、十 なお、当該売却収入については、移転新築費用の一部に充当した。
分に検討を行う。なお、現庁舎等
を処分したことによる当該売却収 ○ 重要な財産を担保に供する事案はなかった。
入については、移転新築費用の一
部に充当する。 なお、センターが所有する重要な資産として、庁舎及びその敷地、ほ場を所有

なお、当該売却収入が発生する しているが、庁舎については、センターが実施するすべての検査等業務に、ほ場
までの間、一時的に資金が不足し については、肥料の公定規格の改正等に資する調査研究業務に使用している。
た場合には、短期借入れを実施す これらの資産は、引き続き事務・事業に必要な資産であり、遊休資産にはなっ
ることとし、当該短期借入れの担 ていない。
保として現庁舎の土地及び建物を
供する。 【特記事項】

特になし。
【年度計画（抄 】）

神戸センターの移転・新築に伴
い不要となる現庁舎及び土地の処
分については、有利な売却を図る
ことができるよう、十分に検討を
行う。

なお、当該売却収入が発生する
までの間、一時的に資金が不足し
た場合には、短期借入れを実施す
ることとし、当該短期借入れの担
保として現庁舎の土地及び建物を
供する。
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評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第６ ○剰余金の使途について、中期計画に定めた使途に充てた結果、当該事業年度に －
剰余金の使途について、中期計 得られた成果

画に定めた使途に充てた結果、当 【評価指標】第１－１(1)に同じ。
該事業年度に得られた成果

【評価結果】
実績がないため、評価しない。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
検査検定業務に係る業務運営の 剰余金を使用する事案はなかった。

効率化及び業務の質の向上を図る
ための分析機器の購入の経費に充 なお、利益剰余金（58,957,425円）は生じているが、これは、検査・検定手数
当する。 料、講習事業収入等の他、前中期目標期間繰越積立金（自己収入取得資産の減価

償却費、棚卸し資産等に充当したものの残額 、積立金によるものである。）
【年度計画（抄 】）

検査検定業務に係る業務運営の 【特記事項】
効率化及び業務の質の向上を図る 実績がないため、評価しない。
ための分析機器の購入の経費に充
当する。



- 52 -

評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第７－１ ○施設及び設備に関する計画 Ａ
施設及び設備に関する計画 【評価指標】第１－１(1)に同じ。

【評価結果】
◇小項目 １×２点＝２点
合計 ２点（２/２＝１００％）

小項目の評価結果から評価はＡ評価であった。
小項目の達成状況やその他の要因を踏まえ、達成状況や対応状況等を総合的に

勘案した結果、妥当な実績であると考えられることから、Ｓ評価としないことと
する。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
老朽化が著しく耐震上問題のあ 本部、仙台センターのスクラバー等改修工事及び名古屋センターの検査設備改

る神戸センターの現庁舎につい 修工事を実施した。また、平成18年度から3か年度計画で建設していた神戸セン
て、移転・新築することとし、併 ター新庁舎については、平成21年2月20日に竣工した。
せて新築時に大阪及び岡山の両事
務所の業務を移管し、これらの事 さらに、平成19年度補正予算により措置された本部及び福岡センターの遺伝子
務所を廃止する。 分析検査設備拡充工事を実施した。

また、業務実施上の必要性及び 【特記事項】
既存の施設・設備の老朽化等に伴 特になし。
う施設及び設備の整備・改修等を
計画的に行う。

【年度計画（抄 】）
平成20年度の竣工に向け神戸セ

ンター新庁舎の建設を行うととも
に、業務実施上の必要性及び既存
の施設・設備の老朽化等に伴う施
設及び設備の整備・改修等を計画
的に行う。

神戸：新庁舎建設工事
本部：スクラバー等改修工事
仙台：スクラバー改修工事
名古屋：検査設備改修工事
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評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第７－２ ○職員の人事に関する計画（人員及び人件費の効率化に関する目標を含む ） Ａ。
職員の人事に関する計画（人員 【評価指標】第１－１(1)に同じ。

及び人件費の効率化に関する目標
を含む ） 【評価結果】。

◇小項目 ３×２点＝６点
合計 ６点（６/６＝１００％）

各小項目の評価結果を積み上げた評価はＡ評価であった。
各小項目の達成状況やその他の要因を踏まえ、達成状況や対応状況等を総合的

に勘案した結果、妥当な実績であると考えられることから、Ｓ評価としないこと
とする。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
(1) 方針 食品、肥飼料、農薬の各検査等業務間の人事交流に努めるとともに、共通部門

食品、肥飼料、農薬の各検査等 である一般管理、企画調整、情報提供の各業務に適正な人員配置を行うことによ
業務間の人事交流に努めるととも り、業務の適切かつ効率的な実施の確保に努めた。
に、共通部門である一般管理、企
画調整、情報提供の各業務に適正 【特記事項】
な人員配置を行う。 特になし。

【年度計画（抄 】）
(1) 方針

食品、肥飼料、農薬の各検査等
業務間の人事交流に努めるととも
に、共通部門である一般管理、企
画調整、情報提供の各業務に適正
な人員配置を行う。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
(2) 人材の確保についての計画 農林水産行政との連携を図り、センターの業務に必要な人材を確保した。

消費・安全局を中心とした行政
（ 、 ） 。部局との円滑な人事交流を行う。 ○ 農林水産省消費・安全局等と人事交流 転出52名 転入60名 を実施した

また、業務を遂行する上で必要
とされる分析の基礎的能力、農林 ○ 農学、畜産等の試験区分の国家公務員試験等の合格者の中から7名を採用
水産物や食品及び生産資材に関す し、必要な人材を確保した。
る専門的知識等を有する農学、化
学等及び行政の試験区分の国家公 ○ 採用情報については、人事院が行う官庁業務合同説明会等（9回）及び大
務員試験合格者を中心として採用 学の就職説明会（5回）への参加、人事院が行う関東地区官庁学生ツアー（2
する。 回）及び大学（6校）においての採用案内パンフレットの配布やインターネ

ット等を活用した広報活動を行い、優秀な人材の確保に努めた。
【年度計画（抄 】）
(2) 人材の確保・育成 【特記事項】

センターの業務に必要な人材を 特になし。
確保するため、次に掲げる措置を
講ずる。

○ 人事交流については、農林水
産省の行政部局等と計画的に実
施する。

○ 分析の基礎的能力、農林水産
物や食品、生産資材の専門的知
識等を有する農学、化学等及び
行政の試験区分の国家公務員試
験合格者等から採用する。

○ 人事院が行う官庁学生ツア
ー、大学等の就職説明会等への
参加やインターネット等を活用
した広報活動により、優秀な人
材の確保に努める。
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評価単位ごとの評価シート
（○中項目）

評 価 項 目 達 成 状 況 評価

第７－３ ○積立金の処分に関する事項 Ａ
積立金の処分に関する事項 【評価指標】第１－１(1)に同じ。

【評価結果】
◇小項目 １×２点＝２点
合計 ２点（２/２＝１００％）

小項目の評価結果から評価はＡ評価であった。
小項目の達成状況やその他の要因を踏まえ、達成状況や対応状況等を総合的に勘
案した結果、妥当な実績であると考えられることから、Ｓ評価としないこととす
る。

【中期計画（抄 】 【事業報告】）
前期中期目標期間繰越積立金 前中期目標期間中の繰越積立金は、計画に基づき前中期目標期間中に支払って

は、前期中期目標期間中に自己収 いる前払費用等の平成20年度相当額（492,932円）を取り崩した。
入財源で取得し、当期中期目標期
間へ繰り越した有形固定資産の減 【特記事項】
価償却等に要する費用に充当す 特になし。
る。

【年度計画（抄 】）
前期中期目標期間中の繰越積立

金は、前期中期目標期間中に自己
収入財源で取得し、当期中期目標
期間へ繰り越した有形固定資産の
減価償却等に要する費用に充当す
る。
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補足資料
独立行政法人農林水産消費安全技術センターの平成２０事業年度業務実績評価指標

評価指標欄の記号はそれぞれ、大項目◎、中項目○、小項目◇である。

中期目標項目 中期計画項目 年度計画項目 評価指標及び評価方法等 事業報告及び特記事項 評価

第２ 業務運営の効率化に関 第１ 業務運営の効率化に関 第１ 業務運営の効率化に関 ◎業務運営の効率化に関する
Ａする事項 する目標を達成するため する目標を達成するため 目標を達成するためとるべ

中項目の総数：９とるべき措置 とるべき措置 き措置
評価指標：大項目に含まれる 評価Ｓの中項目数：０×３点＝０点

各中項目の評価点数の合計 評価Ａの中項目数：９×２点＝18点
評価方法：各中項目の評価結 評価Ｂの中項目数：０×１点＝０点

果の点数を 評価Ｃの中項目数：０×０点＝０点
Ｓ評価：3点、Ａ評価：2点 評価Ｄの中項目数：０×-1点＝０点
Ｂ評価：1点、Ｃ評価：0点 合 計 18点
Ｄ評価：-1点 (18／18＝100％)

とし、中項目の項目数に
【特記事項】2を乗じて得た数を基準値
当該評価を行うに至った経緯、特殊事情等として、基準値に対する中

項目の評価点数の合計数値 ① 法人からの自己評価等の資料の提出や業務
の割合をもって次の区分に 実績等に関するヒアリングをもとに、法人の

「 」、より評価を行う。 中期計画項目である １(1) 組織体制の強化
Ａ：90％以上 「１(2) 業務運営能力の向上 「１(3) 外部」、
Ｂ：50％以上90％未満 委託による業務の効率化 「１(4) 分析機器」、
Ｃ：50％未満 等に関する効率化 「１(5) 業務運営の効率」、

」、「 」、化による経費の抑制 １(6) 人件費の削減
ただし、上記評価の結果、 「２(1) 生産段階における安全性等の確保に

Ａ評価となった場合には、各 関する業務 「２(2) 農林水産物等の品質及」、
中項目の達成状況及びその他 び表示の適正化に関する業務」及び「２(3)
の要因を分析し、必要に応じ 情報提供業務」について評価基準に基づき評
Ｓ評価とすることができる。 価を行った結果、すべての中項目においてＡ

また、Ｃ評価となった場合 評価となったことから、大項目の評価はＡと
には、要因を分析し、必要に する。なお、中項目の評価については、各小
応じＤ評価とすることができ 項目の達成状況及びその他の要因を分析した
る。 結果、Ｓ評価とする項目はなかった。

評価を行うに当たっては、 ② 「１(1) 組織体制の強化」においては、理
次の留意事項を併せて記載す 事長は法人に与えられた使命・課題を的確に
るものとする。 認識し、社会的ニーズに対応して的確かつ柔
・当該評価を行うに至った経 軟に業務運営を行うため、各分野の専門家か

緯、特殊事情等 らなるプロジェクトチームの設置、緊急時や
・中期計画に掲げられた具体 繁忙期に機動的かつ柔軟に職員を配置するス

的取組内容以外の評価すべ タッフ制の活用、役員直属の組織である業務
き業績 監査室において業務運営の横断的な内部監査

・予期せぬ重大な社会情勢の を実施するとともに、法人の意志決定プロセ
変動に即応して特定の業務 ス、権限委任について見直しを行い、内部統
を優先して行ったため、予 制機能の充実・強化を図るなど、業務の信頼
定していた業務を中止し、 性を確保するための取組を積極的に行ってお
又はその業務量を減らさざ り、今後も理事長の指導の下、的確な業務運
るを得なかった場合にあっ 営が期待される。
ては、その経緯及び実施し また、神戸センターの新庁舎完成に伴う旧
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た特定の業務の内容 神戸センター、大阪事務所及び岡山事務所の
（以下、大項目の評価に当た 移転統合作業を適切に行うとともに、独立行
っては、本項目の評価指標、 政法人整理合理化計画において平成22年度末
評価方法を用いる ） までに廃止することとされた小樽事務所に関。

しては、平成21年3月末をもって微量物質検査
課を廃止するなど廃止に向けた取組を実施し
ていた。

また、近年の食をめぐるさまざまな課題に
対応するため、一般管理部門から業務部門へ
の人事異動等により検査等業務に従事する要
員の割合を向上させるなど、検査検定機関と
して検査等業務への重点化を図るとともに、
国の施策、社会情勢の変化に機動的かつ柔軟
に対応できる体制を構築するなど業務・組織
運営は適切に行われていたと認められる。

③ 「１(3) 外部委託による業務の効率化」に
おいては、平成19年度に引き続き、JAS規格見
直し業務、肥料の検査等業務及び農薬の検査
等業務に係るアンケート調査票の発送及び回
答の集計作業、専門技術的知見の必要性が低
い試薬調製作業、専門知識を要しない外国文
献の翻訳、広報誌の編集及び発送並びにメー
ルマガジンの配信管理業務についてアウトソ
ーシングを実施するとともに、新たに登録認
定機関等の定期的調査に係るJAS格付品検査デ
ータの入力作業についてアウトソーシングを

、 。実施し 更なる業務の効率化が図られていた
なお、当法人において官民競争入札を実施

していないことについては、当法人において
実施している業務の内容に鑑み、妥当であっ
たと考える。

④ 「１(6) 人件費の削減」においては、業務
の効率化を図り、人員を平成18年1月1日時点
から34名削減することにより、平成17年度決
算額を基準として6.6％削減するなど節減に取
り組むとともに、給与水準は国と比べて99.3
であり、給与水準の適正化が図られていた。

⑤ 「２(1) 生産段階における安全性等の確保
に関する業務」においては、生産資材の安全
性を確保するため国の施策や社会情勢の変化
に対応し、肥料取締法に基づく立入検査等に
ついて有害成分を含むおそれの高い肥料の生
産事業場に重点化を図るとともに、農薬検査

、 、において目標期間内に検査を完了させ また
飼料の職員一人当たりの試験成分点数を増加
させるなど、各業務とも重点化・効率化が適
切に図られていた。

なお 「肥料の登録申請に係る調査に要する、
期間の短縮」及び「飼料安全法に基づく立入
検査等の報告に要する期間の短縮」等につい
ては、中期目標終了時において実績を評価す
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ることとしているが、平成20年度においては
報告事務の簡素化を図る等、短縮に向けた取
組を実施していた。

⑥ 「２(2) 農林水産物等の品質及び表示の適
正化に関する業務」においては、食に対する
消費者の信頼の確保のための国の施策や社会
情勢の変化に対応し、センターが有する分析
技術を活用した特定品目に係る重点的な調査
を2回実施するとともに、登録認定機関の技術
上の調査に係る報告の目標期間を削減するた
め、検査員の教育訓練を行うなど、各業務と
も重点化・効率化が適切に図られていた。

⑦ 「２(3) 情報提供業務」においては、検査
等業務により得られた情報を集積・整理した
データベースごとの管理責任者等の配置を見
直すとともに、CIOの指導の下、旧3法人ごと
であった情報通信ネットワークの一本化を図
るなど、業務の効率化に向けた取組を実施し
ていた。

１ 共通事項 １ 共通事項 １ 共通事項
食の安全と消費者の信頼

の確保に資するため、管理
部門の効率化、検査・分析
能力の向上等の統合メリッ
トを発揮しつつ、業務運営
の効率化を図ることとし、
以下の取組を実施する。

(1) 組織体制の強化 (1) 組織体制の強化 (1) 組織体制の強化 ○組織体制の強化
評価指標：中項目に含まれる Ａ

各小項目の評価点数の合計 指標の総数 ：12
評価方法：各小項目の評価結 評価ｓの指標数：０×３点＝０点

果の点数を 評価ａの指標数：12×２点＝24点
ｓ評価：3点、ａ評価：2点 指標ｂの指標数：０×１点＝０点
ｂ評価：1点、ｃ評価：0点 指標ｃの指標数：０×０点＝０点
ｄ評価：-1点 指標ｄの指標数：０×-1点＝０点

とし、小項目の項目数に 合 計 24点
2を乗じて得た数を基準値 (24／24＝100％)
として、基準値に対する小
項目の評価点数の合計数値
の割合をもって次の区分に
より評価を行う。

Ａ：90％以上
Ｂ：50％以上90％未満
Ｃ：50％未満

ただし、上記評価の結果、
Ａ評価となった場合には、各
小項目の達成状況及びその他
の要因を分析し、必要に応じ
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Ｓ評価とすることができる。
また、Ｃ評価となった場合

には、要因を分析し、必要に
応じＤ評価とすることができ
る。
（以下、中項目の評価に当た
っては、本項目の評価指標、
評価方法を用いる ）。

① 統合メリットの発現によ ① 統合メリットの発現によ ① 統合メリットの発現によ 【業務実績報告書の記述】
る効率的な業務の実施体制 る効率的な業務の実施体制 る効率的な業務の実施体制 次のとおり組織運営及び組織体制の整備を行
の整備 の整備 の整備 うことにより、検査等業務の効率的かつ効果的

理事長の指導の下、統合 検査等業務を効率的かつ 検査等業務を効率的かつ な推進及び緊急時や繁忙時における機動的で柔
メリットを発揮させ、検査 効果的に推進するため、各 効果的に推進するため及び 軟な業務運営に努めた。
等業務を効率的かつ効果的 分野の専門家からなるプロ 緊急時や繁忙時において機
に推進するための組織体制 ジェクトチームを設置する 動的で柔軟な業務運営がで
を整備する。 等により、各検査業務で得 きるよう、以下により組織

られた知見やノウハウの活 運営及び組織体制の整備を
用を図るとともに、緊急時 行う。
や繁忙時において検査等に
従事する職員を重点的に投 ○ 理事長は独立行政法人農 ◇理事長は、法人の課題を的 【業務実績報告書の記述】
入することができるよう、 林水産消費安全技術センタ 確に認識している。 平成19年度の業務実績の評価結果、平成20年
スタッフ制を拡大する等に ー（以下「センター」とい ｓ：的確に認識し、経営戦略 度の業務の進捗状況、内部監査・苦情処理の結 ａ
より、機動的かつ柔軟な業 う ）の現状の課題を認識 の決定と実行において特に 果等を踏まえ、マネジメントレビューを実施す。
務運営を行う。 し、的確な業務運営を行う 優れた成果が得られた るとともに、その結果に基づき、センターの現

とともに業務の改善を図る ａ：的確に認識している 状の課題である統合メリットの一層の発揮、中
ため、農林水産省独立行政 ｃ：認識が充分とは言えない 期目標・中期計画の確実な進捗管理及び独立行
法人評価委員会の評価結果 ｄ：認識していない 政法人整理合理化計画への対応等について、理
の通知を受けた後、マネジ 事長から本部の部長及び各地域センター所長に
メントレビューを実施す ◇理事長は、マネジメントレ 対して指示を行った。
る。 ビューを実施する等、リーダ

なお 実施に当たっては ーシップを発揮した的確な業 【その他の特記事項】 ａ、 、
センターが業務の信頼性を 務運営を行った 理事長は、フードチェーンを通じた食の安全
確保するために行う内部監 ｓ：的確な業務運営を行い、 と消費者の信頼の確保に資するため、業務運営
査や苦情処理等の結果を踏 業務運営の改善において特 の効率化と業務の質の向上を図り、肥飼料や農
まえるものとする。 に優れた成果が得られた 薬等の生産資材、食品等に関する専門技術的知

ａ：的確な業務運営を行った 見を活用して食の安全と消費者の信頼の確保を
ｃ：一部の業務運営おいて、 技術的側面から担い、農林水産大臣から指示さ

的確さに欠けるところが見 れた中期目標に基づく中期計画を達成するとと
られた もに、整理合理化計画への対応や3法人の統合

ｄ：的確な業務運営を行わな に伴う統合メリットを一層発揮することが法人
かった の課題であると認識している。

マネジメントレビューの実施に当たっては、
センターが業務の信頼性を確保するために行う
内部監査や苦情処理等の結果を踏まえ実施し
た。

○ 本部の各部及び各地域セ ◇本部の各部及び各地域セ 【業務実績報告書の記述】
ンターの業務部門に、緊急 ンターに業務量を勘案して 本部の各部及び各地域センターのすべての業
時や繁忙時において検査等 スタッフ職員を配置するこ 務部門にスタッフ制を導入し、各部課長等の ａ
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に従事する職員を重点的に とにより、機動的で柔軟な業 指示により、業務の進捗状況等に対応してス
投入することができるよう 務運営を行った。 タッフ職員の業務内容を調整するなど、効果
スタッフ制を効果的に運用 ｓ：行い、特に優れた成果が 的に運用した。
し、業務の進捗状況等に対 得られた
応して、職員の業務内容を ａ：行った 【機動的な人員配置の強化(中期計画第1の2(1)
調整する。 ｃ：行わなかった の②ア(ｳ)に関する業務実績報告書の記述)】

ｄ：行わず、その要因は法人 ポジティブリスト化に伴う暫定基準の再評価
の著しく不適切な対応にあ 及び農薬の疑いのある資材（疑義資材）等の分
った 析に関して、職員を機動的に配置した。

【その他の特記事項】
「中期計画第1の2(1)の②ア(ｳ)機動的な人員

配置の強化(23ページ)」については、当指標に
おいて評価する。

○ 各検査業務で得られた ◇プロジェクトチームを設置 【業務実績報告書の記述】
専門的知見の最大限の活 することにより、検査等業務 各分野の専門家からなるプロジェクトチーム
用等を図るため、必要に を効率的かつ効果的に行っ を次のとおり5件設置し、各部門で蓄積された ａ
応じて各分野の専門家か た。 専門的知見を最大限に活用した。
らなるプロジェクトチー ｓ：行い、特に優れた成果が
ムを設置する。 得られた ・安全性未審査トウモロコシの緊急検査プロ

ａ：行った ジェクトチーム
ｃ：行わなかった ・前作に使用された農薬の残留分析プロジェ
ｄ：行わず、その要因は法人 クトチーム

の著しく不適切な対応にあ ・ペットフード検査方法の検討プロジェクト
った チーム

・非食用の事故米穀を利用した食品等の緊急
検査プロジェクトチーム

・効果的な情報提供プロジェクトチーム

② 内部統制機能の充実・強 ◇内部統制機能を充実・強化 【業務実績報告書の記述】
化 し 適正な組織運営を行った 次の取組を実施することにより内部統制機能、 。

業務の対外的な信頼性・ ｓ：行い、特に優れた成果が の充実・強化を推進し、業務の対外的な信頼性 ａ
透明性の確保を図るため、 得られた ・透明性の確保に努めた。
コンプライアンスの周知徹 ａ：行った
底のもと、業務の有効性と ｃ：行わなかった ○ 内部統制機能の強化の観点から、役員会に

、 、 、 、効率性を高め、財務報告の ｄ：行わず、その要因は法人 おいては予算・決算 組織 人事 年度計画
適正化により内部統制機能 の著しく不適切な対応にあ 業務実績報告等の重要事項の他、必要に応じ
の充実・強化を推進する。 った て管理運営上の個別案件等についても議題と

するなど、役員会を法人の意志決定プロセス
に明確に位置づけた。

○ 平成19年度に策定した、法令、社会的規範
を遵守し、倫理、良識に従って行動すること
を明記した「行動理念 、業務や組織の運営」
等について法人が目指す方向を明記した「行
動方針」の全職員への周知を図り、コンプラ
イアンスの徹底に努めた。

○ 業務におけるリスク管理の観点から、業務
規程類及び作業標準（手順書等）の作成・見
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直しを行うとともに、法人の業務改善活動の
重要な取組として内部監査を実施することに

、 。 、より 業務の有効性と効率性を高めた また
内部監査の結果については、理事長が行うマ
ネジメントレビューに反映した。

○ 内部監査、マネジメントレビュー等の業務
改善活動は、外部有識者を含めた業務評価委
員会において点検・評価を受けた。

○ 平成19年4月の3法人の統合に伴い資本金が
100億円以上となったことを受け、独立行政
法人通則法第39条の規定に基づき平成19年度
の財務諸表等について監査法人による監査を
受けた。その結果、会計報告については準拠
すべき会計基準に従い、適正に処理されてい
ること、また、その財政状況、運営状態等に
関する情報が正しく表示されていることが確
認された。

○ CIO（Chief Information Officer：情報化
統括責任者）の指導の下、業務・システム最
適化推進委員会において、法人の情報通信技
術（IT）への対応を検討し、旧3法人間で異
なっていた外部との接続環境を一本化する
等、情報通信ネットワークを整備した。

② 内部監査の一体的実施 ② 内部監査の一体的な実施 ③ 内部監査の一体的な実施 【業務実績報告書の記述】
業務運営 会計を含む 内部監査体制を充実・強 内部監査体制を充実・強 次に掲げる措置を講ずることにより、内部監（ 。）

を横断的に監査する内部監 化し、業務の改善及び効率 化し、業務の改善及び効率 査体制を充実・強化し、業務の改善及び効率化
査体制の充実・強化を図 化を図るため 業務運営 会 化を図るため、次に掲げる を図った。、 （
る。 計を含む ）を横断的に監 措置を講ずる。。

査する専任の部署を設置す
る。 ○ 業務運営（会計を含 ◇役員直属の組織である業務 【業務実績報告書の記述】

む ）の横断的な内部監 監査室において、業務運営の 役員直属の組織である業務監査室において、。
査を役員直属の組織であ 横断的な内部監査を実施し 業務運営（会計を含む ）の内部監査を横断的 ａ。
る業務監査室において行 た。 に実施した。
う。 ｓ：実施し、特に優れた成果 なお、肥飼料及び農薬検査業務については、

が得られた 段階的に内部監査を導入することとし、平成20
ａ：実施した 年度については平成19年度より監査対象業務を
ｃ：実施しなかった 拡大して実施した。
ｄ：実施せず、その要因は法

人の著しく不適切な対応に 【その他の特記事項】
あった 業務の効率的な実施を図るため、平成19年度

に実施した業務を対象に、業務運営の内部監査
を横断的に平成20年8月から同年10月に実施し
た。

内部監査で抽出した不適合111件及び改善推
奨事項110件に対しては、必要な是正処置等を
実施し、業務の改善及び効率化を図った。
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また、担当する職員の監 ○ 監査能力の維持・向上 ◇監査能力の維持・向上を図 【業務実績報告書の記述】
査能力の向上を図るため、 を図るため、内部監査員 るため、内部監査員研修を1 職員に対して内部監査員養成研修を2回（131
内部監査員研修を毎事業年 研修を実施する。 回以上実施した。 名）実施した。 ａ
度1回以上実施する。 ｓ：1回以上以上実施し、特

に優れた成果が得られた 【その他の特記事項】
ａ：1回以上実施した 内部監査員となるための資格基準として、過
ｃ：実施しなかった 去3年以内の内部監査員研修の受講を義務付け
ｄ：実施せず、その要因は法 ている。

人の著しく不適切な対応に
あった

さらに、外部の有識者を ○ 業務運営の改善を定期 ◇外部の有識者を活用した業 【業務実績報告書の記述】
活用した業務運営の改善を 的に行うため、外部の有 務評価委員会を開催し、業務 平成21年3月に外部の有識者を含めた業務評
定期的に行う。 識者を含めた業務評価委 運営の改善を行った。 価委員会を開催し、平成19年度における業務実 ａ

員会による点検・評価を ｓ：開催し、必要な改善を行 績の評価結果及びこれへの対応状況、平成20年
行う。 い、特に優れた成果が得ら 度マネジメントレビューの結果、平成20年度の

れた 業務の実施状況等について点検・評価を行っ
ａ：開催し、必要な改善を行 た。

った
ｃ：開催せず、又は必要な改 【外部の有識者を含む委員会の設置(中期計画

善を行わなかった 第2の1(1)の①)に関する業務実績報告書の記
ｄ：開催せず、又は必要な改 述】

善を行わず、その要因は法 外部の有識者を含む業務評価委員会を平成21
人の著しく不適切な対応に 年3月に開催し、平成20年度の取組内容の評価
あった を行うとともに、平成21年度のプロジェクト課

題についての意見等を伺った。

【その他の特記事項】
「中期計画第2の1(1)の①外部の有識者を含

む委員会の設置(36ページ)」については、当指
標において評価する。

③ 本部及び地方組織の再編 ③ 本部及び地方組織の再編 ④ 本部及び地方組織の再編 【業務実績報告書の記述】
・統合 ・統合 ・統合 統合メリットを最大限発揮するとともに、事

統合メリットを最大限発 統合メリットを発揮させ 統合メリットを発揮する 務・事業の効率的かつ効果的な運営を確保する
揮するとともに、効率的か るため、3法人の統合後は とともに、事務・事業の効 観点から、次に掲げるところにより地方組織の
つ効果的な運営を確保する 旧センター神戸センターと 率的かつ効果的な運営を図 再編・統合を進めた。
観点から、本部及び地方組 一体的に運営することとな るため、次に掲げるところ
織の役割を踏まえ、管理部 る旧肥飼検大阪事務所及び により地方組織の再編・統
門等の合理化を含む再編・ 旧センター岡山センターの 合を進める。
統合を行う。 組織・業務については、旧

具体的には、3法人の統 センター神戸センターの庁 ○ 大阪事務所及び岡山事 ◇同一地方組織を同一庁舎に 【業務実績報告書の記述】
合時において管理部門の統 舎の移転・新築 と併せ 務所を神戸センターへ移 移転するため、大阪事務所及 ○ 平成21年2月20日の神戸センター新庁舎完（注）

合等により1本部5地方組織 て、神戸センターの庁舎に 転統合する。 び岡山センター事務所の神戸 成後、速やかに旧神戸センター、大阪事務所 ａ
に再編したこと を踏ま 移管することとし、旧肥飼 センターへの移転統合作業を 及び岡山事務所の移転作業を行った。両事務（注）

え 更に中期目標期間中に 検大阪事務所及び旧センタ 行った。 所については平成20年度末に廃止して、その、 、
可能な限り同一地方組織を ー岡山センターの事務所に ｓ：計画どおり行い、特に優 機能を神戸センターに集約し、平成21年4月1
同一庁舎に移転するよう努 ついては、これらを廃止す れた成果が得られた 日から業務が実施できる体制とした。
めることとする。 る。なお、これらの廃止に ａ：計画どおり行った

際しては、あらかじめ、利 ｂ：概ね計画どおり行った ○ 神戸センター新庁舎完成後は、大阪事務所
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(注) 本部（独立行政法人農 用者等に周知徹底し、業務 ｃ：行わなかった 及び岡山事務所を移転し、一体的に運営する
林水産消費技術センター の円滑な引継ぎ等を行うこ ｄ：行わず、その要因は法人 ことから、大阪事務所が入居している大阪合
（以下「旧センター」とい ととする。 の著しく不適切な対応にあ 同庁舎第2号館別館及び岡山事務所が入居し
う 本部 旧肥飼検本部 (注) 旧センター神戸センタ った ている岡山第2合同庁舎の各合同庁舎管理官。） 、 、
旧農薬検及び旧センター横 ーの現庁舎については、老 【平成20年度までの指標】 庁と、退去に伴う合同庁舎専有部分返還のた
浜センター 5地方組織 札 朽化と耐震上の問題から、 めの原状回復工事内容等の打ち合わせを行っ） （
幌センター（旧センター小 平成20年度を目途に移転・ た。
樽センター及び旧肥飼検札 新築する予定である。
幌事務所 、仙台センター また、合同庁舎専有部分返還のための原状）
（旧センター仙台センター 回復工事の入札を平成21年3月30日に実施し
及び旧肥飼検仙台事務所 た。）、
名古屋センター（旧センタ
ー名古屋センター及び旧肥 ○ 札幌センター小樽事務 ◇札幌センター小樽事務所を 【業務実績報告書の記述】
飼検名古屋事務所 、神戸 所を平成21年度末までに 廃止するため、所要の取組を 平成21年度末に予定している札幌センター小）
センター（旧センター神戸 廃止するため、所要の取 行った。 樽事務所の廃止後においても、北海道の食品検 ａ
センター、旧肥飼検大阪事 組を行う。 ｓ：計画どおり行い、特に優 査業務を的確に実施する必要があるため、小樽
務所及び旧センター岡山セ れた成果が得られた 事務所の機能を札幌に移転して札幌センターと
ンター）及び福岡センター ａ：計画どおり行った 一体的に運営することとした。なお、移転にあ
（旧センター門司センター ｂ：概ね計画どおり行った たっては、次の取組を行った。
及び旧肥飼検福岡事務所） ｃ：行わなかった

ｄ：行わず、その要因は法人 ・ 本部と札幌センター、小樽事務所との間
の著しく不適切な対応にあ で緊密な連携を図りつつ、小樽事務所移転
った 対策委員会を開催し、北海道における食品

【平成21年度までの指標】 検査業務の進め方、札幌市内の事務所の選
定手順等を決定した。また、一般競争入札
により事務所の選定及び設計に係るコンサ
ルタント業者を決定し、コンサルタント業
者からの提案物件について本部、札幌セン
ター及び小樽事務所の関係者による現地検
討会を行い、候補先を選定した。

・ 小樽事務所の廃止に先立ち、平成21年3
月末をもって同事務所の微量物質検査課を
廃止した。廃止に当たっては、同課が実施
していた業務を、本部及び各地域センター
（以下「各センター」という ）の微量物。
質検査課において分担実施するよう調整し
た。

④ 一般管理部門の合理化及 ④ 一般管理部門の合理化及 ⑤ 一般管理部門の合理化及 ◇一般管理部門の要員が全体 【業務実績報告書の記述】
び検査等業務への重点化 び検査等業務への重点化 び検査等業務への重点化 に占める割合を、平成18年1 次に掲げる取組を行うことにより、平成18年

③の本部及び地方組織の 新規採用を抑制するとと 検査検定機関として検査 月1日を基準として、各事業 1月1日（注）を基準として、平成21年1月1日時 ａ
再編・統合と併せて一般管 もに、一般管理部門から業 等業務への重点化を図るた 年度ごとの計画値を達成し 点における一般管理部門の要員が全体に占める
理部門の統合など合理化を 務部門への人事異動により め、平成18年1月1日を基準 た （各事業年度ごとの計画 割合（％）を18.4％から15.1％に3.3ポイント。
図るとともに、業務部門へ 一般管理部門の要員を削減 として、一般管理部門の要 値：中期計画開始時からの経 低下させ、検査業務に従事する要員が全体に占
の振替等により、一般管理 し、一般管理部門の要員が 員が全体に占める割合を低 過年数に0.6ポイントを乗じ める割合を67.2％から71.4％に4.2ポイント向
部門の要員が全体に占める 全体に占める割合を、平成 下させ、検査等業務に従事 て得られる増加率 ） 上させ、検査検定機関として検査業務への重点。
割合を、平成18年1月1日を 18年1月1日を基準として、 する要員が全体に占める割 ｓ：計画値の達成度合は100 化を図った。
基準として、中期目標期間 中期目標期間中に3ポイン 合を向上させるため、トッ ％以上であり、特に優れた
中に3ポイント程度低下さ ト程度低下させる。 プマネジメントにより、組 成果が得られた 注：独立行政法人通則法第60条の規定による

。 、せる。 なお、一般管理部門から 織活動の責任と権限を明確 ａ：計画値の達成度合は90％ 常勤職員数の国会報告基準日である なお
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また、検査検定機関とし 業務部門への人事異動を円 化した上で適切な人員配置 以上であった 平成18年1月1日における職員数は旧3法人
て検査等業務への重点化を 滑に行うため、一般管理部 を行うとともに、次に掲げ ｂ：計画値の達成度合は50％ の職員数を合算したものである。
図るため、一般管理部門の 門の職員を対象に必要な研 る取組を行う。 以上90％未満であった
合理化と併せて検査等業務 修を実施する。 ○ 一般管理部門の職員の ｃ：計画値の達成度合は50％ ○ 一般管理部門の職員の退職に伴う補充に
以外の業務の重点化及び効 また、検査検定機関とし 退職に伴う補充に対応し 未満であった 対応した新規採用は実施しなかった。
率化を図ることにより、検 て検査等業務への重点化を た新規採用を抑制する。 ｄ：計画値の達成度合は50％
査等業務に従事する要員が 図るため、一般管理部門の ○ 一般管理部門から業務 未満であり、その要因は法 ○ 本部及び地方組織の再編・統合と併せて
全体に占める割合を、平成 合理化と併せて情報提供業 部門への人事異動を円滑 人の著しく不適切な対応に 一般管理部門の統合など合理化を図り、一
18年1月1日を基準として、 務など検査等業務以外の業 に行うため、異動する一 あった 般管理部門から業務部門へ2名の異動を行
中期目標期間中に2ポイン 務の重点化及び効率化を図 般管理部門の職員を対象 った。これに伴い、業務部門へ異動した一
ト程度向上させる。 ることにより、検査等業務 に必要な研修を実施す ◇検査等業務に従事する要員 般管理部門の職員を対象に、異動先での業

に従事する要員が全体に占 る。 が全体に占める割合を、平成 務に必要な研修を実施した。
める割合を、平成18年1月1 ○ 情報提供業務などの重 18年1月1日を基準として、各 ａ
日を基準として、中期目標 点化及び効率化について 事業年度ごとの計画値を達成 ○ 情報提供業務などの重点化及び効率化に
期間中に2ポイント程度向 検討する。 した （各事業年度ごとの計 ついて検討し、肥飼料、農薬等の生産資材。
上させる。 画値：中期計画開始時からの や食品等に関する情報を消費者、生産者、

経過年数に0.4ポイントを乗 事業者等へ一元的に提供できるよう、引き
じて得られる増加率 ） 続き各部門の担当者を情報提供部門に配置。
ｓ：計画値の達成度合は100 した。

％以上であり、特に優れた
成果が得られた 【その他の特記事項】

ａ：計画値の達成度合は90％ 《一般管理部門の要員》
以上であった 達成度合：183％(3.3％／1.8％)

ｂ：計画値の達成度合は50％
以上90％未満であった 《検査等業務に従事する要員》

ｃ：計画値の達成度合は50％ 達成度合：350％(4.2％／1.2％)
未満であった

ｄ：計画値の達成度合は50％
未満であり、その要因は法
人の著しく不適切な対応に
あった

(2) 業務運営能力の向上 (2) 業務運営能力の向上 (2) 業務運営能力の向上 ○業務運営能力の向上
Ａ

指標の総数 ：２
指標ｓの指標数：０×３点＝０点
指標ａの指標数：２×２点＝４点
指標ｂの指標数：０×１点＝０点
指標ｃの指標数：０×０点＝０点
指標ｄの指標数：０×-1点＝０点

合 計 ４点
(４／４＝100％)

科学技術の進歩に対応し 科学技術の進歩に対応し ① 業務運営能力を向上さ 【業務実績報告書の記述】
つつ的確な検査・分析の実 つつ的確な検査・分析の実 せ、的確な検査・分析の実 次に掲げる資格の取得又は研修等を行うこと
施に資するよう、職員の技 施に資するよう、職員の技 施に資するため、次に掲げ により、職員の技術的水準の向上による業務運
術水準の維持・向上を図る 術的水準の維持・向上を図 る取組を行う。 営能力の向上を図った。
ための研修及び資格の取得 るため、次に掲げる研修及
をセンター全体で計画的に び資格等の取得をセンター ○ 職員の技術的水準の向 ◇職員の技術的水準の維持・ 【業務実績報告書の記述】
推進するとともに、先進的 全体で計画的に推進する。 上及び資格等の取得を計 向上を図るための研修及び資 ○ 職員技術研修中期計画に基づき、研修を次
な技術、知識等の導入に努 ① 研修 画的に実施するため、別 格の取得を計画的に行った のとおり行った。 ａ。
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める。 ・機器分析研修 に定める職員技術研修中 ｓ：計画的に行い、特に優れ また、研修企画委員会を開催した結果 、、
・ISO9000審査員研修 期計画に基づき研修を行 た成果が得られた 職員技術研修中期計画については改正を要す

② 資格の取得 うとともに、研修企画委 ａ：計画的に行った る事項はなかった。
・放射線取扱主任者 員会を開催し、必要に応 ｂ：計画的に行わなかった
・Ｘ線作業主任者 じて当該計画の見直しを ｃ：行わなかった ・専門技術研修及び技術能力向上研修

行う。 ｄ：行わず、その要因は法人 86回（延べ782名）
○ 職員技術研修中期計画 の著しく不適切な対応にあ （うち機器操作研修 19回（延べ 42名 ））

に基づき、ISO9000審査 った
員研修コースを受講さ ○ 職員技術研修中期計画に基づき、ISO9000
せ、修了試験の合格者を 審査員研修コースを4名に受講させ、次のと
確保する。 おり有資格者を確保した。

○ 放射線を利用した分析
（ ）・測定機器を適切に取り ・ISO9000審査員研修修了者 48名 新規4名

扱うため、放射線取扱主
任者又はＸ線作業主任者 ○ 有資格者の必要なセンターに、放射線取
を配置するとともに、必 扱主任者又はX線作業主任者を配置するとと
要に応じて、職員にこれ もに、放射線取扱主任者養成研修を2名に受
らの資格を取得させる。 講させ、資格を取得させた。

○ 職員の技術力の向上を なお、新たにX線作業主任者の資格を取得
図るため、遺伝子組換え させる必要はなかった。
食品の検査技術、安定同
位体比測定技術等の最新 ・放射線取扱主任者 81名(新規2名)
の分析技術に関する研修 ・X線作業主任者 22名(新規0名)
を行う。

○ 遺伝子組換え食品の検査技術等、最新の
分析技術に関する研修を32回（延べ176名）
行った。このうち、研究機関等が実施する高

（ ） 。度な分析技術の研修に5回 7名 受講させた

また、試験研究機関等と ② 科学技術の進歩に対応 ◇検査分析等に係る先進的な 【業務実績報告書の記述】
の共同研究の実施等を通じ し、検査分析等に係る先進 技術、知識等の導入を図るた 次のとおり職員を研究機関に駐在させるとと
て、検査分析に関する先進 的な技術、知識等の導入を め、必要に応じて大学、試験 もに、大学及び試験研究機関等との共同研究 ａ
的な技術、知識等の導入に 図るため、必要に応じて大 研究機関等との共同研究等を を17課題実施する等の技術交流を行うことに
努める。 学及び研究機関等との共同 行った。 より、検査分析等に係る先進的な技術、知識

研究及び技術交流を行う。 ｓ：行い、特に優れた成果が 等の導入を図った。
得られた

ａ：行った ・食品総合研究所 3名
ｃ：行わなかった ・中央水産研究所 1名
ｄ：行わず、その要因は法人

の著しく不適切な対応にあ
った

(3) 外部委託（アウトソーシ (3) 外部委託（アウトソーシ (3) 外部委託（アウトソーシ ○外部委託（アウトソーシン
Ａング）による業務の効率化 ング）による業務の効率化 ング）による業務の効率化 グ）による業務の効率化

評価方法：中項目に含まれる 指標の総数 ：１
小項目数が1項目の場合は 指標ｓの指標数：０×３点＝０点、
当該小項目の評価結果を中 指標ａの指標数：１×２点＝２点
項目の評価結果とする。 指標ｂの指標数：０×１点＝０点

指標ｃの指標数：０×０点＝０点
指標ｄの指標数：０×-1点＝０点

合 計 ２点
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(２／２＝100％)

専門技術的知見の必要性 専門技術的知見の必要性 ① 次に掲げる業務について ◇専門技術的知見の必要性が 【業務実績報告書の記述】
が低い作業等のうち次に掲 が低い作業等のうち次に掲 は 平成19年度に引き続き 低い作業等のアウトソーシン 「アウトソーシング実施規程」に基づき、、 、
げる業務については、早期 げる業務については、早期 アウトソーシングに係る関 グを推進した。 外部の専門業者に委託した方が業務運営の効 ａ
にアウトソーシングを行 にアウトソーシングを行 連規程等に基づき適切にア ｓ：計画どおり推進し、特に 率化に資するものとして、次に掲げる業務に
う。また、次に掲げる業務 う。また、次に掲げる業務 ウトソーシングを実施す 優れた成果が得られた ついて平成19年度に引き続きアウトソーシン
以外についても、アウトソ 以外についても、アウトソ る。 ａ：計画どおり推進した グを行い、業務の効率化に努めた。
ーシングを行う方が効率的 ーシングを行う方が効率的 ○ JAS規格見直し業務並 ｂ：概ね計画どおり推進した
な業務を整理し、当該業務 な業務を整理するため、検 びに肥料及び農薬の検査 ｃ：計画どおり推進できなか ・JAS規格見直し業務並びに肥料及び農薬の
のアウトソーシングを推進 討を行う。 等業務に係るアンケート った 検査等業務に係るアンケート調査票の発送
する。 ① JAS規格見直し業務並 調査票の発送及び回答の ｄ：計画どおり推進できず、 及び回答の集計作業
① アンケート調査票の発 びに肥料及び農薬の検査 集計作業 その要因は法人の著しく不 ・試薬調製作業

送及び回答の集計作業 等業務に係るアンケート ○ 専門技術的知見の必要 適切な対応にあった ・専門知識を要しない外国文献の翻訳
② 専門技術的知見の必要 調査票の発送及び回答の 性が低い試薬調製作業 ・メールマガジンの配信管理

性が低い試薬調製作業等 集計作業 ○ 専門知識を要しない外 ・広報誌の編集及び発送
③ JASマークの付された ② 専門技術的知見の必要 国文献の翻訳

農林物資（以下「JAS製 性が低い試薬調製作業等 ○ メールマガジンの配信
品」という ）の検査デ ③ JASマークの付された 管理。
ータ、肥飼料等の登録及 農林物資（以下「JAS製 ○ 広報誌の編集及び発送
び届出情報並びに立入検 品」という ）の検査デ。
査結果等の入力 ータ並びに肥飼料等の登 ② 次に掲げる業務について 情報の取扱いや検査分析業務の信頼性の確保

④ ホームページの運営管 録、届出情報及び立入検 は、情報の取扱いや検査分 に留意しつつ、新たに登録認定機関等の定期的
理及び農薬検索システム 査結果等のデータの入力 析業務の信頼性の確保に留 調査に係るJAS格付品検査データの入力につい
の運営管理 ④ ホームページ及び農薬 意しつつ、早期にアウトソ て、アウトソーシングを実施した。

⑤ 専門知識を要しない外 の検索システムの運営管 ーシングを行うため、検討
国文献の翻訳 理 委員会を設置し検討を行 また、ホームページ及び農薬の検索システム

⑤ 専門知識を要しない外 い、可能なものについては の運営管理業務について、他機関におけるアウ
国文献の翻訳 実施する。 トソーシング実施状況及び実施時の効率化等の

○ JAS製品の検査データ 調査を行うとともに、情報提供推進委員会にお
このため、次に掲げる規 並びに肥飼料等の登録、 いて的確かつ迅速な情報提供の側面から検討を

程等を整備する。 届出情報及び立入検査結 行った。
ア 業務外部委託規程 果等のデータの入力
イ 委託（入札）仕様書 ○ ホームページ及び農薬
ウ 委託先（業者）選定基 の検索システムの運営管

準 理

③ ①及び②以外の業務につ ①及び②以外の業務について、アウトソーシ
いても 効率化を図るため ングをした方が効率的な業務について、その可、 、
アウトソーシングの可能性 能性を前広に検討した。
を検討する。

なお、官民競争入札については、センターが
行っている立入検査等の業務は民間の事業主体
に対する行政処分の前提となるものであること
から、被検者からの隔離が必要であること、さ
らに、厳正な検査を実施するためには事前に検
査内容等の情報が漏えいしないようにする必要
があることから、あらかじめ検査内容等を公表
することとなる公募等による入札の対象とする
ことは適当でないため実施していない。
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(4) 分析機器等に関する効率 (4) 分析機器等に関する効率 (4) 分析機器等に関する効率 ○分析機器等に関する効率化
Ａ化 化 化

指標の総数 ：２
指標ｓの指標数：０×３点＝０点
指標ａの指標数：２×２点＝４点
指標ｂの指標数：０×１点＝０点
指標ｃの指標数：０×０点＝０点
指標ｄの指標数：０×-1点＝０点

合 計 ４点
(４／４＝100％)

センターに設置されてい センターに設置されてい 分析機器等の稼働率の向 ◇全センターの分析機器の稼 【業務実績報告書の記述】
る分析機器等については、 る分析機器等については、 上を図るため、その稼働状 働状況の調査を行い、次年 分析機器の稼働状況等の調査を行い、その結
その稼働状況等を踏まえ、 定期的にその稼働状況等の 況等の調査を行い、次の事 度の検査計画の策定に反映 果を踏まえて分析件数を調整する等、平成21年 ａ
その有効活用及び効率的な 調査を行い、その結果を踏 業年度の検査計画の策定に させた。 度の検査計画の策定に反映させ、分析機器の
運用を図るとともに、その まえた検査計画を策定する 反映させる。 ｓ：反映し、特に優れた成果 稼働率の向上を図った。
更新に当たっては、センタ ことにより、既存の分析機 が得られた
ー全体における必要性を踏 器等の稼働率の向上を図 ａ：反映させた
まえた精査を行う。 る。 ｃ：反映させなかった

ｄ：反映せず、その要因は法
人の著しく不適切な対応に
あった

また、分析機器等の更新 また、分析機器等の新規 ◇分析機器等の更新に当たっ 【業務実績報告書の記述】
に当たっては、耐用年数の 購入及び更新に当たって ては、センター全体としての 分析機器の新規購入及び更新に当たっては、
経過状況等のほか、センタ は、耐用年数の経過状況等 必要性を検討した上で更新し 分析試験業務担当課から要求のあった機器につ ａ
ー全体における必要性を十 のほか、センター全体にお た。 いて、稼働状況等の調査結果を踏まえセンター
分に検討する。 ける必要性を十分に踏まえ ｓ：十分に検討した上で更新 全体における必要性について十分な検討を行っ

たものとする。 し、特に優れた成果が得ら た上で整備方針を決定した。この結果、本部に
れた 設置していたクリーンベンチ及び岡山事務所に

ａ：十分に検討した上で更新 設置していた粉砕器を福岡センターに移設して
した 活用するなど、効率的な運用を行った。

ｃ：十分に検討せず更新した
ｄ：十分に検討せず更新し、

その要因は法人の著しく不
適切な対応にあった

(5) 業務運営の効率化による (5) 業務運営の効率化による (5) 業務運営の効率化による ○業務運営の効率化による経
Ａ経費の抑制 経費の抑制 経費の抑制 費の抑制

指標の総数 ：３
指標ｓの指標数：０×３点＝０点
指標ａの指標数：３×２点＝６点
指標ｂの指標数：０×１点＝０点
指標ｃの指標数：０×０点＝０点
指標ｄの指標数：０×-1点＝０点

(６／６＝100％)

業務運営の効率化による 業務運営の効率化による 上記(1)～(4)に掲げる措 ◇人件費を除く運営費交付金 【業務実績報告書の記述】
経費の抑制については、各 経費の抑制については、各 置により、人件費を除く運 で行う事業について、新規事 人件費を除く運営費交付金で行う事業に要し
事業年度の人件費を除く運 事業年度の人件費を除く運 営費交付金で行う事業につ 業分その他特別の事情による た経費について、検査等業務の合理化及び効率 ａ
営費交付金で行う事業につ 営費交付金で行う事業につ いて、少なくとも対前事業 増加分を除き、一般管理費を 化を図ること等により、対平成19年度比で一般
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いて、少なくとも対前事業 いて、検査業務等の合理化 年度比で一般管理費を3％ 対前年度比で3％抑制した。 管理費を5.8％、業務経費を3.0％抑制した。、
年度比で一般管理費を3％ と効率化を図り、少なくと 業務経費を1％抑制する。 ｓ：計画値の達成度合は100、
業務経費を1％抑制する。 も対前事業年度比で一般管 ％以上であり、特に優れた 【その他の特記事項】

理費を3％、業務経費を1％ 成果が得られた 一般管理費に要した経費は651,583千円であ
抑制する。 ａ：計画値の達成度合は100 り、平成19年度の経費691,371千円に対し5.8％

％以上であった 抑制した。
ｂ：計画値の達成度合は70％

以上100％未満であった 達成度合：193％(5.8％／3％)
ｃ：計画値の達成度合は70％

、未満であった 業務経費に要した経費は958,253千円であり
ｄ：計画値の達成度合は70％ 平成19年度の経費987,711千円に対し3.0％抑制

未満であり、その要因は法 した。
人の著しく不適切な対応に
あった 達成度合：300％(3.0％／1％)

◇人件費を除く運営費交付金
で行う事業について、新規事
業分その他特別の事情による ａ
増加分を除き、業務経費を対
前年度比で1％抑制した。
ｓ：計画値の達成度合は100

％以上であり、特に優れた
成果が得られた

ａ：計画値の達成度合は100
％以上であった

ｂ：計画値の達成度合は70％
以上100％未満であった

ｃ：計画値の達成度合は70％
未満であった

ｄ：計画値の達成度合は70％
未満であり、その要因は法
人の著しく不適切な対応に
あった

さらに、3法人の統合後 さらに、センター全体と さらに、センター全体と ◇統合メリットを発現するこ 【業務実績報告書の記述】
においては、センター全体 して、本部及び地方組織の して、本部及び地方組織の とにより、年度計画に定めら センター全体として、本部及び地方組織の再
として、管理部門等の効率 再編・統合に伴う一般管理 再編・統合に伴う一般管理 れた一般管理費比相当額の経 編・統合に伴う管理部門の合理化及び効率化、 ａ
化を行い、統合メリットを 部門の統合等による管理部 部門の統合等による管理部 費を抑制した。 検査等業務の重点化及び業務間の連携・調整の
発現することにより、中期 門の合理化及び効率化、検 門の合理化及び効率化、検 ｓ：計画値の達成度合は100 実施による効率化を行うなど、統合メリットを
目標期間の最終事業年度に 査等業務の重点化及び業務 査等業務の重点化及び業務 ％以上であり、特に優れた 発現することにより人件費を抑制し、平成20年
おいて、平成18年度予算に 間の連携・調整の実施によ 間の連携・調整の実施によ 成果が得られた 度においては、平成18年度予算における一般管
おける一般管理費比で10% る効率化を行うなど、統合 る効率化を行うなど、統合 ａ：計画値の達成度合は100 理費比で3％相当額を抑制した。
相当額の抑制を行う。 メリットを発現することに メリットを発現することに ％以上であった

より、中期目標期間の最終 より、中期目標期間の最終 ｂ：計画値の達成度合は70％ 【その他の特記事項】
事業年度において、平成18 事業年度において、平成18 以上100％未満であった 平成18年度一般管理費の予算額771,977千円
年度予算における一般管理 年度予算における一般管理 ｃ：計画値の達成度合は70％ （旧3法人合計）比△3％、23,159千円の抑制を
費比で10％相当額の抑制を 費比で10％相当額の抑制を 未満であった 行った。
行う。 行うため、本事業年度は平 ｄ：計画値の達成度合は70％

成18年度予算における一般 未満であり、その要因は法 達成度合：100％(3％／3％)
管理費比で3％相当額の抑 人の著しく不適切な対応に
制を行う。 あった
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(6) 人件費の削減 (6) 人件費の削減 (6) 人件費の削減 ○人件費の削減
Ａ

指標の総数 ：２
指標ｓの指標数：０×３点＝０点
指標ａの指標数：２×２点＝４点
指標ｂの指標数：０×１点＝０点
指標ｃの指標数：０×０点＝０点
指標ｄの指標数：０×-1点＝０点

合 計 ４点
(４／４＝100％)

簡素で効率的な政府を実 簡素で効率的な政府を実 業務の効率化を図り、人 ◇人件費について、退職金及 【業務実績報告書の記述】
現するための行政改革の推 現するための行政改革の推 員を削減することにより、 び福利厚生費並びに非常勤職 業務の効率化を図り、人員を平成18年1月1日
進に関する法律（平成18年 進に関する法律（平成18年 人件費（退職金及び福利厚 員給与及び人事院勧告を踏ま 時点（注）の常勤職員722名から688名（平成21 ａ
法律第47号）に基づき、平 法律第47号）に基づき、平 生費（法定福利費及び法定 えた給与改定部分を除き、平 年1月1日時点）と34名削減することにより、平
成18年度以降の5年間にお 成18年度以降の5年間にお 外福利費）並びに非常勤職 成17年度を基準として、各事 成17年度決算額を基準として人件費（退職金及
いて、センター全体の人件 いて、センター全体の人件 員給与及び人事院勧告を踏 業年度ごとの削減計画値を達 び福利厚生費（法定福利費及び法定外福利費）
費（退職金及び福利厚生費 費（退職金及び福利厚生費 まえた給与改定部分を除 成した （各事業年度ごとの 並びに非常勤職員給与及び人事院勧告を踏まえ。
（法定福利費及び法定外福 （法定福利費及び法定外福 く ）について、平成17年 削減計画値：中期計画開始時 た給与改定部分を除く ）を6.6％削減した。。 。
利費）並びに非常勤役職員 利費）並びに非常勤役職員 度決算額を基準として3％ からの経過年数に1％を乗じ
給与及び人事院勧告を踏ま 給与及び人事院勧告を踏ま 以上の削減を行うととも て得られる削減率 ） 注：独立行政法人通則法第60条の規定による。

。） 。） 。 、えた給与改定部分を除く えた給与改定部分を除く に、(5)の3％相当額の抑制 ｓ：計画値の達成度合は100 常勤職員数の国会報告基準日である なお
について5％以上の削減を について5％以上の削減を を行うに当たり、一般管理 ％以上であり、特に優れた 平成18年1月1日における職員数は旧3法人
行うとともに、(5)の10％ 行うとともに、(5)の10％ 部門の統合等による管理部 成果が得られた の職員数を合算したものである。
相当額の抑制を行うに当た 相当額の抑制を行うに当た 門の合理化等の統合メリッ ａ：計画値の達成度合は100
り、一般管理部門の統合等 り、一般管理部門の統合等 トを発現することにより、 ％以上であった なお、センターの給与体系は国と同水準を維
による管理部門の合理化等 による管理部門の合理化等 更なる人件費の削減を行 ｂ：計画値の達成度合は70％ 持しており、平成20年度のラスパイレス指数は
の統合メリットを発現する の統合メリットを発現する う。 以上100％未満であった 99.3であった。
ことにより、更なる人件費 ことにより、更なる人件費 ｃ：計画値の達成度合は70％
削減を行う。 の削減を行う。 未満であった

ｄ：計画値の達成度合は70％
未満であり、その要因は法
人の著しく不適切な対応に
あった

また、国家公務員の給与 また、国家公務員の給与 また、国家公務員の給与 ◇国家公務員の給与構造改革 また、国家公務員の給与構造改革に併せ、
構造改革に併せ、人事院勧 構造改革に併せ、人事院勧 構造改革に併せ、人事院勧 に合わせ、人事院勧告を踏ま 人事院勧告及び「経済財政運営と構造改革に関
告を踏まえた給与体系の見 告を踏まえて、役職員の給 告を踏まえて、役職員の給 えて、役職員の給与について する基本方針2006」を踏まえ、平成18年度に ａ
直しを進める。更に 「経 与について必要な見直しを 与について必要な見直し 必要な見直しを行った。 おいて見直した俸給表を引き続き職員給与規、
済財政運営と構造改革に関 進める。更に 「経済財政 を進める。更に 「経済 ｓ：行い、特に優れた成果が 程に適用するとともに、地域手当の支給割合の、 、
する基本方針2006 （平成1 運営と構造改革に関する基 財政運営と構造改革に関 得られた 改定等を行い、人件費改革を進めた。」
8年7月7日閣議決定）に基 本方針2006 （平成18年7月 する基本方針2006 （平成 ａ：行った」 」
づき、国家公務員の給与構 7日閣議決定）に基づき、 18年7月7日閣議決定）に基 ｃ：行わなかった。 【人員に関する指標(中期計画第7の2(2))に関
造改革を踏まえ、人件費改 国家公務員の給与構造改革 づき、国家公務員の給与構 ｄ：行わず、その要因は法人 する業務実績報告書の記述】
革を平成23年度まで継続す を踏まえ、人件費改革を平 造改革を踏まえ、人件費改 の著しく不適切な対応にあ 業務の効率化を図り、人員を平成18年1月1日
る。 成23年度まで継続する。 革を進めるものとする。 った 時点（注）の常勤職員722名から688名（平成21

年1月1日時点）と34名削減することにより、平
成17年度決算額を基準として人件費（退職金及
び福利厚生費（法定福利費及び法定外福利費）
並びに非常勤職員給与及び人事院勧告を踏まえ
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た給与改定部分を除く ）を6.6％削減した。。

注：独立行政法人通則法第60条の規定による
。 、常勤職員数の国会報告基準日である なお

平成18年1月1日における職員数は旧3法人
の職員数を合算したものである。

なお、センターの給与体系は国と同水準を維
持しており、平成20年度のラスパイレス指数は
99.3であった。

また、国家公務員の給与構造改革に併せ、
人事院勧告及び「経済財政運営と構造改革に関
する基本方針2006」を踏まえ、平成18年度に
おいて見直した俸給表を引き続き職員給与規
程に適用するとともに、地域手当の支給割合の
改定等を行い、人件費改革を進めた。

【その他の特記事項】
平成20年度における退職金及び福利厚生費並

びに非常勤職員給与を除く人件費は4,598百万
円であり 平成17年度の人件費4,887百万円 旧、 （
3法人合計）に対し、5.9％削減した。

上記の削減率について、削減率算出の対象外
とされた平成19年度の給与改定に伴う増加分に
相当する比率0.7％の補正を行った結果、平成
20年度における人件費の削減率は6.6％となっ
た。

中期計画第7の2(2)の人員に関する指標 128「 （
ページ 」については、当指標において評価す）
る。

達成度合：220％(6.6％／3％)

２ 業務の重点化・効率化 ２ 業務の重点化・効率化 ２ 業務の重点化・効率化

(1) 生産段階における安全性 (1) 生産段階における安全性 (1) 生産段階における安全性 ○生産段階における安全性等
Ａ等の確保に関する業務 等の確保に関する業務 等の確保に関する業務 の確保に関する業務

指標の総数 ：16
指標ｓの指標数：０×３点＝０点
指標ａの指標数：16×２点＝32点
指標ｂの指標数：０×１点＝０点
指標ｃの指標数：０×０点＝０点
指標ｄの指標数：０×-1点＝０点

合 計 32点
(32／32＝100％)

① 肥料関係業務 ① 肥料関係業務 ① 肥料関係業務
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ア 肥料の検査等業務 ア 肥料の検査等業務 ア 肥料の検査等業務 ◇検査等の効率化・合理化を 【業務実績報告書の記述】
調査結果の報告につい 再生資源の利用促進に 再生資源の利用促進に 図ることにより、肥料の新規 登録申請1,601件に係る調査の質を確保しつ

ては、肥料の安全性の確 より、汚泥等有害成分を より、汚泥等有害成分を 登録申請に係る調査結果の報 つ、結果報告に要する期間を削減するため、次
保の効率的かつ効果的な 含むおそれの高い肥料の 含むおそれの高い肥料の 告に要する現行の目標期間 に掲げる事項に取組み、最大で28日と目標期間
推進に資するため、その 銘柄の登録申請数が依然 銘柄の登録申請数が依然 （30日）を5％削減した。 に対して6.7％削減し、肥料の安全性の確保と
申請に係る調査の質を確 として高水準で推移する として高水準で推移する ｓ：達成度合は100％以上で 食の安全の効率的かつ効果的な推進を図った。
保しつつ 業務の効率化 ことが見込まれる中で、 ことが見込まれる中で、 あり、特に優れた成果が得、 、
職員の資質の向上等を図 肥料の安全性の確保と食 肥料の安全性の確保と食 られた
ることにより、中期目標 の安全の効率的かつ効果 の安全の効率的かつ効果 ａ：達成度合は90％以上であ
期間中に、農林水産大臣 的な推進に資するため、 的な推進に資するため、 った
の指示から報告までに要 その申請に係る調査の質 その申請に係る調査の質 ｂ：達成度合は50％以上90％
する期間を、現行の目標 を確保しつつ、中期目標 を確保しつつ、中期目標 未満であった
期間（新規登録申請：30 期間中に、当該調査結果 期間中に、当該調査結果 ｃ：達成度合は50％未満であ
日）に対して5％削減す の報告までの期間を5％ の報告までの期間を5％ った
る。 削減することができるよ 削減することができるよ ｄ：達成度合は50％未満であ

う、次に掲げる事項を推 う、次に掲げる事項を推 り、その要因は法人の著し
進する。 進する。 く不適切な対応にあった

【中期目標終了時（平成22年
(ｱ) 登録申請マニュアル及 (ｱ) 登録申請に関する問合 度）の指標】 登録申請マニュアル及び登録Q&Aを改訂し、

び登録Ｑ＆Ａの改訂・配 せ事務の合理化を図るた 要請に基づき配布するとともに、ホームページ
布並びにこれらのホーム め、その申請マニュアル に肥料登録申請手続きの概要及び諸手続き等を
ページへの掲載を行うと 及び登録Ｑ＆Ａを改訂し 掲載し、登録申請者に対する最新情報の提供に
ともに、職員の問い合わ 要請に基づき配布すると 努めた。
せ対応能力の向上を図る ともに、ホームページに また、窓口業務に係る職員10名に対して、肥
ことにより、肥料の登録 掲載した登録申請マニュ 料登録の事例演習等の研修を実施し、問合せ対
申請に関する問い合わせ アル等の活用促進に努め 応能力の向上を図った。
事務の合理化を図る。 る。

また、併せて接遇研修
等を実施し職員の問合せ
対応能力の向上を図る。

(ｲ) 肥料用原材料のデータ (ｲ) 新たな製法による銘柄 新規に登録申請があった1,601件について、
ベースを、LANを用いて の登録申請があった場合 登録申請書を電子データ（PDF）化し、インタ
本部及び地方組織で共有 には、LAN等を用いて本 ーネットVPNを用いて各センター間で情報を共
化することにより、登録 部及び地方組織で情報を 有することにより、登録申請時における安全性
申請時における安全性の 共有化し、登録申請時に の可否の判断の迅速化を図った。
可否の判断の迅速化を図 おける安全性の可否の判 また、新たな製法による肥料の原料や材料の
る。 断の迅速化を図るととも データベース化を引き続き行い、原料10件及び

に、肥料用原材料のデー 材料3件を追加集積した。
タベース化を引き続き行
う。

(ｳ) 最新の分析・鑑定手法 (ｳ) 分析・鑑定業務の効率 日本環境化学会が主催したセミナー等11回に
の導入に努め、分析・鑑 化等を図るため、最新の 延べ23名参加し、最新の分析・鑑定手法に関す
定業務の効率化等を図 分析・鑑定手法に関する る文献・報文の収集を行った。
る。 文献・報文の収集を行

う。 【その他の特記事項】
中期目標終了時(平成22年度)の指標のため、

今年度は評価しない。

また、収去品の検査に また、平成12年度から また、平成12年度から ◇収去品の検査について、検 【業務実績報告書の記述】



- 17 -

ついては、重金属等肥料 汚泥肥料の検査を始めた 汚泥肥料の検査を始めた 査等の効率化・合理化を図る 平成12年度から汚泥肥料の検査を始めたとこ
中に含まれる有害成分の ところであるが、安全性 ところであるが、安全性 ことにより、平成17年度を基 ろであるが、安全性に係る有害成分の基準値を
含有量等の分析を重点的 に係る有害成分の基準値 に係る有害成分の基準値 準として、有害成分1点当た 超える違反が多数確認されるとともに、輸入肥
に行うとともに、分析技 を超える違反が多数確認 を超える違反が多数確認 りに要する分析時間を5％削 料においても同様な事例が認められる中、これ
術の高度化、分析技術の されるとともに、輸入肥 されるとともに、輸入肥 減した。 ら成分の検査結果を迅速に判定するため、平成

（ 、向上、分析機器の有効活 料についても同様な事例 料についても同様な事例 ｓ：達成度合は100％以上で 19年度に改良した肥料の重金属等分析法 ひ素
、 、用及び効率的な運用を図 が認められる中で、これ が認められる中で、これ あり、特に優れた成果が得 水銀の分析法の改良及びカドミウム ニッケル

ること等により、中期目 ら成分の検査結果を迅速 ら成分の検査結果を迅速 られた 鉛の同一分解液で測定）を活用したほか、次に
標期間中に、成分1点当 に判定することが求めら に判定することが求めら ａ：達成度合は90％以上であ 掲げる事項を推進することにより検査等の効率

、 、 。たりに要する分析時間 れている。このため、中 れている。このため、中 った 化 合理化を図り 分析時間を8.2％削減した
を、平成17年度を基準と 期目標期間中に、成分1 期目標期間中に、成分1 ｂ：達成度合は50％以上90％
して5％削減する。 点当たりに要する分析時 点当たりに要する分析時 未満であった

間を5％削減することが 間を5％削減することが ｃ：達成度合は50％未満であ
できるよう、次に掲げる できるよう、次に掲げる った
事項を推進する。 事項を推進する。 ｄ：達成度合は50％未満であ

り、その要因は法人の著し
(ｱ) 有害成分ごとに集中的 (ｱ) 有害成分ごとに集中的 く不適切な対応にあった 収去品の検査については、有害成分ごとに集

に分析・鑑定を行うこと に分析・鑑定を行うこと 【中期目標終了時（平成22年 中的に分析・鑑定（869試料、成分点数10,113
等により、検査の効率化 等により検査の効率化を 度）の指標】 点）を実施した。さらに、検査の効率化を図る
を図る。 図る。また、汚泥肥料の ため このうち 汚泥肥料の原料の溶出試験 27、 、 （

原料の溶出試験を本部に 試料、成分点数513点）を本部で集中して実施
集中して実施する。 した。

(ｲ) 専門技術的知見の必要 (ｲ) 専門技術的知見の必要 業務の合理化を図るため、ICP質量分析法用
性が低い作業等について 性が低い作業等について 標準液の調製についてアウトソーシングを実施
アウトソーシングを推進 整理・検討することによ した。
することにより、業務の り、アウトソーシングを
合理化を図る。 推進し、業務の合理化を

図る。

(ｳ) 最新の分析・鑑定手法 (ｳ) 分析・鑑定業務の効率 日本環境化学会が主催したセミナー等11回に
の導入等分析技術の高度 化を図るため、最新の分 延べ23名が参加し、最新の分析・鑑定手法に関
化に努め、分析・鑑定業 析・鑑定手法に関する文 する文献・報文の収集を行った。
務の効率化を図る。 献・報文の収集を行う。

(ｴ) 機器分析研修等を積極 (ｴ) 機器分析研修等を積極 環境省主催の機器分析研修に職員（1名）を
的に受講させ、職員の分 的に受講させ、職員の分 参加させ、分析技術の高度化に努めた。
析技術の向上に努め、分 析技術の高度化に努め、
析・鑑定業務の効率化を 分析・鑑定業務の効率化
図る。 を図る。

【その他の特記事項】
中期目標終了時(平成22年度)の指標のため、

今年度は評価しない。

さらに、調査研究等業 さらに、調査研究等業 さらに、調査研究等業 ◇肥料に関連する調査研究業 【業務実績報告書の記述】
務については、肥料中の 務については、次に掲げ 務については、次に掲げ 務について、肥料の施用によ 調査研究等業務について、肥料の施用による
人畜に被害を生じさせる る分野を始め、肥料の施 る分野を始め、肥料の施 る人畜に有害な農産物の生産 人畜に有害な農産物の生産の未然防止と国民の ａ
農産物が生産されるおそ 用による人畜に有害な農 用による人畜に有害な農 の未然防止及び国民の健康の 健康の確保に資する分野に重点化し、次の調査
れのある有害成分の評価 産物の生産の未然防止及 産物の生産の未然防止と 確保に資する分野に重点化し 研究等を行った。
手法の開発等安全性の確 び国民の健康の確保に資 国民の健康の確保に資す た （農林水産省から要請の。
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保に資する分野に重点化 する分野に重点化する。 る分野に重点化する。 あった事項については、最重 ・汚泥肥料の連用によるカドミウムの土壌へ
する。 (ｱ) 産業廃棄物や汚泥を原 (ｱ) 産業廃棄物や汚泥を原 点課題とした ） の蓄積及び作物への吸収試験。

料とした肥料の経年施用 料とした肥料の経年施用 ｓ：重点化し、特に優れた成 ・カドミウムの土壌中における形態の変化に
による有害成分の土壌へ による有害成分の土壌へ 果が得られた 関する調査
の蓄積量や農産物への残 の蓄積量や農産物への残 ａ：重点化した ・産業廃棄物中の有害物質の含有実態調査
留量の調査等、公定規格 留量の調査等、公定規格 ｃ：重点化しなかった ・肥料中の重金属等の分析法の検討
の設定の検討に資する調 の設定の検討に資する調 ｄ：重点化せず、その要因は
査 査 法人の著しく不適切な対応

(ｲ) 肥料中の有害成分の適 (ｲ) 肥料中の有害成分の適 にあった
正な評価手法の開発 正な評価手法の開発

なお、農林水産省から なお、農林水産省から なお、農林水産省から要請があった、木の実
要請のあった事項につい 要請のあった事項につい 油かす（茶の実油かす及び椿油かす）の肥効試

、 。ては、最重点課題として ては、最重点課題として 験について 最重点課題として適切に対応した
対応する。 対応する。 また 「肥料等試験法（2008 」を取りまとめ、 ）

ホームページに掲載するとともに、肥料研究報
告第1号を発行した。

イ 肥料取締法に基づく立 イ 肥料取締法に基づく立 イ 肥料取締法に基づく立 【業務実績報告書の記述】
入検査、質問及び収去等 入検査、質問及び収去等 入検査、質問及び収去等 肥料取締法に基づく立入検査については、各
業務 業務 業務 月ごとの集中検査や集中分析により、効果的か
肥料取締法（昭和25年 肥料取締法（昭和25年 肥料取締法（昭和25年 つ効率的な検査の実施に努めた。また、立入検

法律第127号）に基づく 法律第127号）に基づく 法律第127号）に基づく 査及び立入検査時の収去について、次に掲げる
立入検査については、有 立入検査については、有 立入検査については、有 事項を推進し、有害成分を含むおそれの高い肥
害成分を含むおそれの高 害成分を含むおそれの高 害成分を含むおそれの高 料の生産業者への重点化を図ることにより、汚
い肥料の生産業者への重 い肥料の生産業者への重 い肥料の生産業者への重 泥肥料等の生産事業場への立入検査及び収去点
点化を図ることとし、中 点化を図ることとし、全 点化を図ることとし、全 数の占める割合を平成17年度に対してそれぞれ
期目標期間中に、全体の 体の立入検査事業所数に 体の立入検査事業所数 44.0％及び79.3％増加させ、安全性確保の充実
立入検査事業所数に占め 占める割合を、平成17年 に占める割合を、平成 を図った。
る割合を、平成17年度を 度を基準として、中期目 17年度を基準として、
基準として、30％増加さ 標期間中に30％増加させ 中期目標期間中に30％ 表１ 有害成分を含むおそれの高い肥料の
せる。また、立入検査時 る。また、立入検査時の 増加させる。また、立入 立入検査件数及び収去点数の割合
の収去については、有害 収去については、有害成 検査時の収去について H20 H17 増減率
成分を含むおそれの高い 分を含むおそれの高い肥 は、有害成分を含むおそ 実績 実績
肥料を重点的に行うこと 料について重点的に行う れの高い肥料について重 立入検査件数 51.7％ 35.9％ 44.0％
とし 中期目標期間中に こととし、全体の収去点 点的に行うこととし、全 収去点数 33.6％ 18.7％ 79.3％、 、
全体の収去点数に占める 数に占める割合を、平成 体の収去点数に占める割
割合を、平成17年度を基 17年度を基準として、中 合を、平成17年度を基準
準として、50％増加させ 期目標期間中に50％増加 として、中期目標期間中
る。 させる。以上の目標を達 に50％増加させる。以上

成するため、次に掲げる の目標を達成するため、
事項を推進する。 次に掲げる事項を推進す

る。

(ｱ) 汚泥肥料等、有害成分 (ｱ) 汚泥肥料等、有害成分 ◇汚泥肥料等、有害成分を含 【業務実績報告書の記述】
を含有するおそれが高い を含有するおそれの高い 有するおそれの高い肥料以外 汚泥肥料等、有害成分を含有するおそれの高
肥料以外の普通肥料の生 肥料以外の普通肥料の生 の普通肥料の生産事業場に対 い肥料以外の普通肥料の生産事業場について ａ
産事業場については、過 産事業場については、過 する立入検査件数を年度計画 は、過去5か年の立入検査の結果に基づき、食
去5か年の立入検査の結 去5か年の立入検査の結 に基づいて削減した。 品工業、化学工業等の副産物を原料に使用する
果に基づき、食品工業、 果に基づき、食品工業、 ｓ：計画値の達成度合は100 生産事業場等に対して立入検査の重点化を図る
化学工業等の副産物を原 化学工業等の副産物を原 ％以上であり、特に優れた ことにより、立入検査件数と収去点数を平成17
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、 。料に使用する生産事業場 料に使用する生産事業場 成果が得られた 年度に対してそれぞれ24.9％ 37.2％削減した
等に対して立入検査の重 等に対して立入検査の重 ａ：計画値の達成度合は100
点化を図ることにより、 点化を図ることにより、 ％以上であった 表２ 汚泥肥料等以外の普通肥料の立入検
立入検査件数と収去点数 立入検査件数と収去点数 ｂ：計画値の達成度合は70％ 査件数及び収去点数
を中期目標期間中にいず をいずれも20％以上削減 以上100％未満であった H20 H17 増減率
れも30％以上削減すると するとともに、 ｃ：計画値の達成度合は70％ 実績 実績
ともに、 未満であった 立入検査件数 326件 434件 △24.9％

ｄ：計画値の達成度合は70％ 収去点数 577点 919点 △37.2％
未満であり、その要因は法
人の著しく不適切な対応に 【その他の特記事項】
あった 《立入検査件数》

達成度合：125％(24.9％／20％)
◇汚泥肥料等、有害成分を含
有するおそれの高い肥料以外 《収去点数》
の普通肥料の生産事業場に対 達成度合：186％(37.2％／20％) ａ
する収去点数を年度計画に基
づいて削減した。
ｓ：計画値の達成度合は100

％以上であり、特に優れた
成果が得られた

ａ：計画値の達成度合は100
％以上であった

ｂ：計画値の達成度合は70％
以上100％未満であった

ｃ：計画値の達成度合は70％
未満であった

ｄ：計画値の達成度合は70％
未満であり、その要因は法
人の著しく不適切な対応に
あった

(ｲ) 汚泥肥料等、有害成分 (ｲ) 汚泥肥料等、有害成分 ◇汚泥肥料等、有害成分を含 【業務実績報告書の記述】
を含有するおそれの高い を含有するおそれの高い 有するおそれの高い肥料の生 汚泥肥料等、有害成分を含有するおそれの高
肥料の生産事業場に対す 肥料の生産事業場に対す 産事業場に対する立入検査件 い肥料の生産事業場に対する立入検査件数と収 ａ
る立入検査件数と収去点 る立入検査件数と収去点 数を年度計画に基づいて増加 去点数を平成17年度に対してそれぞれ43.6％、
数を 中期目標期間中に 数をそれぞれ20％、30％ した。 37.7％増加した。、 、
それぞれ30％、50％以上 以上増加する。 ｓ：計画値の達成度合は100
増加させることとする。 ％以上であり、特に優れた 表３ 汚泥肥料等の立入検査件数及び収去

成果が得られた 点数
ａ：計画値の達成度合は100 H20 H17 増減率

％以上であった 実績 実績
ｂ：計画値の達成度合は70％ 立入検査件数 349件 243件 43.6％

以上100％未満であった 収去点数 292点 212点 37.7％
ｃ：計画値の達成度合は70％

未満であった 【その他の特記事項】
ｄ：計画値の達成度合は70％ 《立入検査件数》

未満であり、その要因は法 達成度合：218％(43.6％／20％)
人の著しく不適切な対応に
あった 《収去点数》

達成度合：126％(37.7％／30％)
◇汚泥肥料等、有害成分を含
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有するおそれの高い肥料の生
産事業場に対する収去点数を ａ
年度計画に基づいて増加し
た。
ｓ：計画値の達成度合は100

％以上であり、特に優れた
成果が得られた

ａ：計画値の達成度合は100
％以上であった

ｂ：計画値の達成度合は70％
以上100％未満であった

ｃ：計画値の達成度合は70％
未満であった

ｄ：計画値の達成度合は70％
未満であり、その要因は法
人の著しく不適切な対応に
あった

(ｳ) 異物の混入を防止する ◇肥料取締法に基づく立入検 【業務実績報告書の記述】
ため、立入検査の際に生 査について、生産管理状況、 平成19年11月に農林水産省が発出した通知
産管理状況、表示の適正 表示の適正化等の確認を重点 「無登録農薬と疑われる肥料に係る指導の徹底 ａ
化等の確認を重点的に行 的に行った。 について」を受け、立入検査を実施した全ての
う。 ｓ：行い、特に優れた成果が 事業場において、新たに生産管理状況、表示の

得られた 適正化等の確認を重点的に実施し、肥料への疑
ａ：行った 似資材等の異物の混入防止に努めた。
ｃ：行わなかった
ｄ：行わず、その要因は法人

の著しく不適切な対応にあ
った

立入検査の結果の報告 また、立入検査の結果 また、立入検査の結果 ◇検査等の効率化・合理化を 【業務実績報告書の記述】
については、中期目標期 の報告については、中期 の報告については、農林 図ることにより、現行の目標 立入検査の結果の報告については、次に掲げ

、 、間中に、農林水産大臣の 目標期間中に、農林水産 水産省の指示から報告ま 期間（40業務日）を基準とし る事項を推進することにより 検査等の効率化
指示から報告までに要す 省の指示から報告までに でに要する期間を、現行 て、 立入検査の結果の報告 合理化を図り、農林水産省の指示から報告まで
る期間を、現行の目標期 要する期間を、現行の目 の目標期間（40業務日） に要する期間を10％削減し に要する期間を現行の目標期間（40業務日）に
間（40業務日）に対して 標期間（40業務日）に対 に対して10％削減させる た。 対して7.5％（3業務日）削減した。
10％削減する。 して10％削減させるた ため、次に掲げる事項を ｓ：達成度合は100％以上で

め、次に掲げる事項を推 推進する。 あり、特に優れた成果が得
進する。 られた

ａ：達成度合は90％以上であ
(ｱ) 有害成分ごとに集中的 (ｱ) 有害成分ごとに集中的 った 立入検査において収去した汚泥肥料の原料の

に分析・鑑定を行うこと に分析・鑑定を行うこと ｂ：達成度合は50％以上90％ 溶出試験（27試料、成分点数513点）を本部で
により、検査の効率化を により、検査の効率化を 未満であった 集中して実施した。
図る。 図る。また､汚泥肥料の ｃ：達成度合は50％未満であ

原料の溶出試験を本部に った
集中して実施する。 ｄ：達成度合は50％未満であ

り、その要因は法人の著し
(ｲ) 専門技術的知見の必要 (ｲ) 専門技術的知見の必要 く不適切な対応にあった 業務の効率化を図るため、ICP質量分析法用

性が低い作業等について 性が低い作業等について 【中期目標終了時（平成22年 標準液の調製についてアウトソーシングを実施
アウトソーシングを推進 整理・検討することによ 度）の指標】 した。
することにより、業務の り、アウトソーシングを
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合理化を図る。 推進し、業務の合理化を
図る。

(ｳ) 最新の分析・鑑定手法 (ｳ) 分析・鑑定業務の効率 日本環境化学会が主催したセミナー等11回に
の導入に努め、分析・鑑 化等を図るため、最新の 延べ23名が参加し、最新の分析・鑑定手法に関
定業務の効率化を図る。 分析・鑑定手法に関する する文献・報文の収集を行った。

文献・報文の収集を行
う。

(ｴ) LANの活用により、本 (ｴ) 本部への報告等事務処 インターネットVPNを活用し、立入検査実施
部への報告等事務処理の 理の効率化を図るため 計画等の報告事務処理の効率化を図った。

。効率化を図る。 LAN等の活用を実施する
【その他の特記事項】
中期目標終了時(平成22年度)の指標のため、

今年度は評価しない。

② 農薬関係業務 ② 農薬関係業務 ② 農薬関係業務

ア 農薬の検査等業務 ア 農薬の検査等業務 ア 農薬の検査等業務 【業務実績報告書の記述】
農薬の登録申請に係る 農薬の登録申請に係る 農薬の登録申請に係る 農薬の登録申請に係る検査の実施について

検査の実施については、 検査の実施については、 検査の実施については、 は、GLP制度に基づいて実施することを求めて
GLP (Good Laboratory GLP (Good Laboratory GLP (Good Laboratory いる試験項目の検査について、当該試験の信頼
Practice：優良試験所規 Practice：優良試験所規 Practice：優良試験所規 性に係る検査項目等について平成18年度に作成
範)制度に基づいて実施 範)制度に基づいて実施 範)制度に基づいて実施 したチェックリストを活用し効率化を図るとと
することを求めている試 することを求めている試 することを求めている試 もに、次の(ｱ)から(ｴ)までの措置を講じた。
験項目について、当該試 験項目の検査について、 験項目の検査について、
験の信頼性に係る検査を 当該試験の信頼性に係る 当該試験の信頼性に係る
定型化することにより、 検査項目等の定型化を図 検査項目等の定型化を図
検査精度の維持を図りつ る等、効率的かつ効果的 る等、効率的かつ効果的
つ検査を効率的かつ効果 に実施することにより、 に実施することにより、
的に実施することとす 旧農薬検の前中期目標に 独立行政法人農薬検査所
る。これにより、旧農薬 おいて目標とした検査期 （以下「旧農薬検」とい
検の前中期目標において 間を、中期目標期間中に う ）の前中期目標にお。
目標とした検査期間を、 更に5％程度短縮するこ いて目標とした検査期間
中期目標期間中に更に5 ととし、具体的には、次 を、中期目標期間中にさ
％程度短縮することと に掲げる目標期間内 らに5％程度短縮するこ（注）

し、具体的には、次に掲 に検査を完了させるた ととし、具体的には、次
（注）げる目標期間内 に検 め、次の(ｱ)から(ｴ)まで に掲げる目標期間内（注）

査を完了させる。 の措置を講じる。 に検査を完了させるた
め、次の(ｱ)から(ｴ)まで
の措置を講ずる。

(ｱ) 農薬取締法（昭和23年 ａ 農薬取締法（昭和23 ａ 農薬取締法（昭和23 ◇検査項目の重点化及び検査 【業務実績報告書の記述】
法律第82号）第3条第1項 年法律第82号）第3条 年法律第82号）第3条 業務の進行管理の充実を図る 平成20年度は、農林水産大臣から継続分を含
第4号から第7号までのい 第1項第4号から第7号 第1項第4号から第7号 ことにより、農薬取締法に係 め2,798件の検査指示があった。 ａ
ずれかに掲げる場合に該 までのいずれかに掲げ までのいずれかに掲げ る基準設定が必要な農薬につ このうち、基準の設定が必要な農薬の検査指
当するかどうかの基準の る場合に該当するかど る場合に該当するかど いて、目標期間内（1年4ヶ月 示は375件であった。平成20年度内に検査が完
設定が必要な農薬の検査 うかの基準の設定が必 うかの基準の設定が必 以内）に検査を完了させた。 了した76件のうち、迅速化に係る目標期間であ
については、1年4か月以 要な農薬については、 要な農薬については、 ｓ：達成度合は100％以上で る1年4か月以内に検査を完了したものは74件
内 1年4か月以内 1年4か月以内 あり、特に優れた成果が得 （検査完了件数に対する割合：97.4％）であっ

られた た。
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ａ：達成度合は90％以上であ 目標を達成できなかった2件については、残
った 留基準値案等について、申請者との調整に時間

ｂ：達成度合は50％以上90％ を要したためである。
未満であった

ｃ：達成度合は50％未満であ また、基準の設定が不要な農薬の検査指示は
った 2,423件であった。平成20年度内に検査を完了

ｄ：達成度合は50％未満であ した1,282件のうち、迅速化に係る目標期間で
り、その要因は法人の著し ある10.5か月以内に検査を完了したものは

（ ）く不適切な対応にあった 1,262件 検査完了件数に対する割合：98.4％
であった。

(ｲ) (ｱ)以外の農薬の検査 ｂ ａ以外の農薬の検査 ｂ ａ以外の農薬の検査 ◇検査項目の重点化及び検査 基準の設定が不要な農薬で目標を達成できな
については、10.5か月以 については、10.5か月 については、10.5か月 業務の進行管理の充実を図る かった20件は、申請された作物において、従来
内 以内 以内 ことにより、農薬取締法に係 にない新たな使用方法であったことから、使用 ａ

（注）検査の過程で追加試験 （注）検査の過程で追加試験 （注）検査の過程で追加試験 る基準設定が必要な農薬以外 方法及び使用上の注意事項等の検討に時間を要
成績等の提出が必要な場合 成績等の提出が必要な場合 成績等の提出が必要な場合 の農薬について、目標期間内 したこと等によるものであった。
における当該追加試験成績 における当該追加試験成績 における当該追加試験成績 （10.5ヶ月以内）に検査を完
等が提出されるまでの期間 等が提出されるまでの期間 等が提出されるまでの期間 了させた。 表４ 平成20年度における目標期間の達成
及び登録申請された農薬の 及び登録申請された農薬の 及び登録申請された農薬の ｓ：達成度合は100％以上で 状況
ＡＤＩ（Acceptable Daily ＡＤＩ（Acceptable Daily ＡＤＩ（Acceptable Daily あり、特に優れた成果が得 指示件 検査完 目標達 目標達成

注１） 注２）Intake：体重1kg当たり Intake：体重1kg当たりの Intake：体重1Kg当たりの られた 基準 数 了件数 成件数 率
の1日摂取許容量）等が設 1日摂取許容量）等が設定 1日摂取許容量）等が設定 ａ：達成度合は90％以上であ 必要 375 76 74 97.4％
定されるまでに要する期間 されるまでに要する期間 されるまでに要する期間 った 不要 2,423 1,282 1,262 98.4％
は、検査期間に含まないも は、検査期間に含まないも は、検査期間に含まないも ｂ：達成度合は50％以上90％
のとする。 のとする。 のとする。 未満であった 注１）平成20年度＋継続分。

ｃ：達成度合は50％未満であ 注２）対検査完了件数比。
った その他、1,314件の農薬について再登録に係

ｄ：達成度合は50％未満であ る検査を行った。
り、その要因は法人の著し
く不適切な対応にあった 【その他の特記事項】

《基準設定が必要な農薬》
達成度合：97.4％(74件／76件)

《基準設定が不要な農薬》
達成度合：98.4％(1,262件／1,282件)

(ｱ) 検査項目の重点化 (ｱ) 検査項目の重点化 ◇GLP試験成績の信頼性に係 【業務実績報告書の記述】
GLP試験成績の信頼性に GLP試験成績の信頼性に る検査項目を重点化したチェ 平成18年度に作成したGLP試験成績の信頼性
係る項目についてチェッ 係る項目について平成18 ックリストを活用して農薬の に係る項目についてチェックリストを活用し、 ａ
クリストを作成し、農薬 年度に作成したチェック 登録申請に係る検査を効率的 定型的な検査項目の簡略化を図った。
の登録申請に係る検査を リストを活用する。 かつ効果的に実施した。
効率的かつ効果的に実施 ｓ：効率的かつ効果的に実施
する。 し、特に優れた成果が得ら

れた
(ｲ) 検査業務の進行管理の (ｲ) 検査業務の進行管理の ａ：効率的かつ効果的に実施 「検査進行管理表」は毎月2回作成し、その

充実 充実 した 結果を踏まえ、3か月毎（5・8・11・2月）に検
検査を行うに当たり、 登録検査に係る農薬に ｂ：効率的かつ効果的に実施 査進行状況の定期的点検及び検査の遅延要因把

検査進行管理表に基づき ついて、検査進行管理表 しなかった事例があった 握を行うとともに、検査遅延防止のため、毎月
各検査の進捗状況を総合 を作成し、これに基づき ｃ：実施しなかった 1回、各検査担当課において検査進行状況を確

。 、的かつ定期的に点検し、 概ね3ヶ月に1回の頻度で ｄ：実施せず、その要因は法 認するなどにより検査の迅速化に努めた なお
検査の遅延の要因を分析 検査進行管理会議を開催 人の著しく不適切な対応に 検査に遅延は見られなかった。
して、検査の迅速化を図 し、検査の遅延の要因を あった
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る。 分析し、適切な措置を講
具体的には、 ずる。
ａ 検査全体の進捗状況 また、検査遅延防止の
を検査職員全員が随時 ため、毎月1回、各検査
把握できるよう、LAN 担当課において検査進行
システムを改良する。 状況を確認し、遅延があ

ｂ 農薬取締法第3条第1 る場合は適切な措置を講
項第4号から第7号まで ずる。さらに、 ａ 平成19年度の検討結果を踏まえ、次期業
のいずれかに掲げる場 ａ 検査進行状況の把握 務システム（平成21年度構築）の仕様に、
合に該当するかどうか 及び管理の効率化を図 検査進行状況の把握及び効率的管理を実現
の基準の設定が必要な るため、平成19年度に するための機能を盛り込んだ。
農薬の検査について 実施した分析結果を踏
は、 まえつつシステム化を

(a) 農林水産大臣からの 検討する。
検査指示から、基準の ｂ 検査進行状況の把握 ｂ 検査が完了した農薬についての検査期間
設定等を行う厚生労働 及び遅延の要因分析に を、検査指示から食品安全委員会送付まで
省、環境省及びリスク 資するため、検査期間 の検査期間及び全検査期間が把握できるよ
評価を行う食品安全委 を検査指示から食品安 う、四半期ごとに整理を行った。
員会に対して必要な資 全委員会送付までの検
料を送付するまで 査期間及び全検査期間

(b) 農林水産大臣からの 別に把握、整理する。
検査指示から、同大臣
に対する検査結果の報
告までの検査期間につ
いて、きめ細かく検査
の進捗状況を把握し、
検査期間の削減を図
る。

(ｳ) 機動的な人員配置の強 (ｳ) 機動的な人員配置の強 ポジティブリスト化に伴う暫定基準の再評価
化 化 及び農薬の疑いのある資材（疑義資材）等の分
検査の進行状況を踏ま 機動的な人員配置を行 析に関して、職員を機動的に配置した。

え、必要に応じて検査職 うため、スタッフ制を活
員を機動的に配置する。 用し、部長及び課長は、

必要に応じて職員の業務
内容を調整する。

(ｴ) 職員に対する研修のカ (ｴ) 職員に対する研修の実 登録検査に要求される毒性及び残留性等に関
リキュラムの策定及び研 施 する高度の専門知識の涵養を行うため、平成19
修の実施 前事業年度に見直した 年度に見直したカリキュラムに基づき13回（52
業務内容の高度化及び 体系的な研修カリキュラ 名）の研修を実施した。また、内部研修で習得

専門化に対応しつつ、検 ムに基づいて研修を実施 が難しい技術、知識等については10件の外部研
査の迅速化を図るため、 するとともに、必要に応 修を活用し、23名の職員を参加させた。
新たに体系的な研修カリ じカリキュラムの見直し
キュラムを策定し、これ を行う。 【その他の特記事項】
に基づく研修を実施す (ｲ)及び(ｴ)の取組内容は 中期計画第2の2(2)「
る。 の①農薬の検査等業務(63ページ) 、(ｳ)の取組」

内容は「中期計画第1の1(1)の①統合メリット
の発現による効率的な業務の実施体制の整備(4
ページ)」において評価するため、当指標にお
いては評価しない。
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イ アの業務に附帯する業 イ アの業務に附帯する業 イ アの業務に附帯する業 ◇農薬関係業務に係る調査 【業務実績報告書の記述】
務 務 務 研究費のうち、中期目標に 全調査研究費19.5百万円のうち、ａ及びｂに
調査研究等、これまで 調査研究等、これまで 調査研究等、これまで 掲げられた調査研究課題に 該当する調査研究経費は、18.7百万円であり、 ａ

附帯業務として実施して 附帯業務として実施して 附帯業務として実施して 係る調査研究経費の割合を80 全調査研究費の95.9％をこれらに配分した。
きた業務については、検 きた業務については、検 きた業務については、検 ％以上とした。
査検定を主たる業務とし 査検定を主たる業務とし 査検定を主たる業務とし ｓ：計画値の達成度合は100 ａ 農薬登録に係るOECDテストガイドライン
て実施する法人にふさわ て実施する法人にふさわ て実施する法人にふさわ ％以上であり、特に優れた 等の国際的枠組の策定に当たり、これが我
しいものに特化・重点化 しいものに特化・重点化 しいものに特化・重点化 成果が得られた が国へ導入された場合の可否の検証
する。 する(具体的措置は、第 する（具体的措置は、第 ａ：計画値の達成度合は100 ｂ 残留農薬基準の対象品目の拡大等に対応

２の２(2)の②のウにお ２の２(2)の②のウにお ％以上であった した新たな検査手法の開発
いて後述)。 いて後述 。 ｂ：計画値の達成度合は70％ ｃ その他研究課題）

以上100％未満であった
ｃ：計画値の達成度合は70％ 【研究費の重点配分(中期計画第2の2(2)の②ウ

未満であった (ｱ))に関する業務実績報告書の記述】
ｄ：計画値の達成度合は70％ 全調査研究費19.5百万円のうち、ａ及びｂに

未満であり、その要因は法 該当する調査研究経費は、18.7百万円であり、
人の著しく不適切な対応に 全調査研究費の95.9％をこれらに配分した。
あった

【その他の特記事項】
「中期計画第2の2(2)の②ウ(ｱ)研究費の重点

配分(72ページ)」については、当指標において
評価する。

達成度合：120％(95.9％／80％)

③ 飼料及び飼料添加物関係 ③ 飼料及び飼料添加物関係 ③ 飼料及び飼料添加物関係
業務 業務 業務

ア 飼料中の飼料添加物及 ア 飼料中の飼料添加物及 ア 飼料中の飼料添加物及 ◇分析法の改良等による分析 【業務実績報告書の記述】
び有害物質のモニタリン び有害物質のモニタリン び有害物質のモニタリン 業務の効率化を図ることによ 飼料中の飼料添加物及び有害物質のモニタリ
グ検査業務 グ検査について、試験に グ検査について、試験に り、職員1人当たりの試験成 ング検査について、試験の精度管理を的確に実 ａ
分析試験業務の効率化 従事する職員1人当たり 従事する職員1人当たり 分点数を年度計画に基づき実 施しつつ、平成18年度に開発したGC-MS、LC-MS

を図り、中期目標期間中 の試験成分点数を増加さ の試験成分点数を増加さ 施した。 による有害物質等の一斉分析法等を活用するこ
に、試験に従事する職員 せるために当該事業年度 せるために、試験の精度 ｓ：達成度合は100％以上で とにより、試験に従事する職員1人当たりの試
1人当たりの試験成分点 中に取り組むべき課題及 管理を的確に実施しつつ あり、特に優れた成果が得 験成分点数を平成20年度の目標値2,500点に対
数を平成17年度の実績に び職員1人当たりの目標 平成18年度に導入された られた して3,540点実施した。
対して少なくとも5％増 とする試験成分点数を年 ポジティブリスト制度に ａ：達成度合は90％以上であ
加させ、もって輸入飼料 度計画に定め、分析法の 対応して新たに開発した った 【その他の特記事項】
等のモニタリング検査を 改良、分析技術の高度化 GC-MS、LC-MSによる一斉 ｂ：達成度合は50％以上90％ 達成度合：142％(3,540点／2,500点)
充実・強化する。 等による分析業務の効率 分析法を活用し分析業務 未満であった

化を図り、中期目標期間 の効率化を図り、職員1 ｃ：達成度合は50％未満であ
の最終事業年度において 人当たりの目標とする った
試験に従事する職員1人 試 験 成 分 点 数 を 年 間 ｄ：達成度合は50％未満であ
当たりの試験成分点数を 2,500点とする。 り、その要因は法人の著し
平成17年度の実績に対し く不適切な対応にあった
て5％増加させる。

また、モニタリング検 また、モニタリング検 また、モニタリング検 ◇モニタリング検査、分析法 【業務実績報告書の記述】
査については、輸入飼料 査については、輸入飼料 査については、輸入飼料 の開発・改良、調査研究等業 モニタリング検査については、飼料等による
中の有害物質の混入等、 中の有害物質の混入等、 中の有害物質の混入等、 務については、飼料等の安全 家畜等への被害を未然に防止する観点から、飼 ａ
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飼料等の安全性に関する 飼料の安全性に関する課 飼料の安全性に関する課 性に関する課題に重点化して 料原料の大部分を占める輸入飼料を中心とした
課題を勘案し、検査の必 題を勘案し、検査の必要 題を勘案し、検査の必要 実施した。 飼料中の有害物質等に重点化し、飼料等の安全
要性に応じて重点化して 性に応じて重点化して実 性に応じて重点化して実 ｓ：重点化し、特に優れた成 性の確保の充実を図った。
実施する。 施する。 施する。 果が得られた
さらに、分析法の開発 さらに、分析法の開発 さらに、分析法の開発 ａ：重点化した さらに、分析法の開発・改良、調査研究等業

・改良、調査研究等の業 ・改良、調査研究等の業 ・改良、調査研究等業務 ｃ：重点化しなかった 務については、農林水産省からの要請や飼料等
務については、飼料等の 務については、飼料の安 については、飼料の安全 ｄ：重点化せず、その要因は の安全性に関する課題を勘案し、重点化して7
安全性に関する課題を勘 全性に関する課題を勘案 性に関する課題を勘案 法人の著しく不適切な対応 課題（9成分）について実施した。
案し、毎事業年度、適正 し、かつ、飼料分析基準 し、かつ、飼料分析基準 にあった これらの開発・改良した分析法は 「飼料分、
な評価を図りつつ、重点 検討会等における適正な 検討会等における適正な 析基準検討会」において学識経験者による評価
化して実施する。 評価を図りつつ、効率的 評価を図りつつ、効率的 を受けた上で農林水産省に報告した。

に重点化して実施する。 に重点化して実施する。

イ 飼料の安全性の確保及 イ 飼料の安全性の確保及 イ 飼料の安全性の確保及 【業務実績報告書の記述】
び品質の改善に関する法 び品質の改善に関する法 び品質の改善に関する法 飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する
律 昭和28年法律第35号 律 昭和28年法律第35号 律 昭和28年法律第35号 法律（以下「飼料安全法」という ）第57条第1（ 。 （ 。 （ 。 。
以下「飼料安全法」とい 以下「飼料安全法」とい 以下「飼料安全法」とい 項の規定に基づく立入検査等については、次に
う ）に基づく立入検査 う ）に基づく立入検査 う ）第57条第1項の規定 掲げる事項を実施した。。 。 。
等業務 等業務 に基づく立入検査等につ

いては、次に掲げる事項
を実施する。

(ｱ) 検査の重点化 (ｱ) 検査の重点化 (ｱ) 検査の重点化 ◇飼料安全法に基づく立入検 【業務実績報告書の記述】
各事業年度における飼 立入検査等について 立入検査等について 査等について、重点化する検 立入検査等については、農林水産省から示さ

料の流通状況を勘案し は、年間600箇所以上を は、牛海綿状脳症の発生 査対象を定めた上で、効果的 れた「平成20年度飼料等立入検査等実施の方針 ａ
て、輸入飼料中の動物由 目途とし、各事業年度に の防止、飼料の有害物質 かつ効率的に検査等を600箇 について（平成20年1月8日付け19消安第11858

）」 、来たん白、安全性未確認 おける飼料の流通状況を による汚染防止、未承認 所以上実施した。 号農林水産省消費・安全局長通知 に基づき
遺伝子組換え体を含むお 勘案して、重点化する検 遺伝子組換え体の流通防 ｓ：計画値の達成度合は100 牛海綿状脳症の発生防止、飼料の有害物質によ
それのある飼料、農薬が 査対象を年度計画に定め 止等に重点化して飼料倉 ％以上であり、特に優れた る汚染防止、未承認遺伝子組換え体の流通防止
残留しているおそれのあ て、効率的かつ効果的に 庫、サイロ、飼料等製造 成果が得られた 等を目的としたものに重点化して、632箇所に
る飼料等のよりリスクの 検査を実施する。 事業場等に、年間600箇 ａ：計画値の達成度合は100 対して実施した。
高い飼料等に検査対象を 所以上を目途とし、効率 ％以上であった また、検査の実施に当たっては、各月ごとの
重点化して効率的かつ効 的かつ効果的に検査を実 ｂ：計画値の達成度合は70％ 集中検査や集中分析による、効率的かつ効果的
果的に実施する。 施する。 以上100％未満であった な検査の実施に努めた。

ｃ：計画値の達成度合は70％
未満であった 【その他の特記事項】

ｄ：計画値の達成度合は70％ 達成度合：105％(632件／600件)
未満であり、その要因は法
人の著しく不適切な対応に
あった

(ｲ) 検査結果報告の迅速化 (ｲ) 検査結果報告の迅速化 (ｲ) 検査結果報告の迅速化 ◇事務手続きの見直し等によ 【業務実績報告書の記述】
立入検査等の結果及び 立入検査等の結果及び 立入検査等の結果及び り、飼料安全法に基づく立入 立入検査等の結果及び収去対象飼料の試験結

収去対象飼料の試験結果 収去対象飼料の試験結果 収去対象飼料の試験結果 検査等の結果を25業務日以内 果の農林水産大臣への報告については、事務処
の報告については、事務 の報告については、事務 の報告については、農林 に農林水産大臣へ報告した。 理に係る規程の改訂を行い、インターネット
手続の見直し等を行い、 手続の見直し等を行い、 水産大臣への報告に要す ｓ：達成度合は100％であり VPNを活用した本部及び各地域センター間にお、
中期目標期間中に、現行 中期目標期間中に、現行 る期間を短縮することが 特に優れた成果が得られた ける報告事務の簡素化等を図り、報告に要する
の報告に要する日数から の報告に要する日数から できるよう、LAN等を活 ａ：達成度合は90％以上であ 期間の短縮に努めた。
少なくとも5業務日短縮 少なくとも5業務日短縮 用して本部及び各地方組 った
し、立入検査結果にあっ し、立入検査結果にあっ 織間の報告を簡素化す ｂ：達成度合は50％以上90％ 【その他の特記事項】
ては立入検査の日から25 ては立入検査の日から25 る。 未満であった 中期目標終了時(平成22年度)の指標のため、
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業務日以内に、また、収 業務日以内に、また、収 ｃ：達成度合は50％未満であ 今年度は評価しない。
去品の試験結果にあって 去品の試験結果にあって った
は試験を終了した日から は試験を終了した日から ｄ：達成度合は50％未満であ
15業務日以内に報告す 15業務日以内に報告す り、その要因は法人の著し
る。 る。 く不適切な対応にあった

【中期目標終了時（平成22年
度）の指標】

◇事務手続きの見直し等によ
り、飼料安全法に基づく収去
品の試験結果を15業務日以内
に農林水産大臣へ報告した。

、ｓ：達成度合は100％であり
特に優れた成果が得られた

ａ：達成度合は90％以上であ
った

ｂ：達成度合は50％以上90％
未満であった

ｃ：達成度合は50％未満であ
った

ｄ：達成度合は50％未満であ
り、その要因は法人の著し
く不適切な対応にあった

【中期目標終了時（平成22年
度）の指標】

④ 土壌改良資材関係業務 ④ 土壌改良資材関係業務 ④ 土壌改良資材関係業務

ア 集取品の検査業務 ア 集取品の検査業務 ア 集取品の検査業務 ◇集取品の検査について、集 【業務実績報告書の記述】
集取品の検査について 集取品の検査について 集取品の検査について 中的な検査等による迅速化等 集取品（32点）の検査については、集中的な

は、集中的な検査を行う は、集中的な検査等によ は、集中的な検査等によ を図ることにより、平成17年 検査と集中試験による迅速化を行い、平成17年 ａ
こと等により、中期目標 る迅速化等を図り、中期 る迅速化を図り、平成17 度を基準として、集取品1点 度を基準として、集取品1点当たりに要する試
期間中に、平成17年度を 目標期間中に、平成17年 年度を基準として、集取 当たりに要する試験時間を10 験時間を13.7％削減した。
基準として、集取品1点 度を基準として、集取品 品1点当たりに要する試 ％削減した。
当たりに要する試験時間 1点当たりに要する試験 験時間を10％削減する。 ｓ：達成度合は100％以上で 表５ 集取品1点当たりに要する試験時間
を約10％削減する。 時間を10％削減する。 あり、特に優れた成果が得 H20実績 H17実績 増減率

られた 試験時間 7.68時間 8.90時間 △13.7％

ａ：達成度合は90％以上であ 【その他の特記事項】
った 達成度合：137％(13.7％／10％)

ｂ：達成度合は50％以上90％
未満であった

ｃ：達成度合は50％未満であ
った

ｄ：達成度合は50％未満であ
り、その要因は法人の著し
く不適切な対応にあった

イ 地力増進法（昭和59年 イ 地力増進法（昭和59年 イ 地力増進法（昭和59年 ◇地力増進法基づく立入検査 【業務実績報告書の記述】
法律第34号）に基づく立 法律第34号)に基づく立 法律第34号)に基づく立 について、表示が不適切な製 過去5か年間の立入検査結果を踏まえ、表示
入検査業務 入検査業務 入検査業務 造業者、新規業者等に重点化 が不適切な製造業者、新規業者等に対する立入 ａ
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地力増進法に基づく立 効率的かつ効果的な立 効率的かつ効果的な立 した。 検査業務の重点化を図り、効率的かつ効果的に
入検査については、表示 入検査を行うため、過去 入検査を行うため、過去 ｓ：重点化し、特に優れた成 立入検査を34件実施した。
が不適切な製造業者、新 5か年間の立入検査の結 5か年間の立入検査の結 果が得られた
規業者等に重点化を図る 果を踏まえ、表示が不適 果を踏まえ、表示が不適 ａ：重点化した
とともに、立入検査の結 切な製造業者、新規業者 切な製造業者、新規業者 ｃ：重点化しなかった
果の報告については、中 等に対する立入検査業務 等に対する立入検査業務 ｄ：重点化せず、その要因は
期目標期間中に、農林水 の重点化を図るととも の重点化を図るととも 法人の著しく不適切な対応
産大臣の指示から報告ま に、立入検査の結果の報 に、立入検査の結果の報 にあった
でに要する期間を、VA菌 告については、集中的な 告については、中期目標
根菌資材を除き、30業務 検査等による迅速化、稟 期間中に、農林水産大臣 ◇地力増進法基づく立入検査 【業務実績報告書の記述】
日に短縮する。 議手続等の合理化等事務 の指示から報告までに要 について、現行の目標期間 結果の報告については、電子媒体を用いた各

処理の効率化を図ること する期間を、VA菌根菌資 40業務日 を基準として 地域センターからの報告事務の簡素化等の事務 ａ（ ） 、
により、中期目標期間中 材を除き、30業務日に短 立入検査の結果の報告に要す 処理の効率化を図り、平成17年度を基準として
に、農林水産大臣の指示 縮するため、稟議手続き る期間を年度計画に基づいて 9業務日短縮し31業務日以内に農林水産大臣へ
から報告までに要する期 の合理化等事務処理の効 短縮した。 報告した。

、間を、VA菌根菌資材を除 率化を図ることにより、 ｓ：達成度合は100％であり
き 30業務日に短縮する 現行の目標期間（40業務 特に優れた成果が得られた 【その他の特記事項】、 。

日）に対して8業務日短 ａ：達成度合は90％以上であ 達成度合：113％(9業務日／8業務日)
縮する。 った

ｂ：達成度合は50％以上90％
未満であった

ｃ：達成度合は50％未満であ
った

ｄ：達成度合は50％未満であ
り、その要因は法人の著し
く不適切な対応にあった

(2) 農林水産物等の品質及び (2) 農林水産物等の品質及び (2) 農林水産物等の品質及び ○農林水産物等の品質及び表
Ａ表示の適正化に関する業務 表示の適正化に関する業務 表示の適正化に関する業務 示の適正化に関する業務

指標の総数：９
評価ｓの指標数：０×３点＝０点
評価ａの指標数：９×２点＝18点
評価ｂの指標数：０×１点＝０点
評価ｃの指標数：０×０点＝０点
評価ｄの指標数：０×-1点＝０点

合 計 18点
(18／18＝100％)

① 食品表示監視業務につい ① 食品表示監視業務につい ① 品質表示基準の遵守状況 ◇食品監視業務について、セ 【業務実績報告書の記述】
ては、国（地方農政局 、 ては、国、地方公共団体等 の確認のための食品表示の ンターの有する農林物資の分 品質表示基準の遵守状況の確認のための検査）
地方公共団体等との役割分 との役割分担を踏まえ、セ 監視業務（以下「食品表示 析技術等を活用した重点的な の実施に当たっては、試験研究機関等と連携し ａ
担を踏まえ、センターの有 ンターの有するDNA解析技 監視業務」という ）につ 検査を実施した。 て実施したセンターの調査研究により開発され。
する農林物資の分析技術と 術及び微量成分の検査分析 いて、農林水産物、飲食料 ｓ：実施し、特に優れた成果 た検査技術を活用し、次のとおり塩干魚介類及
その活用によって蓄積され 技術等の食品等に関する分 品及び油脂 以下 食品等 が得られた び海藻類の重点的な検査を2回実施した。（ 「 」
た専門技術的知見が必要と 析技術とその活用によって という ）に関する分析技 ａ：実施した。
される検査等に重点化を図 蓄積された専門技術的知見 術とその活用によって蓄積 ｃ：実施しなかった ・塩干魚介類の表示に関する特別調査
るとともに、平成17年度を が必要とされる検査等に重 された専門技術的知見が必 ｄ：実施せず、その要因は法 アジ加工品 199件
基準として、検査に要する 点化を図るとともに、検査 要とされる検査等に重点化 人の著しく不適切な対応に サバ加工品 102件
時間を中期目標期間中に10 の方法又は工程の見直し、 を図るため、センターの調 あった ・海藻類の産地表示に関する重点調査
％削減し、検査の効率化を 新たな検査方法の導入等に 査研究等によって得られた 塩蔵わかめ 110件
図る。 よる効率的な検査の実施に 成果を活用した特定品目に コンブ 100件
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より、平成17年度を基準と 係る重点的な検査を2回以
して、検査に要する時間を 上行う。 【その他の特記事項】
中期目標期間中に10％削減 達成度合：100％(2回／2回)
し、検査の効率化を図る。

また、食品表示監視業務 ◇食品表示監視業務につい 【業務実績報告書の記述】
に係る検査に要する時間を て、効率的な検査の実施に 同一品目の分析試験を集中的に実施する等に
平成17年度を基準として中 より、平成17年度を基準と より、食品表示監視業務に係る検査に要する時 ａ
期目標期間中に10％削減す して、各事業年度ごとの削減 間を平成17年度を基準として6.1％削減した｡
るため、前事業年度に引き 計画値を達成した （各事業。
続き、分析試験ごとに分 年度ごとの削減計画値：中 【その他の特記事項】
析実施センターの集約化 期計画開始時からの経過年 達成度合：102％(6.1％／6％)
等について検討し、総検査 数に2％を乗じて得られる削
時間を6％程度削減する。 減率 ）。

ｓ：計画値の達成度合は100
％以上であり、特に優れた
成果が得られた

ａ：計画値の達成度合は90％
以上であった

ｂ：計画値の達成度合は50％
以上90％未満であった

ｃ：計画値の達成度合は50％
未満であった

ｄ：計画値の達成度合は50％
未満であり、その要因は法
人の著しく不適切な対応に
あった

② 農林物資の検査技術に関 ② 農林物資の検査技術に関 ② 農林物資の検査技術に関 ◇全調査研究課題のうち、 【業務実績報告書の記述】
する調査及び研究業務につ する調査及び研究業務につ する調査及び研究の重点化 食品表示の真正性確認に係 平成20年度中に実施した調査研究課題26課題
いては、食品表示の真正性 いては、食品表示の真正性 を図るため、全調査研究課 る課題の比率は全体の80％ のうち 表示の真正性確認に係る調査研究を25 ａ、
確認に係る調査及び研究を 確認に係る調査及び研究を 題のうち、表示の真正性確 であった。 課題実施し、全体に占める比率を96.2％とし
重点的に行うため、表示の 重点的に行うため、表示の 認に係る調査及び研究課題 ｓ：計画値の達成度合は100 た。
真正性確認に係る調査及び 真正性確認に係る調査及び の比率を全体の80％以上と ％以上であり、特に優れた
研究課題の比率を全体の80 研究課題の比率を全体の80 するとともに、調査及び研 成果が得られた また、調査及び研究については、引き続き
％以上とするとともに、そ ％以上とするとともに、各 究については本部（横浜事 ａ：計画値の達成度合は100 本部、横浜事務所及び神戸センターに集約し
の実施体制の強化を図る。 地方組織で実施していた調 務所を含む ）及び神戸セ ％以上であった て行った。。

査及び研究を本部及び特定 ンターに集約して行う。 ｂ：計画値の達成度合は70％
の地方組織に集約して行 なお、年度途中で実施す 以上100％未満であった なお、26課題のうち「農産物からの遺伝子
う。 べき課題が発生した場合に ｃ：計画値の達成度合は70％ 組換え体の検知技術の開発＜新規認証遺伝子

は、この割合に留意し、必 未満であった 組換え農産物の検知技術＞（テンサイ 」につ）
要に応じて課題の調整を行 ｄ：計画値の達成度合は70％ いては年度途中で調査研究の委託の申し入れが
う。 未満であり、その要因は法 あったこと、また「うなぎ加工品の原料魚種判

人の著しく不適切な対応に 別法の開発」及び「分析法開発及び品質管理に
あった おける評価手法の検討＜GMO定量分析法の精度

の評価＞」の2課題については、食品関係調査
◇各地域センターで実施し 研究推進委員会において表示の真正性確認に係
ていた調査及び研究を本部 る技術として必要性及び緊急性が高いと判断さ
及び特定の地域センターに れたことから、年度途中から追加して実施し ａ
集約した。 た。
ｓ：集約し、特に優れた成果

が得られた 【その他の特記事項】
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ａ：集約した ［食品表示の真正性確認に係る課題の内訳］
ｃ：集約しなかった 1.生鮮食品の判別技術 13課題
ｄ：集約せず、その要因は法 2.加工食品の原材料の判別技術 8課題

人の著しく不適切な対応に 3.遺伝子組換え食品の分析技術 4課題
あった

達成度合：120％(96.2％／80％)

③ 登録認定機関の登録及び ③ 登録認定機関の登録及び ③ 登録認定機関（登録外国 ◇登録認定機関の技術上の 【業務実績報告書の記述】
その更新時における調査に その更新時における調査に 認定機関を含む。以下同 調査に係る報告の目標期間 技術上の調査については、次に掲げる取組を
ついては、農林水産省の調 ついては、検査員の能力向 じ ）の登録及び登録の更 を年度計画に基づいて短縮す 行うことにより、調査を行った428件すべての ａ。
査指示から報告までの目標 上と適切な進行管理によ 新時における調査 以下 技 るとともに、中期目標期間中 案件について、農林水産省の調査指示から23業（ 「
期間（30業務日（ただし、 り、農林水産省の調査指示 術上の調査」という ）に に10％削減するための取組を 務日以内に報告した。。
申請者に対し、照会、追加 から報告までの目標期間 ついては、事務処理の簡素 行った。
・補足資料等が必要とさ （30業務日（ただし、申請 ・合理化の取り組みを踏ま ｓ：計画どおり行い、特に優 事務処理の簡素化・合理化等について検討を
れ、事務処理を行うことが 者に対し、照会、追加・補 え、農林水産省の調査指示 れた成果が得られた 行った結果、技術上の調査に係る基準文書につ
できなかった等の期間を除 足資料等が必要とされ、事 から報告までの目標期間 ａ：計画どおり行った いて改正を行う事項はなかった。

。） 、 （ ） 、く。以下同じ ）を中期目 務処理を行うことができな （30業務日（ただし、申請 ｂ：概ね計画どおり行った また 検査員 調査員又は調査員補 に対し
標期間中に10％削減する。 かった等の期間を除く。第 者に対し、照会、追加・補 ｃ：計画どおり行わなかった これまでの技術上の調査等の実績を事例演習に

２の３において同じ ）を 足資料等が必要とされ、事 ｄ：計画どおり行わず、その 反映させた研修を2回（25名）実施し、検査員。）
中期目標期間中に10％削減 務処理を行うことができな 要因は法人の著しく不適切 の調査能力の向上を図った。
する。 かった等の期間については な対応にあった

除く。第２の３において同 【平成21年度までの指標】
じ を1業務日短縮し 29。）） 、
業務日以内とする。 ◇登録認定機関の技術上の調

また、目標期間を10％削 査に係る報告の目標期間（30
減することができるよう、 業務日）を10％削減した。

、登録認定機関の技術上の調 ｓ：達成度合は100％であり
査に係る基準文書を必要に 特に優れた成果が得られた
応じて見直すとともに、検 ａ：達成度合は90％以上であ
査員への周知徹底及び教育 った
訓練を行うことにより検査 ｂ：達成度合は50％以上90％
員の能力向上を図る。 未満であった

ｃ：達成度合は50％未満であ
った

ｄ：達成度合は50％未満であ
り、その要因は法人の著し
く不適切な対応にあった

【中期目標終了時（平成22年
度）の指標】

④ 農林水産省が行うリスク ④ 農林水産省が行うリスク ④ 農林水産省が行うリスク ◇リスク管理のための有害 【業務実績報告書の記述】
管理に資するための有害物 管理に資するための有害物 管理に資するための有害物 物質の分析業務について、 次に掲げる取組を行うことにより、農林水産
質の分析業務については、 質の分析業務については、 質の分析業務については、 効率的な分析の実施等によ 省が行うリスク管理に資するための有害物質の ａ
平成17年度を基準として、 同一品目の集中的な実施、 平成17年度を基準として、 り 平成17年度を基準として 分析業務の効率化に努めた。、 、
試料の分析に要する時間を 分析の作業工程の最適化等 試料の分析に要する時間を 各事業年度ごとの削減計画値
中期目標期間中に10％削減 による効率的な分析の実施 中期目標期間中に10％削減 を達成した （各事業年度ご 厚生労働省が通知している一斉試験法の米穀。
し、年間を通じた均等な業 により、平成17年度を基準 するため、厚生労働省が通 との削減計画値：中期計画開 及び麦類への適用について検討した結果、試験
務の実施に努め、効率化を として、試料の分析に要す 知している一斉試験法の米 始時からの経過年数に2％を 法が妥当であることが確認されたため適用する
図る。 る時間を中期目標期間中に 穀 麦類 大豆等への適用 乗じて得られる削減率 ） とともに、個別の方法で分析していた一部の農、 、 、 。

10％削減する。 個別に分析していた農薬の ｓ：計画値の達成度合は100 薬について分析実施センターを集約化すること
同試験法への一体化等につ ％以上であり、特に優れた で、残留農薬の分析に要する時間を平成17
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いて検討し、試料の分析に 成果が得られた 年度を基準として7.8％削減した。
要する時間を6％程度削減 ａ：計画値の達成度合は90％
する。 以上であった

ｂ：計画値の達成度合は50％
以上90％未満であった

ｃ：計画値の達成度合は50％
未満であった

ｄ：計画値の達成度合は50％
未満であり、その要因は法
人の著しく不適切な対応に
あった

また、月別の分析業務量 また、分析要員に対する ◇月別の分析件数等を平準化 分析要員の教育訓練、技能試験等の実施時期
を平準化することにより、 教育訓練との実施時期の調 することにより業務の効率化 を調整し、月別の業務量の平準化を図った。
業務の効率化を図る。 整を図り、月別の分析業務 を図った。 ａ

量を平準化することによ ｓ：効率化を図り、特に優れ
り、業務の効率化を図る。 た成果が得られた

ａ：効率化を図った
ｃ：効率化を図らなかった
ｄ：効率化を図らず、その要

因は法人の著しく不適切な
対応にあった

また、分析対象の選定や さらに、分析対象の選定 さらに、比較的リスクが ◇農林水産省が行うリスク管 分析対象農薬の選定に当たっては、国内の登
分析の実施に当たっては、 や分析の実施に当たって 高いおそれのある農産物等 理に資するための有害物質の 録農薬が400～500種類に及ぶことから、比較的
生産資材の検査等業務との は、生産資材の特性や使用 の分析を戦略的かつ重点的 分析業務について、戦略的か リスクの高いおそれのある農薬を重点的に実施 ａ
連携を図った上で、戦略的 実態、センターの有する残 に実施するため、分析対象 つ重点的に実施した。 するため、農薬検査部門が有する農薬の使用量
かつ重点的に行うものとす 留農薬等のデータ等の情報 や分析方法等の選定に当た ｓ：実施し、特に優れた成果 等に関する情報に基づき野菜・果実の分析対象
る。 に基づき、検査等業務が連 っては、検査等業務を行う が得られた 農薬を120種類程度に絞り込み、農林水産省関

携して検討した上で、比較 各部門が有するデータ等の ａ：実施した 係部局と緊密に連携しつつ、食品検査部門にお
的リスクが高いおそれのあ 情報に基づき、農林水産省 ｃ：実施しなかった いて実施計画を策定し、適切に実施した。
る農作物等を対象に、戦略 関係部局と緊密に連携しつ ｄ：実施せず、その要因は法
的かつ重点的に実施する。 つ、検査関係各部門の協力 人の著しく不適切な対応に 【その他の特記事項】

の下、実施計画を策定し、 あった 分析種の絞り込みに当たっては、農薬の使用
適切に実施する。 頻度、製造量等を勘案して、選定した。

達成度合：130％(7.8％／6％)

⑤ 生糸のJAS規格による格 ⑤ 生糸のJAS規格による格 ⑤ 生糸のJAS規格による格 ◇生糸の格付業務を廃止し、 【業務実績報告書の記述】
付業務については、平成21 付業務については、平成21 付業務については、平成21 要員及び経費の合理化を図っ 生糸のJAS規格による格付業務については、
年2月28日限りで廃止し、 年2月28日限りで廃止し、 年2月28日限りで廃止する た。 平成21年2月28日をもって廃止した。 ａ。
当該業務に係る要員及び経 同日までの経過措置期間中 また、横浜事務所の不要 ｓ：合理化を図り、特に優れ また、業務の廃止により不要となった検査設
費の合理化を図る。 は、受付、サンプリング等 となる専有部分について た成果が得られた 備の撤去等を行うとともに、横浜事務所の専有

の一部の業務を除き、格付 は、早期に合同庁舎へ返還 ａ：合理化を図った 部分については原状回復工事を行い、合同庁舎
業務を神戸センターに集約 し合同庁舎分担金等の経費 ｃ：合理化を図らなかった 管理官庁へ返還した。
することにより、要員及び の合理化が図られるよう、 ｄ：合理化を図らず、その要
経費の合理化を図る。 合同庁舎管理官庁と必要な 因は法人の著しく不適切な

調整を実施する。 対応にあった
【平成20年度限りの指標】

(3) 情報提供業務 (3) 情報提供業務 (3) 情報提供業務 ○情報提供業務
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Ａ
指標の総数 ：４

評価ｓの指標数：０×３点＝０点
評価ａの指標数：４×２点＝８点
評価ｂの指標数：０×１点＝０点
評価ｃの指標数：０×０点＝０点
評価ｄの指標数：０×-1点＝０点

合 計 ８点
(８／８＝100％)

食品等の品質及び表示、 ① 食品等の品質及び表示、 ① センターが有する専門的 【業務実績報告書の記述】
肥料、農薬、飼料及び飼料 肥料、農薬、飼料及び飼料 知見を活用しつつ、食品等 次に掲げる措置を講ずることにより、センタ
添加物並びに土壌改良資材 添加物並びに土壌改良資材 の品質及び表示、肥料、農 ーが有する専門的知見を活用しつつ、食品等の
の品質及び安全性等に係る の品質及び安全性等に関す 薬、飼料及び飼料添加物並 品質及び表示、肥料、農薬、飼料及び飼料添加
情報提供業務について、そ る情報を一元的に収集・発 びに土壌改良資材の品質及 物並びに土壌改良資材の品質及び安全性等、食
の一元化を図るとともに、 信するため、検査及び調査 び安全性等、食の安全と消 の安全と消費者の信頼の確保に関する情報を重
食の安全と消費者の信頼の 並びに法令に基づく業務と 費者の信頼の確保に関する 点的に収集・整理し、インターネットによる効
確保の観点から重点化を図 の連携を図りつつ、これら 情報を重点的に収集・整理 率的かつ迅速な情報発信、講習会等を通じた的
る。 の業務により作成された情 し、インターネット（ホー 確な情報の提供に努めた。

報のデータベースや情報シ ムページ及びメールマガジ
ステムの的確な管理のため ンを含む。以下同じ ）に。
の要員を平成19年度から配 よる効率的かつ迅速な情報
置するとともに、これらの 発信、講習会等を通じた的
データベース等を活用した 確な情報の提供を行うた
一元的な対応を図るため、 め、次に掲げる措置を講ず
CIO（Chief Information る。
Officer：情報化統括責任
者）を設置する等の体制を ○ 食品等、肥料、農薬、 ◇得られた情報をセンター 【業務実績報告書の記述】
構築する。 飼料及び飼料添加物並び 業務情報化システム等によ 各業務により蓄積されたデータベースや情報

に土壌改良資材の検査及 り迅速に集積・整理し、一 システムについて、一元的管理を行うために必 ａ
び調査の結果や、肥料取 元的に管理する体制を構築 要な各データベースごとの的確な管理のための
締法、農薬取締法、飼料 した、又は定期的な見直しを 要員として、管理責任者及び所定の期間内のデ
安全法及び地力増進法に 行い、必要な改善を行った。 ータ入力状況を確認する進行管理者を定め、必
基づく業務により蓄積さ ｓ：必要な改善を行い、特に 要に応じて見直しを行った。
れたデータベースや情報 優れた成果が得られた
システムを一元的に管理 ａ：必要な改善を行った
する体制及び要員の配置 ｃ：必要な改善を行わなかっ
を必要に応じて見直す。 た

ｄ：必要な改善を行わず、そ
の要因は法人の著しく不適
切な対応にあった

○ CIO Chief Information ◇CIOの指導のもとデータベ CIOの指導のもと情報・システム最適化推進（
Officer：情報化統括責 ースや情報システムのあり方 委員会分科会において、法人の情報通信技術
任者）の指導のもとデー を検討し、必要な改善を行っ （IT）への対応についての検討を行い、その結 ａ
タベースや情報システム た。 果をCIOへ報告した。その結果、旧3法人間で異
のあり方を検討し、必要 ｓ：必要な改善を行い、特に なっていた外部との接続環境を一本化する等、
な改善を図る。 優れた成果が得られた 情報通信ネットワークを整備した。また、CIO

ａ：必要な改善を行った を委員長とする業務・システム最適化推進委員
ｃ：必要な改善を行わなかっ 会を平成21年3月に開催し、データベースや情

た 報システムの現状について検討した。
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ｄ：必要な改善を行わず、そ
の要因は法人の著しく不適
切な対応にあった

② 食の安全と消費者の信頼 ② 食の安全と消費者の信頼 【業務実績報告書の記述】
の確保の観点から情報提供 の確保の観点から情報提供 次に掲げる措置を講ずることにより、食の安
を行う内容の重点化を図る を行う内容の重点化を図る 全と消費者の信頼の確保の観点から情報提供を
ため、情報提供業務により ため、次に掲げる措置を講 行う内容の重点化を図った。
収集・整理する情報につい ずる。
ては、必要に応じて外部の
有識者を含む委員会におい ○ 外部の有識者を含む委 ◇報提供業務により収集・整 【業務実績報告書の記述】
て検討・評価を行うととも 員会を設置し、次の事業 理する情報について、外部の 外部の有識者を含む情報提供業務検討・評価
に、消費者、生産者及び事 年度に重点的に収集・整 有識者を含む委員会において 委員会を平成21年3月に開催し、平成20年度の ａ
業者等に対するアンケート 理する情報分野を検討す 検討・評価を行った。 情報提供業務の実施状況を点検・評価した そ。（
調査の実施により、随時、 る。また、この委員会に ｓ：行い、特に優れた成果が の結果、センターの業務を学校関係者等にもPR
提供内容等の見直しを図 おいて、情報の収集、整 得られた すべきとの指摘を受け、広報誌の配布先を見直
る。 理、提供に関する業務の ａ：行った す等の改善を図ることとした ）。

実施状況を点検・評価 ｃ：行わなかった なお、センターの業務内容をわかりやすく発
し、必要な改善を図る。 ｄ：行わず、その要因は法人 信すべきとの平成19年度の同委員会における指

の著しく不適切な対応にあ 摘に対し、ホームページ上のセンターの業務を
った 紹介するコンテンツにおいて、検査分析を動画

で紹介する等の対応を行った。

○ 消費者、生産者及び事 ◇消費者、生産者及び事業者 消費者、生産者及び事業者等の関心事項を把
業者等の関心の高い情報 等の関心の高い情報を重点的 握するためのアンケート調査等を、次のとおり
を重点的に収集するため に収集するためのアンケート 実施した。 ａ
のアンケート調査等を実 調査等を実施した。
施し、随時、提供内容の ｓ：実施し、特に優れた成果 ・ ホームページ、広報誌及びメ－ルマガジ
見直しを図る。 が得られた ンの利用者に対し、アンケート調査を行っ

ａ：実施した た。
ｃ：実施しなかった ・ ホームページに関する意見要望等を随時
ｄ：実施せず、その要因は法 受け付けるコンテンツを引続き設置した。

人の著しく不適切な対応に ・ 講習会及び研修会の課題等の選定に資す
、 、あった るため センターが開催する講習会の際に

アンケート調査を行った。

第３ 国民に対して提供する 第２ 国民に対して提供する 第２ 国民に対して提供する ◎サービスその他業務の質の
Ａサービスその他の業務の サービスその他の業務の サービスその他の業務の 向上

中項目の総数 ：18質の向上に関する事項 質の向上に関する目標を 質の向上に関する目標を
評価Ｓの中項目数：０×３点＝０点達成するためとるべき措 達成するためとるべき措
評価Ａの中項目数：18×２点＝36点置 置
評価Ｂの中項目数：０×１点＝０点
評価Ｃの中項目数：０×０点＝０点
評価Ｄの中項目数：０×-1点＝０点

合 計 36点
(36／36＝100％)

【特記事項】
当該評価を行うに至った経緯、特殊事情等

① 法人からの自己評価等の資料の提出や業務
実績等に関するヒアリングをもとに、法人の
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中期計画項目である「１(1) 食の安全と消費
者の信頼の確保に向けた取組 「１(2) 情報」、
提供業務の一元化及び提供内容の充実 「１」、
(3) 窓口業務の全国における実施 「１(4)」、
検査・分析能力の継続的向上 「２(1) 肥料」、
関係業務 「２(2) 農薬関係業務 「２(3)」、 」、
飼料及び飼料添加物関係業務 「２(4) 土壌」、
改良資材関係業務 「３(1) 食品表示監視業」、
務 「３(2) 登録認定機関、認定事業者に対」、
する指導・監督業務 「３(3) JAS規格及び品」、
質表示基準の見直し等に係る業務 「３(4)」、
農林物資の格付業務 「３(5) 国際規格に係」、
る業務 「３(6) 農林物資の検査技術に関す」、
る調査及び研究業務 ３(7) 依頼検査 ３」、「 」、「
(8) 緊急時の要請に関する業務 「４ リス」、
ク管理に資するための有害物質の分析業務」
及び「６ 国際協力業務」について評価基準
に基づき評価を行った結果、業務実績がなく
評価の対象外とした「５ カルタヘナ担保法
関係業務」を除く中項目においてはＡ評価と
なったことから、大項目の評価はＡとする。
なお、中項目の評価については、各小項目の
達成状況及びその他の要因を分析した結果、
Ｓ評価とする項目はなかった。

② 「１(1) 食の安全と消費者の信頼の確保に
向けた取組」においては、国民の不安を払拭
し食の安全と信頼を確保することを目的とし
て専門技術的知見を有する職員で構成される
プロジェクトチームを設置し、農林水産省関
連部局と連携しつつ、非食用事故米穀を原料
とした最終製品への汚染物質の残留状態につ
いて迅速に検査分析を実施するなど、センタ
ー全体として取り組むべき課題として5課題を
選定し、調査分析等を効率的かつ効果的に実
施していた。

③ 「１(2) 情報提供業務の一元化及び提供内
容の充実」においては、消費者、生産者、事

、業者等からの相談に適切に対応するとともに
ホームページやメールマガジンの活用や講習
会の開催など、積極的な情報提供のための取
組が認められ、引き続き分かりやすい形での
情報提供を推進されることが期待される。

④ 「１(3)窓口業務の全国における実施」につ
いては、窓口担当者に対し必要な研修を実施
する、関係規程類を体系的に整理する等、窓
口の充実強化を図るとともに、旧3法人の統合
以前と比較して増加した 肥料 農薬 飼「 」、「 」、「
料」に関する相談についても、受け付けた窓
口において適切に対応するなど、相談者の利
便性に配慮した取組を実施していたと評価で
きる。
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⑤ 「２(1) 肥料関係業務」においては、肥料
取締法に基づく立入検査及び収去品の検査に
ついて有害成分を含むおそれが高い肥料の生
産事業場へ重点化するための取組を実施する
とともに、農林水産省から緊急的に要請され
た調査等について迅速に実施するなど、肥料
の安全性の確保に関する業務を適正に実施し
ていた。

⑥ 「２(2) 農薬関係業務」においては、農薬
検査を目標期間内に完了させるための取組や
GLP査察適合確認業務、国際調和関係業務を実
施するとともに、残留農薬のポジティブリス
ト制度への移行に伴う農林水産省からの技術
支援要請に対応するなど、農薬の安全性の確
保に関する業務を適正に実施していた。

⑦ 「２(3) 飼料及び飼料添加物関係業務」に
おいては、有害な飼料の流通を防止するため
に必要な検査等を迅速に実施するとともに、
飼料安全法に基づく立入検査の結果及び収去
品の試験結果について標準処理期間中に農林
水産大臣に報告するなど、飼料の安全性の確
保に関する業務を適正に実施していた。

⑧ 「３(1) 食品表示監視業務」においては、
科学的手法を用いた食品表示の真正性の検査
を6,000件以上実施するとともに、消費者の関
心の高い品目を対象とした重点的な調査を4回
実施している。また、検査を通じて表示の疑
義が生じた場合は、農林水産省と連携し立入
検査等を実施し、その結果についてはすべて3
日以内に報告するなど、食品表示の監視に関
する業務を適正に実施していた。

⑨ 「３(2) 登録認定機関、認定事業者に対す
る指導・監督業務」においては、登録認定機
関に対する定期的調査をすべての機関に年1回
実施するとともに、調査を通じて不適合の疑
義が生じた場合には、必要に応じて是正のた
めの指導及び追加調査を実施するなど、JAS規
格制度に関する業務を適正に実施していた。

１ 共通事項 １ 共通事項 １ 共通事項
センターは、農場から食

卓までの一連の過程を対象
に、検査等業務を一体的に
実施することにより、技術
を通じて食の安全と消費者
の信頼の確保に貢献する機
関として、統合メリットを
発揮し、国民に対して提供
するサービスの質の向上に
努めることとし、以下の取
組を実施する。
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(1) 食の安全と消費者の信頼 (1) 食の安全と消費者の信頼 (1) 食の安全と消費者の信頼 ○食の安全と消費者の信頼の
Ａの確保に向けた取組 の確保に向けた取組 の確保に向けた取組 確保に向けた取組

検査等業務に関する知見 食の安全と消費者の信頼 新たなリスクへの対応な 指標の総数 ：３
やノウハウの結集、検査等 の確保に資するため、①か どセンター全体として取り 評価ｓの指標数：０×３点＝０点
職員や分析機器の機動的か ら③までの取組を行う。 組む課題の解決を図る場合 評価ａの指標数：３×２点＝６点
つ重点的な投入など、統合 や、緊急時における迅速な 評価ｂの指標数：０×１点＝０点
メリットを最大限活用し、 食品の安全性の確保等に資 評価ｃの指標数：０×０点＝０点
食の安全と消費者の信頼の するため、次に掲げる事項 評価ｄの指標数：０×-1点＝０点
確保に資するため、以下の について適切な取組を行 合 計 ６点
取組を実施する。 う。 (６／６＝100％)

【業務実績報告書の記述】
次に掲げる事項について適切な取組を行うこ

とにより、新たなリスクへの対応などセンター
全体として取り組む課題の解決を図る場合や、
緊急時における迅速な食品の安全性の確保等に
努めた。

① 食の安全と消費者の信頼 ① 食の安全と消費者の信頼 ① 食の安全と消費者の食に ◇食の安全と消費者の信頼の 【業務実績報告書の記述】
の確保に資するため、次に の確保に資するため、中期 対する信頼性を確保する観 確保に資するためにセンター 食の安全と消費者の食に対する信頼性を確保
掲げる4つの分野を対象に8 目標期間中に次に掲げるよ 点から、センター全体とし として取り組むべき課題を選 する観点から、センター全体として取り組むべ ａ
課題を設定し、センターが うな8課題について検討し て取り組むべき課題を次に 定し、調査分析等を効率的か き次の5課題について、専門技術的知見を有す、
有する知見やノウハウを結 結論を得る。 掲げるような課題の中か つ効果的に実施した。 る職員から構成するプロジェクトチームを設置

、 。集し、改善・解決を図るも ら、2課題以上選定し、専 ｓ：効率的かつ効果的に実施 し 調査分析等を効率的かつ効果的に実施した
のとする。 門技術的知見を有する職員 し、特に優れた成果が得ら
ア 検査・分析能力の向上 から構成するプロジェクト れた 【安全性未審査トウモロコシの緊急検査】
イ 情報提供能力の強化 チームを設置し、調査分析 ａ：効率的かつ効果的に実施 安全性未審査の遺伝子組換えトウモロコシ
ウ 生産資材由来のリスク 等を効率的かつ効果的に実 した が米国からの飼料用トウモロコシに混入し国

の低減 施する。 ｃ：効率的かつ効果的に実施 内へ流入することの防止を目的として、肥飼
エ 食品表示等の信頼性の また、外部の有識者を含 しなかった 料検査部門及び食品検査部門によるプロジェ

向上 む委員会において、取組内 ｄ：効率的かつ効果的に実施 クトチームを設置し、検査法の妥当性確認試
容の評価改善を図る。 せず、その要因は法人の著 験に参加させ技術者を訓練するとともに、保

しく不適切な対応にあった 有する分析機器を有効に活用し、迅速に検査
ア 職員の分析能力の向上 ア 職員の分析能力の向上 分析を実施した。

及び平準化に向けた定期 及び平準化に向けた定期
的な技能試験の実施方法 的な技能試験の実施方法 【前作に使用された農薬の残留分析】
の検討及び試験結果に基 の検討及び試験結果に基 平成19年度のプロジェクトチームで実施し

、 、づく研修プログラムの作 づく研修プログラムの作 た 前作に使用した農薬の残留分析について
成 成 リスク低減に資するためさらにデータを蓄積

イ 検査結果の信頼度を向 イ 検査結果の信頼度を向 することを目的として、引き続き食品検査部
上させるための業務改善 上させるための業務改善 門及び農薬検査部門によるプロジェクトチー
プログラムの作成及び当 プログラムの作成及び当 ムを設置し、農薬検査部門が有する土壌半減
該プログラムに基づく業 該プログラムに基づく業 期の長い農薬等に関する知見を活用して分析
務の改善 務の改善 対象農薬を選定し、両部門の連携のもと効率

ウ 海外における生産資材 ウ 海外における生産資材 的かつ効果的な検査を実施した。
に係るリスク管理情報や に係るリスク管理情報や
農薬等の安全性に係る情 農薬等の安全性に係る情 【ペットフード検査方法の検討】
報等、消費者等の関心が 報等消費者等の関心が高 平成20年6月18日に愛がん動物用飼料の安
高く、重点的に収集すべ く、重点的に収集すべき 全性の確保に関する法律（ペットフード安全
き情報に係る収集方法の 情報に係る収集方法の検 法）が制定されたことを受け、新たな業務で
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検討 討 あるペットフードの検査に統合法人のシナジ
エ 広報誌、メールマガジ エ 広報誌、メールマガジ ー効果を発揮して対応していくことを目的と

ン等の情報提供媒体の活 ン等の情報提供媒体の活 して、肥飼料検査部門及び食品検査部門によ
用方策やプレゼンテーシ 用方策やプレゼンテーシ るプロジェクトチームを設置し、各部門が有
ョン方法等に関する情報 ョン方法等に関する情報 する検査ノウハウを活用してペットフードの
提供能力の向上のための 提供能力の向上のための 集取方法、有害物質等の分析方法等を開発し
プログラムの策定及び当 プログラムの策定及び当 た。
該プログラムに基づく業 該プログラムに基づく業
務の改善 務の改善 【非食用の事故米穀を利用した食品等の緊急検

オ 肥飼料や農薬に由来す オ 肥飼料や農薬に由来す 査】
る食品中の危害要因に係 る食品中の危害要因に係 非食用事故米穀の不正な食用転売を受けた
る情報の収集・分析 る情報の収集・分析 農林水産大臣指示に基づき、国民の不安を払

カ 肥飼料や農薬の使用実 カ 肥飼料や農薬の使用実 拭し食の安全と信頼を確保することを目的と
態及び特性を踏まえた食 態及び特性を踏まえた食 して、食品検査部門及び肥飼料検査部門によ
品中の有害物質の実態調 品中の有害物質の実態調 るプロジェクトチームを設置し、農林水産省
査 査 関連部局と連携しつつ、非食用事故米穀を原

キ 有機農産物の表示等の キ 有機農産物の表示等の 料とした製品（和菓子等）への農薬やカビ毒
新たな表示に対応した検 新たな表示に対応した検 の残留状況について緊急に検査分析を実施し
査技術や検査方法の改善 査技術や検査方法の改善 た。
・改良 ・改良

ク アからキまでに掲げる ク アからキまでに掲げる 【効果的な情報提供】
もののほか、食の安全と もののほか、食の安全と 食や農に関する講習会や講師派遣等、セン
消費者の信頼の確保の観 消費者の信頼の確保の観 ターの知見を活用した情報提供の機会が増加
点から特に必要な課題 点から特に必要な課題 していることから、標準テキストやプレゼン

テーション方法を共有して効率的・効果的な
上記の課題の取組に当た 情報発信に資することを目的として、全業務

っては、外部の有識者を含 部門で構成するプロジェクトチームを設置
む委員会を設置し、毎事業 し、標準テキストやプレゼンテーションマニ
年度、取組内容の評価・改 ュアル等を作成して組織全体で共有する等の
善を図るとともに、専門技 成果を得た。
術的知見を有する職員によ
り構成されるプロジェクト また、外部の有識者を含む業務評価委員会を
チームの設置等により、各 平成21年3月に開催し、平成20年度の取組内容
業務の連携・調整を図りつ の評価を行うとともに、平成21年度のプロジェ
つ、効率的・効果的に実施 クト課題についての意見等を伺った。
する。

【その他の特記事項】
外部の有識者を含む委員会の設置 は 中「 」 、「

期計画第1の1(1)の③内部監査の一体的な実施
(7ページ)」において評価するため、当指標に
おいては評価しない。

② 肥料、農薬、飼料及び飼 ② 緊急時において、迅速な ② 緊急的にセンター一体と 【業務実績報告書の記述】
料添加物並びに土壌改良資 検査の実施による被害のま なって被害のまん延の防止 次に掲げる取組を実施することにより、緊急
材への有害な物質等の混入 ん延の防止及び原因の特定 及び危害原因の特定に努め 的にセンター一体となって被害のまん延の防止
等が原因となって食品への を行うための体制を確保す る必要が生じた場合にあっ 及び危害原因の特定に努める必要が生じた場合
汚染が懸念される場合や、 るため、次に掲げる取組を ては、プロジェクトチーム にあっては、プロジェクトチームの設置やスタ
食品中の有害な物質の汚染 実施する。 の設置やスタッフ職員の活 ッフ制の活用などを行い、検査等に係る知見や
の原因がこれらの資材にあ 用などを行い、検査等に係 ノウハウの結集を図りつつ、総力をあげて検査
ることが懸念される場合に る知見やノウハウの結集を 等を迅速かつ効果的に実施するための体制を整
は、食の安全を確保するた 図りつつ、総力をあげて検 備した。
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め、センターの総力を挙げ 査等を迅速かつ効果的に実
て検査を迅速かつ効果的に 施するため、次に掲げる取
実施し、被害のまん延防止 組を実施する。
及び原因の特定に努める。

ア リスクに応じて必要と ア リスクに応じて必要と ◇緊急時に迅速かつ効率的に 【業務実績報告書の記述】
なる専門分野や分析機器 なる専門分野や分析機器 検査を実施するためのマニュ 平成19年度に策定した、リスクに応じて必要
の検証及び活用方策の検 の検証及び活用方策の検 アルを策定するとともに、必 となる専門分野や分析機器についての検証及び －
討並びに地方組織を含め 討並びに地方組織を含め 要に応じて改正を行った。 活用方策の検討並びに地方組織を含めた全国組
た全国組織の連携方策及 た全国組織の連携方策及 ｓ：策定し、又は必要な改正 織の連携方策を定めた「緊急調査分析実施規
び緊急時における指示・ び緊急時における指示・ を行い、特に優れた成果が 程 、同規程に基づき緊急時における指示・連」
連絡体制等の対応マニュ 連絡体制等について定め 得られた 絡体制等を定めた「緊急調査分析実施マニュア
アルの策定 たの対応マニュアルの必 ａ：策定し、又は必要な改正 ル」について見直しを行った結果、改正を要す

要に応じた見直し を行った る事項はなかった。
ｃ：策定せず、又は必要な改

正を行わなかった 【その他の特記事項】
、 。ｄ：策定せず、又は必要な改 改正の必要がなかったため 評価しない

正を行わず、その要因は法
人の著しく不適切な対応に
あった

イ 対応マニュアルに基づ イ 対応マニュアルに基づ ◇連絡体制、専門的知見を有 【業務実績報告書の記述】
く連絡体制、専門的知見 く連絡体制、専門的知見 する職員及び機器を登録する 対応マニュアルに基づき、連絡体制並びに想
を有する職員及び機器の を有する職員及び機器の とともに、必要に応じて更新 定される要因及びその内容別分類ごとに専門的 ａ
登録・更新 登録・更新 した。 知見を有する職員及び機器についての登録内容

ｓ：登録し、又は必要な更新 を見直し、更新した。
を行い、特に優れた成果が
得られた 【その他の特記事項】

ａ：登録し、又は必要な更新 登録数は平成専門的知見を有する職員の
を行った 20年度末現在で延べ85名である。

ｃ：登録せず、又は必要な更
新を行わなかった

ｄ：登録せず、又は必要な更
新を行わず、その要因は法
人の著しく不適切な対応に
あった

ウ 対応マニュアルに基づ ウ 対応マニュアルに基づ ◇緊急時に迅速かつ効率的に 【業務実績報告書の記述】
く訓練の実施、緊急時の く訓練の実施、緊急時の 検査を実施するための対応能 対応マニュアルに基づき、訓練や情報の収集
事例の収集・解析、職員 事例の収集解析、職員の 力の向上を図った。 を行い、緊急の事態の発生に備えるとともに、 ａ
の専門的知見の向上のた 専門的知見の向上のため ｓ：向上を図り、特に優れた 想定される調査の内容別分類に係る研修を3回
めの研修の実施等の対応 の研修の実施等の対応能 成果が得られた （6名）実施した。
能力の向上 力の向上 ａ：向上を図った

ｃ：向上を図らなかった
また、適切かつ正確な ｄ：向上を図らず、その要因 なお、緊急的に相談窓口の設置を要する事案

情報を消費者に分かり易 は法人の著しく不適切な対 はなかった。
く かつ 迅速に提供し 応にあった、 、 、
消費者の被害及び生産者
の風評被害の防止、消費
者の不安の解消等を図る
ため、相談窓口の設置等
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を必要に応じて行う。

③ ①及び②以外について ③ ①及び②以外について ③ ①及び②以外について 【業務実績報告書の記述】
も、個々の業務の実施に当 も、個々の業務の実施に当 も、個々の業務の実施に当 ①及び②以外の個々の業務の実施に当たっ
たっては、必要に応じて連 たっては、必要に応じて連 たっては、必要に応じて連 て、連携・調整を図る必要のある事案は生じな
携・調整を図ることによ 携・調整を図ることによ 携・調整を図ることによ かった。
り、質の向上に努めるもの り、質の向上に努めるもの り、質の向上に努める。
とする。 とする。

(2) 情報提供業務の一元化及 (2) 情報提供業務の一元化及 (2) 情報提供業務の一元化及 ○情報提供業務の一元化及び
Ａび提供内容の充実 び提供内容の充実 び提供内容の充実 提供内容の充実

指標の総数：19
評価ｓの指標数：０×３点＝０点
評価ａの指標数：19×２点＝38点
評価ｂの指標数：０×１点＝０点
評価ｃの指標数：０×０点＝０点
評価ｄの指標数：０×-1点＝０点

合 計 38点
(38／38＝100％)

① 情報提供業務について ① 情報提供業務の一元化及 ① 情報提供業務の一元化を 【業務実績報告書の記述】
、 、 、は、利用者の利便性を向上 び提供内容の充実を図るた 図り、また、消費者、生産 情報提供業務の一元化を図り また 消費者

させるため、消費者、生産 め、次に掲げる取組を実施 者、事業者等の関心を把握 生産者、事業者等の関心を把握するために行っ
者及び事業者を対象に、農 する。 するために行ったアンケー たアンケート調査の結果を踏まえ提供内容の充
場から食卓までの一連の過 ト調査の結果を踏まえ提供 実を図りつつ、次に掲げる取組により的確かつ
程における食品に関する情 内容の充実を図りつつ、次 迅速に情報提供を行った。
報を一元的に提供する。 に掲げる取組により的確か

つ迅速に情報提供を行う。

ア 情報提供業務の一元化 ア 情報提供業務の一元化 ◇検査等業務の終了後30業務 【業務実績報告書の記述】
情報の一元的な提供を ○ 食品表示の監視業務な 日以内に結果等をデータベー 食品表示の監視業務などJAS法関係業務、肥

果等のデータベース化、 どJAS法関係業務 肥料 スに登録した。 料、飼料及び飼料添加物並びに土壌改良資材の ａ、 、
検査等業務及び情報提供 飼料及び飼料添加物並び ｓ：達成度合は100％であり 検査等業務並びに農薬の登録業務等を通じて蓄、
業務等に従事する職員か に土壌改良資材の検査等 特に優れた成果が得られた 積した情報を検査等業務の終了後30業務日以内
ら成る委員会を毎月1回 業務並びに農薬の登録業 ａ：達成度合は90％以上であ にデータベースに登録した。
以上開催する等により、 務等を通じて蓄積した情 った
検査等業務で得られた情 報を検査等業務の終了後 ｂ：達成度合は50％以上90％ 【登録後30業務日以内のデータベース化(中期
報を適切に収集・整理す 30業務日以内にデータベ 未満であった 計画第2の1(2)の②)に関する業務実績報告書の
るとともに、情報提供業 ースに登録する。 ｃ：達成度合は50％未満であ 記述】
務部門や相談窓口等に、 った 肥料の原材料等消費者の関心の高い情報を迅
肥料、農薬、飼料及び飼 ｄ：達成度合は50％未満であ 速かつ確実に提供することを目的として、肥料登
料添加物並びに土壌改良 り、その要因は法人の著し 録1,601件について、登録後30業務日以内に登
資材の品質及び安全性等 く不適切な対応にあった 録情報等のデータベース化を行うとともに、ホ
に関して専門的知見を有 ームページにデータ提供している旨を掲載し、
する職員を配置する。 関係者からの要望に応じてデータを264件提供

した。

【その他の特記事項】
「中期計画第2の1(2)の②登録後30業務日以

内のデータベース化(46ページ)」については、
当指標において評価する。
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○ 幅広い情報の収集・整 ◇検査等業務及び情報提供業 【業務実績報告書の記述】
理・分析を行い、必要な 務等に従事する職員から成る 検査等業務及び情報提供業務等に従事する職
取組を進めるため、検査 委員会を毎月1回以上開催し 員を構成員とする情報提供推進委員会を毎月1 ａ
等業務及び情報提供業務 た。 回開催し、ホームページ、メールマガジン、広
等に従事する職員から成 ｓ：毎月1回以上開催し、特 報誌等における提供情報の的確性及びわかりや
る委員会を毎月1回以上 に優れた成果が得られた すさ等について検討を行った。
開催する。 ａ：毎月1回以上開催した

ｃ：毎月1回以上開催しなか
った

ｄ：毎月1回以上開催せず、
その要因は法人の著しく不
適切な対応にあった

○ 情報提供業務部門や相 ◇消費者相談及び企業相談に 【業務実績報告書の記述】
談窓口等に肥料、農薬、 迅速かつ的確に対応した。 ○ 情報提供業務部門や相談窓口等に肥料、農
飼料及び飼料添加物並び ｓ：迅速かつ的確に対応し、 薬、飼料及び飼料添加物並びに土壌改良資材 ａ
に土壌改良資材の品質及 特に優れた成果が得られた の品質及び安全性等に関して専門的知見を有
び安全性等に関して専門 ａ：迅速かつ的確に対応し する職員を配置し、これらと併せて食品の品
的知見を有する職員を配 た 質及び表示等に関する消費者、生産者、事業
置し、これらと併せて食 ｂ：迅速かつ的確に対応し 者等からの相談に次のとおり適切に対応し
品の品質及び表示等に関 なかった事例があった た。
する消費者、生産者、事 ｃ：迅速かつ的確に対応し
業者等からの相談に適切 なかった ・ 消費者相談専用電話及び食品表示110番
に対応する。 ｄ：迅速かつ的確に対応せ を活用するとともに、消費生活展等におい

○ 製造業者等からの食品 ず、その要因は法人の著し て消費者相談窓口を開設し、消費者からの
表示等に関する相談に対 く不適切な対応にあった 相談2,822件に対応した。
応するとともに、本部、 また、食品表示110番等を通じて収集し
名古屋及び神戸の各セン た不正表示や違法なJASマーク表示に関す
ターに設置した食品表示 る情報618件について、事務処理手順書に
に関する一元的相談窓口 基づき農林水産省関係部局等へ通報する
を適切に運営する。 等、迅速かつ的確に対応した。

・ 事業者等からの食品表示、肥飼料等に関
する相談23,496件に対応した。

・肥 料 8,244件
・飼料及び飼料添加物 1,129件
・土壌改良資材 89件
・食 品 14,034件

計 23,496件

○ （社）日本食品衛生協会と連携して設置
している3か所の食品表示に関する一元的相
談窓口を適切に運営し、食品表示等に関する
企業相談件数のうち1,939件の相談に対応し
た。

【農薬の安全性等に関する情報提供の推進(年
度計画第2の2(2)の②のエ(ｲ)のａ)に関する業
務実績報告書の記述】
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ホームページの「ご意見・お問い合わせ」の
「農薬の登録情報等に関するお問い合わせ」の
コーナーにおいて消費者、生産者、事業者等か
らの問い合わせ152件（平成20年度計152件）の
うち150件（回答作成中の2件を除く）について
適切に回答した。
問い合わせがあってから回答までの期間は2

週間以内と定め、期間内に回答した問い合わせ
は146件（97.3％）であった。

【その他の特記事項】
「専門的知見を有する職員の配置」は 「中、

期計画第7の2職員の人事に関する計画(127ペー
ジ：指標191)」において評価するため、当指標
においては評価しない。
「年度計画第2の2(2)の②エ(ｲ)農薬の安全性

等に関する情報提供の推進(75ページ)」につい
ては、当指標において評価する。

また、情報の提供に当 ○ インターネット情報の ◇ホームページ上の情報等を 【業務実績報告書の記述】
たっては、利用者のアク 内容を適宜更新すること 最新情報に常時更新した。 食品表示に関する情報、JAS製品の品質に関
セスを改善するため、ホ により、食品表示に関す ｓ：更新し、特に優れた成果 する情報、遺伝子組換え食品、農産物の残留農 ａ
ームページの適宜更新、 る情報、JAS製品の品質 が得られた 薬、肥料、飼料、飼料添加物、土壌改良資材及
メールマガジンの配信先 に関する情報、遺伝子組 ａ：常時更新した び農薬の安全性に関する情報や企業、消費者等
の拡大（中期目標期間中 換え食品、農産物の残留 ｂ：更新の頻度が低かった からの相談事例等を迅速にホームページに掲載
に、平成17年度末を基準 農薬、肥料、飼料、飼料 ｃ：更新しなかった した。
として10％増加）及び毎 添加物、土壌改良資材及 ｄ：更新せず、その要因は法 （更新回数 241回、アクセス回数 606,035回）
事業年度36回以上の発信 び農薬の安全性に関する 人の著しく不適切な対応に
等、ホームページやメー 情報や企業、消費者等か あった 〔ホームページの主な掲載内容〕
ルマガジンの積極的な活 らの相談事例等を迅速に ・行政情報（報道発表、パブリックコメント
用を図るとともに、広報 提供する。 情報、JAS規格、食品表示等）
誌を毎事業年度6回以上 また、インターネット ・食に関わる情報（Q&A、相談事例、個別リ
発信し、最新の情報を提 を通じた食の安全と消費 スク情報、国際規格関係情報、キッズペー
供できるように努める。 者の信頼確保に関する意 ジ、相談窓口等）

見交換会として「電子フ ・食品等検査関係情報（調査研究報告、分析
ォーラム」を3回以上開 マニュアル、事業者の取組等）
催する。 ・肥飼料検査関係情報（各種申請手続き、検

査結果の公表等）
・農薬検査関係情報（登録・失効情報、農薬

、 、登録情報検索システム 農薬登録申請関係
GLP適合確認申請等）

・センター情報（イベント情報、刊行物等）
・公表事項（独立行政法人通則法に基づく公

表事項、調達情報等）

また、ホームページ上で、食の安全と消費者
の信頼確保に関する意見交換の場としての電子

、 。フォーラムを 次の3テーマについて開催した

・夏真っ盛り！旬の食べもので暑さを乗り切
ろう！
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・どうなってるの？加工食品の表示
・自然の恵み 山菜！

【農薬の安全性等に関する情報提供の推進(年
度計画第2の2(2)の②エ(ｲ)のｂ)に関する業務
実績報告書の記述】
各四半期ごとに寄せられた質問、意見のとり

まとめを行い、ホームページの「ご意見・お問
い合わせ」の「農薬の登録情報等に関するお問
い合わせ」のコーナーの「よくある質問」を追
加・更新した。
また、以下の資料等をホームページの「農薬

検査関係」のコーナーに掲載した。

(a) 農薬の登録申請に係る試験成績につい
て（平成12年11月24日付12農産第8147号農
林水産省農産園芸局長通知）及び同運用の
改正内容

(b) 農薬の毒性及び残留性に関する試験の
適正実施について（平成11年10月1日付11
農産第6283号農林水産省農産園芸局長通
知）の改正内容検査

(c) 農薬の登録申請書等に添付する資料等
について 平成14年1月10日付13農産第3987（
号農林水産省農産園芸局長通知）及び同運
用の英訳

(d) 食品安全委員会において評価された25
農薬の資料概要

この他、以下のとおり農薬登録に関する情報
提供の推進を図った。

提供内容：登録番号、用途（殺虫、殺菌、除
）、 、 、草等 農薬の種類 農薬の名称

作物名、適用病害虫雑草名、使用
目的、使用時期、使用液量、本剤
の使用回数、使用方法、適用場所
等全17項目

ダウンロード等の実績 平成20年4月～平成21（
年3月）

アクセス数：計53,838件、月平均4,903件
（内訳 基本情報：月平均3,027件

詳細情報：月平均1,876件）
ダウンロードデータの二次利用(注)：5件

注：私的使用又は引用等著作権法上認めら
れた行為以外の引用、転載、複製、改
変等（再配信を含む）及び商業目的で
の利用

【その他の特記事項】
「年度計画第2の2(2)の②エ(ｲ)農薬の安全性
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等に関する情報提供の推進(75ページ)」につい
ては、当指標において評価する。

○ 食品安全委員会等のリ ◇希望者にメールマガジンを 【業務実績報告書の記述】
スク評価機関の動向や食 36回以上配信した。 電子メールマガジンを毎月3回以上、合計50
品の安全と消費者の信頼 ｓ：計画値の達成度合は100 回（延べ配信数227,585通）配信した。 ａ
の確保に関する情報の提 ％以上であり、特に優れた
供を迅速に行うため、希 成果が得られた 〔メールマガジンの主な掲載内容〕
望者にメールマガジンを ａ：計画値の達成度合は100 ・食品の安全と消費者の信頼確保に関する
毎月3回以上配信し、併 ％以上であった 情報
せて配信先を中期目標 ｂ：計画値の達成度合は70％ ・行政情報（報道発表、パブリックコメント
期間中に、平成17年度 以上100％未満であった 情報等）
末を基準として10％増 ｃ：計画値の達成度合は70％ ・消費者向けイベント情報
加させることができるよ 未満であった
う、その拡大に努める。 ｄ：計画値の達成度合は70％ 【その他の特記事項】
また、行政情報、各種調 未満であり、その要因は法 達成度合：139％(50回／36回)
査結果及びセンター活動 人の著しく不適切な対応に
状況等についても情報提 あった
供を行う。

◇平成17年度末を基準とし 【業務実績報告書の記述】
て、メールマガジンの配信先 メールマガジンの案内チラシを講習会、消費
を増加させた （各事業年度 生活展等の際に配布するなどPR活動に努めた結 ａ。

、 、ごとの評価基準値：中期計画 果 配信先は平成20年度末時点で4,889となり
開始時からの経過年数に2％ 平成17年度末 配信先3,421 を基準として42.9（ ）
を乗じて得られる増加率 ） ％増加させた。。
ｓ：基準値の達成度合は100

％以上であり、特に優れた 【その他の特記事項】
成果が得られた 達成度合：715％(42.9％／6％)

ａ：基準値の達成度合は90％
以上であった

ｂ：基準値の達成度合は50％
以上90％未満であった

ｃ：基準値の達成度合は50％
未満であった

ｄ：基準値の達成度合は50％
未満であり、その要因は法
人の著しく不適切な対応に
あった

○ 広報誌を6回以上発行 ◇広報誌を6回以上発行した 【業務実績報告書の記述】。
する。 ｓ：計画値の達成度合は100 広報誌「新・大きな目小さな目」を6回（毎

％以上であり、特に優れた 回6,500部）発行し、地方公共団体の消費生活 ａ
成果が得られた センター等に配布した。

ａ：計画値の達成度合は100
％以上であった 〔広報誌の主な掲載内容〕

ｂ：計画値の達成度合は70％ ・肥料、農薬、飼料等及び土壌改良資材に関
以上100％未満であった する情報

ｃ：計画値の達成度合は70％ ・食のQ&A（消費者相談事例 、食品表示のQ&）
未満であった A

ｄ：計画値の達成度合は70％ ・行政情報
未満であり、その要因は法 ・食と農のサイエンス
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人の著しく不適切な対応に
あった 【その他の特記事項】

達成度合：100％(6回／6回)

○ 本部及び地方組織に設 【業務実績報告書の記述】
置した「消費者の部屋」 各センターに設置している「消費者の部屋」
又は「消費者コーナー」 又は「消費者コーナー」において常設展示を行
を活用して、展示物等に うとともに、それらに加えて本部においてはさ
よる情報提供や利用者の いたま新都心インフォメーションセンターを活
相談等への対応を行うと 用し、消費者に対する情報提供に努めた。
ともに、啓発の目的を明 また、期間を定めて、食品の表示等をテーマ
確にした特別展示を行 とした特別展示を、各センターで14回（来場者
う。 67,246名）実施した。

さらに、センターの有 ○ 地方公共団体の職員等 ◇センターが有する専門技 【業務実績報告書の記述】
する専門技術的知見を活 に対する講習会及び研修 術的知見を活用した講習会 食品の表示、検査分析技術等の専門技術的
用した講習会及び研修会 会は、企業相談の実績を 及び研修会を30回以上開催 知見を活用した内容を中心として、消費者、 ａ
を、毎事業年度30回以上 踏まえた食品の表示、検 した。 事業者及び地方公共団体職員等に対する講習
開催するとともに、地方 査分析技術等の専門技術 ｓ：計画値の達成度合は100 会及び研修会を 次のとおり32回 参加者2,158、 （
公共団体等からの依頼に 的知見を活用した内容の ％以上であり、特に優れた 名）開催した。
基づく講習会への講師派 ものを中心に必要に応じ 成果が得られた
遣については、センター て適時適切に、全センタ ａ：計画値の達成度合は100 ・食品品質等知見活用講習会 9回（798名）
の有する専門技術的知見 ー合わせて30回以上開催 ％以上であった ・食品等リスク情報共有化講習会
を活用することができる する。 ｂ：計画値の達成度合は70％ 7回（618名）
ものについて積極的に実 以上100％未満であった ・地方公共団体職員等研修会 7回（107名）
施する。 ｃ：計画値の達成度合は70％ ・技術講習会 8回（579名）

未満であった ・消費者被害防止講習会 1回（ 56名）
ｄ：計画値の達成度合は70％

未満であり、その要因は法 （この他、
人の著しく不適切な対応に 飼料製造管理者資格取得講習会
あった 1回（ 91名）

飼料抗菌剤GMP研修会 6回（217名）
肥料分析実務者研修 2回（ 18名）
肥料取締・品質管理講習 1回（ 24名）)

【その他の特記事項】
達成度合：107％(32回／30回)

○ 地方公共団体等から消 ◇地方公共団体等から依頼 【業務実績報告書の記述】
費者啓発に係る取組等へ された講習会等への講師派 地方公共団体からの要請に応じて行う講習会
の参加要請があった場合 遣について、センターが有す （派遣講習）に35回（参加者1,471名 、事業者 ａ）
には、必要に応じて国民 る専門技術的知見が活用でき 等から依頼を受けて行う講習会（依頼講習）に
生活センターと連携しつ る講習会等へ職員等を派遣 264回（参加者17,779名）役職員を講師として
つ、地方公共団体等の取 した。 派遣するとともに、消費生活展への出展を24回
組を支援するため、講習 ｓ：派遣し、特に優れた成果 （来場者751,884名）実施した。
会等に役職員の派遣等セ が得られた
ンターの有する専門技術 ａ：派遣した 地方公共団体等からの参加要請に応じて、各
的知見を活用した対応を ｃ：派遣しなかった 種研修会及び連絡会議等に職員を26回派遣し、
行う。 ｄ：派遣せず、その要因は法 事業者等からの要請に応じて、委員会等に役職

人の著しく不適切な対応に 員を委員として39回派遣した。
、 、あった また 他機関の研究所等からの依頼に応じて
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残留農薬分析等についての受入研修等を11回
（参加者111名）行った。

なお、国民生活センターとは、当センターの
主催する地方公共団体職員研修会に、講師とし
て国民生活センターの職員の派遣要請を2回行
うとともに、国民生活センターからの要請に応
じ依頼講習に講師として職員を1回派遣する等
の連携を図った。

また、生産資材に由来す イ 提供内容の充実 イ 提供内容の充実 ◇的確に情報を収集・整理 【業務実績報告書の記述】
る有害な物質等のリスクに 肥料、農薬、飼料及び ○ 提供情報の的確性、わ し、わかりやすく情報提供す 外部の有識者を含めた情報提供業務検討・評
関する正しい理解や、食品 飼料添加物並びに土壌改 かりやすさ等情報提供業 るために、外部の有識者を含 価委員会を平成21年3月に開催し、平成20年度 ａ
の成分や原材料等に由来す 良資材の検査結果、これ 務の質の向上に資する方 む委員会を開催した。 の情報提供業務及び平成21年度の計画について
る品質及び表示に関する信 らの生産資材に関する国 策を検討するため、外部 ｓ：開催し、特に優れた成果 評価及び検討を行った （その結果、より読み。
頼の確保の観点から、幅広 内外の規制等の情報、食 の有識者を含めた委員会 が得られた やすくわかりやすい情報提供をすべきとの指摘
くかつ適切に収集した情報 品等の検査結果並びに品 を開催し、検討結果は情 ａ：開催した を受け、平成21年度の改善として、広報誌の配
をわかりやすく提供するな 質及び表示、遺伝子組換 報提供業務の改善に活用 ｃ：開催しなかった 色や見出しの付け方等について改善を図ること
ど、内容の充実を図ること え食品、農産物の残留農 する。 ｄ：開催せず、その要因は法 とした ）。
とする。 薬、生産資材の安全性等 ○ 消費者相談に迅速かつ 人の著しく不適切な対応に

の情報など、消費者の関 的確に対応するため、農 あった また、目的・対象を明確にした情報提供をす
心が高く、生産者等に対 林水産省消費者の部屋、 るべきとの平成19年度の同委員会における指摘
する生産資材の適正な利 地方農政局、国民生活セ に対し、ホームページで消費者、事業者、子供
用方法等の啓発に資する ンター、消費生活センタ の各対象別に関心が高いと思われる情報を整理
情報を適切に収集・整理 ー等関係機関と緊密に連 し、目的の情報を検索しやすくした。
するため、外部の有識者 携する。
を含む委員会の開催によ
るニーズの把握・検討、 ○ 消費者、生産者及び事 ◇相談事例集の作成・更新、 【業務実績報告書の記述】
収集分野の設定・評価を 業者等からの相談への対 職員の研修等、消費者、生産 ○ 消費者相談において消費者被害情報を受け
行う。 応の質の向上を図るた 者及び事業者等からの相談へ 付けた場合には、保健所、農林水産省、国民 ａ
また、わかりやすく情 め、これに対応する専門 の対応の質の向上を図るため 生活センター等に連絡する等、迅速に対応し

報提供を行うため、上記 技術的知見を有する者を の取組を行った。 た。
の委員会等により資料の 養成するための研修を行 ｓ：取組を行い、特に優れた ○ 相談業務に従事する職員に対して相談業務
内容や作成方法等に関し うとともに、受け付けた 成果が得られた 担当者研修を5回（43名）実施した。
て毎事業年度、検討・評 相談を整理し、重要な事 ａ：取組を行った ○ 受け付けた相談を整理し、またホームペー
価を行う。 例を相談事例集に収録 ｂ：取組は不十分であった ジに掲載している相談事例集の内容を精査し
さらに、迅速かつ的確 し、相談対応マニュアル ｃ：取組を行わなかった た結果 「企業相談事例集」に掲載している、

に相談に対応するため、 の改善と併せてその充実 ｄ：取組を行わず、その要因 有機農産物の格付実績を平成19年度の実績に
相談事例集の作成・更 を図る。 は法人の著しく不適切な対 更新するとともに 「食のQ&A」に消費者相談、
新、相談対応に関する基 応にあった の事例6件を追加掲載した。
準文書に基づく適切な対 ○ 消費者相談対応マニュアル及び企業相談
応、職員の研修等を実施 対応マニュアルの見直しとして、消費者相
する。 談及び企業相談の手順の一本化や関係規程類

の体系的整理、食品危害情報の取扱要領等の
制定などについて検討・整理を行うことによ
り、消費者等からの相談についてより的確に
対応する体制を整えた。

【その他の特記事項】
消費者相談事例集について見直しを行い、平

成19年度に受け付けた相談3,590件の中から8件
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の事例を追加するとともに、過去に受け付けた
事例について、品目の名称を現行の規定に基づ

、 。いた名称に修正するなど 所要の修正を行った
また、平成20年度に受け付けた相談2,822件

の中から13件を消費者相談事例集に掲載する候
補事例として選定した。

○ PIO-NETの端末を設置 ◇PIO-NETを活用し、国民生 【業務実績報告書の記述】
し、国民生活センター等 活センター等関係機関との情 PIO-NETの端末を本部に設置するとともに、
関係機関との情報の共有 報の共有化を図った。 「独立行政法人農林水産消費安全技術センター ａ
化を図り、情報提供の内 ｓ：情報の共有化を図り、特 へのPIO-NET端末設置に伴う利用指針」を策定
容の充実に資する。 に優れた成果が得られた し、国民生活センター等関係機関との情報の共

ａ：情報の共有化を図った 有化を図った。また、食品に関する重大な事故
ｃ：情報の共有化を図らなか 情報があった場合に速やかに関係する部署に情

った 報提供するため、PIO-NET端末で食品の危害情
ｄ：情報の共有化を図らず、 報を定期的に検索した。

その要因は法人の著しく不
適切な対応にあった

さらに、こうした取組の ウ 以上の取組により、ア ウ 情報提供業務の改善を ◇提供情報等に関する情報提 【業務実績報告書の記述】
質的な向上を図るため、ア ンケート調査結果等によ 図るため、次の業務にお 供の形態ごとの顧客満足度が 提供情報の的確性、わかりやすさ等の向上に
ンケート調査等の実施によ り顧客満足度を測定し、 いて提供した情報や提供 5段階評価で3.5以上であっ 資するため、講習会、研修会、講師派遣、ホー ａ
り、提供した情報や提供方 5段階評価で中期目標期 方法の顧客満足度をアン た。 ムページ、広報誌等の業務について、利用者に
法について顧客満足度を測 間中の各事業年度を通じ ケート調査等により測定 ｓ：3.5以上であり、特に優 対するアンケート調査による効果測定を実施し
定し、5段階評価で3．5以 て3.5以上の顧客満足度 する。 れた成果が得られた た。顧客満足度（5段階評価）は、次のとおり
上の顧客満足度を確保す を目標とし、個別の講習 また、個別の講習会等 ａ：3.5以上であった であった。
る。 会等において、顧客満足 において顧客満足度が5 ｃ：3.5未満であった

度が3.5未満の場合には 段階評価で3.5未満の場 ｄ：3.5未満であり、その要 ・各種講習会及び研修会、
情報提供の方法の見直し 合には、情報提供の方法 因は法人の著しく不適切な 食品品質等知見活用講習会 4.0
等、必要な改善措置を講 の見直し等の必要な改善 対応にあった 食品等リスク情報共有化講習会 3.8
ずる。 措置を速やかに講ずる。 地方公共団体職員等研修会 4.3

・各種講習会及び研修会 技術講習会 4.0
・講師派遣 消費者被害防止講習会 3.8
・ホームページ ・講師派遣
・メールマガジン 派遣講習 4.7
・広報誌 依頼講習 4.7

・ホームページ 3.7
・メールマガジン 3.8
・広報誌 4.0

また、個別の講習会等において顧客満足度
が3.5未満であった3件の講習会及び講師派遣
については原因究明を行い、今後は事前に依
頼者と十分な調整を行うことにより、対象者
のレベルを十分に把握しておくとともに、講演
内容も要点を絞った内容とする等の改善処置
を講ずることとした。

② 肥料及び農薬の登録結 ② 肥料及び農薬の登録結 ② 肥料及び農薬の登録結 ◇肥料及び農薬の登録結果、 【業務実績報告書の記述】
、 、 、 、果、食品、肥料、農薬、飼 果、食品、肥料、農薬、飼 果、食品、肥料、農薬、飼 食品、肥料、農薬、飼料及び 肥料及び農薬の登録結果 食品 肥料 農薬

料及び飼料添加物並びに土 料及び飼料添加物並びに土 料及び飼料添加物並びに土 飼料添加物並びに土壌改良資 飼料及び飼料添加物並びに土壌改良資材中の有 ａ
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壌改良資材中の有害な物質 壌改良資材中の有害な物質 壌改良資材中の有害な物質 材中の有害な物質等の分析結 害な物質等の分析結果等について、検査等結果
等の分析結果等について 等の分析結果等について 等の分析結果等について、 果等について、検査等結果を をデータベース化するとともに、各データベー
は、消費者、生産者及び事 は、消費者、生産者及び事 消費者、生産者及び事業者 データベース化するととも スについて必要な改善を図ることにより、消費
業者への情報提供に資する 業者への情報提供に資する への情報提供を効果的に行 に、必要な改善を行った。 者、生産者及び事業者への効果的な情報提供に
観点から、データベース化 観点から、農薬登録情報検 うため、検査等結果をデー ｓ：行い、特に優れた成果が 努めた。
を図る。 索システム、センター業務 タベース化するとともに、 得られた

情報化システム等によりデ 必要な改善を図る。 ａ：行った
ータベース化を図る。 ｃ：行わなかった

ｄ：行わず、その要因は法人
このうち、肥料の登録情 このうち、肥料の登録情 また、肥料の登録情報に の著しく不適切な対応にあ 肥料の原材料等消費者の関心の高い情報を迅

報等については、登録後30 報については、登録後30業 ついては、登録後30業務日 った 速かつ確実に提供することを目的として、肥料登
業務日以内にデータベース 務日以内にこれをデータベ 以内にこれをデータベース 録1,601件について、登録後30業務日以内に登
化する。 ース化し、要望に応じてそ 化し、要望に応じてその原 録情報等のデータベース化を行うとともに、ホ

の原材料等消費者の関心の 材料等消費者の関心の高い ームページにデータ提供している旨を掲載し、
高い情報を迅速かつ確実に 情報を、迅速かつ確実に提 関係者からの要望に応じてデータを264件提供
提供する。 供する。 した。

【その他の特記事項】
「登録後30業務日以内のデータベース化」に

ついては 「中期計画第2の1(2)の①ア情報提供、
業務の一元化(38ページ)」において評価するた
め、当指標においては評価しない。

③ 肥料、農薬、飼料及び飼 ③ 肥料、農薬、飼料及び飼 ③ 肥料、農薬、飼料及び飼 ◇農薬、土壌改良資材の安全 【業務実績報告書の記述】
料添加物並びに土壌改良資 料添加物並びに土壌改良資 料添加物並びに土壌改良資 性等の確保に資するための研 研修又は講師の派遣を次のとおり行うことに
材の安全性等の確保に資す 材の安全性等の確保に資す 材の安全性等の確保に資す 修又は講師の派遣を必要に応 より、肥料、農薬、飼料及び飼料添加物並びに ａ
るため 都道府県等の職員 るため、研修又は講師の派 るため、研修又は講師の派 じて行った。 土壌改良資材の安全性等の確保に努めた。、 、
検査関係機関、製造業者等 遣を行う。このうち、 遣を行う。このうち、 ｓ：行い、特に優れた成果が
に対して、法令に関する知 得られた 農薬の安全性等の確保に資するための講師派
識又はこれらの資材の検査 ａ：行った 遣について、東京都、京都府 （社）日本植物、
技術等に関する研修又は講 ｂ：必要な研修等を行わなか 防疫協会ほか7団体、農林水産省横浜植物防疫

（ ） 、師の派遣を行う。特に、 った事例があった 所などから17件 20名 の講師派遣依頼があり
ア 農薬については、農薬 ｃ：行わなかった そのすべてに対応した。

の検査に係る技術的協力 ｄ：行わず、その要因は法人 なお、土壌改良資材に関する製造業者及び分
及び農薬取締法第2条第1 の著しく不適切な対応にあ 析業者等を対象とした研修又は講師派遣の要請
項に規定する特定農薬の った はなかった。
指定に係る検討等につい
て 国からの要請に対し ア 肥料の取締りを行う都 ア 肥料の取締りを行う都 ◇肥料の取締りを行う都道府 【業務実績報告書の記述】、 、
適切に対応する。 道府県職員、生産業者等 道府県職員の検査技術の 県職員、生産業者等を対象と 都道府県職員、生産業者等に対して法令に関

イ 飼料については、飼料 を対象とした法令に関す 向上、生産業者等におけ した法令に関する知識又は肥 する知識又は肥料の検査技術等に関する研修及 ａ
製造管理者講習会を2年 る知識又は肥料の検査技 る肥料の安全性管理技術 料の検査技術等に関する研修 び講師の派遣を計24回（法令関係11回（参加者

） （ ））に1回以上実施するとと 術等に関する研修及び講 の向上等を図るため、法 及び講師の派遣を20回以上実 317名 及び検査技術関係13回 参加者456名
もに、国、関連団体等が 師の派遣については毎事 令に関する知識又は肥料 施した。 実施し、肥料の取締りを行う都道府県職員の法
行う事業計画検討委員会 業年度20回以上実施す の検査技術等に関する研 ｓ：計画値の達成度合は100 令に関する知識及び検査技術の向上と、生産業
等へ参画し、専門的・技 る。 修及び講師の派遣を合わ ％以上であり、特に優れた 者等における肥料の安全性管理技術の向上等を
術的見地からの協力を行 せて20回以上実施する。 成果が得られた 図った。
う。 ａ：計画値の達成度合は100

％以上であった 【その他の特記事項】
ｂ：計画値の達成度合は70％ 達成度合：120％(24回／20回)

以上100％未満であった
ｃ：計画値の達成度合は70％
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未満であった
ｄ：計画値の達成度合は70％

未満であり、その要因は法
人の著しく不適切な対応に
あった

イ 飼料の検査関係機関又 イ 飼料の検査関係機関又 ◇飼料の検査関係機関又は飼 【業務実績報告書の記述】
は飼料製造業者等の担当 は飼料製造業者等の担当 料製造業者等の担当者に対す 飼料の検査関係機関又は飼料製造業者等の担
者に対する法令に関する 者に対して法令に関する る法令に関する知識又は試験 当者に対して法令に関する知識又は飼料の試験 ａ
知識又は試験技術等の研 知識又は試験技術等の研 技術等の研修を10回以上実施 技術等に関する研修を18回（法令関係12回（参
修については、毎事業年 修を10回以上実施する。 した。 加者777名）及び試験技術等の研修6回（参加者
度10回以上実施する。 ｓ：計画値の達成度合は100 37名 ）実施した。）
さらに、 ％以上であり、特に優れた また、都道府県等の要請に応じ、飼料の安全

成果が得られた 性の確保等に関する各種会議（4回）へ講師を5
ａ：計画値の達成度合は100 名派遣した。
％以上であった

ｂ：計画値の達成度合は70％ 【その他の特記事項】
以上100％未満であった 達成度合：220％(22回／10回)

ｃ：計画値の達成度合は70％
未満であった

ｄ：計画値の達成度合は70％
未満であり、その要因は法
人の著しく不適切な対応に
あった

ウ 農薬取締法第2条第1項 ウ 農薬取締法第2条第1項 ◇特定農薬の指定に係る検討 【業務実績報告書の記述】
に規定する特定農薬の指 に規定する特定農薬の指 については、農林水産大臣か 平成20年度においては、特定農薬の指定に係
定に係る検討について 定に係る検討について らの指示に基づく期限内に適 る農林水産大臣からの指示はなかった。 －
は、農林水産大臣からの は、農林水産大臣からの 切に報告した。
指示に基づく期限内に適 指示に基づく期限内に適 ｓ：達成度合は100％であり 【その他の特記事項】、

検討の実績がないため、評価しない。切に報告する。 切に行いその結果を報告 特に優れた成果が得られた
する。 ａ：達成度合は90％以上であ

った
ｂ：達成度合は50％以上90％

未満であった
ｃ：達成度合は50％未満であ

った
ｄ：達成度合は50％未満であ

り、その要因は法人の著し
く不適切な対応にあった

エ 飼料製造管理者講習会 エ 飼料製造管理者講習会 ◇飼料製造管理者講習会の実 【業務実績報告書の記述】
については、2年に1回以 の受講希望者数を勘案し 施及び国等が行う事業検討委 受講希望者調査を実施し、その結果を基に飼
上実施するとともに 国 て 必要に応じ実施する 員会等への参画・協力を必要 料製造管理者資格取得講習会を1回（参加者91 ａ、 、 、 。
関連団体等が行う事業検 に応じて行った。 名）行った。
討委員会等への参画につ ｓ：行い、特に優れた成果が また、国、関連団体等が行う飼料に係る事業
いては、専門的・技術的 得られた 検討委員会等へ69回（98名）参画し、専門的・
見地からの協力を行う。 ａ：行った 技術的見地からの協力を行った。

ｂ：必要な協力等を行わなか
った事例があった
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ｃ：行わなかった
ｄ：行わず、その要因は法人

の著しく不適切な対応にあ
った

なお、研修等を実施した なお、研修等を実施した なお、必要に応じて研修 ◇研修等の内容に関するアン 【業務実績報告書の記述】
際には、必要に応じて研修 際には、必要に応じて研修 受講者、会議主催者等に対 ケート等を実施することによ 研修等について適宜アンケートを実施し、そ
の受講者等に対して、研修 受講者、会議主催者等に対 して研修等の内容に関する り、研修等の内容の改善を図 の結果を基に必要な改善を図った。なお、顧客 ａ
等の内容に関するアンケー して、研修又は講義の内容 アンケートを実施し、その った。 満足度（5段階評価）は平均4.1であった。
トを実施し、その結果を評 についてアンケート等を実 結果を評価・分析すること ｓ：アンケート等を実施し、
価・分析することにより、 施し、その結果を評価・分 により、研修又は講義の内 必要な改善を行い、特に優
研修等の内容の改善を図 析することにより、研修又 容の改善を図る。 れた成果が得られた
る。 は講義の内容の改善を図 ａ：アンケート等に実施し、

る。 必要な改善を行った
ｂ：アンケート等を実施しな

かった事例があった、又は
必要な改善を行わなかった
事例があった

ｃ：アンケート等を実施しな
かった、又は必要な改善を
行わなかった

ｄ：アンケート等を実施せ
ず、又は必要な改善を行わ
ず、その要因は法人の著し
く不適切な対応にあった

(3) 窓口業務の全国における (3) 窓口業務の全国における (3) 窓口業務の全国における ○窓口業務の全国における実
Ａ実施 実施 実施 施

指標の総数 ：３
評価ｓの指標数：０×３点＝０点
評価ａの指標数：３×２点＝６点
評価ｂの指標数：０×１点＝０点
評価ｃの指標数：０×０点＝０点
評価ｄの指標数：０×-1点＝０点

合 計 ６点
(６／６＝100％)

肥料取締法 農薬取締法 窓口業務を全国で実施す 肥料取締法 農薬取締法 【業務実績報告書の記述】、 、 、 、
飼料安全法等の法令に基づ るため、次に掲げる取組を 飼料安全法等の法令に基づ 次に掲げる取組を行うことにより、肥料取締
く届出及び登録証等の交付 実施する。 く届出及び登録証等の交付 法、農薬取締法及び飼料安全法に基づく届出及
に係る窓口業務について に係る窓口業務並びに消費 び登録証等の交付に係る窓口業務並びに消費者
は、事業者等の利便性を向 者等からの相談窓口業務を 等からの相談窓口業務を全国で実施した。
上させるため、本部及び全 全国で実施するため、次に
国の地方組織において処理 掲げる取組を引き続き実施
する。また、消費者等から する。
の食品表示等に関する相談
窓口を、全国の地方組織に ① 関係法令に基づく事務 ① 関係法令に基づく事務 ◇関係法令に基づく事務処理 【業務実績報告書の記述】
設置する。 処理内容に係る所要の研 処理内容に係る所要の研 内容に係る所要の研修、食品 異動により窓口業務担当者となった職員に対

修、食品表示に関する研 修、食品表示に関する研 表示に関する研修等を必要に し、関係法令に基づく事務処理内容に係る所要 ａ
修等を行う。 修等を必要に応じて行 応じて行った。 の研修として「窓口業務担当者研修」を1回（1

う。 ｓ：行い、特に優れた成果が 名）実施するとともに、相談対応業務に従事す
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得られた る職員に対し、食品表示、肥料、飼料、農薬等
ａ：行った の基礎知識に関する研修として「相談業務担当
ｃ：行わなかった 者研修」を5回（43名）実施した。
ｄ：行わず、その要因は法人

の著しく不適切な対応にあ
った

② ホームページ等を活用 ② 関係団体や関係者の利 ◇窓口業務の設置状況につい 【業務実績報告書の記述】
して関係団体や関係者へ 便性の向上等について、 て、ホームページ等を活用し 次の届出の受付や登録証等の交付及び消費者
の周知を図る。 ホームページ等を活用し て関係団体や関係者への周知 等からの相談をすべての窓口で対応する旨をホ ａ

て周知を図る。 を図った。 ームページ等を活用して周知した。
ｓ：図り、特に優れた成果が

得られた ・肥料登録証・仮登録証の交付
ａ：図った ・農薬登録票の交付
ｃ：図らなかった ・農薬取締法第6条第2項の規定に基づく農薬
ｄ：図らず、その要因は法人 登録申請書記載事項の変更に係る届出

の著しく不適切な対応にあ ・飼料製造管理者届出事項変更届出のうち飼
った 料又は飼料添加物の種類及び名称の変更に

係る届出

③ 窓口業務に係る関係規 ③ 平成19年度に策定した ◇窓口業務に係る規程類を必 【業務実績報告書の記述】
程の整備、対応マニュア 窓口業務に係る関係規 要に応じて見直し、苦情等に 平成19年度に策定した窓口業務に係る関係規
ルの作成、職員から成る 程、対応マニュアルにつ 対する改善方策等の検討等を 程、対応マニュアルについて見直しを行い、消 ａ
委員会において苦情等が いて必要に応じて見直し 行うことにより、継続的に業 費者相談及び企業相談の手順書の一本化や関係
あった場合の改善方策等 を行うとともに、苦情等 務運営の改善を図った。 規程類の体系的整理、食品危害情報の取扱要領
の検討等を行うことによ があった場合には、必要 ｓ：図り、特に優れた成果が 等の制定などについて検討・整理を行うことに
り、継続的に業務運営の に応じ業務改善委員会に 得られた より、消費者等からの相談対応についてより的
改善を図る。 おいて、改善方策等の検 ａ：図った 確に対応する体制を整えた。なお、窓口業務に

討等を行う。また、処理 ｃ：図らなかった 関する苦情等はなかった。
結果等については、セン ｄ：図らず、その要因は法人
ター全体で情報を共有 の著しく不適切な対応にあ 【その他の特記事項】
し、マネジメントレビュ った 窓口業務に係る苦情が寄せられた場合は、苦
ーに反映させるものとす 情処理規程に基づいて適切に対処し、その結果
る。 を業務改善委員会で審議することとしている。

、 、、また 審議結果は役職員へ周知するとともに
センターの品質マネジメントシステムの改善に
活用することとしている。

【その他の特記事項】
全国に設置した相談窓口に消費者等から

16,856件の相談が寄せられた。その多くは「食
」 、「 」、「 」、品 に関する相談であったが 肥料 農薬

「飼料」に関する相談もあり、相談者の利便性
に配慮して受け付けた窓口において適切に対応
した。
なお 「肥料 「農薬 「飼料」に関する相、 」、 」、

談の全体に占める割合は旧3法人の統合以前と
比較して増加した。

（ ））・肥料等の相談 115件 対H18比：229％増
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また、次に掲げる法令に基づく届出等9,107
件について、受け付けた窓口において適切に処
理した。

・肥料登録証・仮登録証の交付 1,601件
・農薬登録票の交付 4,006件
・農薬取締法第6条第2項の規程に基づく農薬

登録申請書記載事項の変更に係る届出
3,247件

・飼料製造管理者届出事項変更届のうち飼料
又は飼料添加物の種類及び名称の変更に係
る届出 253件

計 9,107件

(4) 検査・分析能力の継続的 (4) 検査・分析能力の継続的 (4) 検査・分析能力の継続的 ○検査・分析能力の継続的向
Ａ向上 向上 向上 上

指標の総数：５
評価ｓの指標数：０×３点＝０点
評価ａの指標数：５×２点＝10点
評価ｂの指標数：０×１点＝０点
評価ｃの指標数：０×０点＝０点
評価ｄの指標数：０×-1点＝０点

合 計 10点
(10／10＝100％)

検査等業務の実施に当た 検査分析に係る能力及び 職員の検査分析技術力の 【業務実績報告書の記述】
り、検査分析機関としての 信頼性の向上を図るため、 維持・向上を図り、検査分 次に掲げる取組を行うことにより、職員の検
国際基準を導入するととも 分析機関としての国際標準 析結果の信頼性を確保する 査分析能力の維持・向上を図り、検査分析結果
に、統合によるスケールメ であるISO/IEC17025及び ため、センターが行う検査 の信頼性を確保に努めた。
リットを活かし、 GLPの考え方による業務管 分析業務全般について ISO、
① 分析の精度管理 理体制の確立、維持・改善 /IEC17025及びGLPの考え方 本部で分析試験業務運営委員会を2回、各セ
② 分析精度を向上させる を図り、検査分析業務に関 に基づく分析試験業務管理 ンターで分析試験業務管理委員会を66回開催

ための分析手法の開発及 する基準文書に基づき、分 を導入するため、引き続き し、分析試験業務内部監査の結果に基づいた
び妥当性の確認 析機器及び試薬等の維持管 関係規程、管理手順書等を 関係マニュアル類の改正及び機器整備等の分

③ 分析技術及び分析能力 理、記録等を適正に行うと 整備するとともに、次に掲 析試験業務の管理に必要な事項を審議し決定し
を向上させるための研修 ともに、統合によるスケー げる取組を実施する。 た。
及び技能試験 ルメリットを活かし、

④ 高度な技術を必要とす
る分析等を、個々の検査 ① ISO/IEC17025（しょう ① しょうゆのアルコール ◇認定されたISO/IEC17025の 【業務実績報告書の記述】
等業務におけるノウハウ ゆアルコール分測定）の 分の測定及び遺伝子組換 要求事項への適合性の維持 しょうゆのアルコール分の測定及び遺伝子組
・知見を共有化しつつ、 認定を維持するため、マ え大豆の定性分析につい 又は認定の対象範囲を拡大 換え大豆の定性分析について、ISO/IEC17025の ａ
組織横断的に一体的に実 ニュアルに基づく適正な て、ISO/IEC17025の要求 した。 要求事項への適合性を維持するとともに、品
施し、検査・分析能力を 実験室の管理や分析を行 事項への適合性を維持す ｓ：維持、又は拡大し、特に 質システムの継続的な改善に取組み、認定機
継続的に向上する。 うとともに、認定範囲の るとともに、システムの 優れた成果が得られた 関から認定継続の承認を受けた。なお、認定範
なお、①は実験室間精 拡大を検討する。 継続的な改善に取り組 ａ：維持、又は拡大した 囲の拡大について検討した結果、平成20年度に

度管理を毎事業年度5回 む。さらに、認定範囲の ｃ：維持しなかった おいては、既認定範囲に係る品質システムの改
以上、②の分析手法の開 拡大について検討する。 ｄ：維持せず、その要因は法 善・充実を図ることとし、拡大しないこととし
発及び改良は中期目標期 人の著しく不適切な対応に た。
間中に30課題、③の研修 あった
は毎事業年度20回、③の
技能試験は毎事業年度5 ② 分析の精度管理のた ② 分析精度の確認のた ◇実験室間精度管理を5回以 【業務実績報告書の記述】



- 51 -

回以上、実施する。 め、外部機関又はセンタ め、外部機関又はセンタ 上実施した。 センター主催による実験室間精度管理を5回
ー主催による実験室間精 ー主催による実験室間精 ｓ：計画値の達成度合は100 実施し、一部を除き満足な結果が得られた。 ａ
度管理を毎事業年度5回 度管理を5回以上実施す ％以上であり、特に優れた なお、満足な結果が得られなかったセンターに
以上実施し、その結果に るとともに、不満足な結 成果が得られた 対しては、原因究明のため分析条件及び分析手
基づき必要な措置を講ず 果であった場合には、原 ａ：計画値の達成度合は100 順等について確認する等の必要な検証及び是正
る。 因を究明のうえ再試験、 ％以上であった 処置を実施した。

当該実験室の担当職員に ｂ：計画値の達成度合は70％
対する教育訓練等の必要 以上100％未満であった 【その他の特記事項】
な措置を講ずる。 ｃ：計画値の達成度合は70％ 達成度合：100％(5回／5回)

未満であった
ｄ：計画値の達成度合は70％

未満であり、その要因は法
人の著しく不適切な対応に
あった

③ 分析手法の開発又は改 ③ 分析手法の開発又は改 ◇有害成分に関する分析方 【業務実績報告書の記述】
良については、中期目標 良については、地方組織 法、基準・規格の改善に対応 飼料及び飼料添加物の分析法の公定法化に資
期間中に、有害成分に関 を活用して、有害成分に する分析方法等の開発又は改 するため、7課題（9成分）の分析法の開発又は ａ
する分析方法、基準・規 関する分析方法、基準・ 良を妥当性確認を併せて年度 改良するとともに、妥当性の確認を行い、調査
格の改善に対応する分析 規格の改善に対応する分 計画に基づき実施した。 結果を取りまとめた。
方法等30課題以上実施す 析方法等5課題以上を実 ｓ：計画値の達成度合は100
るとともに、妥当性の確 施し、併せて妥当性の確 ％以上であり、特に優れた 【その他の特記事項】
認については、地方組織 認を行う。 成果が得られた 達成度合：140％(7課題／5課題)
を活用する。 ａ：計画値の達成度合は100

％以上であった
ｂ：計画値の達成度合は70％

以上100％未満であった
ｃ：計画値の達成度合は70％

未満であった
ｄ：計画値の達成度合は70％

未満であり、その要因は法
人の著しく不適切な対応に
あった

④ 分析技術及び分析能力 ④ 分析技術及び分析能力 ◇高度な分析技術に係る研修 【業務実績報告書の記述】
の向上を図るため、分析 の向上を図るため、分析 を含め、分析技術に関する研 分析担当者に対して分析技術に関する研修
担当者に対して分析技術 担当者に対して分析技術 修を20回以上行った。 を次のとおり32回（176名）実施した。 ａ
に関する研修を毎事業年 に関する研修を20回以上 ｓ：計画値の達成度合は100

（ ）度20回以上行うととも 行うとともに、外部機関 ％以上であり、特に優れた ・分析技術研修 21回 43名
（ ）に、外部機関又はセンタ 又はセンターが主催する 成果が得られた ・分析技術向上研修 11回 133名

ーが主催する技能試験を 技能試験を5回以上実施 ａ：計画値の達成度合は100
毎事業年度5回以上実施 し、検査に係る分析に従 ％以上であった また、分析試験業務以外の業務に関する専門
し、検査に係る分析に従 事する職員を参加させ ｂ：計画値の達成度合は70％ 的な知識の習得を図るための研修を54回（606
事する職員を参加させ る。なお、技能試験の結 以上100％未満であった 名）実施した。
る。 果が不満足であった場合 ｃ：計画値の達成度合は70％

には、原因を究明のうえ 未満であった 外部機関が主催する技能試験を20回、セン
再試験、当該職員に対す ｄ：計画値の達成度合は70％ ターが主催する技能試験を9回、合計29回実施
る教育訓練等の必要な措 未満であり、その要因は法 し、検査に係る分析に従事する職員（延べ207
置を講ずる。 人の著しく不適切な対応に 名）に参加させ、一部を除き満足な結果が得

あった られた。なお、満足な結果が得られなかった試
験者に対して原因究明を行った結果、機器のメ
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ンテナンスに問題があること等が判明したた
め、分析マニュアルに機器のメンテナンスに関
する注意事項を追記する等の必要な是正処置を
実施した。

⑤ 高度な技術を必要とす ⑤ 高度な技術を必要とす 高度な技術を必要とするDNA等の分析につい
るダイオキシン類やDNA るダイオキシン類やDNA ては、一層の技術力の向上を図るための研修を
等の分析については、一 等の分析については、一 DNA分析に従事する職員に対して1回（2名）実
層の技術力の向上を図る 層の技術力の向上を図る 施し、専門スタッフを育成した。
ため、必要な研修を実施 ための研修を実施し、専
し、専門スタッフを育成 門スタッフを育成する。 【その他の特記事項】
する。 達成度合：160％(32回／20回)

⑥ 試験研究機関との共同 ⑥ 試験研究機関との共同 ◇試験研究機関との共同研究 【業務実績報告書の記述】
研究や人事交流等を実施 研究や人事交流等を実施 や人事交流等を実施すること 調査研究の年度計画に基づき試験研究機関と
し、計画的な人材の育成 し、計画的な人材育成を により、計画的な人材の育成 の共同研究を17課題実施するとともに、共同研 ａ
を行う。 行う。 を行った。 究のための人事交流として次のとおり職員を駐

ｓ：行い、特に優れた成果が 在させ、人材育成を行った。
得られた

ａ：行った ・食品総合研究所 3名
ｃ：行わなかった ・中央水産研究所 1名
ｄ：行わず、その要因は法人

の著しく不適切な対応にあ 【大学、試験研究機関等との共同試験等(中期
った 計画第2の3(6)の①)に関する業務実績報告書の

記述】
15課題について、試験研究機関等と共同で調

査研究を実施するとともに、次の4課題につい
て、他機関で開発された判別技術の導入を行う
ことにより、調査研究の水準の向上を図った。

・畜産物の食品表示のための科学的分析法の
妥当性確認

・DNA分析を使用した牛肉の雌雄判別法の検
討

・FRIP法を用いたクモガニ科甲殻類の判別法
の検討

・うなぎ加工品の原料魚種判別法の開発

調査研究の実施に当たっては、次の取組を行
うことにより、食品等の検査技術に関する技術
開発の動向等の把握に努めた。

・ 食品等の検査技術に関するニーズ、技術
開発の動向等を把握するため、学会誌、試
験研究機関の研究報告書等から必要な情報
を入手した。

・ 食品総合研究所及び中央水産研究所等の
主催する試験研究推進会議等に計7回参画
し、また、各種学会に11回参加し、学会発
表を行うとともに情報収集を行った。
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【その他の特記事項】
「中期計画第2の3(6)の①大学、試験研究機

」 、関等との共同試験等(106ページ) については
当指標において評価する。

また、これらの取組の実 また、これらの取組の実 ⑦ 上記①から⑥の取組の 【業務実績報告書の記述】
施に当たっては、センター 施に当たっては、月別の検 実施に当たっては、月別 上記①から⑥の取組の実施に当たっては、月
全体で検査・分析業務を平 査業務量の平準化の観点か の検査業務量の平準化の 別の業務量の平準化の観点から実施時期の調整
準化させるよう留意するも ら、実施時期を適切に設定 観点から、適切な実施時 を行った。
のとする。 する。 期を設定する。

２ 生産段階における安全性 ２ 生産段階における安全性 ２ 生産段階における安全性
等の確保に関する業務 等の確保に関する業務 等の確保に関する業務

(1) 肥料関係業務 (1) 肥料関係業務 (1) 肥料関係業務 ○肥料関係業務
Ａ

指標の総数 ：15
評価ｓの指標数：０×３点＝０点
評価ａの指標数：15×２点＝30点
評価ｂの指標数：０×１点＝０点
評価ｃの指標数：０×０点＝０点
評価ｄの指標数：０×-1点＝０点

合 計 30点
(30／30＝100％)

① 肥料の検査等業務 ① 肥料の検査等業務 ① 肥料の検査等業務

ア 肥料の登録又は仮登録 ア 肥料の登録又は仮登録 ア 肥料の登録又は仮登録 ◇肥料の新規登録申請に係る 【業務実績報告書の記述】
の申請に係る調査 の申請に係る調査 の申請に係る調査 調査結果の報告に要する期間 登録申請1,601件に係る調査の質を確保しつ

(ｱ) 調査結果の報告につい (ｱ) 再生資源の利用促進に (ｱ) 再生資源の利用促進に を削減するための取組を行っ つ、結果報告に要する期間を削減するため、次 ａ
ては、肥料の安全性の確 より、汚泥等有害成分を より、汚泥等有害成分を た。 に掲げる事項に取組み、最大で28日と目標期間
保の効率的かつ効果的な 含むおそれの高い肥料の 含むおそれの高い肥料の ｓ：計画どおり実施し、特に に対して6.7％削減し、肥料の安全性の確保と
推進に資するため、その 登録申請数が依然として 登録申請数が依然として 優れた成果が得られた 食の安全の効率的かつ効果的な推進を図った。
申請に係る調査の質を確 高水準で推移すると見込 高水準で推移すると見込 ａ：計画どおり実施した
保しつつ 業務の効率化 まれる中で、肥料の安全 まれる中で、肥料の安全 ｂ：概ね計画どおり実施した、 、
職員の資質の向上等を図 性の確保と食の安全の効 性の確保と食の安全の効 ｃ：計画どおり実施できなか
ることにより、中期目標 率的かつ効果的な推進に 率的かつ効果的な推進に った
期間中に、農林水産大臣 資するため、その申請に 資するため、その申請に ｄ：計画どおり実施できず、
の指示から報告までに要 係る調査の質を確保しつ 係る調査の質を確保しつ その要因は法人の著しく不
する期間を、現行の目標 つ、中期目標期間中に、 つ、中期目標期間中に、 適切な対応にあった
期間（新規登録申請：30 当該調査結果の報告まで 当該調査結果の報告まで
日）を5％削減する。 の期間を、現行の目標期 の期間を、現行の目標期

（ ） （ ）間 新規登録申請：30日 間 新規登録申請：30日
に対して5％削減するこ に対して5％削減するこ
とができるよう、次に掲 とができるよう、次に掲
げる事項を推進する。 げる事項を推進する。

ａ 登録申請マニュアル ａ 登録申請に関する問 登録申請マニュアル及び登録Q&Aを改訂し、
及び登録Ｑ＆Ａの改訂 い合わせ事務の合理化 要請に基づき配布するとともに、ホームページ
・配布並びにこれらの を図るため、登録申請 に肥料登録申請手続きの概要及び諸手続き等を
ホームページへの掲載 マニュアル及び登録Ｑ 掲載し、登録申請者に対する最新情報の提供に
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を行うとともに、職員 ＆Ａを改訂し要請に基 努めた。
の問い合わせ対応能力 づき配布するととも
の向上を図ることによ に、ホームページに掲
り、肥料の登録申請に 載した登録申請マニュ
関する問い合わせ事務 アル等の活用促進に努
の合理化を図る。 める。

また、併せて接遇研 また、窓口業務に係る職員10名に対して、肥
修等を実施し、職員の 料登録の事例演習等の研修を実施し、問合せ対
問い合わせ対応能力の 応能力の向上を図った。なお、平成20年度の問
向上を図る。 合わせ件数は8,244件であった。

ｂ 最新の分析・鑑定手 ｂ 分析・鑑定業務の効 日本環境化学会が主催したセミナー等11回に
法の導入に努め、分析 率化等を図るため、最 延べ23名参加し、最新の分析・鑑定手法に関す
・鑑定業務の効率化を 新の分析・鑑定手法に る文献・報文の収集を行った。
図る。 関する文献・報文の収

集を行う。

ｃ 肥料用原材料のデー ｃ 新たな製法による銘 新規に登録申請があった1,601件について、
タベースを、LANを用 柄の登録申請があった 登録申請書を電子データ（PDF）化し、インタ
いて本部及び地方組織 場合には、LAN等を用 ーネットVPNを用いて各センター間で情報を共
間で共有化することに いて本部及び地方組織 有した。
より、登録申請時にお で情報を共有化するこ また、新たな製法による肥料の原料や材料の
ける安全性の可否の判 とにより、登録申請時 データベース化を引き続き行い、原料10件及び
断の迅速化を図る。 における安全性の可否 材料3件を追加集積した。

の判断の迅速化を図る
とともに、肥料用原材
料のデータベースの作
成を引き続き行う。

(ｲ) 業務運営の改善を図る (ｲ) 業務運営の改善を図る (ｲ) 業務運営の改善を図る ◇肥料の登録等に係る職員の 【業務実績報告書の記述】
ため、肥料の登録等の申 ため、肥料の登録等の申 ため、肥料の登録等の申 窓口対応等について、顧客満 登録申請窓口に来所した申請者等に対し、職
請者に対するアンケート 請者に対するアンケート 請者に対するアンケート 足度が5段階評価で3.5以上を 員の窓口対応等についてアンケート調査を四半 ａ
を実施し、職員の窓口対 をその都度実施し、職員 をその都度実施し、職員 達成するための取組を行っ 期ごとに実施した結果 平成20年については330、
応等についての顧客満足 の窓口対応等についての の窓口対応等についての た。 件の回答があり、その結果は5段階評価で4.0で
度を測定し、5段階評価 顧客満足度を測定し、5 顧客満足度を測定し、5 ｓ：計画どおり実施し、特に あった。
で3.5以上の顧客満足度 段階評価で3.5以上の顧 段階評価で3.5以上の顧 優れた成果が得られた
を中期目標期間中に達成 客満足度を中期目標期間 客満足度を中期目標期間 ａ：計画どおり実施した
する。 中に達成する。 中に達成するため、現状 ｂ：概ね計画どおり実施した

このため、現状の問題 の問題点とアンケート内 ｃ：計画どおり実施できなか
点とアンケート内容の改 容の改善策を網羅した肥 った
善策を網羅した業務運営 料登録業務運営改善マニ ｄ：計画どおり実施できず、
改善マニュアル（仮称） ュアルを作成し、担当職 その要因は法人の著しく不
を作成し、担当職員に配 員に配布する。 適切な対応にあった
布する。 【平成21年度までの指標】

また、毎事業年度、担 また、担当者の研修会 ◇肥料の登録等に係る職員の また、担当者の研修会を開催するとともに、
「 」 、当者の研修会を開催する を開催するとともに、必 窓口対応等について、業務運 肥料登録業務運営改善マニュアル を見直し

とともに、必要に応じて 要に応じてマニュアルの 営の改善を図るための取組を 肥料登録申請等の業務における窓口対応の質の
マニュアルの内容の見直 内容の見直しを行う。 行うことにより、顧客満足度 向上に努めた。
しを行う。 が5段階評価で3.5以上であっ
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た。 【その他の特記事項】
ｓ：3.5以上であり、特に優 登録受付窓口付近に立て看板の設置を行い来
れた成果が得られた 訪者へ対応を実施した。

ａ：3.5以上であった
ｃ：3.5未満であった
ｄ：3.5未満であり、その要

因は法人の著しく不適切な
対応にあった

【中期目標終了時（平成22年
度）の指標】

(ｳ) 仮登録肥料に係る肥効 (ｳ) 仮登録肥料に係る肥効 (ｳ) 仮登録肥料に係る肥効 ◇仮登録肥料に係る肥効試験 【業務実績報告書の記述】
試験について申請者の利 試験について申請者の利 試験については、施肥設 について、試験開始から1年 平成19年5月25日付けで仮登録された肥料4件
便等に供するため、原則 便等に供するため、原則 計、土壌条件等を考慮し 以内に試験結果を取りまと の肥効試験の結果を取りまとめ 平成20年4月28 ａ、
として1年以内に試験結 として1年以内に試験結 た計画的な試験の推進に め 農林水産大臣に報告した 日付けで農林水産大臣に報告した。、 。
果を取りまとめ、農林水 果を取りまとめ、農林水 より、一層の迅速化を図 ｓ：計画どおり実施し、特に なお、平成20年度に仮登録肥料の申請はなか
産大臣の設定する肥料の 産大臣の設定する肥料の り、本事業年度に開始し 優れた成果が得られた った。
公定規格に関する基礎資 公定規格に関する基礎資 た試験について、原則と ａ：計画どおり実施した
料として農林水産大臣に 料として農林水産大臣に して1年以内に試験結果 ｂ：概ね計画どおり実施した
報告する。 報告するものとし、当該 を取りまとめ、21年度末 ｃ：計画どおり実施できなか

試験について 施肥設計 までに農林水産大臣に報 った、 、
土壌・気象条件等を考慮 告することができるよう ｄ：計画どおり実施できず、
し、計画的な試験の推進 にする。 その要因は法人の著しく不
により、一層の迅速化を 適切な対応にあった
図るものとする。

イ 収去品の検査 イ 収去品の検査 イ 収去品の検査 ◇収去品の検査について、収 【業務実績報告書の記述】
(ｱ) 有害成分を含む肥料の (ｱ) 有害成分を含む肥料の (ｱ) 有害成分を含む肥料の 去から分析結果を得るまでの 収去品の検査について、次のとおり成分の内

流通による被害の発生防 流通による被害の発生防 流通による被害の発生の 標準処理期間を削減するため 容に応じた区分けを行い、標準処理期間内に処 ａ
止に資するため、成分の 止に資するため、成分の 防止に資するため、成分 の取組を実施した。 理することにより、有害成分を含む肥料の流通
内容に応じて収去から分 内容に応じて収去から分 の内容に応じて収去から ｓ：計画どおり実施し、特に による被害の防止に努めた。
析結果を得るまでの標準 析結果を得るまでの標準 分析結果を得るまでの標 優れた成果が得られた
処理期間を定め、中期目 処理期間を次のとおり定 準処理期間を次のとおり ａ：計画どおり実施した ａ 人畜に有害な成分として暫定的に設定し
標期間中に当該標準処理 め、中期目標期間中に当 定めるとともに、中期目 ｂ：概ね計画どおり実施した た、ひ素、カドミウム、水銀及び鉛の4成
期間を10％削減する。 該標準処理期間をそれぞ 標期間中に当該標準処理 ｃ：計画どおり実施できなか 分について1,683点の検査を行い、いずれ

れ10％削減する。 期間をそれぞれ10％削減 った の成分も検査週後の10業務日以内に結果を
ａ 人畜に有害な成分 する。 ｄ：計画どおり実施できず、 取りまとめた。
検査週後 10業務日 なお 「人畜に有害な その要因は法人の著しく不 ｂ その他の有害な成分として、ひ素、カド、

ｂ その他の有害な成分 成分」としては、特定普 適切な対応にあった ミウム、水銀及び鉛以外の普通肥料の公定
検査週後 20業務日 通肥料が指定されるまで 【平成21年度までの指標】 規格に定める有害成分について959点の検

ｃ 有害な成分以外の成分 の間 ひ素 カドミウム 査を行い、いずれの成分も検査週後の20業、 、 、
検査週後 30業務日 水銀及び鉛を暫定的に定 ◇収去品の検査について、収 務日以内に結果を取りまとめた。

める。 去から分析結果を得るまでの ｃ 上記ａ及びｂ以外の成分について7,471
ａ 人畜に有害な成分 標準処理期間を10％削減し 点の検査を行い、いずれの成分も検査週後

検査週後 10業務日 た。 の30業務日以内に結果を取りまとめた。
ｂ その他の有害な成分 ｓ：達成度合は100％以上で

検査週後 20業務日 あり、特に優れた成果が得 成分の内容に応じて収去から分析結果を得る
ｃ 有害な成分以外の成分 られた までの期間を中期目標期間中に削減するため、

検査週後 30業務日 ａ：達成度合は90％以上であ 肥料中の重金属等（水銀、クロム及びひ素）の
った 分析法及び窒素の定量法について改良を行うと

ｂ：達成度合は50％以上90％ ともに、それらの方法における信頼性の確保の
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未満であった 調査・検討を実施し、分析・鑑定検査の迅速化
ｃ：達成度合は50％未満であ に努めた。

った
ｄ：達成度合は50％未満であ

り、その要因は法人の著し
く不適切な対応にあった

【中期目標終了時（平成22年
度）の指標】

(ｲ) 分析結果の内部監査等 (ｲ) 分析結果の内部監査等 (ｲ) 分析結果の内部監査等 ◇分析結果の内部監査等を含 【業務実績報告書の記述】
を含む精度管理の向上を を含む精度管理の向上を を含む精度管理の向上を む精度管理の向上を図るため 分析結果について、次に掲げる事項を実施す
図るための取組を実施す 図るため、信頼性保証体 図るため、信頼性保証体 の取組を実施した。 ることにより内部監査等を含む精度管理の向上 ａ
る。 制の構築等、信頼性の確 制の構築等、信頼性の確 ｓ：計画どおり実施し、特に を図った。

保に関するシステムを整 保に関するシステムを整 優れた成果が得られた
備するとともに、次に掲 備するとともに、次に掲 ａ：計画どおり実施した
げる取組を行う。 げる取組を実施する。 ｂ：概ね計画どおり実施した

ｃ：計画どおり実施できなか
ａ 内部監査、マネジメ ａ 内部監査、マネジメ った 内部監査手順書に従い、平成20年度は本部及
ントレビュー等、評価 ントレビュー等、評価 ｄ：計画どおり実施できず、 び名古屋センターの内部監査及び肥料試験品質
体制の整備 体制を整備し、内部監 その要因は法人の著しく不 システムマネジメントレビューを行い、内部監

査、外部精度管理、内 適切な対応にあった 査、外部精度管理、内部品質管理等の結果を評
部品質管理等の結果を 価した。
評価する。

ｂ センター内の測定結 ｂ センター内の測定結 内部精度管理に関するひ素試験標準作業書、
果の評価方法等、内部 果の評価方法等、内部 天秤管理標準作業書、原子吸光光度計管理標準
精度管理に関する手順 精度管理に関する手順 作業書、標準物質発注依頼・受領標準作業書、

、 、書の見直し・整備 書の必要な見直し・整 試験品搬送標準作業書 試験品受領標準作業書
備のため、試験実施手 試験品識別標準作業書、分析試料調製標準作業
順書、試験機器管理手 書及び試験品保管標準作業書を作成した。
順書、標準物質管理手
順書及び試験品取扱手
順書に付随する標準作
業書を作成する。

ｃ 文書管理及び記録管 ｃ 整備した文書管理手 整備した文書管理手順書及び記録管理手順書
理に関する手順書の見 順書及び記録管理手順 に従って、文書及び記録の作成、登録、保管等
直し・整備 書に従って、文書及び を実施した。

記録の作成、登録、保
管等を実施する。

ウ 肥料及びその原料の分 ウ 肥料及びその原料の分 ウ 肥料及びその原料の分 ◇都道府県、農業者等からの 【業務実績報告書の記述】
析・鑑定等の受託 析・鑑定等の受託 析・鑑定等の受託 肥料等の有害成分等の依頼分 都道府県からの依頼分析を1件（窒素全量の
有害成分を含む肥料の 有害成分を含む肥料の 有害成分を含む肥料の 析について、標準処理期間内 分析）実施するとともに、標準処理期間内に処 ａ

生産・流通の防止に資す 生産・流通の防止に資す 生産・流通の防止に資す に適切に処理した。 理した。
、るため、都道府県、農業 るため、都道府県、農業 るため、都道府県、農業 ｓ：達成度合は100％であり

者等からの依頼を受け 者等からの肥料等の有害 者等からの肥料等の有害 特に優れた成果が得られた 【その他の特記事項】
て、肥料等の有害成分に 成分等の依頼分析につい 成分等の依頼分析につい ａ：達成度合は90％以上であ 分析に要した期間は、4業務日であった。
係る分析を実施すること ては、ア、イ及びオ並び ては、業務に支障のない った
とし、センターにおいて に③の業務に支障のない 範囲内で実施することと ｂ：達成度合は50％以上90％ 達成度合：100％(1件／1件)
検査の内容に応じて標準 範囲内で実施することと し、次に掲げる標準処理 未満であった
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処理期間内に適切に処理 し、次に掲げる標準処理 期間内に適切に処理す ｃ：達成度合は50％未満であ
する。 期間内に適切に処理す る。 った

る。 (ｱ) 化学分析 (ｲ)を除く ｄ：達成度合は50％未満であ（ 。）
(ｱ) 化学分析 ｲ を除く 30業務日 り、その要因は法人の著し（（ ） 。）

30業務日 (ｲ) ダイオキシン類分析 く不適切な対応にあった
(ｲ) ダイオキシン類分析 60業務日

60業務日 (ｳ) 栽培試験（水稲等栽培
(ｳ) 栽培試験（水稲等栽培 期間の長い作物を用いた

期間の長い作物を用いた 試験は除く ） 90業務日。
試験を除く ） 90業務日 (ｴ) 鑑定（肉骨粉等のエラ。

(ｴ) 鑑定（肉骨粉等のエラ イザ法による場合にあっ
イザ法による場合にあっ ては、化学分析として扱
ては、化学分析として扱 う ）20業務日。
う ）20業務日。

また、標準処理期間内 また、標準処理期間内 ◇標準処理期間内に依頼分析 【業務実績報告書の記述】
に上記の依頼分析を適切 に上記の依頼分析を適切 を適切に処理するために必要 標準処理期間内に依頼分析を適切に処理する
に処理するため、次に掲 に処理するため、次に掲 な取組を行った。 ため、次に掲げる事項を実施した。 ａ
げる取組を行う。 げる取組を実施する。 ｓ：計画どおり実施し、特に

優れた成果が得られた
(ｱ) 専門技術的知見の必要 (ｱ) 専門技術的知見の必要 ａ：計画どおり実施した 業務の合理化を図るため、ICP質量分析法用

性が低い作業等に係るア 性が低い作業等に係るア ｂ：概ね計画どおり実施した 標準液の調製についてアウトソーシングを実施
ウトソーシングの推進に ウトソーシングの推進に ｃ：計画どおり実施できなか した。
より、検査業務全体の合 より、検査業務全体の合 った
理化を図る。 理化を図る。 ｄ：計画どおり実施できず、

その要因は法人の著しく不
(ｲ) 最新の分析・鑑定手法 (ｲ) 分析・鑑定手法の効率 適切な対応にあった 日本環境化学会が主催したセミナー等11回に

の導入に努め、分析・鑑 化等を図るため、最新の 延べ23名参加し、最新の分析・鑑定手法に関す
定業務の効率化を図る。 分析・鑑定手法の文献・ る文献・報文の収集を行い、分析・鑑定業務の

報文の収集及び改良の取 効率化を図った。
組を実施する。

(ｳ) 稟議手続の合理化によ (ｳ) 稟議手続きの合理化に 決裁等の事務の簡素化による事務処理の効率
る事務処理の効率化を図 よる事務処理の効率化を 化を図った。
る。 図る。

エ 公定規格の改正等に資 エ 公定規格の改正等に資 エ 公定規格の改正等に資
する調査研究業務 する調査研究業務 する調査研究業務
肥料の安全性の確保に 調査研究の実施に当た

資するため、肥料に含ま っては、必要に応じて４
れる有害成分の評価手法 のリスク管理のための有
について、毎事業年度、 害物質の分析業務等と連
適正な評価を図りつつ、 携を図りつつ、次のとお
有害成分を含有する肥料 り行う。
の連用による有害成分の
土壌蓄積等、3課題を設 (ｱ) 人畜に被害を生ずるお (ｱ) 人畜に被害を生ずるお ◇肥料の施用による農産物へ 【業務実績報告書の記述】
定し、調査研究の結果を それのある農産物の生産 それのある農産物の生産 の安全性の適正評価手法を確 人畜に被害を生じるおそれのある農産物の生
取りまとめて公表すると を防止し、食品の安全性 を防止し、食品の安全性 立又は実用化し、若しくは結 産を防止し、食品の安全性確保を万全なものと ａ
ともに、速やかに検査・ の確保を万全なものとす の確保を万全なものとす 果が次年度の調査研究に活用 するため、肥料施用による農産物への安全性の
分析業務に導入する。 るため、肥料の施用によ るため、肥料の施用によ できる成果が得られた。 適正評価手法を確立し、もって、肥料の安全性

る農産物への安全性の適 る農産物への安全性の適 ｓ：達成し、特に優れた成果 規格基準等の改正に資するため、次に掲げる試
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正評価手法を確立し、も 正評価手法を確立し、も が得られた 験・調査を実施した。
って肥料の安全性規格基 って、肥料の安全性規格 ａ：達成した
準等の改正に資するた 基準等の改正に資するた ｂ：概ね達成した
め、カドミウム含有肥料 め、次に掲げる調査を実 ｃ：達成されなかった
等の連用による土壌への 施する。 ｄ：達成されず、その要因は
カドミウムの蓄積等、肥 法人の著しく不適切な対応
料の安全性に関する課題 にあった
を中心に調査を行い、毎
事業年度開催される外部
の有識者を構成員とする
委員会の評価を踏まえ、
適正な見直しを図りつ
つ、中期目標期間中に、
中間報告を含め、次に掲
げる3課題の調査結果を
取りまとめて公表すると
ともに、農林水産省に報
告する。

ａ 有害成分を含有する ａ 汚泥肥料の連用によ 汚泥肥料の連用によるカドミウムの土壌への
肥料の連用によるカド るカドミウム等の土壌 蓄積、農作物への吸収試験として、大豆へのカ
ミウム等有害成分の土 への蓄積及び作物への ドミウムの吸収・残留試験を実施した 平成21。（
壌への蓄積及び作物の 吸収試験 年度は吸収試験の結果をふまえ、汚泥肥料をほ
吸収に関する調査 場に施用して人参へのカドミウムの吸収試験を

行う予定である ）。

ｂ 有害成分の土壌中に ｂ カドミウムの土壌中 カドミウムの土壌中における形態の変化に関
、 、おける変化及び作物吸 における形態の変化に する調査として 肥料を施用した土壌を培養し

収の相関に関する調査 関する調査 培養日数ごとの土壌中のカドミウム全量、有機
結合態カドミウム、ク溶性カドミウム、水溶性
カドミウムを分析し その変化を調査した 平、 。（
成21年度はこの結果をふまえ、カドミウムの吸
着の少ない土壌を用いて調査を行う予定であ
る ）。

ｃ 肥料の原料に使用さ ｃ 産業廃棄物中の有害 産業廃棄物中の有害物質の含有実態調査とし
れるおそれのある産業 物質の含有実態調査 て、建築廃材を原料に使用したたい肥中の重金
廃棄物等に含まれる有 属、農薬等を2か月ごとに8か月間調査し、結果
害物質に関する調査 を取りまとめて調査を完了した。

(ｲ) 肥料の安全性の確保に (ｲ) 肥料の安全性の確保に ◇有害成分の評価方法や、検 【業務実績報告書の記述】
資するための肥料等に含 資するための肥料等に含 査の迅速化・信頼性の確保に 肥料の安全性の確保に資するための肥料等に
まれる有害成分の評価方 まれる有害成分の評価方 資する観点及び最新の科学的 含まれる有害成分の評価方法や、検査の迅速化 ａ
法や、検査の迅速化・信 法や、検査の迅速化・信 知見に基づく分析・鑑定手法 ・信頼性の確保に資する観点から、次に掲げる
頼性の確保に資する観点 頼性の確保に資する観点 の調査・検討を実施し、外部 調査・検討を行った。
及び最新の科学的知見に から、次に掲げる調査・ の有識者を加えた委員会の評
基づく分析・鑑定手法の 検討を実施する。 価を踏まえた見直しを行っ
調査・検討を実施し、毎 た。
事業年度開催される外部 ａ 肥料中の重金属の分 ｓ：計画どおり行い、特に優 ａ 肥料中の水銀、クロム及びひ素の分析法に
の有識者を構成員とする 析法 れた成果が得られた ついて、測定時間の短縮を目的とした改良を
委員会の評価を踏まえ、 ａ：計画どおり行った 行い、併せて分析法の信頼性の確保の調査・
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適正な見直しを図りつ ｂ：概ね計画どおり行った 検討を実施した。
つ、調査結果を取りまと ｃ：計画どおり行わなかった
める。 ｂ 肥料中の窒素の定量 ｄ：計画どおり行わず、その ｂ 肥料中の窒素の定量法について、燃焼法に
なお、農林水産省から 法 要因は法人の著しく不適切 よる有機質肥料の窒素全量の定量法及び石灰

要請のあった課題につい な対応にあった 窒素等中のジシアンジアミド性窒素の定量法
ては、他の調査に優先し について測定時間の短縮を目的とした改良を
て対応し、指定された期 行い、併せて信頼性の確保の調査・検討を実
間内に報告する。 施した。

ｃ 肥料中のダイオキシ ｃ 肥料中のダイオキシンの定量法について、
ン類の試験方法 測定時間の短縮を目的として無機質肥料中の

前処理方法の改良を行った。

ｄ 有機質肥料の水分試験法について、測定時
間短縮を目的とした改良を行い、併せて試験
法の信頼性の確保の調査・検討を実施した。

ｅ ICP-AESによる肥料成分分析法について、
測定時間短縮を目的として検討を実施した。

また、調査を効率的か また、学識経験者等7名による「肥料等技術
つ的確に実施するため、 検討会」を平成21年3月に開催し、調査結果の
外部の有識者を構成員と 評価を行うとともに、平成21年度の調査計画の
する肥料等技術検討会を 検討を行い、調査結果や計画に対する学識経験

、 、開催し、本事業年度に実 者等からの助言を踏まえ 必要な見直しを行い
施した調査結果の評価と 調査の効率的かつ的確な実施に努めた。
ともに、次の事業年度の
調査計画の検討を行う。 なお、農林水産省からの委託事業「汚泥肥料

なお、農林水産省から 中の有害物質のサンプリング手法の開発」とし
要請のあった課題につい て、汚泥肥料中のロット内のカドミウム濃度の
ては、他の調査に優先し ばらつき調査、季節による変動調査、簡易サン
て対応し、指定された期 プリング手法の開発を実施し、その結果を平成
間内に報告する。 21年3月に農林水産省へ報告した。

オ 牛海綿状脳症のまん延 オ 牛海綿状脳症のまん延 オ 牛海綿状脳症のまん延 ◇牛海綿状脳症のまん延を防 【業務実績報告書の記述】
の防止に係る業務 の防止に係る業務 の防止に係る業務 止するための取組を行った。 我が国において牛海綿状脳症が発生したこと

牛海綿状脳症のまん 我が国において牛海綿 我が国において牛海綿 ｓ：計画どおり行い、特に優 を踏まえ、牛海綿状脳症の発生防止を万全なも ａ
延を防止するため、肥料 状脳症が発生したことを 状脳症が発生したことを れた成果が得られた のとするため、
用の肉骨粉等の家畜用飼 踏まえ、牛海綿状脳症の 踏まえ、牛海綿状脳症の ａ：計画どおり行った
料への誤用・流用の防止 発生の防止を万全なもの 発生の防止を万全なもの ｂ：概ね計画どおり行った
等の観点から、肥料原料 とするため、 とするため、 ｃ：計画どおり行わなかった
用の肉骨粉等について製 ｄ：計画どおり行わず、その
造基準適合確認検査を行 (ｱ) 牛の部位を原料とする (ｱ) 牛の部位を原料とする 要因は法人の著しく不適切 牛の部位を原料とする肥料について、せき柱
い、製造基準に適合する 肥料について、せき柱等 肥料について、せき柱等 な対応にあった 等が混合していないことに関し、農林水産大臣
ものであると認めた製造 が混合していないことに が混合していないことに から確認検査の指示があった製造事業場（6事
事業場を公表する。 関し、農林水産大臣から 関し、農林水産大臣から 業場）については、適切に製造基準適合確認検

確認検査の指示があった 確認検査の指示があった 査を実施し、農林水産大臣からの確認書の交付
ものについては、適切に ものについては、適切に 状況をホームページで公表した。
検査を実施し、農林水産 検査を実施し、農林水産
大臣からの確認書の交付 大臣からの確認書の交付
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状況を公表する。 状況を公表する。

(ｲ) 肥料用の肉骨粉等の家 (ｲ) 肥料用の肉骨粉等の家 肥料用の肉骨粉等の家畜用飼料への誤用・流
畜用飼料への誤用・流用 畜用飼料への誤用・流用 用防止等の観点から、肥料原料用の肉骨粉等の
防止等の観点から、肥料 防止等の観点から、肥料 製造事業場（36事業場）に対して製造基準適合
原料用の肉骨粉等の製造 原料用の肉骨粉等の製造 確認検査を実施し、その結果をホームページで
基準適合確認検査を行 基準適合確認検査を行 公表した。
い、製造基準に適合する い、製造基準に適合する
ものであると認めた製造 ものであると認めた製造
事業場を公表する。 事業場を公表する。

② ①の業務に附帯する業務 ② ①の業務に附帯する業務 ② ①の業務に附帯する業務

ア 標準試料の配布 有害成分を含む肥料の生 有害成分を含む肥料の生 ◇標準試料を作成し、必要に 【業務実績報告書の記述】
有害成分を含む肥料の 産・流通の防止に資するた 産・流通の防止に資するた 応じて新たな標準試料を作成 有害成分を含む肥料の生産・流通の防止に資

生産・流通の防止に資す め、肥料分析の正確性及び め、肥料分析の正確性及び し、又は作成した試料を適切 するため、肥料分析の正確さ及び精度の維持に ａ
るため、肥料分析の正確 精度の維持に必要な標準試 精度の維持に必要な標準試 に保管した。 必要な標準試料として、平成18年度に作成した
性及び精度の維持に必要 料を2年に1回作成して保管 料として2種類の肥料認証 ｓ：試料を作成し、又は試料 2種類の標準試料（高度化成肥料及び普通化成
な標準試料を2年に1回作 する。 標準物質を新たに作成する を適切に保管し、特に優れ 肥料）について、温度・湿度管理をし、暗所に
成して保管する。 とともに、平成18年度に作 た成果が得られた おいて適切に保管するとともに、平成20年度に

成した2種類の肥料認証標 ａ：試料を作成した、又は試 新たな標準試料2種類を作成し、適切に保管し
準物質を有効期限（平成21 料を適切に保管した た。
年6月）まで適切に保管す ｃ：必要な試料を作成しなか
る。 った、又は試料の保管が不

適切であった
ｄ：必要な試料を作成せず、

又は試料の保管が不適切で
あり、その要因は法人の著
しく不適切な対応にあった

また、標準試料の配布 また 標準試料の配布は また 標準試料の配布は ◇標準試料の配布について、 【業務実績報告書の記述】、 、 、 、
は、申請を受理した日か 稟議手続の合理化、発送資 稟議手続の合理化、発送資 申請を受理した日から7業務 標準試料の配布は、部内決裁の簡素化と発送
ら7業務日以内に行う。 材の常備等により、処理の 材の常備等により、処理の 日以内に行った。 資材の常備等により処理の迅速化を図り、申請 ａ

迅速化を図り、申請を受理 迅速化を図り、申請を受理 ｓ：達成度合は100％であり のあった28本について、申請を受理した日から、
した日から7業務日以内に した日から7業務日以内に 特に優れた成果が得られた 7業務日以内に行った。
行う。 行う。 ａ：達成度合は90％以上であ
さらに、従来から作成し った 【その他の特記事項】

ている標準試料とは異なる ｂ：達成度合は50％以上90％ 達成度合：100％(28本／28本)
成分の標準試料について、 未満であった
作成の可否を検討し、必要 ｃ：達成度合は50％未満であ
であれば同様に作成する。 った

ｄ：達成度合は50％未満であ
り、その要因は法人の著し
く不適切な対応にあった

③ 肥料取締法に基づく立入 ③ 肥料取締法に基づく立入 ③ 肥料取締法に基づく立入
検査、質問及び収去等業務 検査、質問及び収去等業務 検査、質問及び収去等業務

ア 肥料取締法に基づく立 ア 肥料取締法に基づく立 ア 肥料取締法に基づく立 ◇肥料取締法に基づく立入検 【業務実績報告書の記述】
入検査については、有害 入検査については、有害 入検査については、有害 査については、有害成分を含 肥料取締法に基づく立入検査については、各
成分を含むおそれの高い 成分を含むおそれの高い 成分を含むおそれの高い むおそれの高い肥料の生産業 月ごとの集中検査や集中分析による、効果的か ａ
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肥料の生産業者に重点化 肥料の生産業者への重点 肥料の生産業者への重点 者に重点化するための取組を つ効率的な検査の実施に努めた。また立入検査
することとし、中期目標 化を図ることとし、中期 化を図ることとし、中期 行った。 及び立入検査時の収去について、次に掲げる事
期間中に、全体の立入検 目標期間中に、全体の立 目標期間中に、全体の立 ｓ：計画どおり実施し、特に 項を推進し、有害成分を含むおそれの高い肥料
査事業所数に占める割合 入検査事業所数に占める 入検査事業所数に占める 優れた成果が得られた の生産業者への重点化を図ることにより、汚泥
を、平成17年度を基準と 割合を、平成17年度を基 割合を、平成17年度を基 ａ：計画どおり実施した 肥料等の生産事業場への立入検査及び収去点数
して、30％増加させる。 準として、30％増加させ 準として、30％増加させ ｂ：概ね計画どおり実施した の占める割合を平成17年度に対してそれぞれ、
また、立入検査時の収去 る。また、立入検査時の る。 ｃ：計画どおり実施できなか 44.0％及び79.3％増加させ、安全性確保の充実
については、有害成分を 収去については、有害成 また、立入検査時の収 った を図った。
含むおそれの高い肥料に 分を含むおそれの高い肥 去については、有害成分 ｄ：計画どおり実施できず、
重点化することとし、中 料に重点化することと を含むおそれの高い肥料 その要因は法人の著しく不 表１ 有害成分を含むおそれの高い肥料の
期目標期間中に、全体の し、中期目標期間中に、 に重点化することとし、 適切な対応にあった 立入検査件数及び収去点数の割合（再
収去点数に占める割合 全体の収去点数に占める 中期目標期間中に、全体 掲）
を、平成17年度を基準と 割合を、平成17年度を基 の収去点数に占める割合 H20 H17 増減率
して、50％増加させる。 準として、50％増加させ を平成17年度を基準とし 実績 実績

る。このため、次に掲げ て、50％増加させる。こ 立入検査件数 51.7％ 35.9％ 44.0％
る事項を推進する。 のため、次に掲げる事項 収去点数 33.6％ 18.7％ 79.3％

を推進する。

(ｱ) 汚泥肥料等、有害成分 (ｱ) 汚泥肥料等、有害成分 汚泥肥料等、有害成分を含有するおそれの高
を含有するおそれの高い を含有するおそれの高い い肥料以外の普通肥料の生産事業場について
肥料以外の普通肥料の生 肥料以外の普通肥料の生 は、過去5か年の立入検査の結果に基づき、食
産事業場については、過 産事業場については、過 品工業、化学工業等の副産物を原料に使用する
去5か年の立入検査の結 去5か年の立入検査の結 生産事業場等に対して立入検査の重点化を図る
果に基づき、食品工業、 果に基づき、食品工業、 ことにより、立入検査件数と収去点数を平成17

、 。化学工業等の副産物を原 化学工業等の副産物を原 年度に対してそれぞれ24.9％ 37.2％削減した
料に使用する生産事業場 料に使用する生産事業場
等に対して立入検査の重 等に対して立入検査の重 表２ 汚泥肥料等以外の普通肥料の立入検
点化を図ることにより、 点化を図ることにより、 査件数及び収去点数（再掲）
立入検査件数及び収去点 立入検査件数及び収去点 H20 H17 増減率
数を 中期目標期間中に 数を、いずれも20％以上 実績 実績、 、
いずれも30％以上削減す 削減するとともに、 立入検査件数 326件 434件 △24.9％
るとともに、 収去点数 577点 919点 △37.2％

(ｲ) 汚泥肥料等、有害成分 (ｲ) 汚泥肥料等、有害成分 汚泥肥料等の有害成分を含有するおそれの高
を含有するおそれの高い を含有するおそれの高い い肥料の生産事業場に対する立入検査件数と収
肥料の生産事業場に対す 肥料の生産事業場に対す 去点数を平成17年度に対してそれぞれ43.6％、
る立入検査件数及び収去 る立入検査件数と収去点 37.7％増加した。
件数を、中期目標期間中 数を、それぞれ20％、30
に、それぞれ30％、50％ ％以上増加する。 表３ 汚泥肥料等の立入検査件数及び収去
以上増加させることとす 点数（再掲）
る。 H20 H17 増減率

実績 実績
立入検査件数 349件 243件 43.6％
収去点数 292点 212点 37.7％

(ｳ) 異物の混入を防止する 平成19年11月に農林水産省が発出した通知
ため、立入検査の際に生 「無登録農薬と疑われる肥料に係る指導の徹底
産管理状況、表示の適正 について」を受け、立入検査を実施した全ての
化等の確認を重点的に行 事業場において、新たに生産管理状況、表示の
う。 適正化等の確認を重点的に実施し、肥料への疑
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似資材等の異物の混入防止に努めた。

立入検査の結果の報告 また、立入検査の結果 また、立入検査の結果 ◇立入検査の結果の報告に要 【業務実績報告書の記述】
については、中期目標期 の報告については、中期 の報告については、中期 する期間を短縮するための取 立入検査の結果の報告については、農林水産
間中に、農林水産大臣の 目標期間中に、農林水産 目標期間中に、農林水産 組を行った。 省の指示から報告までに要する期間を短縮する ａ
指示から報告までに要す 省の指示から報告までに 省の指示から報告までに ｓ：計画どおり実施し、特に ため、次に掲げる取組を実施したことにより、
る期間を、現行の目標期 要する期間を、現行の目 要する期間を、現行の目 優れた成果が得られた 現行の目標期間 40業務日 に対して 7.5％ 3（ ） （
間（40業務日）に対して 標期間（40業務日）に対 標期間（40業務日）に対 ａ：計画どおり実施した 業務日）削減した。
10％短縮する。 して10％短縮させるた して10％短縮させるた ｂ：概ね計画どおり実施した

め、次に掲げる事項を推 め、次に掲げる事項を推 ｃ：計画どおり実施できなか
進する。 進する。 った

ｄ：計画どおり実施できず、
(ｱ) 有害成分ごとに、集中 (ｱ) 有害成分ごとに集中的 その要因は法人の著しく不 収去品の検査については、有害成分ごとに集

的に分析・鑑定を行うこ に分析・鑑定を行うこと 適切な対応にあった 中的に分析・鑑定(869試料 成分点数10,113点)、
。 、 、とにより、検査の効率化 により、検査の効率化を を実施した さらに 検査の効率化を図るため

を図る。 図る。また、汚泥肥料の このうち、汚泥肥料の原料の溶出試験（27試料、
原料を本部に集約して溶 成分点数513点）を本部で集中して実施した。
出試験の分析を実施す
る。

(ｲ) 専門技術的知見の必要 (ｲ) 専門技術的知見の必要 業務の合理化を図るため、ICP質量分析法用
性が低い作業等について 性が低い作業等について 標準液の調製についてアウトソーシングを実施
アウトソーシングを推進 はアウトソーシングを推 した。
することにより、業務の 進することにより業務の
合理化を図る。 合理化を図る。

(ｳ) 最新の分析・鑑定手法 (ｳ) 分析・鑑定業務の効率 日本環境化学会が主催したセミナー等11回に
の導入に努め、分析・鑑 化を図るため、最新の分 延べ23名が参加し、最新の分析・鑑定手法に関
定業務の効率化を図る。 析・鑑定手法に関する文 する文献・報文の収集を行った。

献・報文の収集を行う。

(ｴ) LANの活用により、本 (ｴ) LAN等の活用により、 インターネットVPNを活用し、立入検査実施
部への報告等事務処理の 本部への報告等事務処理 計画等の報告事務処理の効率化を図った。
効率化を図る。 の効率化を図る。

なお、立入検査の結果、公定規格に定める有
害成分の基準値を超えた肥料生産業者（5件 、）
その他無登録肥料の生産など肥料取締法の遵守
のために改善が必要として公表された肥料生産
業者等（71件）に対して改善指導を行った。

イ 有害成分に汚染された イ 有害成分に汚染された イ 有害成分に汚染された ◇緊急時において 立入検査 【業務実績報告書の記述】、 、
肥料の生産・流通等によ 肥料の生産・流通等によ 肥料の生産・流通等によ 収去品の分析、原因究明及び 緊急に立入検査が必要な案件として農林水産
り、肥料に起因する人畜 り、肥料に起因する人畜 り肥料に起因する人畜に 結果報告を迅速かつ効率的に 大臣から指示のあったものが2件あり、立入検 ａ
の被害が生ずるおそれが の被害が生ずるおそれが 被害を生ずるおそれが生 行うとともに、緊急立入検査 査及び収去品の分析・鑑定について、各センタ
生じた場合等の緊急時に 生じた場合等の緊急時に じた場合等の緊急時にお マニュアルの見直しを行っ ー間の情報の共有や分析・鑑定のクロスチェッ
おいて、汚染された肥料 おいて、汚染された肥料 いて、汚染された肥料の た。 ク等、各センター間横断的な緊急立入検査体制
の流通の防止を図るた の流通の防止を図るた 流通の防止を図るため、 ｓ：計画どおり実施し、特に による迅速な対応で実施し、速やかに農林水産
め、農林水産大臣からの め、農林水産大臣からの 農林水産大臣からの指示 優れた成果が得られた 大臣に結果を報告した。
指示に従い、機動的かつ 指示に従い、緊急検査体 に対しては、事務所横断 ａ：計画どおり実施した
柔軟な組織体制をとるな 制による対応を一層強化 的な緊急検査体制による ｂ：概ね計画どおり実施した ・無登録肥料の生産・流通に係るもの：1件
ど、迅速かつ効率的に立 し、機動的かつ柔軟な組 対応を一層強化し、機動 ｃ：計画どおり実施できなか ・牛海綿状脳症のまん延防止対策基準の違反
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入検査、収去品の分析等 織体制をとるなど、迅速 的かつ柔軟な組織体制を った に係るもの ：1件
を実施するとともに、速 かつ効率的に立入検査、 とるなど、迅速かつ効率 ｄ：計画どおり実施できず、
やかに原因究明等を行 収去品の分析等を実施す 的に立入検査、収去品の その要因は法人の著しく不
う。 るとともに、速やかに原 分析等を実施するととも 適切な対応にあった

因等の究明等を行い、農 に、速やかに原因の究明
林水産大臣に結果を報告 等を行い、農林水産大臣
する。 に結果を報告する。

、「 」 、また、以上の取組を推 また、以上の取組を推 また 緊急立入検査マニュアル を見直し
進するため、緊急立入検 進するため、緊急立入検 緊急立入検査体制における対応の強化と機動的
査マニュアル（仮称）を 査マニュアルの見直しを かつ効率的な実施の推進を図った。
整備する。 行う。

上記①から③までの業務のほか、農林水産省
からの要請に基づき、肥料に関する次の調査を
実施し、その結果を報告した。

・ 輸入肥料を利用した育苗培土で発生した
植害事故に関して、原因究明のため立入検
査及び栽培試験・分析を次のとおり実施
し、植害物質解明へ協力するとともに、当
該事業者に対して技術的指導等を実施し
た。

立入検査件数 1件
栽培試験件数 2件
分析成分点数 90点

・ 非食用事故米穀の肥料利用に関する緊急
の立入検査を3件実施した。

(2) 農薬関係業務 (2) 農薬関係業務 (2) 農薬関係業務 ○農薬関係業務
Ａ

指標の総数 ：14
評価ｓの指標数：０×３点＝０点
評価ａの指標数：14×２点＝28点
評価ｂの指標数：０×１点＝０点
評価ｃの指標数：０×０点＝０点
評価ｄの指標数：０×-1点＝０点

合 計 28点
(28／28＝100％)

① 農薬の検査等業務 ① 農薬の検査等業務 ① 農薬の検査等業務

ア 農薬検査の迅速化 ア 農薬検査の迅速化 ア 農薬検査の迅速化 ◇農薬検査の迅速化を図るた 【業務実績報告書の記述】
農薬の登録申請に係る 農薬の登録申請に係る 農薬の登録申請に係る めに必要な取組を行った。 農薬の登録申請に係る検査の実施について

検査の実施については、 検査の実施については、 検査の実施については、 ｓ：計画どおり実施し、特に は、GLP制度に基づいて実施することを求めて ａ
GLP制度に基づいて実施 GLP制度に基づいて実施 GLP制度に基づいて実施 優れた成果が得られた いる試験項目の検査について、当該試験の信頼
することを求めている試 することを求めている試 することを求めている試 ａ：計画どおり実施した 性に係る検査項目等について平成18年度に作成
験項目について、当該試 験項目の検査について、 験項目の検査について、 ｂ：概ね計画どおり実施した したチェックリストを活用し効率化を図るとと
験の信頼性に係る検査を 当該試験の信頼性に係る 当該試験の信頼性に係る ｃ：計画どおり実施できなか もに、次の(ｱ)から(ｶ)までの措置を講じた。
定型化することにより、 検査項目等の定型化を図 検査項目等の定型化を図 った 平成20年度は、農林水産大臣から継続分を含
検査精度の維持を図りつ る等、効率的かつ効果的 る等、効率的かつ効果的 ｄ：計画どおり実施できず、 め2,798件の検査指示があった。
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つ検査を効率的かつ効果 に実施することにより、 に実施することにより、 その要因は法人の著しく不
的に実施することとす 旧農薬検の前中期目標に 旧農薬検の前中期目標に 適切な対応にあった
る。これにより、旧農薬 おいて目標とした検査期 おいて目標とした検査期
検の前中期目標において 間を、中期目標期間中に 間を、この中期目標期間
目標とした検査期間を、 更に5％程度短縮するこ 中に更に5％程度短縮す

、 、この中期目標期間中にさ ととし、具体的には、次 ることとし 具体的には
らに5％程度短縮するこ に掲げる目標期間内に検 次に掲げる目標期間内に
ととし、具体的には、次 査を完了させる ため、 検査を完了させる た（注）(注)

に掲げる目標期間内 次に掲げる(ｱ)から(ｶ)の め、次の(ｱ)から(ｶ)まで（注１）

に検査を完了させる。 措置を講ずる。 の措置を講ずる。
(ｱ) 農薬取締法第3条第1項

第4号から第7号までのい ａ 農薬取締法第3条第1 ａ 農薬取締法第3条第1 基準の設定が必要な農薬の検査指示は375件
ずれかに掲げる場合に該 項第4号から第7号まで 項第4号から第7号まで であった。平成20年度内に検査が完了した76件
当するかどうかの基準の のいずれかに掲げる場 のいずれかに掲げる場 のうち、迅速化に係る目標期間である1年4か月
設定が必要な農薬の検査 合に該当するかどうか 合に該当するかどうか 以内に検査を完了したものは74件（検査完了件
については、1年4か月以 の基準の設定が必要な の基準の設定が必要な 数に対する割合：97.4％）であった。目標を
内 農薬の検査について 農薬の検査について 達成できなかった2件については、残留基準値

(ｲ) (ｱ)以外の農薬の検査 は、1年4か月以内 は、1年4か月以内 案等について、申請者との調整に時間を要した
については、10.5か月以 ためである。
内

（注1）検査の過程で追加 ｂ ａ以外の農薬の検査 ｂ ａ以外の農薬の検査 基準の設定が不要な農薬の検査指示は2,423
試験成績等の提出が必要 については、10.5か月 については10.5か月以 件であった。平成20年度内に検査を完了した
な場合における当該追加 以内 内 1,282件のうち、迅速化に係る目標期間である
試験成績等が提出される （注）検査の過程で追加試験 （注）検査の過程で追加試験 10.5か月以内に検査を完了したものは1,262件
までの期間及び登録申請 成績等の提出が必要な場合 成績等の提出が必要な場合 （検査完了件数に対する割合：98.4％）であっ
された農薬のＡＤＩ等が における当該追加試験成績 における当該追加試験成績 た。
設定されるまでに要する 等が提出されるまでの期間 等が提出されるまでの期間 基準の設定が不要な農薬で目標を達成できな
期間は、検査期間に含ま 及び登録申請された農薬の 及び登録申請された農薬の かった20件は、申請された作物において、従来
ないものとする。 ＡＤＩ等が設定されるまで ＡＤＩ等が設定されるまで にない新たな使用方法であったことから、使用

に要する期間は、検査期間 に要する期間は、検査期間 方法及び使用上の注意事項等の検討に時間を要
に含まないものとする。 に含まないものとする。 したこと等によるものであった。

表４ 平成20年度における目標期間の達成
状況（再掲）

指示件 検査完 目標達 目標達成
注１） 注２）基準 数 了件数 成件数 率

必要 375 76 74 97.4％
不要 2,423 1,282 1,262 98.4％
注１）平成20年度＋継続分。
注２）対検査完了件数比。

その他、1,314件の農薬について再登録に係
る検査を行った。

(ｱ) 検査業務の進行管理の (ｱ) 検査業務の進行管理の 「検査進行管理表」は毎月2回作成し、その
充実 充実 結果を踏まえ、3か月毎（5・8・11・2月）に検
検査を行うに当たり、 登録検査に係る農薬に 査進行状況の定期的点検及び検査の遅延要因把

検査進行管理表に基づき ついて、検査進行管理表 握を行うとともに、検査遅延防止のため、毎月
各検査の進捗状況を総合 を作成し、これに基づき 1回、各検査担当課において検査進行状況を確

。 、的かつ定期的に点検し、 概ね3か月に1回の頻度で 認するなどにより検査の迅速化に努めた なお
検査の遅延の要因を分析 検査進行管理会議を開催 検査に遅延は見られなかった。
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て 検査の迅速化を図る し、検査の遅延の要因を、 。
具体的には、 分析し、適切な措置を講
ａ 検査全体の進捗状況 ずる。また、検査遅延防
を検査職員全員が随時 止のため、毎月1回、各
把握できるよう、LAN 検査担当課において検査
システムを改良する。 進行状況を確認し、遅延

ｂ 農薬取締法第3条第1 がある場合は適切な措置
項第4号から第7号まで を講ずる。さらに、
いずれかに掲げる場合 ａ 検査進行状況の把握 ａ 平成19年度の検討結果を踏まえ、次期業
に該当するかどうかの 及び管理の効率化を図 務システム（平成21年度構築）の仕様に、
基準の設定が必要な農 るため、平成19年度に 検査進行状況の把握及び効率的管理を実現
薬の検査については、 実施した分析結果を踏 するための機能を盛り込んだ。

(a) 農林水産大臣からの まえつつシステム化を
検査指示から、基準の 検討する。
設定等を行う厚生労働 ｂ 検査進行状況の把握 ｂ 検査が完了した農薬についての検査期間
省、環境省及びリスク 及び遅延の要因分析に を、検査指示から食品安全委員会送付まで
評価を行う食品安全委 資するため、検査期間 の検査期間及び全検査期間が把握できるよ
員会に対して必要な資 を検査指示から食品安 う、四半期ごとに整理を行った。
料を送付するまで 全委員会送付までの検

(b) 農林水産大臣からの 査期間及び全検査期間
、 。検査指示から、同大臣 別に把握 整理を行う

に対する検査結果の報
告までの検査期間につ
いて、きめ細かく検査
の進捗状況を把握し、
検査期間の削減を図
る。

(ｲ) 微生物農薬の登録検査 (ｲ) 微生物農薬の登録検査 平成20年度においては、対象となる微生物農
の迅速化 の迅速化 薬の申請がなかったことから、微生物農薬検討
微生物農薬の検査を迅 微生物農薬の登録検査 会は開催しなかった。

速化するため、微生物農 を迅速化するため、微生
薬検討会の開催時期・回 物農薬検討会を、登録申
数を、登録申請状況に応 請状況に応じて柔軟に開
じて柔軟化する。 催する。

(ｳ) 農薬使用者の安全性の (ｳ) 農薬使用者の安全性の 農薬使用時安全性検討会を3回開催し、18件
確保に係る登録検査の迅 確保に係る登録検査の迅 の農薬について検討を行った。開催時期につい
速化 速化 ては登録申請状況を考慮して柔軟に対応した。
農薬使用者の安全性の 農薬使用者の安全性の

確保に係る検査を迅速化 確保に係る登録検査を迅
するため、農薬使用時安 速化するため、農薬使用
全性検討会の開催時期・ 時安全性検討会を、登録
回数を、登録申請状況に 申請状況に応じて柔軟に
応じて柔軟化する。 開催する。

(ｴ) 事務処理の迅速化 (ｴ) 事務処理の迅速化 平成18年度に定めた検査に係る決裁の関係規
通常の検査業務につい 通常の検査業務につい 程の運用について、平成20年度においても文書
て、決裁等の事務処理の て、決裁等事務処理の迅 で役職員に更なる周知、徹底を図った。
迅速化を図る。 速化を図るため、決裁関

係規程の一層適切な運用
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を役職員へ周知する等改
善策を講ずる。

(ｵ) 職員に対する研修カリ (ｵ) 職員に対する研修の実 登録検査に要求される毒性及び残留性等に関
キュラムの策定及び研修 施 する高度の専門知識の涵養を行うため、平成19
の実施 前事業年度に見直した 年度に見直したカリキュラムに基づき13回（52
農薬の検査を行う職員 体系的な研修カリキュラ 名）の研修を実施した。また、内部研修で習得

は、毒性及び残留性等に ムに基づいて研修を実施 が難しい技術、知識等については10件の外部研
関する高度の専門的知識 するとともに、必要に応 修を活用し、23名の職員を参加させた。
が要求されることから、 じカリキュラムの見直し
内部研修に加え、外部研 を行う。
修に参加させることによ
り、職員の資質の向上を
図る。

(ｶ) 検査マニュアルの見直 (ｶ) 検査マニュアルの見直 平成20年度においては、検査マニュアルにつ
し し いて見直しを行った結果、改正を要する事項は
試験項目の増加及び各 試験項目の増加及び各 なかった。

検査の検査内容の高度化 検査の検査内容の高度化
・複雑化に対応するた ・複雑化に対応するた 【検査業務の進行管理の充実(中期計画第1の2

】め、必要に応じ、検査マ め、必要に応じ、検査マ (1)の②ア(ｲ))に関する業務実績報告書の記述
ニュアルの見直しを行 ニュアルの見直しを行 「検査進行管理表」は毎月2回作成し、その
う。 う。 結果を踏まえ、3か月毎（5・8・11・2月）に検

査進行状況の定期的点検及び検査の遅延要因把
握を行うとともに、検査遅延防止のため、毎月
1回、各検査担当課において検査進行状況を確

。 、認するなどにより検査の迅速化に努めた なお
検査に遅延は見られなかった。さらに、

ａ 平成19年度の検討結果を踏まえ、次期業
務システム（平成21年度構築）の仕様に、
検査進行状況の把握及び効率的管理を実現
するための機能を盛り込んだ。

ｂ 検査が完了した農薬についての検査期間
を、検査指示から食品安全委員会送付まで
の検査期間及び全検査期間が把握できるよ
う、四半期ごとに整理を行った。

【職員に対する研修のカリキュラムの策定及び
研修の実施(中期計画第1の2(1)の②ア(ｴ))に関
する業務実績報告書の記述】
登録検査に要求される毒性及び残留性等に関

する高度の専門知識の涵養を行うため、平成19
年度に見直したカリキュラムに基づき13回（52
名）の研修を実施した。また、内部研修で習得
が難しい技術、知識等については10件の外部研
修を活用し、23名の職員を参加させた。

【その他の特記事項】
「中期計画第1の2(1)の②ア(ｲ)検査業務の進行
管理の充実及び(ｴ)職員に対する研修のカリキ



- 67 -

ュラムの策定及び研修の実施(22,23ページ)」
に関する取組については、当指標において評価
する。

イ 登録農薬データの適正 イ 登録農薬データの適正 イ 登録農薬データの適正 ◇登録申請の際に提出される 【業務実績報告書の記述】
な管理 な管理 な管理 試験成績等の情報の保護を徹 情報機器・媒体も対象として、次に掲げる取
登録申請の際に提出さ 登録申請の際に提出さ 登録申請時に提出され 底し、登録農薬データを適正 組を行うことにより、登録申請時に提出された ａ

れる試験成績等の情報の れる試験成績等の情報の た試験成績等の情報の保 に管理するための取組を行っ 試験成績等の情報の保護を徹底した結果、不正
保護を徹底するため、事 保護を徹底するため、次 護を徹底するため、情報 た。 アクセス等は発生しなかった。
務室等のセキュリティを に掲げる取組を実施す 機器・媒体も対象とし ｓ：計画どおり行い、特に優
確保するとともに、情報 る。 て、次に掲げる取組を行 れた成果が得られた
管理に万全を期するもの う。 ａ：計画どおり行った
とする。 ｂ：概ね計画どおり行った

(ｱ) 当該データ等の保管場 (ｱ) 平成18年度に措置し ｃ：計画どおり行わなかった 平成18年度に設置した不正侵入防止装置を適
所への不正侵入を防止す た、データ等の保管場所 ｄ：計画どおり行わず、その 正に運用した。
るための措置を強化す への不正進入を防止する 要因は法人の著しく不適切
る。 ための措置を適正に運用 な対応にあった

するとともに必要に応じ
て見直しを行う。

(ｲ) 当該データ等の保護に (ｲ) 平成18年度に策定し CIOの統括の下、情報セキュリティに関する
関するマニュアルを策定 た、当該データ等に関す 規程に基づき、LAN上の農薬登録データベース
する。 る保護マニュアルを適正 の適正管理等に努めた。

に運用するとともに必要
な見直しを行う。

(ｳ) CIOの統括の下で、LAN (ｳ) CIOの統括の下で、LAN CIOの統括の下、LAN上のデータベースを適正
上のデータベースに対す 上のデータベースの適正 に管理した。
る適正な管理を進める。 管理等を引き続き進め

る。

ウ 適切な技術的指導の実 ウ 適切な技術的指導の実 ウ 適切な技術的指導の実 ◇農薬の申請内容等に関する 【業務実績報告書の記述】
施 施 施 技術的指導及び相談を適切に 次に掲げる申請内容等に関する技術的指導・
効率的かつ効果的な農 農薬の検査の円滑化及 農薬の検査の円滑化及 行った。 助言を適切に実施することにより、農薬の検査 ａ

薬の検査に資するため、 び効率化に資するため、 び効率化に資するため、 ｓ：計画どおり行い、特に優 の円滑化及び効率化に努めた。
申請者から要望があった 次に掲げる申請内容等に 次に掲げる申請内容等に れた成果が得られた
場合には、登録に必要な 関する技術的指導を適切 関する技術的指導・助言 ａ：計画どおり行った
試験成績の内容等につい に実施する。 を適切に実施する。 ｂ：概ね計画どおり行った
て技術的指導を実施す ｃ：計画どおり行わなかった
る。 (ｱ) 農薬の登録検査におい (ｱ) 農薬の登録検査におい ｄ：計画どおり行わず、その 注意事項の変更、処方変更、原体製造場の変

て要求される試験項目数 て要求される試験項目数 要因は法人の著しく不適切 更、試験成績の受入、容器・包装の変更等の申
が増加し、各試験の内容 が増加し、各試験の内容 な対応にあった 請者からの要望による技術的相談について次の
も高度化・複雑化する中 も高度化・複雑化する中 とおり対応した。平成19年度繰越件数を含む平
で、農薬の登録検査を円 で、農薬の登録検査を円 成20年度の受付件数1,861件のうち対応が終了
滑に行うため、申請者か 滑に行うため、申請者か した相談は1,705件（91.6％）であり、その平
らの要望による技術的指 らの要望による技術的指 均処理期間は、78日（2.6か月）であった。
導について、迅速に対応 導・助言について、迅速
する。 に対応する。 表６ 平成20年度における申請者からの要

望による技術的相談の処理状況
相談内容 受付件 終了件 未了 平均処

数(注) 数 件数 理期間
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注意事項 1,554 1,446 108 63
の変更
処方変更 133 115 18 123

原体製造 41 33 8 119
場の変更
試験成績 66 51 15 102
の受入
容器・包 7 6 1 32
装の変更
その他 60 54 6 210
合計 1,861 1,705 156 78
注）受付件数は、平成19年度繰越件数＋平成

20年度受付件数－取り下げ件数を指す。

(ｲ) 特に、農薬の新規有効 (ｲ) 特に、農薬の新規有効 新規に申請される農薬の有効成分について申
（ ）成分の登録申請に関する 成分の登録申請に関する 請者の要望に応じて技術的相談を9回 計14剤

技術的指導について迅速 技術的指導について迅速 実施し、平成20年度内に回答した13剤の平均処
に対応する。 に対応する。 理期間は、79日（2.6か月）であった。

(ｳ) 農薬の安全な使用を確 (ｳ) 農薬の安全な使用を確 平成20年度においては、ラベル表示について
保するためのラベル表示 保するためのラベル表示 の相談事例はなかった。
の重要性が増す中で、相 の重要性が増す中で、相
談者からのラベル表示に 談者からのラベル表示に
ついての相談に適切に対 ついての相談に適切に対
応する。 応する。

エ 今後、新たに見込まれ エ 新規業務等への適切な エ 新規業務等への適切な ◇年度計画に基づき、新規業 【業務実績報告書の記述】
る、 対応 対応 務等への対応を適切に行っ 中期目標に挙げられている新たに見込まれる
(ｱ) 残留農薬基準のポジ 中期目標に挙げられて 中期目標に挙げられて た。 事項等については、社会情勢を踏まえ、農林水 ａ

、 。ティブリスト化やそれ いる新たに見込まれる事 いる新たに見込まれる事 ｓ：計画どおり行い、特に優 産省からの要請に基づき 次の業務に対応した
に伴うADIの設定のた 項等については、社会情 項等については、社会情 れた成果が得られた
めの既登録農薬の再評 勢を踏まえ、農林水産大 勢を踏まえ、農林水産大 ａ：計画どおり行った
価 臣からの指示に基づき、 臣からの指示に基づき、 ｂ：概ね計画どおり行った

(ｲ) 水質汚濁に係る登録 適切実施するものとす 適切に実施するものと ｃ：計画どおり行わなかった
保留基準の強化 る。 し 次の業務に対応する ｄ：計画どおり行わず、その、 。

(ｳ) 生産量の少ない作物 要因は法人の著しく不適切
への農薬登録の促進に (ｱ) 平成18年5月から導 な対応にあった 平成18年5月に施行された食品衛生法に基づ
関する農作物のグルー 入された残留農薬基準 く、残留農薬基準のポジティブリスト制度への
プ化の促進 のポジティブリスト化 移行に伴う次の技術支援要請に適切に対応し

(ｴ) 遺伝子組換え生物農 に伴い生ずる事項の技 た。
薬の適切な検査方法の 術的検討
する。 ａ 魚介類に対する残留農薬基準の設定に対

する協力
シジミにおける農薬残留問題に対応した

魚介類の残留農薬基準設定に関し、基準設
定に必要な資料の検討を行うとともに、対
象農薬の資料の妥当性について技術的検討
を行った。

ｂ 飼料用米生産振興に係る農薬使用に関す
る技術的支援
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飼料用米生産が振興される中、飼料作物
等への農薬使用による畜産物の安全性確保
を図るため「稲わら等の農薬使用に関する
指導基準」の策定に係る農薬情報の提供及
び技術支援を行った。また、畜産物の残留
農薬基準の設定に伴う試験要件の検討を行
った。

(ｲ) 生産量の少ない作物 生産量の少ない農作物への農薬登録の促進の
への農薬登録の促進 ため、登録に必要な作物残留試験及び薬効・薬

害試験について、試験設計の審査及び助言等を
行った（審査17件、助言28件 。）

(ｳ) 水質汚濁に係る登録 水質汚濁に係る登録保留基準が、平成20年10
保留基準の強化に伴い 月22日に改正されたことを受け、当該基準に基
生ずる事項の技術的検 づく検査方法等について検討を行った。
討

(ｴ) 薬効・薬害試験、作 農薬の毒性に関する試験の適正実施に係る制
物残留性試験等に係る 度（農薬GLP制度）の適用対象試験に「農作物
制度変更及び農薬登録 への残留性に関する試験」が追加されたことを
制度に関する懇談会に 受け、GLP組織の具体的な要件等について検討
伴い生ずる事項の技術 したほか、薬効試験の例数の軽減について技術
的検討 的検討を行った。

農薬登録制度に関する懇談会において検討さ
れた作物残留性試験成績の例数等の改訂につい
て、改正された例数案の検証、関係通知へ反映
するための技術的検討を行った。

(ｵ) 無登録農薬であると 1種類（3点）の疑義資材について、農薬の有
疑われる資材の分析等 効成分が含まれているか否かの分析を行い、結
の実施 果を報告した。

② ①の業務に附帯する業務 ② ①の業務に附帯する業務 ② ①の業務に附帯する業務

ア 農薬GLP適合確認業務 ア 農薬GLP適合確認業務 ア 農薬GLP適合確認業務 ◇農薬GLP適合確認業務につ 【業務実績報告書の記述】
の迅速化 の迅速化 の迅速化 いて、GLP査察のためのマニ 平成20年度における試験施設への査察は、農
農薬の安全性に関する 農薬の安全性に関する 農薬の安全性に関する ュアルを見直し及び職員の資 林水産省からの要請に基づき、申請のあった14 ａ

試験成績の信頼性を確保 試験成績の信頼性を確保 試験成績の信頼性を確保 質の向上を図ることにより、 試験施設について実施した。
するため、農薬GLP制度 するため、農薬GLP制度 するため、農薬GLP制度 査察の実施後6週間以内に農 査察を実施した試験施設についての試験の分
の適用対象試験の範囲が の適用対象試験の範囲が の適用対象試験の範囲が 林水産省消費・安全局長に査 野別の内訳は次のとおりであった（一部重複を
拡大し、農薬GLP適合確 拡大し、農薬GLP適合確 拡大し、農薬GLP適合確 察結果を報告した。 含む 。）
認業務の内容の高度化・ 認業務の内容の高度化・ 認業務の内容の高度化・ ｓ：達成度合は100％以上で
複雑化及び適合確認件数 複雑化及び適合確認件数 複雑化及び適合確認件数 あり、特に優れた成果が得 〔試験分野別の査察実施状況〕
の増加が見込まれること の増加が見込まれること の増加が見込まれること られた ・毒性試験 9施設
から、GLPの審査・査察 から、GLPの審査・査察 から、査察実施後6週間 ａ：達成度合は90％以上であ ・物理的化学的性状試験 7施設
に係る体制整備を行うこ に係る体制整備を行うこ 以内にGLP適合確認の査 った ・水産動植物影響試験 1施設
とにより、業務の迅速化 とにより業務の迅速化を 察結果を農林水産省消費 ｂ：達成度合は50％以上90％ ・生体内等運命試験 2施設
を図る。具体的には、査 図り、査察の実施後6週 ・安全局長に報告するこ 未満であった ・作物残留性試験 2施設
察の実施後6週間以内に 間以内に農林水産省消費 とができるよう、次に掲 ｃ：達成度合は50％未満であ、
農林水産省消費・安全局 ・安全局長に査察結果を げる措置を講ずる。 った また、(ｱ)から(ｳ)までの措置を講ずることに
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長に対し、査察結果を報 報告することができるよ ｄ：達成度合は50％未満であ より、査察を行った全試験施設について目標期
告するものとする。 う、次に掲げる措置を講 り、その要因は法人の著し 間である6週間以内（最大4.1週、平均3.2週）

ずる。 く不適切な対応にあった に農林水産省消費・安全局長へ査察結果を報告
した。

【その他の特記事項】
達成度合：100％(14件／14件)

(ｱ) GLP査察のためのマニ (ｱ) GLP査察実施後、部内 ◇GLP査察を迅速に実施する 【業務実績報告書の記述】
ュアルを見直し、必要に に設置する評価会議にお ため、査察マニュアルの適切 査察実施後に開催した評価会議において、現
応じて改訂する。 いて、旧農薬検の前中期 性に関する意見聴取、査察員 行マニュアルについて検討を行ったところ、平 ａ

目標期間中に改訂された に対する研修等の取組を行っ 成19年度から引き続き使用しているマニュアル
現行マニュアルの適切性 た。 については改訂を要する事項はなかった。
について意見聴取を行 ｓ：計画どおり行い、特に優 なお、新たに追加された作物残留性試験に関
い、必要に応じて、改訂 れた成果が得られた するマニュアルについて 原案を作成した 平、 。（
版を作成する。 ａ：計画どおり行った 成20年度に実施した査察の内容も踏まえて、平

ｂ：概ね計画どおり行った 成21年度に更に検討することとしている ）。
ｃ：計画どおり行わなかった

(ｲ) GLP査察を行う職員は (ｲ) 査察員の資質の向上に ｄ：計画どおり行わず、その GLPに関する内部研修に17名、外部機関が主、
各種試験の実施方法に関 努めるため、定期的な内 要因は法人の著しく不適切 催するGLPに関する研究会に延べ4名の職員を参
する高度の専門的な知 部研修を行うとともに、 な対応にあった 加させた。また、平成20年度14回の査察のうち
識、経験が要求されるこ 外部機関が主催するGLP 7回について、査察の経験が少ない者を6名同行
とから､定期的な研修、 に関する研究会等に職員 させ実地研修を行うことにより、職員の資質向
実地査察への参加等を行 を積極的に参加させる。 上を図った。
うことにより、職員の資 また、新たに査察員と
質の向上を図る。 なる職員については、経

験豊富な職員と実地査察
に参加させる等により、
職員の資質向上を図る。

(ｳ) 査察の実施後、原則と (ｳ) 査察実施後、速やかに ◇GLP査察の実施後3週間以内 【業務実績報告書の記述】
して3週間以内に査察結 査察結果を取りまとめ、 に評価会議を開催した。 平成20年度に査察を実施した14試験施設のす
果を取りまとめ、その結 その結果をもとに3週間 ｓ：達成度合は100％以上で べてについて､目標期間である査察実施後3週間 ａ
果を基に、評価会議を適 以内に農薬GLP中核職員 あり、特に優れた成果が得 以内に査察結果を取りまとめ､その結果を基に､
時開催し、迅速な評価を 等からなる評価会議を開 られた 農薬検査部内に設置する評価会議を12回開催し
行う。 催し、迅速かつ的確な評 ａ：達成度合は90％以上であ た。

価を行う。 った 査察実施から会議開催までの平均期間は1.4
ｂ：達成度合は50％以上90％ 週間、最大で2.0週間であった。

未満であった
ｃ：達成度合は50％未満であ 【その他の特記事項】

った 達成度合：100％(12回／12回)
ｄ：達成度合は50％未満であ

り、その要因は法人の著し
く不適切な対応にあった

イ 国際調和の推進 イ 国際調和の推進 イ 国際調和の推進 ◇OECDのテストガイドライン 【業務実績報告書の記述】
今後、 新たなOECDのテストガ 新たなOECDのテストガ の策定、コーデックス食品規 新たなOECDのテストガイドラインの策定等の

(ｱ) OECDにおける新たなテ イドライン等の策定、外 イドラインの策定等の国 格委員会における残留農薬に 国際調和業務、外国・地域との間における農薬 ａ
ストガイドライン等の策 国・地域との間における 際調和業務、外国・地域 関する国際規格の設定及び農 GLP制度の相互承認に係る協定及び2国間取決め
定 農薬GLP制度の相互承認 との間における農薬GLP 薬GLP制度の相互承認協定等 に対して技術的に貢献するため、国との連携・

(ｲ) コーデックス食品規格 に係る協定及び2国間取 制度の相互承認に係る協 に対して技術的に貢献するた 協力の下、次に掲げる取組を実施した。
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委員会（Codex Alimenta 決めの増加が予想される 定及び2国間取決めに対 めに必要な取組を行った。
rius Commission)におけ ことから、これらに対し して技術的に貢献するた ｓ：必要な取組を行い、特に
る残留農薬に関する国際 て技術的に貢献するた め、国との連携・協力の 優れた成果が得られた
規格の設定 め、国との連携・協力の 下、次に掲げる取組を実 ａ：必要な取組を行った

(ｳ) 外国・地域との間にお 下、次に掲げる取組を実 施する。 ｂ：必要な取組を行わなかっ
ける農薬GLP制度の相互 施する。 た事例があった
承認に係る協定及び2国 ｃ：取組を行わなかった
間取決めの実施等の支援 (ｱ) OECD環境政策委員会農 (ｱ) OECD環境政策委員会農 ｄ：取組を行わず、その要因 OECD農薬残留テストガイドライン専門家会合
等の業務の増加が見込ま 薬作業部会、同GLP作業 薬作業部会、同GLP作業 は法人の著しく不適切な対 に職員2名を、GLP作業部会に職員1名を専門家
れることから、これらに 部会等の会議に必要に応 部会等の会議に、必要に 応にあった として登録し、農薬残留専門家会合2回に職員
対して技術的に貢献する じ参加し、農薬登録制度 応じて職員を派遣するほ 延べ2名を、GLP作業部会1回に職員1名を派遣し
ため、必要に応じ、国際 に係る国際調和に貢献す か、国際的な議論に貢献 た。
会議等に職員を派遣す る。 するため、専門家会議に さらに、1件のOECDテストガイドラインに係
る。 職員を登録する。 る意見を農林水産省及び専門家会合へ提出し

た。

(ｲ) コーデックス食品規格 (ｲ) コーデックス食品規格 コーデックス食品規格委員会（Codex Alimen
委員会（Codex Alimenta 委員会（Codex Alimenta tarius Commission）残留農薬部会（Codex Com
rius Commission）残留 rius Commission）残留 mittee on Pesticide Residues）の会議1回に
農薬部会(Codex Committ 農薬部会（Codex Commit 職員を2名派遣した。
ee on Pesticide Residu tee on Pesticide Resid
es)等の会議に必要に応 ues）等の会議に、必要
じ参加し、国際的な農薬 に応じて職員を派遣す
残留に係る基準の設定に る。
貢献する。

(ｳ) 上記会議に積極的に貢 (ｳ) 上記会議での検討事項 各会議での検討事項に関して、日常的な検討
献するため、会期以外の に関して、日常的な検討 を行うため、農林水産省消費・安全局農産安全

（ 、期間においても、会議に を行うための体制整備を 管理課に設置された国際対応検討チーム 毒性
おける論点につき、日常 行う。この中で、引き続 残留、ドシエ・モノグラフ）に参画した。
的な検討を行うととも き、OECDのドシエ・モノ また、OECD農薬ジョイントレビューの計画及
に、必要に応じて各国の グラフ及び電子テンプレ び実施に関するLessons Learnedワークショッ
検査機関との間で情報交 ートの利用に関する国際 プに職員3名を派遣し、情報収集を行った。
換を行う。 的動向につき、情報収集 さらに、米国EPAに職員2名を派遣し、農薬登

を行う。 録担当責任者及びGLP担当責任者と意見交換を
また、必要に応じて、 行った。

各国関係機関との情報交
換を行う。

(ｴ) 上記会議に関しては、 (ｴ) 上記会議に関して、関 OECDの農薬関係会議の課題について、農薬工
関係団体等との協力が不 係団体等と意見交換会を 業会、日本植物防疫協会等の関係団体等との意
可欠であることから、可 開催する。 見交換会を2回開催した。
能な範囲で、これらの者
との連携を強化する。

(ｵ) 日・ＥＵ等の農薬GLP (ｵ) 日・ＥＵ等の農薬GLP 日・EU相互承認協定（GLP分野）に基づき、
に係る相互承認協定の履 に係る相互承認協定の履 平成19年度に査察した農薬GLP試験施設のリス
行に貢献するため、日本 行に貢献するため、日本 トを農林水産省に報告した。
における農薬GLP適合確 における農薬GLP適合確
認施設のリストを作成す 認施設のリストを作成し
る。 国へ報告する。
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ウ 調査研究の重点化 ウ 調査研究の重点化 ウ 調査研究の重点化 ◇年度計画に基づき、調査研 【業務実績報告書の記述】
検査検定を主たる業務 検査検定を主たる業務 (ｱ) 調査研究課題の選定等 究を実施した。 全調査研究費19.5百万円のうち、ａ及びｂに

として実施する法人にふ として実施する法人にふ 次のａからｃまでに掲 ｓ：計画どおり実施し、特に 該当する調査研究経費は、18.7百万円であり、 ａ
さわしいものとして、次 さわしいものとして、中 げる調査研究課題に取り 優れた成果が得られた 全調査研究費の95.9％をこれらに配分した。
に掲げる調査研究を重点 期目標第３の２(2)の② 組むこととし、このうち ａ：計画どおり実施した
的に実施し、その結果を のウの(ｱ)及び(ｲ)に即し ａ及びｂの調査研究課題 ｂ：概ね計画どおり実施した
迅速に公表する。具体的 た調査研究課題を設定す に対しては農薬に関する ｃ：計画どおり実施できなか
には、農薬に関する業務 るとともに、農薬に関す 業務に係る調査研究経費 った
に係る調査研究経費中に る業務に係る調査研究経 の80％以上を重点配分す ｄ：計画どおり実施できず、
占める次に掲げる調査研 費中に占める当該調査研 る。 その要因は法人の著しく不
究課題に係る調査研究経 究課題に係る調査研究経 適切な対応にあった
費の割合を80％以上とす 費の割合を80％以上と ａ 農薬登録に係るOECD ａ 農薬登録に係るOECDテストガイドライン
る。 し、次に掲げる措置を講 テストガイドライン等 等の国際的枠組の策定に当たり、これが我

(ｱ) 農薬登録に係るOECDテ ずる。 の国際的枠組の策定に が国へ導入された場合の可否の検証
ストガイドライン等の国 (ｱ) 調査研究の実施期間中 当たり、これが我が国
際的枠組みの策定に当た において、経費及び人的 へ導入された場合の可 ・水産動植物への影響評価に係るテストガ
り、これが我が国へ導入 資源につき、適切な進行 否の検証： イドラインの開発・検証
された場合の可否の検証 管理を行う。 ・水産動植物への影響

(ｲ) 残留農薬基準の対象品 (ｲ) 調査研究の結果につい 評価に係るテストガ （課題名：幼若ホルモン様農薬のミジン
目の拡大等に対応した新 ては、外部の有識者によ イドラインの開発・ コ類に対する影響調査）
たな検査手法の開発 る評価を行うとともに、 検証 OECDテストガイドライン211号（オ

調査研究の結果を迅速に ・作物残留試験及び後 オミジンコ繁殖試験）に、幼若ホルモ
公表する。 作物残留試験に係る ン様作用を検出するための観察事項が

(ｳ) 外部の有識者による評 テストガイドライン 追加されたことから、試験法の検証の
価が著しく低い調査研究 の改善・整備 ため、収容密度及び飼育溶液中の化学
については、実施期間中 物質によるストレスの影響、継代した
であっても、打ち切りを 子孫を用いた再現性、平成19年度と異
含めて抜本的に見直す。 なる昆虫成長抑制剤を用いた試験等の

調査を実施した （平成20年度終了）。

（課題名：ウキクサ生長阻害試験の我が
国への導入の可否の検討）
水産植物への影響試験法として作成

されたOECDテストガイドライン221号
（ウキクサ生長阻害試験）について、
その導入の可否について検証するた
め、ウキクサ生長量の測定方法、環境
条件の生長に与える影響、共存する藻
類の影響を排除するための無菌化ウキ
クサの作成等の調査を行った 平成21。（
年度継続）

・作物残留試験に係るテストガイドライン
の改善・整備

（ ）課題名：作物残留性の外挿に係る検討
わが国の実情に適した作物残留性の

外挿法等を検討するため、作物のグル
ープ化に関する欧米の状況を調査する
とともに、わが国の既存情報の解析、
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類似作物の作物残留性試験等の調査を
行った （平成21年度継続）。

（課題名：土壌を経由した後作物への農
薬残留に関する調査研究）
土壌中の農薬濃度と後作物における

残留濃度の関係等について検討するた
め、後作物への残留性に関する知見を
収集するとともに、育苗箱に使用した
農薬の性質と灌水による溶出量の関
係、後作物への残留を想定した作物残
留性試験等の調査を行った （平成21。
年度継続）

ｂ 残留農薬基準の対象 ｂ 残留農薬基準の対象品目の拡大等に対応
品目の拡大等に対応し した新たな検査手法の開発
た新たな検査手法の開
発： ・農薬製剤の簡易判別手法の開発
・農薬製剤の簡易判別

手法の開発 （課題名：FT-IRを用いた製剤分析方法
の確立）
近赤外スペクトルを利用した主成分

分析による解析で異なる結果が得られ
る同一処方の乳剤について、ガスクロ
マトグラフ及び高速液体クロマトグラ
フにより要因解析を行った。また、13
種類の澄明な液体製剤についてFT-IR
で測定を行い、主成分分析を行った。
（平成21年度継続）

ｃ その他研究課題： ｃ その他研究課題
・農業資材を経由した

農薬汚染防止対策 ・農業資材を経由した農薬汚染防止対策

（課題名：クロピラリドの作物体残留量
の把握）
新たな農林水産政策を推進する実用

技術開発事業「飼料及び堆肥に残留す
る除草剤の簡易判定法と被害軽減対策
の確立」に参画し、クロピラリド残留
堆肥を施用した土壌でこまつな及びブ

、 、ロッコリーを栽培し 収穫物を分析し
結果を畜産草地研究所に報告した 平。（
成20年度終了）

【その他の特記事項】
「研究費の重点配分」については 「中期計、

画第1の2(1)の②イ付帯業務(24ページ)」にお
いて評価するため、当指標においては評価しな
い。
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(ｲ) 調査研究実施中におけ ◇調査研究の進行管理、外部 【業務実績報告書の記述】
る措置 の有識者による事前・事後評 調査研究推進委員会（農薬）を6回開催し、
ａ 調査研究の実施期間 価及び調査研究結果の公表を 平成20年度計画についての外部評価委員指摘事 ａ

中において、経費及び 適切に行った。 項に対する対応、調査研究の進捗状況と推進上
人的資源につき、適切 ｓ：適切に行い、特に優れた の問題点、平成20年度調査研究成果及び平成21
な進行管理を行うた 成果が得られた 年度調査研究計画案などについて検討を行い必
め、調査研究推進委員 ａ：適切に行った 要に応じ修正等を行った。
会（農薬）において定 ｂ：概ね適切に行った
期的に検討を行う。 ｃ：行わなかった

ｄ：行わず、その要因は法人
ｂ 原則として、すべて の著しく不適切な対応にあ 平成21年3月に本年度の調査研究成果につい

の調査研究結果につい った て外部評価委員による中間評価及び事後評価を
ては、事業年度内に外 実施した（ただし、課題名「クロピラリドの作
部の有識者による事後 物体残留量の把握」は、別途委託者において評
（中間）評価を行うと 価されることから対象外とした 。その結果、A）
ともに、調査研究の結 からDの4段階評価で、5課題すべてがA又はBの
果を迅速に公表する。 評価であった （なお、調査研究結果は、迅速。

に公表することとしている ）。

ｃ 外部の有識者による 上記外部評価委員による評価において、実施
評価が著しく低い調査 期間中の調査研究に対する中間評価及び平成21
研究については、実施 年度の調査研究計画（案）に対する事前評価を
期間中であっても、打 実施した。その結果、中間評価において、調査
ち切りを含めて抜本的 研究を打ち切るような評価が著しく低いものは
に見直す。併せて、次 なかった。また、計画（案）についても評価が
の事業年度の調査研究 著しく低いものはなく、計画（案）どおり了承
計画 案 についても された。（ ） 、
上記外部有識者による
事前評価を行う。

エ 情報の適正な収集・分 エ 情報の適正な収集・分 エ 情報の適正な収集・分 ◇コーデックス食品規格委員 【業務実績報告書の記述】
析等 析等 析等 会又はOECD加盟国で作成され 情報収集については、平成20年度は農薬の検
農薬の検査を的確に行 コーデックス食品規格 (ｱ) 農薬の検査を適切に行 ているモノグラフ及び農薬に 査に関連する分野として 「毒性 「環境（化 ａ、 」、

うため、コーデックス食 委員会又はOECDの加盟国 うため、コーデックス食 関する文献を整理・活用し 学系 生物系 品質 効果及び薬害 残、 ）」、「 」、「 」、「
品規格委員会又はOECDの において作成されている 品規格委員会又はOECDの た。 留農薬」及び「その他」の6分野に分類し、次
加盟国において作成され 評価概要書 モノグラフ 加盟国において作成され ｓ：整理・活用し、特に優れ のとおり文献又は学術誌を収集、整理、抄録作（ ）
ている農薬の毒性及び残 等を積極的に入手し、分 ている評価概要書（モノ た成果が得られた 成を行った。
留性に関する評価概要書 析するとともに、体系的 グラフ 、国内外の農薬 ａ：整理・活用した）
（モノグラフ 、国内外 に分類・整理・保管し、 に関する文献情報等を積 ｃ：整理・活用しなかった 表７ 文献又は学術誌の収集、整理、抄録）
の農薬に関する文献・情 今後の効率的かつ効果的 極的に入手し分析すると ｄ：整理・活用せず、その要 分 野 文献等の 抄録作成
報等を積極的に入手し、 な農薬の検査の検討に資 ともに、体系的に分類・ 因は法人の著しく不適切な 種類
分析するとともに、体系 する。 整理・保管を行う。 対応にあった 毒 性 4種類 4タイトル
的に分類・整理・保管す 環 境 22種類 25タイトル
る。 品 質 4種類 6タイトル

効果及び薬害 6種類 14タイトル
残留農薬 5種類 45タイトル
そ の 他 6種類 5タイトル
合 計 47種類 99タイトル

また、平成20年にEUで評価された19化合物の
農薬の毒性及び残留性の評価概要を収集した。
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(ｲ) 農薬の安全性等に関す 農薬の安全性等に関する情報提供の推進
る情報提供の推進

「 」ａ 消費者、生産者、事 ａ ホームページの ご意見・お問い合わせ
業者等からの問い合わ の「農薬の登録情報等に関するお問い合わ
せに適切に対応する。 せ」のコーナーにおいて消費者、生産者、

事業者等からの問い合わせ152件（平成20
年度計152件）のうち150件（回答作成中の
2件を除く）について適切に回答した。

問い合わせがあってから回答までの期間
は2週間以内と定め、期間内に回答した問
い合わせは146件（97.3％）であった。

ｂ 消費者、生産者、事 ｂ 各四半期ごとに寄せられた質問、意見の
業者等からホームペー とりまとめを行い、ホームページの「ご意
ジに寄せられた意見を 見・お問い合わせ」の「農薬の登録情報等
検討するとともに、必 に関するお問い合わせ」のコーナーの「よ
要に応じ、情報提供業 くある質問」を追加・更新した。
務の改善を図る。 また、次の資料等をホームページの「農

薬検査関係」のコーナーに掲載した。

(a) 農薬の登録申請に係る試験成績につい
て（平成12年11月24日付12農産第8147号
農林水産省農産園芸局長通知）及び同運
用の改正内容

(b) 農薬の毒性及び残留性に関する試験の
適正実施について 平成11年10月1日付11（
農産第6283号農林水産省農産園芸局長通
知）の改正内容検査

(c) 農薬の登録申請書等に添付する資料等
について（平成14年1月10日付13農産第
3987号農林水産省農産園芸局長通知）及
び同運用の英訳

(d) 食品安全委員会において評価された25
農薬の資料概要

この他、次のとおり農薬登録に関する情報提
供の推進を図った。

提供内容：登録番号、用途（殺虫、殺菌、除
）、 、 、草等 農薬の種類 農薬の名称

作物名、適用病害虫雑草名、使用
目的、使用時期、使用液量、本剤
の使用回数、使用方法、適用場所
等全17項目

ダウンロード等の実績 平成20年4月～平成21（
年3月）

アクセス数：計53,838件、月平均4,903件
（内訳 基本情報：月平均3,027件

詳細情報：月平均1,876件）
ダウンロードデータの二次利用(注)：5件
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注：私的使用又は引用等著作権法上認めら
れた行為以外の引用、転載、複製、改
変等（再配信を含む）及び商業目的で
の利用

【その他の特記事項】
(ｲ)の取組内容については 「中期計画第2の1、

(2)の①ア情報提供の一元化(39ページ、40ペー
ジ)」において評価するため、当指標において
は評価しない。

オ アンケート調査の実施 オ アンケート調査の実施 オ アンケート調査の実施 ◇農薬の検査等の業務につい 【業務実績報告書の記述】
センターが行う農薬の 業務の質及びサービス センターの業務の質及 て、業務の質及びサービスの 行政サービスの改善について、農薬登録申請

登録及び適用病害虫等の の一層の向上を図るた びサービスの一層の向上 一層の向上を図るためのアン 者及び国内管理人（総計170者）に対し、郵送 ａ
変更の登録に係る農薬の め、センターが行う農薬 を図るため、農薬登録申 ケート調査を実施した。 によるアンケート調査を行った。

（ ）検査等の業務について、 の検査等の業務につい 請者及び国内管理人に対 ｓ：実施し、特に優れた成果 アンケートの総回収数は81件 回収率47.6％
。 （ ） 、申請者及び国内管理人に て、次に掲げるとおりア してアンケート調査を実 が得られた であった 複数あった要望 指摘 については

、 。 、対しアンケート調査を行 ンケート調査を実施す 施する。 ａ：実施した 改善措置を検討し 業務の改善を図った また
い、その結果を分析する る。 ｃ：実施しなかった アンケート結果及び改善措置について、申請者
とともに、当該業務の質 (ｱ) 農薬登録申請者及び ｄ：実施せず、その要因は法 及び国内管理人に送付した。
の向上を図る。 国内管理人に対するア 人の著しく不適切な対応に

ンケート調査 あった
(ｲ) 農薬登録情報利用者
に対するアンケート調
査

③ 農薬取締法に基づく立入 ③ 農薬取締法に基づく立入 ③ 農薬取締法に基づく立入
検査及び集取業務 検査及び集取業務 検査及び集取業務

農薬取締法第13条の2及 農薬取締法第13条の2及 農薬取締法第13条の2及 ◇農薬取締法に基づく立入検 【業務実績報告書の記述】
び第15条の3の規定に基づ び第15条の3の規定に基づ び第15条の3の規定に基づ 査等の結果を立入検査等の終 農林水産大臣から指示のあった、28都府県下
く農薬等の集取及び立入検 く農薬等の集取及び立入検 く農薬等の集取及び立入検 了後1か月以内に報告した。 の84製造場に対して立入検査を実施するととも ａ
査を行うに当たっては、農 査を行うに当たっては、そ 査を行うに当たっては、そ ｓ：1か月以内に報告した件 に、検査のため12点の農薬を集取、分析した。
林水産大臣の指示に従い適 れらの実施後、その結果を れらの実施後、検査の結果 数は100％であり、特に優
切かつ迅速に実施する。 農林水産大臣に1か月以内 を農林水産大臣に1か月以 れた成果が得られた ○ 製造場に対する立入検査等

具体的には、集取及び立 に報告するため、次に掲げ 内に報告するため、次に掲 ａ：1か月以内に報告した件 農林水産大臣から指示のあった新規化合物
入検査実施後、その結果を る取組を実施する ただし げる取組を実施する。 数は90％以上であった 農薬を製造している製造場及び近年検査を実。 、
1か月以内に農林水産大臣 集取農薬の検査に時間を要 ただし、集取農薬の検査 ｂ：1か月以内に報告した件 施していない製造場を対象に、農薬の製造及
に報告するものとする する場合には、当該検査結 に時間を要する場合には、 数は50％以上90％未満であ び品質管理状況、法定事項の遵守事項等の検。（注２）

（注2）集取対象農薬の検 果が得られ次第、その結果 当該検査結果が得られ次 った 査を実施するとともに、農林水産省の依頼に
査に時間を要する場合に を農林水産大臣に報告する 第、その結果を農林水産大 ｃ：1か月以内に報告した件 より事故災害防止に対する調査を行った。
は、当該検査結果が得られ ものとする。 臣に報告するものとする。 数は50％未満であった 農林水産大臣からの6件（84製造場）の立
次第、その結果を農林水産 ｄ：1か月以内に報告した件 入検査実施指示に対し、立入検査実施後、大
大臣に報告するものとす 数は50％未満であり、その 臣への結果報告に要した期間は次のアからウ
る。 要因は法人の著しく不適切 の措置を講じることにより、すべての検査で

な対応にあった 目標期間である1か月以内（最大24日、平均
12.6日）に報告した。

○ 集取農薬等の検査結果
立入検査において集取した12点について、

有効成分の種類及び含有量、物理的化学的性
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状、容器又は包装及びその表示事項等につい
て検査を行った。

【その他の特記事項】
達成度合：100％(84製造場／84製造場)

ア マニュアルの改善 ア マニュアルの改善 ◇農薬取締法に基づく立入検 【業務実績報告書の記述】
立入検査マニュアル及び (ｱ) 立入検査マニュアル 査等適切かつ迅速に実施する 立入検査マニュアル等の見直しを行った結
集取マニュアルについ について必要に応じて ための取組を行った。 果、様式等について一部改訂を行った。 ａ
て、必要に応じて見直し 見直しを行う。 ｓ：計画どおり行い、特に優
を行い、集取した農薬等 (ｲ) 集取マニュアルにつ れた成果が得られた
の検査の迅速化を図る。 いて必要に応じて見直 ａ：計画どおり行った

しを行う。 ｂ：概ね計画どおり行った
ｃ：計画どおり行わなかった

イ 研修の実施等 イ 研修の実施等 ｄ：計画どおり行わず、その 立入検査について未経験の職員4名に対し研
集取及び立入検査につ 集取及び立入検査につ 要因は法人の著しく不適切 修を実施した。

いて未経験の職員又は経 いて未経験の職員又は経 な対応にあった
験数が少ない職員につい 験数が少ない職員につい
ては、的確かつ効率的な ては、的確かつ効率的な
検査が行えるよう、知識 検査が行えるよう、知識
及び技術の習得に必要な 及び技術の習得のため、
研修を実施する。 体系的な研修計画の中で

研修するとともに、立入
検査に同行させる。

ウ 事務処理の迅速化 ウ 事務処理の迅速化 平成18年度に定めた立入検査に係る決裁等事
通常の立入検査につい 決裁等事務処理の迅速 務処理の運用を、平成20年度においても文書で

て、決裁等の事務処理の 化を図るため、決裁関係 役職員に更なる周知、徹底を図った。
迅速化を図る。 規程の一層適切な運用を

役職員へ周知する等改善
策を講ずる。

(3) 飼料及び飼料添加物関係 (3) 飼料及び飼料添加物関係 (3) 飼料及び飼料添加物関係 ○飼料及び飼料添加物関係業
Ａ業務 業務 業務 務

指標の総数 ：18
評価ｓの指標数：０×３点＝０点
評価ａの指標数：18×２点＝36点
評価ｂの指標数：０×１点＝０点
評価ｃの指標数：０×０点＝０点
評価ｄの指標数：０×-1点＝０点

36点
(36／36＝100％)

① 飼料及び飼料添加物の検 ① 飼料及び飼料添加物の検 ① 飼料及び飼料添加物の検
査等業務 査等業務 査等業務

ア 飼料及び飼料添加物の ア 飼料及び飼料添加物の ア 飼料及び飼料添加物の ◇飼料又は飼料添加物に係る 【業務実績報告書の記述】
基準・規格等の設定に関 基準・規格等の設定に関 基準・規格等の設定に関 基準･規格等の設定に関する 次に掲げる調査を実施することにより、飼料
する調査飼料の安全性を する調査 する調査 調査を計画的に行った。 の安全性の向上に努めた。 ａ
向上させるため、次に掲 飼料及び飼料添加物の ｓ：計画どおり行い、特に優
げる飼料及び飼料添加物 基準・規格等の設定に関 れた成果が得られた
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の基準・規格等の設定に する調査における情報の ａ：計画どおり行った
関する調査を行う。 収集・提供に当たって ｂ：概ね計画どおり行った

は、必要に応じて１(2) ｃ：計画どおり行わなかった
の情報提供業務と連携し ｄ：計画どおり行わず、その
つつ、次に掲げる取組を 要因は法人の著しく不適切
実施するものとする。 な対応にあった

(ｱ) 飼料又は飼料添加物の (ｱ) 飼料又は飼料添加物の (ｱ) 現在指定されている飼 現在、飼料添加物の基準・規格に指定されて
基準・規格等に関する最 基準・規格等に関する最 料添加物について、基準 いる一般試験法のうち、鉛試験法及びヒ素試験
新の科学的知見、諸外国 新の科学的知見を文献や ・規格等に関する最新の 法について、基準・規格等に関する最新の科学
における規制の状況、関 インターネット等により 科学的知見を文献やイン 的知見をもとに試験法の汎用性、環境への影響
係する他法令による規制 収集し、諸外国における ターネット等により収集 等を踏まえ専門的・技術的な内容等の調査を行
の専門的・技術的な内容 規制の状況・情報を入手 し、外国における規制の い、その結果を取りまとめ、農林水産省に報告
等の調査を実施し、当該 し、関係する他法令によ 状況・情報を入手し、関 した。
調査結果を事業年度ごと る規制の専門的・技術的 係する他法令による諸規
に取りまとめる。 な内容等の調査を実施 制の専門的・技術的な内

し、当該調査結果を事業 容等の調査を実施し、必
年度ごとに取りまとめ 要に応じて試験方法の開
る。 発改良を行い、その結果

を取りまとめる。

また、農林水産省から また、農林水産省から また、飼料添加物に新規指定申請されている
の要請により、農林水産 の要請により、農林水産 L-グルタミン等5品目について農林水産省から
省が検討を行っている飼 省が検討を行っている飼 の要請により、基準・規格、検討資料等の妥当
料又は飼料添加物の基準 料又は飼料添加物の基準 性について検討を行った。
・規格、検討資料等の妥 ・規格、検討資料等の妥
当性について検討を行 当性について検討を行
う。 う。

(ｲ) 飼料添加物の指定に係 (ｲ) 飼料添加物の指定に係 (ｲ) 飼料添加物の指定に係 飼料添加物の動物試験の実施に関する基準に
る動物試験等の信頼性を る動物試験等の信頼性を る動物試験等の信頼性を 基づく検査は申請がなかったため実施しなかっ
確保するため、飼料添加 確保するため、飼料添加 確保するため、飼料添加 た。
物の動物試験の実施に関 物の動物試験の実施に関 物の動物試験の実施に関 なお、飼料添加物の動物試験の実施に関する
する基準に基づく検査を する基準に基づく検査を する基準に基づく検査を 基準についてOECD-GLPと飼料添加物GLPの相違
行う。 行う。 行う。 点等の調査を行い、その結果を取りまとめ、農
また、飼料添加物の動 また、飼料添加物の動 また、飼料添加物の動 林水産省に報告した。

物試験の実施に関する基 物試験の実施に関する基 物試験の実施に関する基
準、OECD安全性試験実施 準、OECD安全性試験実施 準、OECD安全性試験実施
基準等、諸外国における 基準等、諸外国における 基準等、外国における規
規制の状況、関係する他 規制の状況、関係する他 制の状況、関係する他法
法令による規制の専門的 法令による規制の専門的 令による規制の専門的・
・技術的な内容等の調査 ・技術的な内容等の調査 技術的な内容等の調査を
を行い、当該調査結果を を行い、当該調査結果を 行い、当該調査結果を取
取りまとめる。 取りまとめる。 りまとめる。

(ｳ) 飼料及び飼料添加物の (ｳ) 飼料及び飼料添加物の (ｳ) 飼料及び飼料添加物の 飼料及び飼料添加物の分析法の公定法化に資
分析法の公定法化に資す 分析法の公定法化に資す 分析法の公定法化に資す するため、検査技術の向上を目的として、年度

、 （ ）るため、分析法の開発・ るため、分析法の開発又 るため、次に掲げる分析 計画に定めた5課題を含め 次の7課題 9成分
改良を中期目標期間中に は改良を行う成分を年度 法の開発又は改良を実施 の分析法の開発又は改良を行い 調査結果を 飼、 「
実施するとともに、分析 計画に定めて中期目標期 するとともに、その結果 料研究報告」として取りまとめた。
法の解説書を作成する。 間中に30件以上の分析法 を取りまとめて公表す
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分析法の開発・改良の結 の開発又は改良を実施す る。 ａ 飼料中のピコリナフェンの分析法
果は、事業年度ごとに取 るとともに、その結果を ａ 高濃度ピコリナフェ （1成分）
りまとめて公表する。な 事業年度ごとに取りまと ン等の分析法 ｂ 魚油中のマラカイトグリーン等の同時分
お、分析法の開発・改良 めて公表する。なお、分 ｂ マラカイトグリーン 析法 （2成分）
に当たっては、必要に応 析法の開発・改良に当た 等の同時分析法 ｃ 飼料中のフロルフェニコールの分析法
じて他の検査等業務で得 っては、必要に応じて他 ｃ フロルフェニコール （1成分）
られたノウハウや知見の の検査等業務で得られた の分析法 ｄ 飼料中のサルモネラの検出法の改良
活用を図るものとする。 ノウハウや知見の活用を ｄ サルモネラの試験法 （1成分）

図るものとする。 の改良 ｅ 飼料中の残留クロラムフェニコールの分
また、中期目標期間中 ｅ 微量クロラムフェニ 析法 （1成分）

に分析法全般の解説書を コールの分析法 ｆ 飼料中のインドキサカルブの分析法
作成する。 （1成分）

ｇ 飼料中のオキソリン酸等の同時分析法
（2成分）

(ｴ) 飼料等に関する基準・ (ｴ) 飼料等に関する基準・ (ｴ) 飼料等に関する基準・ 飼料等に関する基準・規格等の改善に資する
規格等の改善に資するた 規格等の改善に資するた 規格等の改善に資するた ため、次に掲げる業務を行った。
め、飼料等に関する国際 め、ISO/TC34/SC10の国 め、次に掲げる業務を実
機関の基準・規格等の策 内審議団体として、規格 施する。
定に参画する。 基準等の策定に参画する

とともに、必要に応じて ａ 国際基準との比較検 ゼアラレノンの分析法が平成19年度末に国際
その他の国際会議等に参 討 基準（ISO）法となったことから、我が国の公
画する。 定法（飼料分析基準）との比較検討を行うため

に予備調査を実施した。

ｂ 国際基準設定のため オクラトキシンAの共同試験（European Comm
の共同試験への参加 ission, Joint Research Centre, Institute

for Reference Materials and Measurements
（ベルギー ）に参加した。）

ｃ 必要に応じてISO会 ISO会議については、開催されなかった。ま
議に参加するととも た、国際規格案等への意見照会はなかった。
に、国際規格案等への
意見の提出

イ モニタリング検査 イ モニタリング検査 イ モニタリング検査 【業務実績報告書の記述】
飼料の安全性を向上さ 飼料の安全性を向上さ 飼料の安全性を向上さ モニタリング検査について計画を策定して次

せるため、次に掲げるモ せるため、事業年度ごと せるため、モニタリング に掲げるとおり実施し、飼料の安全性の向上に
ニタリング検査を行う。 にモニタリング検査計画 検査計画を策定し、次に 努めた。

を策定し、次に掲げるモ 掲げるモニタリング検査
ニタリング検査を行う。 を行う。
その際、プロジェクトチ
ームを活用して、検査等
業務と連携してモニタリ
ング検査計画の策定を行
うとともに、必要に応じ
てモニタリング検査結果
について４のリスク管理
に資するための有害物質
の分析業務との共有を図
るものとする。
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(ｱ) 飼料中の飼料添加物、 (ｱ) 飼料中の飼料添加物、 (ｱ) 飼料中の飼料添加物、 ◇年度計画に基づき、飼料の 【業務実績報告書の記述】
飼料又は飼料添加物中の 飼料又は飼料添加物中の 飼料又は飼料添加物中の 安全性の向上に資するための 飼料等中の飼料添加物、飼料又は飼料添加物
有害物質、病原微生物、 有害物質、残留農薬、病 有害物質、病原微生物、 モニタリング検査を実施し 中の有害物質、病原微生物、肉骨粉等及び遺伝 ａ
肉骨粉等及び遺伝子組換 原微生物、肉骨粉等及び 肉骨粉等及び遺伝子組換 た。 子組換え体のモニタリング検査については、次
え体のモニタリング検査 遺伝子組換え体のモニタ え体のモニタリング検査 ｓ：計画値の達成度合は100 に掲げるとおり実施し、いずれも年度計画に定
を実施し、その結果を事 リング検査については、 については、次に掲げる ％以上であり、特に優れた めた目標を達成した。
業年度ごとに取りまとめ 輸入飼料中の有害物質の モニタリング検査項目及 成果が得られた
て公表する。 混入等、飼料の安全性に び成分点数を目標として ａ：計画値の達成度合は90％ ａ 飼料及び飼料添加物中の飼料添加物の基
また、このうち特に広 関する課題を勘案し、検 実施する。 以上であった 準・規格適合検査として 387点

域的に流通する主要な輸 査の必要性に応じて重点 ａ 飼料及び飼料添加物 ｂ：計画値の達成度合は50％ ｂ 飼料中の農薬、かび毒、有害金属等の有
入飼料穀物や乾牧草等の 化し、モニタリング検査 中の飼料添加物の基準 以上90％未満であった 害物質の基準適合検査として 79,381点
有害物質等による汚染状 項目及び成分点数を年度 ・規格適合検査とし ｃ：計画値の達成度合は50％ ｃ 飼料中の病原微生物の基準・規格適合検
況については、四半期ご 計画に定めて実施する。 て、300点 未満であった 査として 315点
とに取りまとめて公表す ｂ 飼料中の農薬、か ｄ：計画値の達成度合は50％ ｄ 飼料中の肉骨粉等の分析・鑑定として
る。 び毒、有害金属等の 未満であり、その要因は法 1,343点

有害物質の基準適合 人の著しく不適切な対応に
査として、55,000点 あった 【その他の特記事項】

ｃ 飼料中の病原微生物 達成度合：144％(81,426点／56,550点)
の基準・規格適合検査
として、250点

ｄ 飼料中の肉骨粉等の
分析・鑑定として、
1,000点

モニタリング検査結果 モニタリング検査結果 ◇モニタリング検査結果を事 【業務実績報告書の記述】
は、事業年度ごとに取り は、事業年度ごとに取り 業年度ごと又は四半期ごとに モニタリング検査結果については、事業年度
まとめ、ホームページに まとめ、ホームページに とりまとめてホームページに ごとに取りまとめ、ホームページに公表した。 ａ
公表するとともに、この 公表するとともに、この 公表した。 このうち特に広域的に流通する主要な輸入飼料
うち特に広域的に流通す うち特に広域的に流通す ｓ：公表し、特に優れた成果 穀物や乾牧草等の有害物質等による汚染状況に

、 。る主要な輸入飼料穀物や る主要な輸入飼料穀物や が得られた ついては 四半期ごとに取りまとめて公表した
乾牧草等の有害物質等に 乾牧草等の有害物質等に ａ：公表した
よる汚染状況について よる汚染状況について ｃ：公表しなかった
は、四半期ごとに取りま は、四半期ごとに取りま ｄ：公表せず、その要因は法
とめて公表する。 とめて公表する。 人の著しく不適切な対応に

あった

このほか、農林水産省 このほか、農林水産省 このほか、農林水産省 【業務実績報告書の記述】
が策定する「サーベイラ が策定する「サーベイラ が策定する「サーベイラ このうち農林水産省が策定する「サーベイラ
ンス・モニタリング計 ンス・モニタリング計 ンス・モニタリング計 ンス・モニタリング年次計画」に含まれる有害
画」に含まれる有害化学 画」に含まれる有害化学 画」に含まれる有害化学 化学物質／品目についての検査を実施する際
物質・品目についての検 物質・品目についての検 物質・品目についての検 は、農林水産省が定めている「サーベイランス
査を実施する際には サ 査を実施する際には サ 査を実施する際には、農 ・モニタリングの計画・実施及び結果の評価・、「 、「
ーベイランス・モニタリ ーベイランス・モニタリ 林水産省が定めている 公表に関するガイドライン （平成17年6月7日」
ングの計画・実施及び結 ングの計画・実施及び結 「サーベイランス・モニ 付け17消安第2330号農林水産省消費・安全局長
果の評価・公表に関する 果の評価・公表に関する タリングの計画・実施及 通知）に従って迅速かつ的確に行い、その結果
ガイドライン （平成17 ガイドライン （平成17 び結果の評価・公表に関 を農林水産省に報告した。」 」
年6月7日付け17消安第23 年6月7日付け17消安第23 するガイドライン （平」
30号農林水産省消費・安 30号農林水産省消費・安 成17年6月7日付け17消安 【その他の特記事項】
全局長通知。以下「評価 全局長通知。以下「評価 第2330号農林水産省消費 「サーベイランス・モニタリング計画」に含
・公表ガイドライン」と ・公表ガイドライン」と ・安全局長通知）に従っ まれる有害化学物質／品目についての検査につ
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いう ）に従って迅速か いう ）に従って迅速か て迅速かつ的確に行い、 いては 「中期計画第2の4(1)リスク管理に資す。 。 、
つ的確に行い、その結果 つ的確に行い、その結果 その結果を農林水産省に るための有害物質の分析業務(115ページ)」に
を農林水産省に報告す を農林水産省に報告す 報告する。 おいて評価する。
る。 る。

(ｲ) 抗菌性飼料添加物を含 (ｲ) 抗菌性飼料添加物を含 (ｲ) 抗菌性飼料添加物を含 ◇抗菌性飼料添加物の耐性菌 【業務実績報告書の記述】
有する飼料の適正な使用 有する飼料の適正な使用 有する飼料の適正な使用 発現モニタリング調査を実施 動物医薬品検査所及び都道府県と連帯して畜
に資するため、畜産農家 に資するため、畜産農家 に資するため、農林水産 し その結果を取りまとめた 産農家等における抗菌性飼料添加物及び動物用 ａ、 。
等における抗菌性飼料添 等における抗菌性飼料添 省動物医薬品検査所が都 ｓ：調査し、その結果を取り 医薬品に対する耐性菌発現モニタリング調査を
加物の耐性菌発現モニタ 加物の耐性菌発現モニタ 道府県と連携して実施す まとめ、特に優れた成果が 実施し、得られた結果と動物医薬品検査所が実
リング調査を動物医薬品 リング調査を動物医薬品 る畜産農家等における抗 得られた 施した調査の結果を共同で取りまとめ、農林水
検査所及び都道府県と連 検査所及び都道府県と連 菌性飼料添加物の耐性菌 ａ：調査し、その結果を取り 産省及び各地方自治体へ報告した。
携して実施し、その結果 携して実施し、その結果 発現モニタリング調査に まとめた なお、結果は家畜衛生週報（農林水産省消費
を事業年度ごとに取りま を事業年度ごとに取りま 協力し、担当部分の調査 ｂ：調査結果を取りまとめな ・安全局畜水産安全管理課、動物衛生課発行）
とめて公表する。 とめて公表する。 結果を取りまとめて農林 かった に掲載された。

水産省を通じて公表す ｃ：調査しなかった
る。 ｄ：調査せず、その要因は法

人の著しく不適切な対応に
あった

ウ 飼料の使用に起因する ウ 飼料の使用に起因する ウ 飼料の使用に起因する ◇飼料の使用に起因する家畜 【業務実績報告書の記述】
家畜被害の発生時の対応 家畜被害の発生時の対応 家畜被害の発生時の対応 被害等が発生した場合、整備 飼料の使用に起因する有害畜産物の生産若し
飼料の使用に起因する 飼料の使用に起因する 飼料の使用に起因する したマニュアルに基づき有害 くは家畜等の被害発生又は有害な飼料の流通が ａ

有害畜産物の生産若しく 有害畜産物の生産若しく 有害畜産物の生産若しく な飼料の流通実態の把握、原 確認された場合における被害の拡大等を確実に
は家畜等の被害の発生又 は家畜等の被害の発生又 は家畜等の被害の発生又 因の究明等を行うため必要な 防止する観点から、農林水産省及び都道府県等
は有害な飼料の流通が確 は有害な飼料の流通が確 は有害な飼料の流通が確 検査等を迅速かつ効率的に実 と連携しつつ、スタッフ制を活用して機動的か
認された場合に被害の拡 認された場合に被害の拡 認された場合には、被害 施した。 つ柔軟な組織体制をとり、次に掲げる事項につ
大等を確実に防止する観 大等を確実に防止する観 の拡大等を確実に防止す ｓ：実施し、特に優れた成果 いて迅速かつ適切に対応した。
点から、農林水産省、都 点から、農林水産省、都 る観点から、農林水産省 が得られた
道府県等と連携しつつ、 道府県等と連携しつつ、 及び都道府県等と連携し ａ：迅速かつ効率的に実施し ・飼料安全法の基準に不適合な豚残さを飼料
機動的かつ柔軟な組織体 機動的かつ柔軟な組織体 つつ、機動的かつ柔軟な た 原料として使用していたため、緊急立入検
制をとるなど、迅速かつ 制をとるなど、迅速かつ 組織体制をとるなど、迅 ｂ：概ね迅速かつ効率的に実 査を2件実施した。
効率的に有害な飼料の流 効率的に有害な飼料の流 速かつ適切に有害な飼料 施した ・中国産飼料及び飼料添加物を国内産として
通実態の把握、原因の究 通実態の把握、原因の究 の流通実態の把握、原因 ｃ：実施しなかった 虚偽の表示をして販売していたため、緊急
明等を行う。 明等を行うため必要な検 の究明等を行うため必要 ｄ：実施せず、その要因は法 立入検査を2件実施した。

査等を行う。 な検査等を行う。 人の著しく不適切な対応に ・非食用事故米穀を飼料の原料に使用してい
また、家畜被害の発生 また、整備した緊急時 あった たため、緊急立入検査を2件実施した。

時の対応を迅速かつ適切 対応マニュアルを必要に ・養魚用飼料原料に有害物質メラミンが混入
に行えるよう、緊急時対 応じて、見直す。 していたため、緊急立入検査を1件実施し
応マニュアルの整備を行 た。
う。 ・飼料用脱脂粉乳に使用が認められていない

抗生物質クロラムフェニコールが混入して
いたため、緊急立入検査を3件実施した。

・エンドファイト毒素による中毒が疑われる
事例の原因究明のため、給与した飼料の分
析（1件、1点）

・中国において家畜用飼料にメラミンが混入
されていたことから中国産の飼料について
緊急に検査を行うため、飼料中の分析法の
検討及び分析精度の検証を迅速かつ的確に
実施した。
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・非食用事故米穀の不正規流通に関し、メタ
ミドホス汚染米が飼料原料として使用され
たため、配合飼料中のメタミドホスを定量
するため分析法の検討及び分析精度の検証
を迅速かつ的確に実施した。

また、家畜被害等発生時の迅速かつ適切な対
応に資するため既定の緊急時対応マニュアルの
見直しを行った。

エ 標準品等の指定 エ 標準品等の指定 エ 標準品等の指定 ◇抗生物質の常用標準品の指 【業務実績報告書の記述】
飼料及び飼料添加物の 飼料及び飼料添加物の 飼料及び飼料添加物の 定を必要に応じて行った。 1種類の抗生物質について常用標準品の指定

成分規格等に関する省令 成分規格等に関する省令 成分規格等に関する省令 ｓ：指定を行い、特に優れた を行い、これを含めた21種類の常用標準品430 ａ
（昭和51年農林省令第35 （昭和51年農林省令第35 （昭和51年農林省令第35 成果が得られた 本については、申請を受理した日から7業務日
号）の規定に基づく抗生 号）の規定に基づく抗生 号）の規定に基づく抗生 ａ：指定を行った 以内に配布した。
物質の常用標準品（抗菌 物質の常用標準品（抗菌 物質の常用標準品（抗菌 ｂ：必要な指定を行わなかっ
性物質の力価を定めるた 性物質の力価を定めるた 性物質の力価を定めるた た事例があった 【その他の特記事項】
めの標準として、センタ めの標準として、センタ めの標準として、センタ ｃ：必要な指定を行わなかっ 達成度合：100％(430件／430件)
ーが指定する特定製造番 ーが指定する特定製造番 ーが指定する特定製造番 た
号の抗菌性物質をいう 号の抗菌性物質をいう 号の抗菌性物質をいう ｄ：必要な指定を行わず、そ。） 。） 。）
の指定は、少なくとも2 の指定に当たっては、抗 の指定に当たっては、必 の要因は法人の著しく不適
年に1回以上行う。 生物質の試験に支障を生 要に応じて常用標準品の 切な対応にあった
なお、常用標準品の配 ずることのないよう留意 指定を行うとともに、常

布は、申請を受理した日 するとともに、少なくと 用標準品の配布について ◇常用標準品の配布につい
から7業務日以内に行う も2年に1回以上指定を行 は、事務処理の迅速化に て、申請を受理した日から7。

うものとする。 より申請を受理した日か 業務日以内に行った。 ａ
、なお、常用標準品の配 ら7業務日以内に行う。 ｓ：達成度合は100％であり

布については、事務処理 特に優れた成果が得られた
の迅速化により、申請を ａ：達成度合は90％以上であ
受理した日から7業務日 った
以内に行う。 ｂ：達成度合は50％以上90％

未満であった
ｃ：達成度合は50％未満であ

った
ｄ：達成度合は50％未満であ

り、その要因は法人の著し
く不適切な対応にあった

オ 調査研究 オ 調査研究 オ 調査研究 ◇飼料の安全性及び品質に関 【業務実績報告書の記述】
飼料の安全性及び品質 飼料の安全性及び品質 農林水産省等からの次 する分析法等を開発又は実用 次に掲げる調査を実施し、結果を取りまとめ

を向上させるため、必要 を向上させるため、飼料 に掲げる委託事業等につ 化し、若しくは結果が次年度 ることにより、飼料の安全性及び品質の向上に ａ
に応じて飼料の安全性及 の安全性及び品質の改善 いて調査研究を行うとと の調査研究に活用できる成果 努めた。
び品質に関する調査等を に関する調査研究のうち もに、緊急時等の農林水 が得られた。
実施し、調査結果を取り 専門的・技術的事項に重 産省からの要請を優先し ｓ：達成し、特に優れた成果
まとめる。 点化し、農林水産省の要 て調査研究を実施し、調 が得られた

請を優先して調査研究を 査研究の結果を取りまと ａ：達成した
実施し、調査研究の結果 める。 ｂ：概ね達成した
を取りまとめる。 ｃ：達成されなかった

(ｱ) 飼料及び堆肥に残留 ｄ：達成されず、その要因は 飼料及び堆肥に残留する除草剤の簡易判定法
する除草剤の簡易判定 法人の著しく不適切な対応 と被害軽減対策の確立
法と被害軽減対策の確 にあった
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立 【成果；農林水産研究高度化事業「飼料及び堆
肥に残留する除草剤の簡易判定法と被害軽減
対策の確立」として、平成19年度に確立した
飼料用乾牧草中の残留除草剤クロピラリドの
分析法を用いて輸入乾牧草の汚染経路を究明
するため、輸入乾牧草9種類71点の分析及び
畜産草地研究所への結果の報告 （平成20年】
度終了）

(ｲ) 自給飼料のマイコト 粗飼料のカビ毒汚染メカニズムの解明及び汚
キシン汚染実態調査と 染低減化技術の開発（平成20年度中に事業名が
簡易分析法の確立 「自給飼料のマイコトキシン汚染実態調査と簡

易分析方法の確立」から変更）

【成果；農林水産省委託プロジェクト研究「粗
飼料のカビ毒汚染メカニズムの解明及び汚染
低減化技術の開発」の一環として、圃場にお
ける耕起法の違いによる残渣量の程度とデオ
キシニバレノール及びゼアラレノンの汚染濃
度の測定によるカビ毒の汚染リスクの調査の
実施及び動物衛生研究所への結果の報告 平】（
成21年度継続）

(ｳ) 動物由来たん白質の 動物由来たん白質の検出法（エライザ法及び
検出法（ｴﾗｲｻﾞ法及びｲ イムノクロマト法）の開発〔共同研究〕
ﾑﾉｸﾛﾏﾄ法）の開発

【成果；森永生科学研究所との共同研究を実施
し、動物由来たん白質検出のためのELISA及
びイムノクロマトキットの開発に係るイムノ
クロマトで認められる非特異反応の解決法を
検討した （平成21年度継続）。】

麦類等のカビ毒汚染実態調査

【成果；厚生労働省の「食品の安心・安全確保
推進研究事業（食品のカビ毒汚染実態に関す
る研究 」に参画して、国立医薬品食品衛生）
研究所と協力し、コーンフレーク20点、雑穀
米12点、米10点のフモニシンの分析及び厚生
労働省への結果の報告 （平成21年度継続）】

飼料原料として使用されるソルガム中のゼア
ラレノン及びその代謝物について汚染状況調査
〔共同研究〕

【成果；東京家政大学との共同研究を実施し、
ソルガムにおけるゼアラレノンの汚染原因菌
をソルガム上で培養することにより、ゼアラ
レノン及びその代謝物の産生能力及び各成分
の濃度の経時変化を明らかにした （平成20。】
年度終了）
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カ 牛海綿状脳症の発生の カ 牛海綿状脳症の発生の カ 牛海綿状脳症の発生の ◇牛海綿状脳症の発生に関す 【業務実績報告書の記述】
防止のための対応 防止のための対応 防止のための対応 る感染源及び感染経路の究明 牛海綿状脳症の発生に関する感染源及び感染
我が国において牛海綿 我が国において牛海綿 我が国において牛海綿 のための国内及び海外の飼料 経路の究明のための国内及び海外の飼料工場等 －

状脳症が発生したことを 状脳症が発生したことを 状脳症が発生したことを 工場等に対する飼料の流通経 に対する飼料の流通経路等の調査については、
踏まえ、牛海綿状脳症の 踏まえ、牛海綿状脳症の 踏まえ、牛海綿状脳症の 路等の調査を必要に応じて行 農林水産省からの要請がなかったため、実施し
発生の防止を万全なもの 発生の防止を万全なもの 発生の防止を万全なもの った。 なかった。
とするため、牛海綿状脳 とするため、牛海綿状脳 とするため、牛海綿状脳 ｓ：必要な調査を行い、特に
症の発生に関する感染源 症の発生に関する感染源 症の発生に関する感染源 優れた成果が得られた
及び感染経路の究明のた 及び感染経路の究明のた 及び感染経路の究明のた ａ：必要な調査を行った
めの国内及び海外の飼料 めの国内及び海外の飼料 めの国内及び海外の飼料 ｃ：必要な調査を行わなかっ
工場等に対する飼料の流 工場等に対する飼料の流 工場等に対する飼料の流 た事例があった
通経路等の調査を必要に 通経路等の調査を必要に 通経路等の調査を必要に ｄ：必要な調査を行わなかっ
応じて行う。 応じて行う。 応じて行う。 た事例があり、その要因は

法人の著しく不適切な対応
にあった

② 飼料及び飼料添加物の検 ② 飼料及び飼料添加物の検 ② 飼料及び飼料添加物の検 ◇飼料添加物の検定及び表示 【業務実績報告書の記述】
定及び表示に関する業務 定及び表示に関する業務 定及び表示に関する業務 の業務について、適正に実施 特定飼料等のうち飼料添加物の検定及び表示

特定飼料等のうち飼料添 特定飼料等のうち飼料添 特定飼料等のうち飼料添 し、申請を受理した日から20 に関する業務348件を適正に実施した さらに ａ。 、
加物の検定及び表示の業務 加物の検定及び表示の業務 加物の検定及び表示の業務 業務日以内に処理した。 インターネットVPNを活用した事務処理等の効
は、申請のあった日から20 について、適正に実施する について、適正に実施する ｓ：達成度合は100％であり 率化により、申請のあった日から20業務日以内、
業務日以内に処理する。 とともに、事務処理の効率 とともに、事務処理の効率 特に優れた成果が得られた にすべて処理した。

化により、申請を受理した 化により申請を受理した日 ａ：達成度合は90％以上であ
日から20業務日以内に処理 から20業務日以内に処理す った 【その他の特記事項】
する。 る。 ｂ：達成度合は50％以上90％ 達成度合：100％(348件／348件)

未満であった
ｃ：達成度合は50％未満であ

った
ｄ：達成度合は50％未満であ

り、その要因は法人の著し
く不適切な対応にあった

③ 飼料について登録検定機 ③ 飼料について登録検定機 ③ 飼料について登録検定機 ◇検定実績のある全登録検定 【業務実績報告書の記述】
関が行う検定に関する技術 関が行う検定に関する技術 関が行う検定に関する技術 機関に対して技術上の調査を 検定実績のある登録検定機関（5機関（7事業
上の調査及び指導の業務登 上の調査及び指導の業務 上の調査及び指導の業務 1回実施するとともに、必要 場 ）に対して分析技術の維持状況の調査を行 ａ）
録検定機関の行う検定業務 登録検定機関の行う検定 登録検定機関の行う検定 に応じて技術的指導を行っ うことにより、登録検定機関による検定業務の
の適切な実施に資するた 業務の適切な実施に資する 業務の適切な実施に資する た。 適切な実施を推進した。
め、検定実績のある登録検 ため、検定実績のある登録 ため、検定実績のある登録 ｓ：計画値の達成度合は100
定機関に対して毎事業年度 検定機関に対して毎事業年 検定機関に対して年1回調 ％であり、特に優れた成果 【その他の特記事項】
1回調査を実施するととも 度1回調査を実施するとと 査を実施するとともに、必 が得られた 達成度合：100％(5機関／5機関)
に、検定精度の管理等につ もに、必要に応じて検定精 要に応じて検定精度の管理 ａ：計画値の達成度合は90％
いて技術的指導を行う。 度の管理等について技術的 等について技術的な指導を 以上であった

指導を行う。 行う。 ｂ：計画値の達成度合は50％
以上90％未満であった

ｃ：計画値の達成度合は50％
未満であった

ｄ：計画値の達成度合は50％
未満であり、その要因は法
人の著しく不適切な対応に
あった
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また、登録検定機関を対 また、登録検定機関を対 ◇登録検定機関を対象として 【業務実績報告書の記述】
象として共通試料による共 象として共通試料による共 共通試料による共同試験を1 共通試料を用いた登録検定機関の技術水準の
同試験を毎事業年度1回実 同試験を年1回実施し、検 回実施するとともに、必要に 確認試験を6機関（9事業所）に対して実施し、 ａ
施し、検定業務に係る技術 定業務に係る技術水準を確 応じて技術的指導を行った。 そのうち2事業所に対し技術的指導を行うこと
水準を確認するとともに必 認するとともに、必要に応 ｓ：実施し、特に優れた成果 により、検定業務に係る技術水準の維持・向上
要に応じて検査技術につい じて検査技術について技術 が得られた を図った。
て技術的指導を行う。 的指導を行う。 ａ：実施した

ｃ：実施しなかった
ｄ：実施せず、その要因は法

人の著しく不適切な対応に
あった

④ 飼料及び飼料添加物の製 ④ 飼料及び飼料添加物の製 ④ 飼料及び飼料添加物の製 ◇特定飼料等製造業者（外国 【業務実績報告書の記述】
造設備、製造管理の方法等 造設備、製造管理の方法等 造設備、製造管理の方法等 特定飼料等製造業者を除く 特定飼料等製造業者の登録等の申請1件につ。）
に関する検査等業務 に関する検査等業務 に関する検査等業務 又は規格設定飼料製造業者 いて、23業務日で処理した。 また、インター ａ
ア 特定飼料等製造業者の ア 特定飼料等製造業者の ア 特定飼料等製造業者の （外国規格設定飼料製造業者 ネットVPNを活用した本部及び地域センター間

登録等の申請に係る検査 登録等の申請に係る検査 登録等の申請に係る検査 を除く ）の登録等の申請に における報告事務の簡素化等により、報告に要。
特定飼料等製造業者の登 特定飼料等製造業者 特定飼料等製造業者 係る検査について、事務処理 する期間の短縮に努めた。
録等の申請に係る検査に （外国特定飼料等製造業 （外国特定飼料等製造業 の効率化を図ることにより、
ついては、検査に要する 者を除く ）の登録等の 者を除く ）の登録等の それぞれの標準処理期間内に。 。
標準処理期間を中期計画 申請に係る検査について 申請に係る検査について 検査を終了した。

、に定め、当該標準処理期 は、検査に要する標準処 は、検査に要する標準処 ｓ：達成度合は100％であり
間内に検査を終了するよ 理期間を50業務日と定 理期間を50業務日と定 特に優れた成果が得られた
う努める。 め、事務処理の効率化を め、事務処理の効率化を ａ：達成度合は90％以上であ

図り、当該標準処理期間 図り、当該標準処理期間 った
内に検査を終了するよう 内に検査を終了するよう ｂ：達成度合は50％以上90％
努める。 努める。 未満であった

ｃ：達成度合は50％未満であ
イ 規格設定飼料製造業者 イ 規格設定飼料製造業者 イ 規格設定飼料製造業者 った 規格設定飼料製造業者の登録等の申請はなか

の登録等の申請に係る検 の登録等の申請に係る検 の登録等の申請に係る検 ｄ：達成度合は50％未満であ った。
査規格設定飼料製造業者 査 査 り、その要因は法人の著し
の登録等の申請に係る検 規格設定飼料製造業者 規格設定飼料製造業者 く不適切な対応にあった 【その他の特記事項】
査については、検査に要 （外国規格設定飼料製造 （外国規格設定飼料製造 《特定飼料等製造業者》
する標準処理期間を中期 業者を除く ）の登録等 業者を除く ）の登録等 達成度合：100％(1件／1件)。 。
計画に定め、当該標準処 の申請に係る検査につい の申請に係る検査につい
理期間内に検査を終了す ては、検査に要する標準 ては、検査に要する標準
るよう努める。 処理期間を40業務日と定 処理期間を40業務日と定

め、事務処理の効率化を め、事務処理の効率化を
図ることにより、当該標 図り、当該標準処理期間
準処理期間内に検査を終 内に検査を終了するよう
了するよう努める。 努める。

ウ 飼料及び飼料添加物の ウ 飼料及び飼料添加物の ウ 飼料及び飼料添加物の ◇飼料及び飼料添加物の製造 【業務実績報告書の記述】
製造・品質管理の高度化 製造・品質管理の高度化 製造・品質管理の高度化 ・品質管理の高度化に関する 飼料及び飼料添加物の製造・品質管理の方法
に関する調査 に関する調査 に関する調査 調査を実施した。 等に関する調査として、次に掲げる業務を実施 ａ

(ｱ) 有害物質又は病原微生 (ｱ) 有害物質又は病原微生 (ｱ) 有害物質又は病原微生 ｓ：計画どおり行い、特に優 した。
物による飼料の汚染及び 物による飼料の汚染及び 物による飼料の汚染、反 れた成果が得られた
反すう動物用飼料への肉 反すう動物用飼料への肉 すう動物用飼料への肉骨 ａ：計画どおり行った ａ 牛等用飼料に肉骨粉等が混入することを
骨粉等の混入等による有 骨粉等の混入等による有 粉等の混入及び抗菌性物 ｂ：概ね計画どおり行った 防止するため、飼料等を製造する事業場
害な飼料の流通を未然に 害な飼料の流通を未然に 質に関する基準・規格等 ｃ：計画どおり行わなかった 421箇所に対して検査を実施し、肉骨粉等
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防止する観点から、飼料 防止する観点から、飼料 を逸脱した飼料及び飼料 ｄ：計画どおり行わず、その の交差汚染防止に関する製造・品質管理の
及び飼料添加物の製造設 及び飼料添加物の製造設 添加物による有害な飼料 要因は法人の著しく不適切 高度化に係る技術的指導を行った。
備、製造・品質管理の方 備、製造・品質管理の方 の流通を未然に防止する な対応にあった また、製造管理等の実施状況を確認する
法等に関する調査を実施 法等に関する調査を実施 観点から、飼料及び飼料 チェックリストを作成してデータベース化
し、その管理の高度化に し、その管理の高度化に 添加物の製造設備、製造 し、検査及び技術的指導の高度化に活用し
係る技術的指導を行う。 係る技術的指導を行う。 ・品質管理の方法等に関 た。

また、製造管理等の状 する調査を実施し、その ｂ 抗菌性飼料添加物を含有する配合飼料及
況をデータベース化し、 管理の高度化に係る技術 び飼料添加物複合製剤の製造管理及び品質
技術的指導の高度化に活 的指導を行う。 管理に関するガイドラインに基づき、配合
用する。 また、製造管理等の状 飼料17事業場及び飼料添加物1事業場につ

況をデータベース化し、 いて確認検査を実施し、製造事業場確認証
技術的指導の高度化に活 を発給した。また、過去に製造事業場確認
用する。 証を発給した32事業場に対して中間確認検

査を実施した。

(ｲ) 収去品の検査の結果、 (ｲ) 収去品の検査の結果、 (ｲ) 収去品の検査の結果、 収去品の検査の結果、基準・規格等に抵触す
基準・規格等に抵触する 基準・規格等に抵触する 基準・規格等に抵触する る事例が2件認められたことから、製造・品質
事例等が認められた場合 事例等が認められた場合 事例等が認められた場合 管理の方法等の改善に資するため、センターの
には、製造・品質管理の には、製造・品質管理の には、製造・品質管理の 専門的知見による技術的指導及び情報の提供を
方法等の改善について技 方法等の改善について、 方法等の改善について、 行った。
術的指導及び情報の提供 センターの専門的知見か センターの専門的知見か
を行う。 ら技術的指導及び情報の ら技術的指導及び情報の

提供を行う。 提供を行う。

(ｳ) 牛海綿状脳症の発生の (ｳ) 牛海綿状脳症の発生の (ｳ) 牛海綿状脳症の発生の 動物由来たん白質、動物性油脂及びペットフ
防止に万全を期する観点 防止に万全を期する観点 防止に万全を期する観点 ードの製造事業場の設備、製造・品質管理の方
から 動物由来たん白質 から 動物由来たん白質 から 動物由来たん白質 法等に関する調査として、次に掲げる業務を実、 、 、 、 、 、
動物性油脂及びペットフ 動物性油脂及びペットフ 動物性油脂及びペットフ 施した。
ードの製造事業場の製造 ードの製造事業場の製造 ードの製造事業場の製造
設備、製造・品質管理の 設備、製造・品質管理の 設備、製造・品質管理の ａ 農林水産大臣の確認を要する動物由来た
方法等に関する調査を実 方法等に関する調査を実 方法等に関する調査を実 ん白質及び動物性油脂を製造するすべての
施し、製造基準に適合す 施し、製造基準に適合す 施し、製造基準に適合す 事業場（257箇所）について、製造・品質
るものであると認めた製 るものであると認めた製 るものであると認めた製 管理状況を確認し、そのうち新たに大臣確
造事業場を公表する。 造事業場を公表する。 造事業場を公表する。 認を受けた製造事業場13箇所をホームペー

ジに公表した。
ｂ 魚粉等の輸入業者及び輸入先の製造事業

場の管理状況を298件確認した。
ｃ ペットフード等の製造事業場からの申請

に応じ製造基準適合確認検査を21件実施
し、製造基準に適合すると認められた事業
場をホームページに公表した。

(ｴ) 飼料を海外に輸出する (ｴ) 飼料を海外に輸出する (ｴ) 飼料を海外に輸出する 飼料を海外に輸出する業者からの要請に基づ
業者等からの要請に基づ 業者等からの要請に基づ 業者等からの要請に基づ き、動物検疫所の輸出証明書の発行要件となる
き、当該飼料の製造事業 き、当該飼料の製造事業 き、当該飼料の製造事業 肉骨粉等の使用に関する製造基準適合確認検査
場の製造設備、製造・品 場の製造設備、製造・品 場の製造設備、製造・品 を28件実施した。
質管理の方法等に関する 質管理の方法等に関する 質管理の方法等に関する
調査を実施し、輸出先国 調査を実施し、輸出先国 調査を実施し、輸出先国
の製造基準等への適否を の製造基準等への適否を の製造基準等への適否を
確認する。 確認する。 確認する。
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⑤ ①から④までの業務に附 ⑤ ①から④までの業務に附 ⑤ ①から④までの業務に附 ◇都道府県、畜産農家等から 【業務実績報告書の記述】
帯する業務 帯する業務 帯する業務 の飼料及び飼料添加物の依頼 飼料の安全性及び品質の向上に資する観点か

飼料の安全性及び品質を 飼料の安全性及び品質の 飼料の安全性及び品質の 分析について、分析技術の高 ら都道府県、畜産農家等からの飼料等の依頼分 ａ
向上させるため 都道府県 向上に資する観点から、都 向上に資する観点から、都 度化、事務手続の合理化を図 析については、3件（分析成分点数：23点、鑑、 、
畜産農家等からの飼料及び 道府県、畜産農家等からの 道府県、畜産農家等からの ることにより、標準処理期間 定：12原料）実施した。
飼料添加物の依頼分析につ 飼料及び飼料添加物の依頼 飼料及び飼料添加物の依頼 内に適切に処理した。

、いては、①から③まで及び 分析については、①から③ 分析については、業務に支 ｓ：達成度合は100％であり
⑥並びに５の業務に支障の まで及び⑥並びに５の業務 障のない範囲内で実施す 特に優れた成果が得られた
ない範囲内で実施する。 に支障のない範囲内で実施 る。 ａ：達成度合は90％以上であ

する。 った
ｂ：達成度合は50％以上90％

また、次に掲げる依頼検 また、次に掲げる依頼分 未満であった また、実施に当たっては、分析法の開発等分
査の内容に応じて標準処理 析の内容に応じて標準処理 ｃ：達成度合は50％未満であ 析技術の高度化及び決裁等の事務の簡素化によ
期間を定め、その期間内に 期間を定め、その期間内に った る事務手続きの合理化を図ることにより、依頼
適切に処理する。 適切に処理する。 ｄ：達成度合は50％未満であ 分析の内容に応じて標準処理期間内に適切に処
(ｱ) 化学分析 (ｳ)を除く (ｱ) 化学分析 (ｳ)を除く り、その要因は法人の著し 理した。（ 。） （ 。）

30業務日 30業務日 く不適切な対応にあった
(ｲ) 生物分析 30業務日 (ｲ) 生物分析 30業務日 【その他の特記事項】
(ｳ) ダイオキシン類分析 (ｳ) ダイオキシン類分析 達成度合：100％(3件／3件)

60業務日 60業務日
標準処理期間内に適切に 標準処理期間内に上記の

処理するため、分析技術の 依頼分析を適切に処理する
高度化、事務手続の合理化 ため、分析技術の高度化、
を図る。 事務手続の合理化を図る。

⑥ 飼料安全法に基づく立入 ⑥ 飼料安全法に基づく立入 ⑥ 飼料安全法に基づく立入 【業務実績報告書の記述】
検査等業務 検査等業務 検査等業務 立入検査及び質問の結果の報告については、
ア 飼料安全法に基づく立 ア 飼料安全法に基づく立 ア 飼料安全法に基づく立 ◇飼料安全法に基づく立入検 業務の効率化により立入検査実施後の事務処理 ａ

入検査を行うに当たって 入検査を行うに当たって 入検査を行うに当たって 査等の結果について、現行の 等の迅速化を図り、立入検査の日から26業務日
は、農林水産大臣の指示 は、農林水産大臣の指示 は、農林水産大臣の指示 報告期間内に農林水産大臣へ 以内にすべて農林水産大臣に報告した。
に従い適正に実施すると に従い適正に実施すると に従い適正に実施すると 報告するとともに、報告期間
ともに、立入検査及び質 ともに、立入検査及び質 ともに、立入検査及び質 を短縮するための取組を行っ
問の結果については、立 問の結果の報告について 問の結果の報告について た。
入検査を実施した日から は、立入検査を実施した は、立入検査等を実施し ｓ：計画どおり行い、特に優
30業務日以内に農林水産 日から30業務日以内に農 た日から30業務日以内に れた成果が得られた
大臣に報告する。 林水産大臣に報告する。 農林水産大臣に報告す ａ：計画どおり行った

る。 ｂ：概ね計画どおり行った
ｃ：計画どおり行わなかった

また、農林水産大臣へ また、農林水産大臣へ また、農林水産大臣へ ｄ：計画どおり行わず、その また、立入検査等の結果の農林水産大臣への
の報告までに要する期間 の報告までに要する期間 の報告までに要する期間 要因は法人の著しく不適切 報告までに要する期間については、事務処理に
については、中期目標期 については、中期目標期 の短縮に資するため LAN な対応にあった 係る既存の規程の改訂を行い、インターネット、
間の最終事業年度までに 間の最終事業年度までに 等を活用して本部及び各 VPNを活用した本部及び各地域センター間にお
5業務日短縮する。 事務処理の効率化により 地方組織間の報告を電子 ける報告事務の簡素化等を図り、4業務日短縮

5業務日短縮する。 媒体で送付することによ した。
り簡素化する。

イ 収去品の試験結果につ イ 収去品の試験結果の報 イ 収去品の試験結果の報 ◇飼料安全法に基づく収去品 【業務実績報告書の記述】
いては、飼料及び飼料添 告については、飼料及び 告については、飼料及び の分析・鑑定試験を20業務日 収去品の試験については、標準処理期間（20
加物の分析・鑑定試験に 飼料添加物の分析・鑑定 飼料添加物の分析・鑑定 以内に終了させた。 業務日）内に983件すべて終了した。 ａ

、要する標準処理期間を中 試験に要する標準処理期 試験に要する標準処理期 ｓ：達成度合は100％であり
期計画に定め、当該標準 間を収去した日から20業 間を収去した日から20業 特に優れた成果が得られた 【その他の特記事項】
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処理期間内に終了するよ 務日と定め、当該標準処 務日以内と定め、当該標 ａ：達成度合は90％以上であ 達成度合：100％(983件／983件)
う努めるとともに、試験 理期間内に試験を終了す 準処理期間内に試験を終 った
が終了した日から20業務 るように努めるととも 了するように努めるとと ｂ：達成度合は50％以上90％
日以内に農林水産大臣に に、試験が終了した日か もに、試験が終了した日 未満であった
報告する。 ら20業務日以内に農林水 から20業務日以内に農林 ｃ：達成度合は50％未満であ
また、農林水産大臣へ 産大臣に報告する。 水産大臣に報告する。 った

の報告までに要する期間 また、農林水産大臣へ また、農林水産大臣へ ｄ：達成度合は50％未満であ
については、中期目標期 の報告までに要する期間 の報告までに要する期間 り、その要因は法人の著し
間の最終事業年度までに については、中期目標期 の短縮に資するため LAN く不適切な対応にあった、
5業務日短縮する。 間の最終事業年度までに 等を活用して本部及び各

事務処理の効率化により 地方組織間の報告を電子 ◇飼料安全法に基づく収去品 【業務実績報告書の記述】
5業務日短縮する。 媒体で送付することによ の試験結果について、現行の 収去品の試験結果は、20業務日以内にすべて

簡素化する。 報告期間内に農林水産大臣へ 農林水産大臣に報告した。 ａ
報告するとともに、報告期間 また、収去品の試験結果の農林水産大臣への
を短縮するための取組を行っ 報告の事務処理に係る既存の規程改訂を行い、
た。 インターネットVPNを活用した本部及び各地域
ｓ：計画どおり行い、特に優 センター間における報告事務の簡素化等を図っ

れた成果が得られた た。
ａ：計画どおり行った
ｂ：概ね計画どおり行った 【その他の特記事項】
ｃ：計画どおり行わなかった 達成度合：100％(983件／983件)
ｄ：計画どおり行わず、その

要因は法人の著しく不適切
な対応にあった

ウ 収去品等の試験結果の ウ 収去品等の試験結果の ウ 収去品等の試験結果の ◇信頼性保証体制及び試験操 【業務実績報告書の記述】
信頼性を確保する観点か 信頼性を確保する観点か 信頼性を客観的に確保す 作手順書に基づき、収去品等 収去品等の試験結果の信頼性を確保する観点
ら、信頼性保証部門等か ら、前期中期目標期間中 る観点から、前期中期目 の試験を円滑に実施した。 から、信頼性保証体制及び試験操作手順書に基 ａ
ら構成する信頼性保証体 に整備した試験責任者、 標期間中に整備した試験 ｓ：円滑に実施し、特に優れ づき試験を円滑に実施するとともに、各センタ
制及び試験操作手順書に 信頼性保証部門等から構 責任者、信頼性保証部門 た成果が得られた ーに対して試験結果報告書に係る査察を毎月実
基づき、試験施設におい 成する信頼性保証体制及 等から構成する信頼性保 ａ：円滑に実施した 施(82件)した。
て試験を円滑に実施す び試験操作手順書に基づ 証体制及び試験操作手順 ｂ：概ね円滑に実施した また、試験の精度を適正に保つため、各セン
る。 き、試験を円滑に実施す 書に基づき、試験を円滑 ｃ：円滑に実施しなかった ターに対し、次に掲げる外部精度管理を実施し

る。 に実施する。 ｄ：円滑に実施せず、その要 た。
また、試験の精度を適 因は法人の著しく不適切な

正に保つため、外部機関 対応にあった ・CSL（英国）FAPAS主催 3回（アフラトキシ
における精度管理を行 ン類、メラミン、リン系農薬）
い、信頼性保証部門によ ・ 財）食品薬品安全センター主催 2回（デ（
る試験の点検、確認を行 オキシニバレノール及びニバレノール、遺
う。 伝子組換えトウモロコシ）

・食品総合研究所主催 1回（精米中のカドミ
ウム）

(4) 土壌改良資材関係業務 (4) 土壌改良資材関係業務 (4) 土壌改良資材関係業務 ○土壌改良資材関係業務
Ａ

指標の総数 ：２
評価ｓの指標数：０×３点＝０点
評価ａの指標数：２×２点＝４点
評価ｂの指標数：０×１点＝０点
評価ｃの指標数：０×０点＝０点
評価ｄの指標数：０×-1点＝０点
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合 計 ４点
(４／４＝100％)

① 土壌改良資材の検査等業 ① 土壌改良資材の検査等業 ① 土壌改良資材の検査等業 ◇土壌改良資材の品質に関す 【業務実績報告書の記述】
務 務 務 る表示の内容が実際の品質と 土壌改良資材の品質に関する表示の内容が実
ア 土壌改良資材の表示の ア 土壌改良資材の表示の ア 土壌改良資材の表示の 一致しているか否かについて 際の品質と一致しているか否かについての検査 ａ

内容に係る品質の検査 内容に係る品質の検査 内容に係る品質の検査 の検査を実施した。 を34件実施し、品質に関する表示の適正化を図
土壌改良資材の品質に 土壌改良資材の品質に 土壌改良資材の品質に ｓ：実施し、特に優れた成果 った。

関する表示の適正化を図 関する表示の適正化を図 関する表示の適正化を図 が得られた
るため、当該品質に関す るため、当該品質に関す るため、当該品質に関す ａ：実施した
る表示の内容が実際の品 る表示の内容が実際の品 る表示の内容が実際の品 ｃ：実施しなかった
質と一致しているか否か 質と一致しているか否か 質と一致しているか否か ｄ：実施せず、その要因は法
についての検査を実施す についての検査を実施す についての検査を実施す 人の著しく不適切な対応に
る。 る。 る。 あった

イ 土壌改良資材及びその イ 土壌改良資材及びその イ 土壌改良資材及びその ◇都道府県、農業者等からの 【業務実績報告書の記述】
原料の試験の受託 原料の試験の受託 原料の試験の受託 依頼による土壌改良資材等の 土壌改良資材の試験の依頼はなかった。
土壌改良資材の品質の 土壌改良資材の品質の 土壌改良資材の品質の 依頼試験について、標準処理 －

保全に資するため、都道 保全に資するため、都道 保全に資するため、都道 期間内に適切に処理した。 【その他の特記事項】
府県、農業者等からの依 府県、農業者等からの依 府県、農業者等からの依 ｓ：達成度合は100％であり 実績がないため、評価しない。、
頼を受けて、土壌改良資 頼を受けて、土壌改良資 頼試験については、業務 特に優れた成果が得られた
材等の試験を実施すると 材等の試験を極力実施す に支障のない範囲で実施 ａ：達成度合は90％以上であ
ともに、センターにおい ることとし、次に掲げる することとし、次に掲げ った
て当該試験の内容に応じ 標準処理期間内に適切に る標準処理期間内に適切 ｂ：達成度合は50％以上90％
て標準処理期間を定め、 処理する。 に処理する。 未満であった
当該標準処理期間内に適 (ｱ) 一般試験 30業務日 (ｱ) 一般試験 30業務日 ｃ：達成度合は50％未満であ
切に処理する。 (ｲ) VA菌根菌資材試験 (ｲ) VA菌根菌資材試験 った

60業務日 60業務日 ｄ：達成度合は50％未満であ
り、その要因は法人の著し
く不適切な対応にあった

② 地力増進法に基づく立入 ② 地力増進法に基づく立入 ② 地力増進法に基づく立入 ◇地力増進法基づく立入検査 【業務実績報告書の記述】
検査業務 検査業務 検査業務 結果を農林水産大臣へ報告ま 地力増進法に基づく立入検査については、農

地力増進法に基づく立入 地力増進法に基づく立入 地力増進法に基づく立入 での期間を短縮するための取 林水産大臣の指示に従い適正に34件実施した。 ａ
検査を行うに当たっては、 検査を行うに当たっては、 検査を行うに当たっては、 組を行った。 また、結果の報告については、電子媒体を用
農林水産大臣の指示に従い 農林水産大臣の指示に従い 農林水産大臣の指示に従い ｓ：計画どおり行い、特に優 いた各地域センターからの報告事務の簡素化を

、 、適正に実施するとともに、 適正に実施するとともに、 適正に実施するとともに、 れた成果が得られた 行い 平成17年度を基準として9業務日短縮し
立入検査の結果の報告につ 立入検査の結果の報告につ 立入検査の結果の報告につ ａ：計画どおり行った すべての検査結果を31業務日以内に農林水産大
いては 中期目標期間中に いては 中期目標期間中に いては、農林水産大臣の指 ｂ：概ね計画どおり行った 臣へ報告した。、 、 、 、
農林水産大臣の指示から報 農林水産大臣の指示から報 示から報告までに要する期 ｃ：計画どおり行わなかった
告までに要する期間を、VA 告までに要する期間を、VA 間を VA菌根菌資材を除き ｄ：計画どおり行わず、その、 、
菌根菌資材を除き、30業務 菌根菌資材を除き、30業務 現行の目標期間 40業務日 要因は法人の著しく不適切（ ）
日に短縮する。 日に短縮する。 に対して、8業務日短縮す な対応にあった

るため、集中的な検査と同
資材の集中試験による迅速
化とともに、稟議手続きの
合理化等事務処理の効率化
を行う。

３ 農林水産物等の品質及び ３ 農林水産物等の品質及び ３ 農林水産物等の品質及び
表示の適正化に関する業務 表示の適正化に関する業務 表示の適正化に関する業務



- 90 -

(1) 食品表示監視業務 (1) 食品表示監視業務 (1) 食品表示監視業務 ○食品表示監視業務
Ａ

指標の総数 ：10
評価ｓの指標数：０×３点＝０点
評価ａの指標数：10×２点＝20点
評価ｂの指標数：０×１点＝０点
評価ｃの指標数：０×０点＝０点
評価ｄの指標数：０×-1点＝０点

合 計 20点
(20／20＝100％)

① 食品表示の監視業務につ ① 食品表示の監視業務につ ① 食品表示の監視業務につ ◇食品表示の真正性の検査を 【業務実績報告書の記述】
いては、DNA解析技術、微 いては、DNA解析技術、微 いては、DNA解析技術、微 6,000件以上実施した。 食品表示の監視業務については、科学的手
量成分の検査分析技術等の 量成分の検査分析技術等の 量成分の検査分析技術等の ｓ：計画値の達成度合は100 法を用いた食品表示の真正性の検査を加工食 ａ
科学的手法を用いた食品表 科学的手法を用いた食品表 科学的手法を用いた食品表 ％以上であり、特に優れた 品について5,151件、生鮮食品について872件、
示の真正性の検査を毎事業 示の真正性の検査を、以下 示の真正性の検査6,000件 成果が得られた 合計6,023件実施した。
年度6,000件以上行い、偽 により、毎事業年度6,000 以上を適切に実施するた ａ：計画値の達成度合は100
装の疑いが生じた場合に 件以上行う。 め、次に掲げる措置を講ず ％以上であった その結果、加工食品については、不適正な表
は、農林水産省からの指示 る。 ｂ：計画値の達成度合は70％ 示が366件認められた。このうち軽微な不適正
に基づき、速やかに立入検 以上100％未満であった 表示が認められた268件について、製造業者等
査又は任意調査を実施す ｃ：計画値の達成度合は70％ に対して文書による是正指導を行い、表示内容
る。 未満であった に重大な疑義の可能性が認められたもの等（98

ｄ：計画値の達成度合は70％ 件）について、農林水産省に報告した。
未満であり、その要因は法 また、生鮮食品については、不適正な表示が
人の著しく不適切な対応に 認められた41件について、検査結果を農林水産
あった 省に報告した。

上記のほか、JAS規格の定期見直しに係る調
査分析等において軽微な不適正表示が認められ
た48件について、製造業者等に対して文書によ
る是正指導を行った。

【その他の特記事項】
、 、指導を行った268件のうち 244件については

平成20年度中に改善報告が提出され、適正に改
善されたことを確認した。また、残る24件につ
いては、早期に改善の確認ができるよう、引き
続き製造業者等を指導している。
改善報告は原則として指導後1ヶ月以内を期

限として提出させ、早期の改善確認に努めてい
る。

達成度合：100.4％(6,023件／6,000件)

ア 前事業年度の検査で不 ア 平成19年度の検査で不 ◇前年度の検査において不適 【業務実績報告書の記述】
適合の多かった品目につ 適合の多かった「乾めん 合の多かった品目の検査件数 平成19年度の検査において不適合率の高かっ
いては、検査件数を増加 類」及び「塩蔵わかめ」 を前年度に比べて増加させ た品目について、次のとおり検査件数を平成19 ａ
させる。 の検査件数を増加する。 た。 年度より増加させた。

ｓ：増加させ、特に優れた成
果が得られた 品 目 平成19年度 平成20年度
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ａ：増加させた 検査件数 検査件数
ｃ：増加させなかった ・塩蔵わかめ 103（1.7） 110（1.8）
ｄ：増加させず、その要因は ・乾めん類 87（1.4） 91（1.5）

法人の著しく不適切な対応
にあった 注： ）内の数値は、各年度の検査件数に（

占める割合（％）である。

イ 消費者の関心の高い品 イ 消費者の関心の高い品 ◇消費者の関心の高い品目を 【業務実績報告書の記述】
目を対象に、毎事業年度 目を対象とした重点的な 対象とした重点的な検査を4 消費者の関心の高い品目について、次のと
4回以上の重点的な検査 検査を行うに当たって 回以上実施した。 おり各センターで一斉に重点的な検査を4回行 ａ
を行う。 は、調査事項、実施期間 ｓ：計画値の達成度合は100 った。

を調整し、各センターで ％以上であり、特に優れた
〔 〕一斉に行う等の効率的な 成果が得られた 農林水産省関係部局と連携して行った調査

対応に努めることにより ａ：計画値の達成度合は100 ・緑茶の表示に関する特別調査 311件
4回以上行う。 ％以上であった ・塩干魚介類の産地表示に関する特別調査

また、検査の計画及び ｂ：計画値の達成度合は70％ 301件
実施に当たっては、農林 以上100％未満であった 〔センターが独自で行った調査〕
水産省関係部局と連携し ｃ：計画値の達成度合は70％ ・牛肉の「黒毛和牛」表示に関する重点調査
て行う。 未満であった 300件

ｄ：計画値の達成度合は70％ ・海藻類の産地表示に関する重点調査
未満であり、その要因は法 塩蔵わかめ 110件
人の著しく不適切な対応に コンブ 100件
あった

【その他の特記事項】
達成度合：100％(4回／4回)

ウ 遺伝子組換えに係る表 ウ 遺伝子組換えに係る表 ◇遺伝子組換えに係る表示 【業務実績報告書の記述】
示が行われている食品の 示が行われている食品の が行われている食品の検査 遺伝子組換えに係る表示が行われている食
検査を毎事業年度500件 検査については、製造業 を500件以上実施した。 品の検査については 製造業者等の事業規模 ａ、 、
以上行うとともに、表示 者等の事業規模、地域バ ｓ：計画値の達成度合は100 地域バランス等を勘案して502件実施した 加。（
に疑義が生じた場合に ランス等を勘案して対象 ％以上であり、特に優れた 工食品473件、生鮮品29件）
は、分別生産流通管理に 製品を選定し、500件以 成果が得られた
係る調査を行う。 上の検査を適切に行う。 ａ：計画値の達成度合は100 【その他の特記事項】

％以上であった 達成度合：100.4％(502件／500件)
ｂ：計画値の達成度合は70％

以上100％未満であった
ｃ：計画値の達成度合は70％

未満であった
ｄ：計画値の達成度合は70％

未満であり、その要因は法
人の著しく不適切な対応に
あった

なお、分別生産流通管 ◇検査の結果に基づき、必要 【業務実績報告書の記述】
理の実施に疑義があった に応じて製造業者等に対し分 検査の結果、組換え遺伝子が検出されたもの
場合には、製造業者、流 別生産流通管理に係る調査 等129件のうち、分別生産流通管理の実施状況 ａ
通業者等に対する分別生 を行った。 等の調査を127件行った。また、可能な範囲に
産流通管理の実施状況等 ｓ：必要な調査を行い、特に おいて、原料農産物を入手し、遺伝子組換え体
の調査を行うとともに、 優れた成果が得られた の混入率について検査分析を行った。以上の調
可能な範囲において、原 ａ：必要な調査を行った 査の結果、不適切な管理が認められた案件はな
料農産物を入手し、遺伝 ｃ：必要な調査を行わなかっ かった。
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子組換え体の混入率につ た事例があった なお、分別生産流通管理の調査を実施しなか
いて検査分析を行う。 ｄ：必要な調査を行わなかっ った2件については、調査対象となる製造業者

た事例があり、その要因は が廃業していたため、調査できなかったもので
法人の著しく不適切な対応 ある。
にあった

エ 食品の産地表示に関す エ 食品の産地表示に関す ◇食品の産地表示に関する検 【業務実績報告書の記述】
る検査を毎事業年度600 る検査については、産地 査を600件以上実施した。 食品の産地表示に関する検査については、産
件以上行う。 ごとの食品の流通状況等 ｓ：計画値の達成度合は100 地ごとの食品の流通状況等を勘案し、検査を ａ

を勘案し、検査を行うセ ％以上であり、特に優れた 行うセンター、実施時期等を調整して1,187件
ンター、実施時期等を調 成果が得られた 実施した （加工食品702件、生鮮品485件）。
整して600件以上を適切 ａ：計画値の達成度合は100 その結果、加工食品ついては、不適正な表示
に行う。 ％以上であった が84件認められた。このうち軽微な不適正表示

ｂ：計画値の達成度合は70％ が認められた47件について、製造業者等に対し
以上100％未満であった て文書による是正指導を行い、表示内容に重大

ｃ：計画値の達成度合は70％ な疑義の可能性が認められたもの等（37件）に
未満であった ついて、農林水産省に報告した。

ｄ：計画値の達成度合は70％ また、不適正な表示が認められた生鮮食品31
、 。未満であり、その要因は法 件について 検査結果を農林水産省に報告した

人の著しく不適切な対応に
あった 表８ 食品の産地表示に関する検査件数

品 目 件 数
加工食品 702

乾しいたけ 174
アジ・サバ加工品 308
塩蔵わかめ 110
コンブ 100
ウナギ加工品 9
アンコウ加工品 1

生鮮食品 485
黒大豆 20
ネギ 100
タマネギ 80
ニンニク 60
ショウガ 60
アサリ 45
マグロ 80
シジミ 40
合 計 1,187

【その他の特記事項】
達成度合：197.8％(1,187件／600件)

オ 事業者間取引に関する ◇事業者間取引に関する監視 【業務実績報告書の記述】
監視については、農林水 について、農林水産省と連携 農林水産省等と連携を図り、立入検査等にお
産省と連携を図り実施す を図り実施した。 いて入手した製品の原材料の検査を51件実施す ａ
る。 ｓ：実施し、特に優れた成果 ることにより、事業者間取引における表示の監

が得られた 視を実施した。
ａ：実施した
ｃ：実施しなかった
ｄ：実施せず、その要因は法
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人の著しく不適切な対応に
あった

オ 検査結果については、 カ 検査結果については、 ◇検査結果を取りまとめ、公 【業務実績報告書の記述】
結果を取りまとめ毎事業 早急に結果を取りまと 表した。 平成19年度の加工食品の表示の真正性に係る
年度公表する。 め、農林水産省関係部局 ｓ：公表し、特に優れた成果 検査結果について、農林水産省関係部局と連携 ａ

と連携し、報道発表等に が得られた し、プレスリリースを行うとともに、ホームペ
より公表する。 ａ：公表した ージ上で公表した。

ｃ：公表しなかった
ｄ：公表せず、その要因は法

人の著しく不適切な対応に
あった

その結果、偽装の疑いが キ 食品表示の真正性の検 ◇立入検査等の結果を立入検 【業務実績報告書の記述】
生じた場合には、農林水産 査の結果、偽装の疑いが 査等の終了後3業務日以内 た 農林水産省からの指示等に基づき、食品表（
省からの指示に基づき、製 生じ、製造業者、販売業 だし、特段の理由がある案件 示監視業務に係る立入検査等を適切に実施す ａ
造業者、販売業者、輸入業 者、輸入業者等に対する を除く ）に報告した。 るとともに、立入検査等の終了後3業務日以内。
者等に対し立入検査又は任 立入検査又は任意調査 ｓ：3業務日以内に報告した に農林水産省へ報告するため、次に掲げる取組
意調査（以下３の(1)にお （以下「立入検査等」と 件数は100％以上であり、 を行った。
いて 立入検査等 という いう ）を農林水産省か 特に優れた成果が得られた「 」 。） 。
を実施し、立入検査等の終 らの指示により実施する ａ：3業務日以内に報告した
了後原則3業務日以内に報 場合には、適切に実施す 件数は90％以上であった
告する。 るととともに、立入検査 ｂ：3業務日以内に報告した

なお、立入検査等を行う 等の終了後原則3業務日 件数は50％以上90％未満で
に当たっては、立入検査等 以内に報告するために、 あった
を行う職員に資格要件を設 次に掲げる措置を講ず ｃ：3業務日以内に報告した
け、検査能力等の資質、検 る。 件数は50％未満であった
査経験等を勘案した立入検 ｄ：3業務日以内に報告した
査等職員の適切な人選を行 ○ 立入検査等を行うに 件数は50％未満であり、そ 立入検査等に関する基準文書に基づき、立入
い、立入検査等に関する基 当たっては、立入検査 の要因は法人の著しく不適 検査を4件（7事業所 、任意調査を66件（103）
準文書に基づき厳正に実施 等に関する基準文書に 切な対応にあった 事業所 、計70件（110事業所）実施し、すべて）
する。 基づき厳正に実施す の案件について3業務日以内に報告した。

る。 また、立入検査等のほか、農林水産省が改善
の指示又は指導を行った事業者に対する改善状
況の確認調査を10件（14事業所）実施し、都道
府県からの要請により、26件（30事業所）の立
入検査等に協力した。

また、基準文書は必 なお、基準文書を見直し、所要の改正を行っ
要に応じて見直しを行 た。

、 。い 内容の充実を図る

○ 立入検査等の終了後 立入検査等の終了後の報告は、すべての案件
の報告が3業務日を超 について3業務日以内に報告した。
えた場合には、その都
度その原因を究明し、 【その他の特記事項】
以後の立入検査等の業 達成度合：100％(70件／70件)
務改善に活用する。

ク 農林水産省又は都道府 【業務実績報告書の記述】
県が行う食品表示の真正 農林水産省又は都道府県が行う食品表示の真
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性の検査又は調査におい 正性の検査又は調査、警察からの協力要請又は
て、協力要請又は技術支 技術支援等の要請があった390件について適切
援等の要請があった場合 に対応した。

、 。には 可能な限り応じる

② 食品表示110番を通じて ② 食品表示110番等を通じ ② 食品表示110番等を通じ ◇食品表示110番により収集 【業務実績報告書の記述】
消費者等から寄せられる不 て収集した不正表示に関す て収集した不正表示に関す した情報に基づき、必要に 食品表示110番等を通じて収集した不正表示
正表示や違法なJASマーク る情報は、速やかに農林水 る情報の農林水産省関係部 応じて事実関係の確認のた に関する情報について、事務処理手順書に基づ ａ
表示に関する情報の収集を 産省関係部局等に通報する 局等への通報及び必要に応 めの調査等を行った。 き、次のとおり迅速かつ的確に対応した。
行い、当該情報を食品表示 とともに、必要に応じて事 じた事実関係の確認のため ｓ：必要な調査等を行い、特
の監視業務等に活用する。 実関係の確認のための調 の調査 分析等については に優れた成果が得られた ○ センターが受け付けた、または農林水産省、 、

査、分析等を行う。 事務処理手順書に基づき迅 ａ：必要な調査等を行った 等から回付された13件の情報に基づき、事実
速かつ的確に行う。 ｃ：必要な調査等を行わなか 関係の確認のための買上検査を31件行い、表

また、事務処理手順書は った 示の確認及び分析を行った。買上検査の結果
必要に応じて見直す。 ｄ：必要な調査等を行わず、 については、農林水産省等の回付元に報告し

その要因は法人の著しく不 た。
適切な業務運営にあった

○ 農林水産省からの依頼により、食品表示
110番等の情報提供に基づく立入検査等を41
件（65事業所）実施し、都道府県の実施する
7件（10事業所）の立入検査等に協力した。

なお、食品表示110番に係る事務処理手順
書の見直しを行った結果、改正を要する事項
は無かった。

(2) 登録認定機関、認定事業 (2) 登録認定機関、認定事業 (2) 登録認定機関、認定事業 ○登録認定機関、認定事業者
Ａ者に対する指導・監督業務 者に対する指導・監督業務 者に対する指導・監督業務 に対する指導・監督業務

指標の総数 ：11
評価ｓの指標数：０×３点＝０点
評価ａの指標数：11×２点＝22点
評価ｂの指標数：０×１点＝０点
評価ｃの指標数：０×０点＝０点
評価ｄの指標数：０×-1点＝０点

合 計 22点
(22／22＝100％)

① 農林物資の規格化及び品 ① 農林物資の規格化及び品 ① 農林物資の規格化及び品 【業務実績報告書の記述】
質表示の適正化に関する法 質表示の適正化に関する法 質表示の適正化に関する法 次の措置を講ずることにより、JAS法に基づ
律の一部を改正する法律 律の一部を改正する法律 律 昭和25年法律第175号 きセンターが行う技術上の調査及び定期的調（ 。
（平成17年法律第67号） （平成17年法律第67号）に 以下「JAS法」という ）に 査を適切に実施した。。
による改正後のJAS法（以 よる改正後の農林物資の規 基づきセンターが行う技術
下「改正JAS法」という ） 格化及び品質表示の適正化 上の調査並びに登録後にお ○ ISO/IEC17011に基づく業務執行体制を維持。

、「 」、により、センターの業務に に関する法律（昭和25年法 いて登録認定機関が引き続 するとともに 調査等業務品質マニュアル
登録認定機関の登録及びそ 律第175号。以下「JAS法」 き登録基準に適合している 「登録認定機関等の調査等業務に係る要員の

。 」 「 」の更新の申請時における調 という ）により、センタ か否かを確認するための定 資格基準 及び 技術委員会設置・運営要領
査が追加されたことから、 ーの業務に追加された登録 期的な調査（以下「定期的 等の基準文書の見直しを行った。
「ISO/IEC17011適合性評価 認定機関の登録及びその更 調査」という ）を適切に。
機関の認定を行う機関に対 新の申請時における調査 実施するため、次に掲げる
する一般要求事項 （以下 （以下「技術上の調査」と 措置を講ずる。」
ISO/IEC17011 という いう ）については 「ISO/ ○ 適切に技術上の調査及「 」 。） 。 、

に基づき、登録認定機関の IEC17011適合性評価機関の び定期的調査を遂行する
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登録及びその更新の申請時 認定を行う機関に対する一 ため 「ISO/IEC17011適、
における技術上の調査（以 般要求事項 （以下「ISO/ 合性評価機関の認定を行」
下 技術上の調査 という IEC17011」という ）に基 う機関に対する一般要求「 」 。） 。
を実施し、農林水産省の調 づき実施し、農林水産省か 事項 （以下「ISO/IEC」
査指示から報告までの目標 らの調査指示から報告まで 17011」という ）に基づ。
期間（30業務日）内に結果 の目標期間（30業務日）内 く業務執行体制を維持
を報告する。 に結果を報告する。 し、基準文書を必要に応

じて見直す。

○ 技術上の調査を行うに ◇ISO/IEC17011に基づき技術 【業務実績報告書の記述】
当たっては、農林水産省 上の調査を実施し、年度計画 ○ 技術上の調査を次のとおり実施し、進行管
からの調査指示から報告 に定めた目標期間内に農林 理を的確に行うことにより、調査を行った ａ
までの目標期間（30業務 水産省へ結果を報告した。 428件すべてについて23業務日以内に農林水
日）内に結果を報告する ｓ：目標期間内に報告した 産省へ調査結果を報告した。
ため、調査の進行管理を 件数は100％であり、特に
的確に行う。 優れた成果が得られた 表９ 技術上の調査件数

○ 技術上の調査の公平 ａ：目標期間内に報告した 新規 変更 合計
性、信頼性を確保するた 件数は90％以上であった 登録認定機関 4 374 378
め、職員で構成する技術 ｂ：目標期間内に報告した 登録外国認定機関 4 46 50
委員会（当該調査を行っ 件数は50％以上90％未満で 8 420 428
た者を除く ）において あった。
調査結果をレビューす ｃ：目標期間内に報告した ○ 技術上の調査結果については、当該調査
る。 件数は50％未満であった を行った者を除く職員で構成する技術委員

、ｄ：目標期間内に報告した 会において調査結果を審査することにより
件数は50％未満であり、そ 調査の公平性、信頼性を確保した。
の要因は法人の著しく不適
切な対応にあった 【その他の特記事項】

（注：日数は実労働日数） 達成度合：100％(428件／428件)

また、登録後において登 また、登録後において登 ○ 定期的調査は、登録認 【業務実績報告書の記述】
録認定機関が引き続き登録 録認定機関が引き続き登録 定機関ごとにその認定事 ○ 定期的調査に係る事業所調査については、
基準に適合しているか否か 基準に適合しているか否か 業者数等を勘案した調査 登録認定機関ごとにその認定事業者数等を
を確認するための定期的な を確認するための定期的な 計画を作成し、計画的に 勘案した調査計画を作成し、進捗状況の把
調査（以下「定期的調査」 調査（以下「定期的調査」 行うとともに進捗状況を 握に努め、計画的に実施した。
という ）については、原 という ）については、原 常に把握する。。 。
則として登録認定機関ごと 則として登録認定機関（分
に毎事業年度1回以上実施 析業務の外部委託を行って ○ 定期的調査は、登録認 ◇定期的調査を全対象機関に 【業務実績報告書の記述】
する。 いる場合は、委託先の分析 定機関の認定を行う事業 ついて1回以上行った。 ○ 定期的調査は、立会調査及び格付品検査と

機関も含む ）ごとに毎事 所における調査 以下 事 ｓ：計画値の達成度合は100 連動して次のとおりすべての対象機関である ａ。 （ 「
業年度1回以上実施し、必 業所調査」という ）を ％以上であり、特に優れた 123機関（143事業所）に対して各1回実施し。
要に応じて是正のための指 すべての対象機関につい 成果が得られた た （うち、登録外国認定機関20機関(20事業。
導及び追加調査を行う。 て、原則として1回以上 ａ：計画値の達成度合は100 所)）

行う。 ％以上であった
（ ）また、事業所調査は、 ｂ：計画値の達成度合は70％ ・飲食料品 15機関 22事業所
（ ）③に定める立会調査及び 以上100％未満であった ・林産物 12機関 19事業所
（ ）格付品検査と連動して行 ｃ：計画値の達成度合は70％ ・生糸・畳表 4機関 4事業所
（ ）う。 未満であった ・生産情報公表牛肉等 15機関 15事業所
（ ）○ 事業所調査、立会調査 ｄ：計画値の達成度合は70％ ・有機農産物等 77機関 83事業所
（ ）及び格付品検査の結果、 未満であり、その要因は法 計 123機関 143事業所

必要がある場合は当該事 人の著しく不適切な対応に
業所、認定事業者等及び あった ○ 格付品検査の結果、JAS規格に不適合の疑
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格付品についての追加の 義が生じた案件4件については、適合性確認
調査又は検査を実施す のため現地調査実施した。
る。

【その他の特記事項】
製品検査を行っている登録認定機関等31機関

に対しては、当該 機関の製品検査施設におい
て製品検査が適正に行われているかを確認する
ための調査（製品検査施設調査）を実施した。

達成度合：100％(123機関／123機関)

○ 事業所調査において適 ◇調査の結果に基づき、必要 【業務実績報告書の記述】
正でない事項を認めた場 に応じて是正のための指導を ○ 事業所調査の結果、認められた問題点につ
合には、当該登録認定機 行った。 いては、現地で指摘を行うとともに、不適合 ａ
関に対して是正のための ｓ：指導を行い、特に優れた が認められた90機関に対しては、文書により
指導を行う。 成果が得られた 是正指導を行った。

なお、調査結果及び是 ａ：指導を行った なお、調査結果及び是正指導に伴う改善状
正指導に伴う改善状況に ｃ：必要な指導を行わなかっ 況については、速やかに農林水産省関係部局
ついては、速やかに農林 た事例があった へ報告した。
水産省関係部局へ報告す ｄ：必要な指導を行わなかっ
る。 た事例があり、その要因は

法人の著しく不適切な対応
にあった

なお、技術上の調査及び ○ 技術上の調査及び定期 ◇調査を行う職員の資格要 【業務実績報告書の記述】
定期的調査を中立かつ厳正 的調査を中立かつ厳正に 件を設け、必要に応じて見 ○ 技術上の調査及び定期的調査については、
に実施するため、調査を行 実施するため、調査を行 直した。 調査を行う職員の資格要件であるISO9000審 ａ
う職員に資格要件を設け う職員の資格要件である ｓ：資格要件を設け、又は必 査員研修コース修了者又はISO/IEC17011等
る。 ISO9000審査員研修コー 要な見直しを行い、特に優 に関する調査員内部研修修了者2名以上によ

ス修了者又はISO/IEC れた成果が得られた るチームを編成し、中立かつ厳正に実施し
17011等に関する内部研 ａ：資格要件を設け、又は必 た。
修修了者2名以上による 要な見直しを行った また、調査を行う職員の資格要件の見直し
チームを編成して調査を ｃ：資格要件を設けず、又は を行い、改正した。
行う。 必要な見直しを行わなかっ

なお、調査を行う職員 た
の資格要件は、必要に応 ｄ：資格要件を設けず、又は
じて見直す。 必要な見直しを行わず、そ

の要因は法人の著しく不適
切な対応にあった

② ISO/IEC17011に基づく技 ② 技術上の調査及び定期的 ② 技術上の調査及び定期的 【業務実績報告書の記述】
術上の調査のための有資格 調査におけるデータの質の 調査におけるデータの質の 次に掲げる措置を講ずることにより、技術上
者を中期目標期間中に20名 向上を図るため、以下の措 向上を図るため、次に掲げ の調査及び定期的調査の質の向上を図った。
以上養成する。 置を講ずる。 る措置を講ずる。

ア 職員技術研修計画に基 ア (財)日本適合性認定協 ◇年度計画に基づいてISO/IEC 【業務実績報告書の記述】
づき、調査を行う職員に 会の認定するISO9000審 17011に基づく調査のための 財 日本適合性認定協会が認定するISO9000（ ）
（財）日本適合性認定協 査員研修コースを受講さ 有資格者を養成した。 審査員研修コースを4名に受講させ、ISO/IEC ａ
会の認定するISO9000審 せ、ISO/IEC17011に基づ ｓ：計画値の達成度合は100 17011に基づく調査のための有資格者を養成し
査員研修コースを受講さ く調査のための有資格者 ％以上であり、特に優れた た （総数48名）。
せ、ISO/IEC17011に基づ を、4名以上養成する。 成果が得られた
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く調査のための有資格者 ａ：計画値の達成度合は90％ 【その他の特記事項】
を毎事業年度に4名程度 以上であった 達成度合：100％(4名／4名)
養成する。 ｂ：計画値の達成度合は50％

以上90％未満であった
ｃ：計画値の達成度合は50％

未満であった
ｄ：計画値の達成度合は50％

未満であり、その要因は法
人の著しく不適切な対応に
あった

イ 調査を行う職員の資格 イ 技術上の調査及び定期 ◇職員技術研修計画に基づき 【業務実績報告書の記述】
要件を満たす職員を養成 的調査を行う職員として ISO/IEC17011等に関する研修 職員技術研修中期計画に基づき、ISO/IEC
するため、職員技術研修 の資格要件を満たす職員 を実施し、調査担当職員に定 17011等に関する調査員内部研修を、新たに対 ａ
計画に基づきISO/IEC を確保するとともに、調 期的な受講を義務付け、必要 象者となった者及び前回の受講から2年を過ぎ
17011等に関する研修を 査技術の維持・向上を図 な教育を行った。 た者等を対象に計2回（25名）実施し、技術上
開催し、担当職員に対し るため、ISO/IEC17011等 ｓ：研修を実施し、必要な教 の調査及び定期的調査を行う職員としての資格
3年に1回以上の受講を義 に関する内部研修を実施 育を行い、特に優れた成果 要件を満たす職員を確保するとともに、調査技
務付ける。 する。 が得られた 術の維持・向上を図った。

ａ：研修を実施し、必要な教
育を行った 【その他の特記事項】

ｃ：研修を実施せず、必要な 登録認定機関等の技術上の調査及び定期的調
教育を行わなかった 査を行う職員に対しては、過去3年以内の調査

ｄ：研修を実施せず、必要な 員内部研修の受講を義務づけている。
教育を行わず、その要因は
法人の著しく不適切な対応
にあった

③ 登録認定機関に対する定 ③ 登録認定機関に対する定 ③ 登録認定機関に対する定 【業務実績報告書の記述】
期的調査においては、登録 期的調査においては、登録 期的調査に資するため、登 登録認定機関に対する定期的調査に資する
認定機関により認定された 認定機関により認定された 録認定機関の認定事業者が ため、登録認定機関が適切に認定事業者を指

、認定事業者が行う格付に対 認定事業者が行う格付に対 行う格付に対する指導を適 導しているか否かを確認するための検査等を
する登録認定機関の指導が する登録認定機関の指導が 切に実施しているか否かを 次のとおり実施した。
適切に行われているか否か 適切に行われているか否か 確認するためのJAS製品の
を確認するため、JAS製品 確認するため、以下の検査 検査（以下「格付品検査」
の検査を毎事業年度700件 等を行う。 という ）及び登録認定機。
以上行うこととする。 関が適正に認定に関する業

務を行っているか否かを確
認するための認定等の業務
実施現場に立ち会って行う
実施状況調査（以下「立会
調査」という ）を行う。。

また、定期的調査に資す
るために行う検査等は、以
下により実施するととも
に、検査等の結果、適正で
ない事項を認めた場合に
は、必要な是正措置及び是
正状況の確認を行う。

ア JAS製品の検査を毎事 ア 格付品検査は、各登録 ◇JAS製品の検査を700件以上 【業務実績報告書の記述】
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業年度700件以上行うこ 認定機関の認定事業者数 実施した。 格付品検査を各登録認定機関の認定事業者
ととし、検査を行うに当 等を勘案して各登録認定 ｓ：計画値の達成度合は100 数等を勘案して790件実施し、不適合があった ａ
たっては、各登録認定機 機関ごとの検査件数を配 ％以上であり、特に優れた 28件については、関係する登録認定機関に対し
関の認定事業者数等を勘 分することを基本としつ 成果が得られた て文書により是正指導を行った。
案して登録認定機関ごと つ、700件以上の検査を ａ：計画値の達成度合は100 なお、平成19年度の定期的調査で不適合が
の検査件数を配分するこ 実施する。 ％以上であった 認められた登録認定機関については、原則と
とを基本としつつ、前年 なお、前事業年度の定 ｂ：計画値の達成度合は70％ して不適合が認められなかった場合の1.2倍程
度の定期的調査又は追加 期的調査又は追加調査で 以上100％未満であった 度の格付品検査を実施した。
調査で不適合があった登 不適合があった登録認定 ｃ：計画値の達成度合は70％
録認定機関については、 機関については、通常の 未満であった ・飲食料品 219件
検査を重点的に実施す 格付品検査件数の1.2倍 ｄ：計画値の達成度合は70％ ・林産物 135件
る。 程度の検査を実施する。 未満であり、その要因は法 ・生産情報公表牛肉等 4件

人の著しく不適切な対応に ・有機農産物等 432件
あった 計 790件

さらに、定期的調査に係る検査とは別に次の
格付品の検査を実施した。

○ 農林水産省からの要請に基づき、畳表につ
いて1件（不適合1件）の格付品検査を実施し
た。

○ 有機農産物の認定生産行程管理者に係る調
査の一環として、有機農産物の残留農薬分析
を305件（不適合はなし）実施した。

【その他の特記事項】
達成度合：113％(790件／700件)

イ 認定事業者に対する調 イ 立会調査は、各登録認 ◇認定事業者に対する調査を 【業務実績報告書の記述】
査を登録認定機関の規模 定機関の認定事業者数等 350件以上実施した。 立会調査を各登録認定機関の認定事業者数
に応じて毎事業年度350 を勘案して各登録認定機 ｓ：計画値の達成度合は100 等を勘案して470件実施し、不適合があった72 ａ
件以上行うこととし、調 関ごとの調査件数を配分 ％以上であり、特に優れた 件については、関係する登録認定機関に対して
査を行うに当たっては、 することを基本としつ 成果が得られた 文書により是正指導を行った。
各登録認定機関の認定事 つ、350件以上の調査を ａ：計画値の達成度合は100 なお、平成19年度の定期的調査で不適合が認
業者数等を勘案して登録 実施する。 ％以上であった められた登録認定機関については、原則として
認定機関ごとの調査件数 なお、前事業年度の定 ｂ：計画値の達成度合は70％ 不適合が認められなかった場合の件数の1.2倍
を配分することを基本と 期的調査又は追加調査で 以上100％未満であった 程度の立会調査を実施した。
しつつ、前事業年度の定 不適合があった登録認定 ｃ：計画値の達成度合は70％
期的調査又は追加調査で 機関については、通常の 未満であった ・飲食料品 114件
不適合があった登録認定 立会調査件数の1.2倍程 ｄ：計画値の達成度合は70％ ・林産物 70件
機関については、調査を 度の調査を実施する。 未満であり、その要因は法 ・生糸・畳表 8件
重点的に実施する。 人の著しく不適切な対応に ・生産情報公表牛肉等 11件

あった ・有機農産物等 267件
計 470件

【その他の特記事項】
指導を行った72件のうち、71件については事

業所調査時又は文書により、適正に是正された
ことを確認した。1機関については、平成21年
度に是正報告が提出される予定である。
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達成度合：134％(470件／350件)

④ 改正JAS法第20条の2第1 ④ 登録認定機関及び認定事 ④ 登録認定機関及び認定事 ◇立入検査等の結果を立入検 【業務実績報告書の記述】
項及び第2項の規定による 業者に対する指導・監督業 業者に対する指導・監督業 査等の終了後3業務日以内 た 農林水産省からの指示等に基づき、認定事（
立入検査を行うに当たって 務の結果、違法なJASマー 務の結果、違法なJASマー だし、特段の理由がある案件 業者に対する指導・監督業務に係る立入検査 ａ
は、 クの表示の疑いが生じた場 クの表示の疑いが生じ、登 を除く ）に報告した。 を適切に実施するとともに、立入検査等の終。
ア 検査能力等の資質、経 合には、農林水産省からの 録認定機関及び認定事業者 ｓ：3業務日以内に報告した 了後3業務日以内に報告するため、次に掲げる

験等を勘案した立入検査 指示に基づき、登録認定機 に対する立入検査等を実施 件数は100％以上であり、 取組を行った。
職員の適切な人選 関、認定事業者に対し立入 する場合には、適切に実施 特に優れた成果が得られた

イ 農林水産大臣から指示 検査又は任意調査（以下④ するとともに、立入検査等 ａ：3業務日以内に報告した ○ 立入検査等に関する基準文書に基づき、立
された調査事項の的確な 及び⑤において「立入検査 の終了後原則3業務日以内 件数は90％以上であった 入検査を1件 1事業所 任意調査を26件 38（ ）、 （
実施 等」という ）を実施し、 に報告するため、(1)の① ｂ：3業務日以内に報告した 事業所 、計27件（39事業所）実施し、すべ。 ）

、 。ウ 農林水産大臣への迅速 立入検査等の終了後原則3 のキと同様の措置を講ず 件数は50％以上90％未満で ての案件について 3業務日以内に報告した
かつ正確な報告等に留意 業務日以内に報告する。 る。 あった また、立入検査等のほか、農林水産省が改
し厳正に実施する。 また、立入検査等を行う ｃ：3業務日以内に報告した 善の指示又は指導を行った事業者に対する改

に当たっては、立入検査等 件数は50％未満であった 善状況の確認調査を10件（12事業所）実施し
なお、改正JAS法第19条 を行う職員に資格要件を設 ｄ：3業務日以内に報告した た。

の9第2項第6号に規定する け、検査能力等の資質、検 件数は50％未満であり、そ なお、基準文書について見直し、所要の改
登録外国認定機関に対して 査経験等を勘案した立入検 の要因は法人の著しく不適 正を行った。
行う検査についても上記の 査等職員の適切な人選を行 切な対応にあった
留意点を踏まえて実施す い、立入検査等に関する基 ○ 立入検査等の終了後の報告は、すべての案
る。 準文書に基づき厳正に実施 件について3業務日以内に報告した。

する。
【その他の特記事項】
達成度合：100％(27件／27件)

⑤ なお、今般のJAS法の改 ⑤ なお、今般のJAS法の改 ⑤ JAS法改正により、なお ◇登録格付機関に対する指導 【業務実績報告書の記述】
正により、登録格付機関制 正により、登録格付機関制 その効力を有する登録格付 ・監督業務及び農林水産省か 次に掲げる措置を講ずることにより、改正前
度が廃止されることになっ 度が廃止されることになっ 機関について、指導・監督 らの指示による認定事業者に のJAS法に基づきなおその効力を有する平成21 ａ
たが、平成21年2月28日ま たが、平成21年2月28日ま 業務及び農林水産省からの 対する立入検査等の業務を適 年2月28日まで登録格付機関に対する指導・監
での間は、改正前のJAS法 での間は、改正前のJAS法 指示による認定事業者に対 正に行った。 督業務等を適正に行った。
における登録格付機関に関 における登録格付機関に関 する立入検査等の業務を適 ｓ：適正に行い、特に優れた
する規定の一部がなおその する規定の一部がなおその 正に行うため、次に掲げる 成果が得られた
効力を有することとされて 効力を有することとされて 措置を講ずる。 ａ：適正に行った
いることから、同日までの いることから、同日までの ｂ：一部不適正に行った
間は、登録格付機関に対す 間は、以下により、登録格 ｃ：適正に行わなかった
る指導・監督業務及び農林 付機関に対する指導・監督 ｄ：適正に行わず、その要因
水産省からの指示による認 業務及び農林水産省からの は法人の著しく不適切な対
定事業者に対する立入検 指示による認定事業者に対 応にあった
査、任意調査等の業務を適 する立入検査等の業務を適 【平成20年度までの指標】
正に行う。 正に行う。

ア 登録格付機関の登録後 ア 登録格付機関の格付業 登録格付機関に対する調査を次のとおり4機
において格付業務が適切 務の実施体制が適正維持 関（116事業所）に対して各1回実施し、調査の
に行われていることを確 されていることを確認す 結果、不適合が認められた3機関（6事業所）に
認するための、各登録格 るため、以下の対象機関 対して、文書により是正指導を行った。
付機関に対する毎事業年 について格付を行う事業
度1回以上の定期的な調 所における調査を1回以 ・飲食料品及び油脂 2機関（ 21事業所）
査の実施 上行う。 ・林産物 2機関（ 95事業所）

〔登録格付機関〕 計 4機関（116事業所）
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・飲食料品及び油脂：2機関
・その他の農林物資：2機関 格付品の検査を2件、格付現場に立ち会って

（ ） 。行う実施状況調査 立会調査 を6件実施した
イ 登録格付機関による格 イ 登録格付機関が適正に

付業務が適切に行われて 格付を行っていることを 格付品検査 立会調査
いることを確認するため 確認するため、格付品の ・林産物 2件 6件
の、登録格付機関が格付 検査及び格付業務（試料
を行ったJAS製品の検査 の抽出等）を行っている
及び格付業務の調査の実 格付現場に立ち会って行
施 う実施状況調査を行う。

ウ 農林水産省からの指示 ウ 農林水産省からの指示 改正前のJAS法に係る認定事業者に対する農
により認定事業者に対す により認定事業者に対す 林水産省からの立入検査等の指示はなかった。
る立入検査等を実施し、 る立入検査等を実施し、
立入検査等の終了後原則 立入検査等の終了後原則

。3業務日以内に報告 3業務日以内に報告する

⑥ 食品表示110番を通じて ⑥ 食品表示110番等を通じ ⑥ 食品表示110番等を通じ ◇食品表示110番により収集 【業務実績報告書の記述】
収集した情報のうち違法な て収集した違法なJASマー て収集した違法なJASマー した情報に基づき、必要に 食品表示110番等を通じて収集した違法なJAS
JASマーク表示に関する情 ク表示に関する情報は、速 ク表示に関する情報につい 応じて事実関係の確認のた マーク表示に関する情報について、事務処理手 ａ
報をJAS規格の監視業務等 やかに農林水産省関係部局 ては、(1)の②と同様の措 めの調査等を行った。 順書に基づき、次のとおり迅速かつ的確に対応
に活用する。 等に通報するとともに、必 置を講ずる。 ｓ：必要な調査等を行い、特 した。

要に応じて事実関係の確認 に優れた成果が得られた
のための調査、分析等を行 ａ：必要な調査等を行った ○ 農林水産省から回付された情報に基づく事
う。 ｃ：必要な調査等を行わなか 実関係の確認のための格付品の検査を1件実

った 施し、検査の結果については農林水産省に報
ｄ：必要な調査等を行わず、 告した。

その要因は法人の著しく不
適切な業務運営にあった ○ 農林水産省からの依頼により、食品表示

110番等の情報提供に基づく任意調査を15件
（19事業所）実施した。

なお、食品表示110番に係る事務処理手順書
、 。を見直した結果 改正を要する事項はなかった

(3) JAS規格及び品質表示基 (3) JAS規格及び品質表示基 (3) JAS規格及び品質表示基 ○JAS規格及び品質表示基準
Ａ準の見直し等に係る業務 準の見直し等に係る業務 準の見直し等に係る業務 の見直し等に係る業務

指標の総数 ：６
評価ｓの指標数：０×３点＝０点
評価ａの指標数：６×２点＝12点
評価ｂの指標数：０×１点＝０点
評価ｃの指標数：０×０点＝０点
評価ｄの指標数：０×-1点＝０点

合 計 12点
(12／12＝100％)

JAS規格及び品質表示基 ① JAS規格の見直しに当た ① JAS規格の見直しに当た 【業務実績報告書の記述】
準の見直しに係る作業にお っては、以下の調査、検査 っては、次に掲げる調査、 農林水産省から要請のあったJAS規格につい
いては、消費者ニーズ等に 等を行い、それらの結果を 検査等を行い、それらの結 て、次に掲げる定期見直しに係る調査及び検査
即した適切な見直しを行う 反映させた見直し内容の素 果を反映させた見直し内容 等を実施し、飲食料品23品目（66規格 、生糸1）
ため、以下の調査、検査等 案を取りまとめる。 の素案を取りまとめる。 品目（1規格）林産物3品目(11規格）について
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を行い、それらの結果を活 意見書を作成し、農林水産省へ報告した。
用して見直し内容の素案に
ついて取りまとめる。

① 消費者、製造業者等の ア 消費者、製造業者、実 ア 消費者、製造業者、実 ◇JAS規格の見直しに当たっ 【業務実績報告書の記述】
見直しに関する要望等を 需者等のJAS規格利用状 需者等のJAS規格利用状 ては、見直し内容の素案を取 ア 消費者等に対するアンケート又はヒアリン
把握するためのアンケー 況及び見直しに関する要 況及び見直しに関する要 りまとめるために必要な調査 グによる利用実態調査を、次のとおり実施し ａ
ト調査 望を把握するためのアン 望を把握するため、アン 等を実施した。 た。

② JAS規格の見直しにあ ケート調査 ケート等による調査を実 ｓ：必要な調査等を実施し、
（ ）っては、JAS規格の対象 イ JAS規格の対象品又は 施する。 特に優れた成果が得られた ・消費者団体 7品目 49規格
（ ）品又は関連する製品の品 関連する製品の品質実態 イ JAS規格の対象品又は ａ：必要な調査、検査等を実 ・実需者 11品目 60規格
（ ）質実態を適切に把握する を適切に把握するための 関連する製品の品質実態 施した ・製造業者等 22品目 79規格
（ ）ための市販品検査（1規 市販品検査（1規格当た を適切に把握するための ｂ：必要な調査、検査等を実 ・流通業者等 9品目 55規格

格当たりおおむね20件以 りおおむね20件以上） 市販品検査（1規格当た 施しなかった事例があった
上） ウ JAS規格と国際規格の り概ね20件以上）を実施 ｃ：必要な調査、検査等を実 イ 市販品検査を、次の品目について、計789

③ 品質表示基準の見直し 整合性を確認するため する。 施しなかった 件実施した。また、検査を実施した47規格の
にあっては、品質表示基 の、国際規格及び市販品 また、センターにおけ ｄ：必要な調査、検査等を実 うち、21規格については、1規格当たり20件
準の対象品又は類似する の品質実態に関する調査 る農林物資の検査及びそ 施せず、その要因は法人の 以上の検査を実施した。26規格については市
製品の品質実態を適切に エ 消費者、製造業者、実 の他の調査等により、当 著しく不適切な対応にあっ 場流通量が少ない等の理由から、1規格あた
把握するための市販品検 需者等から見直しに対す 該品目に係る必要な情報 た り20件以上の検査を実施できなかった。
査（1基準当たりおおむ る意見を聴取するための が得られる場合には、調

（ 、 ）ね20件以上） ワーキンググループの開 査件数の調整を図る。 ◇規格見直しに係る市販品検 ・飲食料品 10品目 41規格 669件
（ （ 、 ）④ 国際規格との整合性を 催 ウ JAS規格と国際規格の 査を1規格当たり20件以上 特 ・生糸 1品目 1規格 16件

把握するための、国際規 オ JAS規格の分析法の改 整合性を確認するため 段の理由がある場合を除く ・林産物 1品目 5規格 104件 ａ。） （ 、 ）
格及び市販品の品質実態 善並びに分析値の信頼性 の、国際規格及び市販品 行った。
に関する調査 の確保のための分析法及 の品質実態に関する調査 ｓ：計画値の達成度合は100 ウ 国際規格の内容についての調査及び国際

⑤ 消費者及び製造業者等 び格付サンプリング法の を実施する。 ％以上であり、特に優れた 規格に対応する市販品の品質実態に関する
から見直しに対する意見 妥当性確認 エ 消費者、製造業者、実 成果が得られた 調査を次の品目について実施した。
を聴取するためのワーキ 需者等からJAS規格見直 ａ：計画値の達成度合は90％

（ 、 ）ンググループの開催 しに対する意見を聴取す 以上であった ・飲食料品 5品目 22規格 238件
⑥ JAS規格の見直しにあ るため、必要に応じて消 ｂ：計画値の達成度合は50％ ・生糸 1品目（ 1規格）

っては、JAS規格の分析 費者説明会や関係者を対 以上90％未満であった
法の改善並びに分析値の 象としたワーキンググル ｃ：計画値の達成度合は50％ エ 消費者団体に対する説明会を6回、消費者
信頼性の確保のための分 ープによる検討会を開催 未満であった 団体及び業界団体等をメンバーとしたワーキ
析法及び格付サンプリン する。 ｄ：計画値の達成度合は50％ ンググループを10回開催した。
グ法の妥当性確認 オ JAS規格の分析法の改 未満であり、その要因は法

善並びに分析値の信頼性 人の著しく不適切な対応に オ 分析法及び格付サンプリング法について情
また、農林水産省関係部 の確保のための分析法及 あった 報収集を行うとともに、妥当性確認試験及び

局の要請に基づき、JAS規 び格付サンプリング法の 従来手法と新たな手法の同等性確認試験を次
格の制定等のために必要な 妥当性確認を行う。 のとおり実施した。
調査等を行う。

・文献調査
（ ）飲食料品 8品目 35項目
（ ）林産物 3品目 13項目

・ヒアリング
飲食料品 31品目（21回）

全般（ 1回）
林産物 7品目（ 3回）

・妥当性確認のための共同分析試験
（ ）飲食料品 11品目 9項目

・測定方法確認のための分析試験
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（ ）林産物 2品目 1項目
・従来手法と新たな手法の同等性確認

（ ）飲食料品 4品目 5項目

また、学識経験者、業界関係者等で構成する
分析手法又はサンプリング方法に関する妥当性
確認検討委員会を6回開催し、分析方法の妥当
性確認試験の設計及びその試験結果並びにサン
プリング手法の妥当性について検討を行った。

【その他の特記事項】
達成度合：100％(21規格／21規格)

② 品質表示基準の見直しに ② 品質表示基準の見直しに 【業務実績報告書の記述】
当たっては、以下の調査、 当たっては、次に掲げる調 農林水産省から要請のあった品質表示基準に
検査等を行い、それらの結 査、検査等を行い、それら ついて、次に掲げる見直しに係る調査及び検査
果を反映した見直し内容の の結果を反映させた見直し 等を実施し、20基準について意見書を作成し、
素案を作成する。 内容の素案を取りまとめ 農林水産省へ報告した。

る。

ア 消費者、製造業者等の ア 消費者、製造業者等の ◇品質表示基準の見直しに当 【業務実績報告書の記述】
品質表示基準の見直しの 品質表示基準認知の状況 たっては、見直し内容の素案 ア 消費者における認知の状況及び製造業者に
要望を把握するためのア 及び見直しに関する要望 を取りまとめるために必要な おける見直しに関する要望について把握する ａ
ンケート調査 を把握するため、アンケ 調査、検査等を実施した。 ため、ヒアリングを18基準について行った。

イ 品質表示基準の対象品 ート等による調査を実施 ｓ：必要な調査等を実施し、
又は類似する製品の品質 する。 特に優れた成果が得られた イ 市販品検査を、8基準について計629件実施
実態を適切に把握するた イ 品質表示基準の対象品 ａ：必要な調査、検査等を実 した。また、検査を実施した8基準すべてに
めの市販品検査（1基準 又は類似する製品の品質 施した ついて、1基準当たり20件以上の検査を実施
当たりおおむね20件以 実態を適切に把握するた ｂ：必要な調査、検査等を実 した。
上） めの市販品検査（1基準 施しなかった事例があった

ウ 品質表示基準と国際規 ごとに概ね20件以上）を ｃ：必要な調査、検査等を実 ウ 国際規格の内容についての調査及び国際
格との整合性を確認する 実施する。 施しなかった 規格に対応する市販品の品質実態に関する
ための、国際規格及び市 また、物資の検査及び ｄ：必要な調査、検査等を実 調査を2基準（194件）について実施した。
販品の品質実態に関する その他の調査等により、 施せず、その要因は法人の
調査 当該品目に係る必要な情 著しく不適切な対応にあっ エ 消費者団体に対する説明会を6回、消費者

エ 消費者、製造業者等か 報が得られる場合には、 た 団体及び業界団体等をメンバーとしたワーキ
ら見直しに対する意見を 調査件数の調整を図る。 ンググループを3回開催した。
聴取するためのワーキン ウ 品質表示基準と国際規 ◇品質表示基準見直しに係る
ググループの開催 格の整合性を確認するた 市販品検査を1基準当たり20 【その他の特記事項】

めの、国際規格及び市販 件以上（特段の理由がある場 達成度合：100％(8基準／8基準) ａ
品の品質実態に関する調 合を除く ）行った。。
査を実施する。 ｓ：計画値の達成度合は100

エ 消費者、製造業者等か ％以上であり、特に優れた
ら品質表示基準見直しに 成果が得られた
対する意見を聴取するた ａ：計画値の達成度合は90％
め、必要に応じて消費者 以上であった
説明会や関係者を対象と ｂ：計画値の達成度合は50以
したワーキンググループ 上90％未満であった
による検討会を開催す ｃ：計画値の達成度合は50％
る。 未満であった

ｄ：計画値の達成度合は50％
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未満であり、その要因は法
人の著しく不適切な対応に
あった

③ 農林水産省関係部局の要 ③ 農林水産省関係部局の要 ◇JAS規格の制定等のために 【業務実績報告書の記述】
請に基づき、JAS規格の制 請に基づき、JAS規格制定 必要な調査を行った。 農林水産省の要請に基づき、JAS規格の制定
定等のために必要な調査等 等のために必要な調査を行 ｓ：調査した品目数は、要請 に係る調査として、林産物の揮発性有機化合物 ａ
を行う。 う。 された品目数の100％であ 放散速度の実態を調査するため、分析調査を4

り、特に優れた成果が得ら 件実施した。
れた

ａ：調査した品目数は、要請 【その他の特記事項】
された品目数の90％以上で 達成度合：100％(1品目／1品目)
あった

ｂ：調査した品目数は、要請
された品目数の50％以上90
％未満であった

ｃ：調査した品目数は、要請
された品目数の50％未満で
あった

ｄ：調査した品目数は、要請
された品目数の50％未満で
あり、その要因は法人の著
しく不適切な対応にあった

④ ①から③に係るパブリッ ④ ①から③までに係るパブ ◇パブリックコメントの募 【業務実績報告書の記述】
クコメントの募集及びその リックコメントの募集及び 集及びその結果に係る説明 農林水産省が行ったJAS規格及び品質表示基
結果に係る説明会を行う。 その結果について説明会を 会を行った。 準の見直しに関するパブリックコメントの募集 ａ

行う。 ｓ：行い、特に優れた成果が 及び募集結果に係る説明会について希望者を募
得られた り、説明会を7回開催した。

ａ：行った
ｃ：行わなかった
ｄ：行わず、その要因は法人

の著しく不適切な対応にあ
った

⑤ ①から④までに係る調査 【業務実績報告書の記述】
、等の結果については、必要 ①から④までに係る調査等の結果について

に応じて広報誌、インター センターが公表すべき案件はなかった。
ネット等により公表する。

(4) 農林物資の格付業務 (4) 農林物資の格付業務 (4) 農林物資の格付業務 ○農林物資の格付業務
Ａ

指標の総数 ：１
評価ｓの指標数：０×３点＝０点
評価ａの指標数：１×２点＝２点
評価ｂの指標数：０×１点＝０点
評価ｃの指標数：０×０点＝０点
評価ｄの指標数：０×-1点＝０点

合 計 ２点
(２／２＝100％)
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今般のJAS法の改正によ センターが自ら行う生糸 センターが自ら行う生糸 ◇センターが自ら行う生糸の 【業務実績報告書の記述】
り、センターが自ら行う生 の格付業務については、生 の格付業務については、廃 格付に係る検査について、基 センターが自ら行う生糸の格付業務について
糸の格付業務が廃止される 糸の格付に関する基準文書 止される平成21年2月28日 準文書に従い適正に行った。 は、生糸の格付に関する基準文書に従い適正に ａ
ことになったが、平成21年 に従い適正に行う。 までは、生糸の格付に関す ｓ：適正に行い、特に優れた 9件実施した。

、 。2月28日までの間は、当該 る基準文書に従い適切に実 成果が得られた また 検査の結果については厳正に管理した
業務を行うこととされてい 施する。 ａ：適正に行った なお、格付業務は平成21年2月28日をもって
ることから、同日までの間 また、検査の結果につい ｂ：一部不適正に行った 廃止した。
は 当該業務を適正に行う ては厳正に管理する。 ｃ：適正に行わなかった、 。

ｄ：適正に行わず、その要因
は法人の著しく不適切な対
応にあった

【平成20年度までの指標】

(5) 国際規格に係る業務 (5) 国際規格に係る業務 (5) 国際規格に係る業務 ○国際規格に係る業務
Ａ

指標の総数 ：２
評価ｓの指標数：０×３点＝０点
評価ａの指標数：２×２点＝４点
評価ｂの指標数：０×１点＝０点
評価ｃの指標数：０×０点＝０点
評価ｄの指標数：０×-1点＝０点

合 計 ４点
(４／４＝100％)

ISO（国際標準化機構）の ISO（国際標準化機構）の 国際規格に我が国の意見 【業務実績報告書の記述】
TC34、TC89/SC3及びTC218 TC34、TC89/SC3及びTC218 を反映させるため、次に掲 次に掲げる措置を講ずることにより、国際規
の国内審議団体として情報 の国内審議団体として国際 げる措置を講ずる。 格に我が国の意見を反映させるよう努めた。
の収集、国内の意見集約等 標準作成に関する活動を行
の国際標準作成に関する活 うため、必要に応じて外部 ① ISO（国際標準化機構）の ◇外部有識者等からなる委 【業務実績報告書の記述】
動を行う。 有識者等からなる委員会を TC34、TC34/SC12、TC89/SC 員会を設置し 情報の収集 ISO（国際標準化機構）のTC34（食品専門委、 、

また、農林水産省の要請 設置し、情報の収集、国内 3及びTC218の国内審議団体 国内の意見集約等の国際標 員会 、TC34/SC12（官能検査分科会 、TC89/SC ａ） ）
があった場合には、食品、 の意見集約等行う。 として国際標準作成に関す 準作成に関する活動を行っ 3（木質パネル専門委員会/合板分科委員会）及
林産物等の分析の専門家と また、農林水産省から各 る活動を行うため、以下の た。 びTC218（木材専門委員会）の国内審議団体事
して、各種の国際会議に出 種の国際会議への出席要請 措置を講ずる。 ｓ：行い、特に優れた成果が 務局として次の国際標準作成に関する活動を行
席する。 が行われる場合に備え、各 また、TC34に新たなSCが 得られた った。

種情報の収集・整理、国際 設置され、その国内審議団 ａ：行った また、平成20年度はTC34に新たにSC16（分子
規格に関する知見の蓄積等 体として承認された場合 ｃ：行わなかった 生物指標の分析に係る横断的手法分科委員会）
に努める。 は、同様に以下の措置を講 ｄ：行わず、その要因は法人 が設置されたことから、その国内審議団体の登

ずる。 の著しく不適切な対応にあ 録手続きを行い、承認された。登録後は、同様
○ 必要に応じて外部有識 った の活動を行った。

者等からなる委員会を設
置し、情報の収集、国内 ○ 国内委員会等の開催及び国際会議への役職
の意見集約等を行う。 員の派遣を行うとともに、各委員会で検討さ

○ 必要に応じて、国際会 れている案件についての情報の収集を行い、
議に職員等を派遣する。 委員へ提供した。

〔TC34〕
国内検討会 1回開催
国際会議 1回派遣（3名）

・WG7（遺伝子組換え体の分析法に係る作業部
会）
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国内委員会 1回開催
・WG8（食品安全マネジメントシステムに係

る作業部会）
国内委員会 1回開催

・WG12（農業へのISO9001:2000の適用に係る
作業部会）

国内検討会 1回開催
国際会議 1回派遣（1名）

〔TC34/SC16〕
国際会議 1回派遣（1名）

〔TC89/SC3及びISO/TC218〕
国内委員会 3回開催
国際会議 3回派遣（4名）

② 農林水産省から各種の国 ◇農林水産省からの国際会議 【業務実績報告書の記述】
際会議への対応要請に備 への対応要請に備え、国際規 農林水産省からの国際会議への対応要請に
え、次に掲げる措置を講ず 格及び各国規格に関する情 備え、次に掲げる取組を行った。 ａ
る。 報の収集、整理等の活動を

行った。
○ 国際規格及び各国規格 ｓ：行い、特に優れた成果が ○ 国際的に流通している食品等の海外におけ

に関する情報を収集、整 得られた る製造技術、国際規格、各国規格等に関する
理する。 ａ：行った 情報を収集、整理した。

ｃ：行わなかった また、コーデックス食品規格委員会
（ ） （ ）ｄ：行わず、その要因は法人 Codex 関連の国際会議に職員を1回 1名

の著しく不適切な対応にあ 派遣するとともに、国内会議に11回出席し、
った Codex委員会総会及び各部会等で検討されて

いる食品規格の分析法及び検討状況等の情報
を収集、整理した。

○ 必要に応じ、国際的に ○ Codexに提案されている国際規格案につい
流通している食品等の品 て、当該規格案の品質要件及び分析法を検討
質及び表示の調査分析を するため、市販品の調査分析を次のとおり行
行う。 い、結果を取りまとめ、農林水産省に報告し

た。

・非発酵大豆製品（Non-Fermented soybean
products（注 ） 136件）

注：豆腐、油揚げ等に相当

【その他の特記事項】
コーデックスアジア地域調整部会における非

発酵大豆製品規格及び発酵大豆ペースト規格に
関する検討状況や提案されている分析法による
国内の味噌、豆腐類製品の分析結果を取りまと
め 「平成20年度国際食品（Codex)に関する分、
析法等の検討結果」を作成し、業務参考資料と
して農林水産省及び関係機関に配付した。

(6) 農林物資の検査技術に関 (6) 農林物資の検査技術に関 (6) 農林物資の検査技術に関 ○農林物資の検査技術に関す
Ａする調査研究業務 する調査及び研究業務 する調査及び研究業務 る調査及び研究業務

指標の総数 ：４
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評価ｓの指標数：０×３点＝０点
評価ａの指標数：４×２点＝８点
評価ｂの指標数：０×１点＝０点
評価ｃの指標数：０×０点＝０点
評価ｄの指標数：０×-1点＝０点

合 計 ８点
(８／８＝100％)

① 農林物資の検査技術に関 ① 農林物資の検査技術に関 ① 農林物資の検査技術に関 【業務実績報告書の記述】
する調査研究については、 する調査及び研究について する調査及び研究について 農林物資の検査技術に関する調査及び研究に

、 、現在必要とされている次の は、現在必要とされている は、現在必要とされている ついては 次に掲げる措置を講ずることにより
ような偽装表示の監視・取 次のような偽装表示の監視 偽装表示の取締りのための 現在必要とされている偽装表示の取締りのため
締りのための検査技術の開 ・取締りのための検査技術 検査技術の開発に重点化を の検査技術の開発に重点化を図るとともに、研
発を積極的に行うととも の開発に重点化する。 図るとともに、質の向上並 究水準の向上並びに課題の選定、実施方法及び
に、大学又は研究機関との また 必要に応じて大学 びに課題の選定、実施方法 成果についての適正な点検・評価を行った。、 、
共同試験等により、調査研 試験研究機関、分析機関等 及び成果についての適正な
究の質の向上を図る。 との共同試験等を実施する 点検・評価を行うため、次 15課題について、試験研究機関等と共同で調

ことにより調査及び研究の に掲げる措置を講ずる。 査研究を実施するとともに、次の4課題につい
質の向上を図るとともに、 また、調査研究の質の向 て、他機関で開発された判別技術の導入を行う
他機関で開発された判別技 上を図るため、必要に応じ ことにより、調査研究の水準の向上を図った。
術の中で検査に活用できる て大学、試験研究機関、分
と考えられるものについて 析機関等との共同試験等を ・畜産物の食品表示のための科学的分析法の
は積極的に技術導入を図 実施することにより調査及 妥当性確認
り、検査に活用する。 び研究の質の向上を図ると ・DNA分析を使用した牛肉の雌雄判別法の検

ともに、他機関で開発され 討
た判別技術の中で検査に活 ・FRIP法を用いたクモガニ科甲殻類の判別法
用できると考えられるもの の検討
については積極的に技術導 ・うなぎ加工品の原料魚種判別法の開発
入を図る。

○ 食品等の検査技術に関 ○ 調査研究の実施に当たっては、次の取組を
する技術開発の動向等を 行うことにより、食品等の検査技術に関する
把握するため、調査研究 技術開発の動向等の把握に努めた。
に係る試験研究機関の連
絡会、各種学会等へ積極 ・ 食品等の検査技術に関するニーズ、技術
的に参加するほか、行政 開発の動向等を把握するため、学会誌、試
部局のニーズを把握する 験研究機関の研究報告書等から必要な情報
ために農林水産省の各種 を入手した。
会議に参加し、情報収集 ・ 食品総合研究所及び中央水産研究所等の
を行う。 主催する試験研究推進会議等に計7回参画

し、また、各種学会に11回参加し、学会発
表を行うとともに情報収集を行った。

【その他の特記事項】
「 、 」 、大学 試験研究機関等との共同試験等 は

「中期計画第2の1(4)検査・分析能力の継続的
向上(52ページ)」において評価する。

○ 農林物資の検査技術に ◇調査研究課題を20課題以上 【業務実績報告書の記述】
関する調査研究課題は20 実施した。 ○ 年度途中で追加した3課題を含め、調査研
課題以上とし、そのうち ｓ：計画値の達成度合は100 究を次のとおり26課題実施した。このうち中 ａ
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中期目標に示された次に ％以上であり、特に優れた 期目標に定められた3分野に関する課題は25
（ 、 、掲げる3分野等の偽装表 成果が得られた 課題 うち生鮮食品13課題 加工食品8課題

示の監視・取締りのため ａ：計画値の達成度合は100 遺伝子組換え食品4課題）であり、全課題に
の検査技術の開発に関す ％以上であった 占める割合を96.2％とした。
る課題が全課題に占める ｂ：計画値の達成度合は70％
割合を80％以上とする。 以上100％未満であった 【その他の特記事項】

なお、年度途中で緊急 ｃ：計画値の達成度合は70％ 達成度合：130％(26課題／20課題)
に実施すべき課題が発生 未満であった
した場合には、課題件数 ｄ：計画値の達成度合は70％
に留意しつつ、必要に応 未満であり、その要因は法
じて実施する課題の調整 人の著しく不適切な対応に
を行う。 あった

ア 生鮮食品については、 ア 生鮮食品については、 ・生鮮食品については、青 ◇農林物資の検査技術に関す 【業務実績報告書の記述】
品種及び原産地の判別技 青果物や魚類等のうち外 果物や魚類等のうち外観 る調査研究について、偽装 生鮮食品については、次のとおり13課題実施
術の開発 観から容易に判別がつか から容易に判別がつかな 表示の監視・取締りのための した。 ａ

ないものについて品種及 いカボチャの原産地、ブ 判別技術等を開発又は実用
び原産地の判別技術の開 リ等の種等の判別技術 化し、若しくは結果が次年度 (ｱ) 無機分析による生鮮農産物の原産国判別法
発 の調査研究に活用できる成果 の適用品目の検討〔共同研究〕

が得られた。 【成果；国産118件及び中国産49件のサトイモ
ｓ：達成し、特に優れた成果 について、ICP-AES及びICP-MSを用いて18元
が得られた 素を測定し、判別分析を行った。また、国産

ａ：達成した 35件及び外国産29件のアスパラガスについ
ｂ：概ね達成した て、ICP-MSを用いて14元素を測定し、判別分
ｃ：達成されなかった 析を行った。これらの結果、サトイモについ
ｄ：達成されず、その要因は ては5元素濃度から成る判別関数（判別率70

法人の著しく不適切な対応 ～90％ 、アスパラガスについては6元素濃度）
（ ） 。】にあった から成る判別関数 判別率90％ を構築した

（平成21年度継続）

(ｲ) 無機分析によるゴボウの原産国判別法の開
発

【成果；平成19年度に構築した国産及び中国産
の判別関数を基にマニュアル案を作成し、3
試験室で事前運用試験を行った結果、すべて
の試料について正しく判定された。また、作
成したマニュアルはホームページに掲載し
た （平成20年度終了）。】

(ｳ) 無機分析によるカボチャの原産国判別法の
開発〔共同研究〕

【成果；国産30件、ニュージーランド産9件、
メキシコ産8件のカボチャについて、ICP-AES
及びICP-MSを用いて26元素を測定し、この結
果及び平成19年度までに分析したデータを基
に、8元素濃度から成る国産とニュージーラ
ンド産の判別関数（判別率87％ 、国産とメ）
キシコ産を判別する6元素濃度から成る判別
関数（判別率89％）を構築した。これを基に
マニュアル案を作成し、3試験室で事前運用
試験を行った結果、すべての試料について正
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しく判定された。事前運用試験の結果により
明らかとなった問題点を修正し、マニュアル
を完成させた （平成20年度終了）。】

(ｴ) 超高感度エネルギー分散型蛍光X線分析装
置を用いた食品の産地判別の簡易・迅速測定
法の検討

【成果；国産44件、中国産19件の黒大豆につい
て、超高感度エネルギー分散型蛍光X線分析
装置を用いて17元素を測定し、判別分析を行

（ ）い4元素濃度から成る判別関数 判別率100％
を構築した。これにより、簡易・迅速に産地
判別できる可能性が示唆された （平成20年。】
度終了）

(ｵ) 照射食品の検知技術の開発及び妥当性確認
〔共同研究〕

【成果；照射食品の検知方法である熱ルミネッ
センス法（TL法）の再照射線源であるγ線の
代替としてX線が利用可能かどうか検討する
ため、平成18年度に開発した小型のX線照射
装置を用いて試験法の妥当性確認を行った。
その結果、3試験室での室間共同試験におけ
る妥当性が確認された （平成21年度継続）。】

(ｶ) 畜産物の食品表示のための科学的分析法の
妥当性確認

【成果；平成19年度に改良した神戸大学で開発
された豪州産と国産牛肉の判別法について、
5試験室で予備試験を行った。その結果、一
部の試験室で不十分な結果となり、これを改
善するため分析条件の再検討を行い、改良し
た。また、平成19年度に改良した神戸大学で
開発された米国産と国産牛肉の判別法によ
り、米国産84件及び国産170件の牛肉につい
て分析した結果、変更した分析条件が適用可
能であることが確認された （平成21年度継。】
続）

(ｷ) DNA分析を使用した牛肉の雌雄判別法の検
討

【成果；牛の雌雄が明らかな試料各16件ずつに
ついて、神戸大学が産地判別を目的として開
発した雄性決定のY染色体に座乗しているマ
ーカーを雄特異的マーカーとして転用し、雌
雄での出現頻度を調査した。その結果、雄特
異的マーカーは雌雄判別マーカーとして適用
可能であることが示唆された （平成21年度。】
継続）

(ｸ) 安定同位体比を用いた豚の原産国判別法の
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検討
【成果；国産27件、デンマーク産35件、米国産
46件及びカナダ産49件の豚肉について、炭素
及び窒素安定同位体比を測定することにより
原産国が判別可能か調査するため、安定同位
体比測定装置を用いて分析した。その結果、
各判別率は、国産が95％、デンマーク産が90
％程度、米国産が60～70％であったが、カナ
ダ産は30～40％程度に止まった （平成20年。】
度終了）

(ｹ) ブリ近縁種及び類似魚種の種判別法の開発
〔共同研究〕

【成果；平成19年度に開発したブリ近縁種4種
及び類似魚種5種の計9種の判別法を基にマニ
ュアルを作成し、3試験室で事前運用試験を
実施したところ、すべての試料について正し
く判定された （平成20年度終了）。】

(ｺ) 魚介類の名称ガイドライン記載種を中心と
〔 〕したDNA解析及び種判別法の検討 共同研究

【成果；平成19年度に開発した、マダコの系統
群を判別することによる産地推定法の信頼性
について確認した。その結果、明らかとなっ

、 。 、た問題点を修正し 判別法を改良した また
10種の魚介類のミトコンドリアDNA等の部分
配列を解析し、国際的なDNAデータベースに
登録した （平成21年度継続）。】

(ｻ) FRIP法等を用いたクモガニ科甲殻類の判別
法の検討〔共同研究〕

【 （ 、成果；3種のクモガニ科甲殻類 ズワイガニ
ベニズワイガニ、オオズワイガニ）の遺伝的
差異について各種30個体以上で確認を行っ
た。また、3種の遺伝的差異に基づく判別法
であるFRIP法（九州大学で開発）の頑健性に
ついて検討した結果、平成19年度の調査結果
と異なり、蛍光強度に有意差のない結果とな

、 。】り 判別法の頑健性が低いことが判明した
（平成20年度終了）

(ｼ) 無機分析による貝類の原産国判別法の開発
〔共同研究〕

【成果；日本産137件、韓国産51、中国産40件
及び北朝鮮産42件のアサリについて、ICP-
AES及びICP-MSを用いて13元素を測定し、判
別分析を行った。その結果、4か国を判別す
るため6種の判別関数（各判別率84～96％）
を構築した （平成21年度継続）。】

(ｽ) 魚介類種判別法のDNA抽出法の検討



- 110 -

【成果；表示監視業務で使用しているマグロ及
びアジ等の原産地判別マニュアルのDNA抽出

、 、キットが DNA抽出に約4時間かかることから
作業時間の短縮を目的として、近年発売され
た作業時間の短い抽出キットが適用可能か調
査した。その結果、現在使用しているキット
と同程度のPCR産物を得られず、適用不可能

。】（ ）であることが確認された 平成20年度終了

イ 加工食品については、 イ 加工食品については、 ・加工食品については、消 加工食品については、次のとおり8課題実施
原材料表示の真正性、原 消費者の関心が高い品目 費者の関心が高い魚肉練 した。
材料の原産地等の判別技 を中心に原材料表示の真 り製品等の原材料表示の
術の開発 正性、原材料の原産地等 真正性、昆布等の原料原 (ｱ) 近赤外分光法によるそば粉と小麦粉の混合

の判別技術の開発 産地等の判別技術 割合の推定法の検討〔共同研究〕
【成果；干しそばのそば粉と小麦粉の混合割合
が、近赤外分光法により推定可能か調査する
ため、市販品の細棒状サンプル状態での近赤
外スペクトルの測定技術を確立した。また、
アミノ酸分析法による定量法と比較し、近赤
外分光法が代用できることを確認した （平。】
成21年度継続）

(ｲ) 無機分析による乾しいたけの栽培方法及び
原料原産地判別法の再検討

【成果；現行の乾しいたけの判別法を改良する
ため、国産原木栽培57件、中国産原木栽培17
件、中国産菌床栽培10件の乾しいたけについ
て、ICP-AES及びICP-MSにより29元素を測定
し、判別分析を行った。その結果、現行法よ
り中国産の判別率が10％程度高い、6元素濃
度から成る産地判別のための判別関数（判別

、 ） 。】率：日本産94％ 中国産81％ を構築した
（平成20年度終了）

(ｳ) 無機分析によるうなぎ加工品の原料原産地
判別法の開発

【成果；国産200件（鹿児島、愛知、宮城、静
岡各50件）及び中国産50件のうなぎ蒲焼につ
いて、ICP-MSを用いて平成19年度に判明した
判別に有効な5元素を測定し、判別分析を行
った。その結果、各県産と中国産（4種）及
び国産と中国産（1種）を判別する計5種類の
5元素濃度から成る判別関数（判別率85％以
上）を構築した （平成21年度継続）。】

(ｴ) 無機分析による昆布の原料原産地判別法の
開発

【成果；平成19年度に構築した国産及び中国産
の判別関数を基にマニュアル案を作成し、3
試験室で事前運用試験を行った結果、すべて
の試料について正しく判定された。また、作
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成したマニュアルはホームページに掲載し
た （平成20年度終了）。】

(ｵ) 無機分析による湯通し塩蔵わかめの原料原
産地判別法の再検討

【成果；現行の塩蔵わかめの判別法を改良する
ため、国産100件（三陸産、鳴門産各50件）
及び中国産50件の塩蔵わかめについて、ICP-

、 。MSにより6元素を測定し 判別分析を行った
、 、その結果 現行法より判別率が5％程度高い

三陸あるいは鳴門産と中国産（2種）及び国
産と中国産（1種）を判別する計3種の2元素
濃度から成る産地判別のための判別関数（各
判別率97％以上）を構築した （平成21年度。】
継続）

(ｶ) 加工食品の原料魚種判別法の開発～タラ類
以外のすり身原料魚種～〔共同研究〕

【成果；練り製品に使用される可能性がある魚
種53種類を収集し、ミトコンドリアDNAの一
部塩基配列を解析した。これを基にエソ属4

、 、種 キチジ属2種の特異的検出PCR法を設計し
平成19年度までに設計したスケトウダラ、ミ
ナミダラ、ホキ、ハモ属2種、イトヨリダイ
属3種の特異的検出PCR法と併せて48魚種及び
作成した疑似混入試料及び市販の練り製品に
対して実施したところ、11種の特異性が確認
された （不満足な結果となったイトヨリダ。
イ属3種については、再度プライマー設計の

。）】（ ）検討を行うこととした 平成21年度継続

(ｷ) 辛子めんたいこの原料魚種判別法の開発
〔共同研究〕

【成果；スケトウダラ、マダラ属2種及びミナ
ミマダラの特異的検出PCR法について 平成19、
年度に実施した運用試験で明らかとなった問
題点を改良し、マニュアル案を作成した。こ

、れを基に3試験室で運用試験を実施した結果
問題はなく、食品表示監視業務に使用可能と
なった （平成20年度終了）。】

(ｸ) うなぎ加工品の原料魚種判別法の開発〔共
同研究〕

【成果；東京大学で開発されたジャポニカ種と
アンギラ種のうなぎの判別法を検査の迅速性
の点から改良してマニュアル案を作成し、こ
れを基に3試験室で事前運用試験を行った。
その結果、すべての試験室で正しく判別され
た （一部の試験室において制限酵素処理で。
問題があったため、分析条件について再検討
することとした （平成21年度継続）。）】
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ウ 遺伝子組換え食品につ ウ 遺伝子組換え食品につ ・遺伝子組換え食品につい 遺伝子組換え食品については、次のとおり4
いては、遺伝子組換え原 いては、新たに遺伝子組 ては、判別技術が確立さ 課題実施した。
材料の定性及び定量分析 換えに係る表示が義務付 れていないGMトウモロコ
技術の開発 けられた食品等、判別技 シの定性分析技術の確立 (ｱ) 農産物からの遺伝子組換え体の定量分析技

術が確立されていないも 術の確立＜GMトウモロコシのスクリーニング
のを中心に遺伝子組換え 定量分析法＞〔共同研究〕
原材料の定性及び定量分 【成果；GMトウモロコシの定量スクリーニング
析技術の開発 法について、国際的ガイドラインに従い、試

験試料5種類について12試験室で妥当性確認
試験を行った結果、定量検知下限が明らかと
なり 定量分析法の妥当性が確認された 平、 。】（
成20年度終了）

(ｲ) 農産物からの遺伝子組換え体の定性分析技
術の確立＜GMトウモロコシの定性分析法＞
〔共同研究〕

【成果；妥当性確認試験のために実験プロトコ
ルを作成し、また、使用するブラインド試料
の作成及び試薬の調整準備を行った （平成。】
21年度継続）

(ｳ) 農産物からの遺伝子組換え体の検知技術の
開発＜新規認証遺伝子組換え農産物の検知技
術＞（テンサイ 〔共同研究〕）
成果；EU公定分析法を改変し GMテンサイDNA【 、

。】を特異的に検知する定性分析法を開発した
（平成20年度終了）

(ｴ) 分析法開発及び品質管理における評価手法
の検討＜GMO定量分析法の精度の評価＞

【成果；GMO定量法の分析精度の傾向を明らか
にするため、公表されていた7農産物におけ
る50の共同試験結果を解析した結果、GMO定
量法の室間再現精度がGMO混入率（％）の関
数で表せることが判明し、方法開発、妥当性
確認等のGMO分析の様々な場面で評価に利用
可能な精度指標を得た （平成20年度終了）。】

重点3分野以外の調査研究を、次のとおり1課
題実施した。

(ｱ) 米中に存在する化学形態別ヒ素化合物の濃
度と変動の解明〔共同研究〕

【成果；玄米認証標準物質を用いて総ヒ素濃度
及び3種の化学形態別ヒ素化合物濃度をICP-
MSにより測定した結果、米中のヒ素の抽出は
良好であることが判明した。この分析法によ
り、国産の玄米、白米、炊飯の総ヒ素を測定
した結果、総ヒ素は搗精により34％、炊飯に
より更に10％減少したことが判明した （平。】
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成20年度終了）

また、課題の選定に当た また、課題の選定・評価 ○ 必要性の高い調査研究課 ◇外部の有識者を含めた委員 【業務実績報告書の記述】
っては、外部の有識者から に当たっては、外部有識者 題の選定、実施方法及び成 会を設置し、検討の結果を踏 ○ 外部の有識者を含む食品関係調査研究総合
の客観的な意見を踏まえて からの客観的な意見を踏ま 果について適正な点検・評 まえて、必要性の高い課題を 評価委員会を平成21年3月に開催し、平成20 ａ
決定する。 えて行い、毎事業年度20課 価を行い、その結果を業務 選定した。 年度調査研究成果の評価を行うとともに、平

題以上実施する。 運営に反映させるため、外 ｓ：選定し、特に優れた成果 成21年度の調査研究課題として 「塩基配列、
部の有識者を含めた調査研 が得られた 決定法による魚種推定の検討」及び「無機分
究総合評価委員会を開催す ａ：選定した 析によるいりさや落花生の原産国判別法の開
る。 ｃ：選定しなかった 発」等23課題を選定した。

また、適切な進行管理を ｄ：選定せず、その要因は法 また、本部において食品関係調査研究推
行うとともに、調査研究推 人の著しく不適切な対応に 進委員会を2回開催し、平成20年度における
進委員会（食品等）におけ あった 調査研究の課題追加について検討する等、
る内部評価を踏まえた計画 調査研究の進行管理及び課題追加の指示等
変更の指示等を効率的に行 を行った。
う。

② 調査研究の成果について ② 調査研究の成果について ② 調査研究の成果を積極的 ◇調査研究成果を公開発表会 【業務実績報告書の記述】
は、公開発表会を毎事業年 は、毎事業年度1回以上の に公表するため、次に掲げ の開催、調査研究報告書の作 次に掲げる措置を講ずることにより、調査研
度1回以上実施するととも 公開発表会を開催するとと る措置を講ずる。 成及びホームページへの掲載 究の成果を積極的に公表した。 ａ
に、検査・分析業務等に迅 もに、調査研究報告書、イ により公表するとともに、検
速に活用する。 ンターネット等により広く ○ 調査研究報告書を作成 査・分析のためのマニュアル ○ 平成19年度の調査研究の成果について「食

一般に公開する。 し、関係機関へ配布する に反映した。 品関係等調査研究報告第32号」を作成し、公
また、調査研究の成果に とともに、インターネッ ｓ：公表・反映し、特に優れ 表するとともに、調査研究結果の概要をホー

ついては、検査・分析のた ト等により広く一般に公 た成果が得られた ムページに掲載した。
めのマニュアルに反映し、 表する。 ａ：公表・反映した また、公開調査研究発表会を平成20年11月
検査・分析業務等に迅速に また、公開発表会を開 ｂ：公表しなかった、又は反 に開催し 「無機分析によるゴボウの原産国、
活用する。 催する。 映しなかった 判別法 「近赤外分光法によるソバ乾麺原料」、

ｃ：公表・反映しなかった におけるソバ粉混合割合の推定」等8課題に
ｄ：公表・反映せず、その要 ついて発表した （外部からの参加者30名）。
因は法人の著しく不適切な

○ 調査研究の成果を検査 対応にあった ○ 調査研究の成果を検査分析当業務に迅速に
分析等業務に迅速に活用 活用するため、5種類の検査・分析マニュア
するため、検査・分析マ ルを作成し、このうち「ゴボウの原産国判別
ニュアルの作成等を行 マニュアル」及び「コンブの原産国判別マニ

」 。う。 ュアル についてはホームページに掲載した

(7) 依頼検査 (7) 依頼検査 (7) 依頼検査 ○依頼検査
Ａ

指標の総数 ：１
評価ｓの指標数：０×３点＝０点
評価ａの指標数：１×２点＝２点
評価ｂの指標数：０×１点＝０点
評価ｃの指標数：０×０点＝０点
評価ｄの指標数：０×-1点＝０点

合 計 ２点
(２／２＝100％)

製造業者等から依頼され 製造業者等から依頼され 製造業者等から依頼され ◇依頼された農林物資の検査 【業務実績報告書の記述】
た農林物資の品質、成分等 た農林物資の検査を適切に た農林物資の検査を適切に について、基準文書に基づく 依頼検査に関する基準文書の見直しを行うと
に関する検査を適切に行 行うため、依頼検査に関す 行うため、依頼検査に関す 適切な検査及び検査結果の厳 ともに、製造業者等から依頼された、飲食料品 ａ
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う。 る基準文書を作成するとと る基準文書について、必要 正な管理を行った。 （16点）及び生糸（16点）に係る依頼検査を基
もに、依頼者の機密保持を に応じて見直しを行う。 ｓ：行い、特に優れた成果が 準文書に基づき適切に実施した。
図るため検査結果の厳正な また、依頼者の機密保持 得られた また、依頼者の機密保持を図るため、検査結
管理を行う。 を図るため検査結果の厳正 ａ：行った 果の厳正な管理を行った。

な管理を行う。 ｃ：行わなかった
ｄ：行わず、その要因は法人

の著しく不適切な対応にあ
った

(8) 緊急時の要請に関する業 (8) 緊急時の要請に関する業 (8) 緊急時の要請に関する業 ○緊急時の要請に関する業務
Ａ務 務 務

指標の総数 ：１
評価ｓの指標数：０×３点＝０点
評価ａの指標数：１×２点＝２点
評価ｂの指標数：０×１点＝０点
評価ｃの指標数：０×０点＝０点
評価ｄの指標数：０×-1点＝０点

合 計 ２点
(２／２＝100％)

農林水産大臣から独立行 独立行政法人農林水産消 農林水産大臣から独立行 【業務実績報告書の記述】
政法人農林水産消費安全技 費安全技術センター法（平 政法人農林水産消費安全技 次に掲げる措置を講ずることにより、農林
術センター法（平成11年法 成11年法律第183号）第12 術センター法（平成11年法 水産大臣から独立行政法人農林水産消費安全
律第183号）第12条の規定 条の規定に基づく緊急時の 律第183号）第12条の規定 技術センター法第12条の規定に基づき、調査、
に基づき調査、分析又は検 調査等については、農林水 に基づき調査、分析又は検 分析又は検査を緊急に実施するよう要請のあ
査を緊急に実施するよう要 産大臣からの要請に従い、 査を緊急に実施するよう農 ったときに、迅速かつ的確に対応する体制を
請があったときは、機動的 機動的かつ柔軟な組織体制 林水産大臣から要請があっ 整備した。
かつ柔軟な組織体制をとる をとるなど、最優先で迅速 たときに、迅速かつ的確に
など、最優先で組織的に取 かつ的確に実施し、その結 対応することができるよ
り組み、必要な調査、分析 果を速やかに農林水産大臣 う、次に掲げる措置を講ず
又は検査の迅速かつ正確な に報告する。 る。
実施に努めるとともに、そ
の結果について農林水産大 必要な分析方法、データ ○ 調査研究結果及び緊急 ◇調査研究結果及び緊急時 【業務実績報告書の記述】
臣に迅速に報告する。 を効率よく検索できるよ 時に活用する可能性の高 に活用する可能性の高い研 ○ 要請が想定される事案ごとに研究論文及び

う、調査研究結果や研究論 い研究論文等を整理し、 究論文等を体系的に整理し、 分析方法等を整理し、また、外部からの提供 ａ
文等の情報を収集し、体系 必要に応じた分析方法、 随時更新・再整理した。 情報を含め、日々入手した情報の蓄積と整理
的に整理する。 データを効率的に検索で ｓ：整理し、又は再整理し、 を引き続き行い、情報管理体制の充実に努め

きる情報管理体制を維持 特に優れた成果が得られた た。
するとともに、緊急要請 ａ：整理し、又は再整理した また、想定される要因及びその内容別分類
に迅速に対応できるよう ｃ：整理せず、又は再整理し ごとに専門的知見を有する職員及び機器を登
要請が想定される事案に なかった 録した名簿を見直し、更新した。
ついてそれぞれの専門家 ｄ：整理せず、又は再整理せ
を登録し、必要に応じて ず、その要因は法人の著し
見直す。 く不適切な対応にあった

○ 農林水産大臣から要請 ◇農林水産大臣からの要請さ ○ 平成20年度については、独立行政法人農林
があった場合には、プロ れた調査等を迅速かつ的確に 水産消費安全技術センター法第12条の規定に
ジェクトチームを設置す 実施し、調査結果を速やかに 基づく農林水産大臣からの緊急時の調査、分 －
る等により、他の業務に 報告した。 析又は検査の要請はなかった。
優先して要請された調 ｓ：迅速かつ的確に実施し、
査、分析又は検査の迅速 調査結果を速やかに報告し、 【その他の特記事項】
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かつ正確な実施に努める 特に優れた成果が得られた 調査等の要請がなく、業務実績がないため評
とともに、調査結果を速 ａ：迅速かつ的確に実施し、 価しない。
やかに報告する。 調査結果を速やかに報告した

ｃ：迅速かつ的確に実施しな 要請に対して迅速かつ的確に対応するため、
かった、又は調査結果の報 想定される緊急調査分析項目ごとに使用見込み
告が遅滞した の機器を整理・見直し、また、専門的知見を有

ｄ：迅速かつ的確に実施せ する職員を平成20年度末現在で延べ85名登録し
ず、又は調査結果の報告が ている。
遅滞し、その要因は法人の
著しく不適切な対応にあっ
た

４ リスク管理に資するため ４ リスク管理に資するため ４ リスク管理に資するため ○リスク管理に資するための
Ａの有害物質の分析業務 の有害物質の分析業務 の有害物質の分析業務 有害物質の分析業務

指標の総数 ：４
評価ｓの指標数：０×３点＝０点
評価ａの指標数：４×２点＝８点
評価ｂの指標数：０×１点＝０点
評価ｃの指標数：０×０点＝０点
評価ｄの指標数：０×-1点＝０点

合 計 ８点
(８／８＝100％)

農林水産省が行う科学的 (1) 農林水産省が行うリスク (1) 農林水産省が行う食品の 【業務実績報告書の記述】
知見に基づく食品安全行政 管理に資するための有害物 安全性に関するリスク管理 農林水産省が行う食品の安全性に関するリス
に資するため、食品等に含 質の分析については、農林 について、その的確な実施 ク管理のための有害化学物質の分析に当たって
まれる有害物質の分析を実 水産省が策定する「サーベ に資するため、有害化学物 は、次に掲げる措置を講ずることにより、的確
施するものとする。 イランス・モニタリング計 質の分析に当たっては、次 な実施に努めた。

その実施に当たっては、 画」に含まれる有害化学物 に掲げる措置を講ずる。
農林水産省が策定する「サ 質・品目についての実態調
ーベイランス・モニタリン 査を優先的に実施する。 ○ 農林水産省が策定する ◇「サーベイランス・モニタ 【業務実績報告書の記述】
グ計画」に含まれる有害化 「サーベイランス・モニ リング計画」に含まれる有害 ○ 農林水産省が策定する「サーベイランス
学物質・品目についての実 タリング計画」に含まれ 物質の分析について、農林 ・モニタリング年次計画」に含まれる有害 ａ
態調査を実施する際には、 る有害化学物質・品目に 水産省関係部局との調整の上 化学物質・品目についての実態調査を優先
評価・公表ガイドラインに ついての実態調査を優先 で策定した計画検体数の実態 的に実施した。
従って迅速かつ的確に行 的に実施する。 調査を実施し、その結果を農
い、その結果を農林水産省 ○ 新たに顕在化したリス 林水産省に報告した （ただ 〔農産物〕。
に報告する。 クに機動的に対応し得る し、農林水産省関係部局から ・残留農薬 1,379検体

その際、肥料、農薬、飼 よう、必要に応じて対象 サンプルが送付されなかった ・かび毒（注1） 340検体
料及び飼料添加物並びに土 有害化学物質及び実施検 場合を除く ） 注1：デオキシニバレノール（DON 、ニバ。 ）
壌改良資材の検査等業務と 体数の調整を図るものと ｓ：調査・報告した検体数 レノール及びゼアラレノン
連携・調整を図るととも する。 は、計画検体数の100％で
に、当該業務を通じて蓄積 あり、特に優れた成果が得 〔飼料〕
された知見等を活用し、生 られた ・かび毒（注2） 1,007検体
産現場等におけるリスク低 ａ：調査・報告した検体数 ・有害金属（注3） 750検体
減対策の支援等に資するよ は、計画検体数の90％以上 ・残留農薬 674検体
う、これらの資材の特性や であった ・ダイオキシン類 30検体

、 、使用実態等を踏まえつつ、 ｂ：調査・報告した検体数 注2：オクラトキシンA アフラトキシン類
農林水産省が策定する「サ は、計画検体数の50％以上 ゼアラレノン及びDON
ーベイランス・モニタリン 90％未満であった 注3：カドミウム、無機ヒ素、水銀及び鉛
グ計画」の下で分析対象を ｃ：調査・報告した検体数
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選定するなど、中期目標期 は、計画検体数の50％未満 ○ 新たに顕在化したリスクで、センターが対
間中に4件以上の課題につ であった 応すべき事案はなかった。
いてテーマを設定するとと ｄ：調査・報告した検体数
もに、その結果について取 は、計画検体数の50％未満 【サーベイランス・モニタリング計画に含まれ
りまとめる。 であり、その要因は法人の る有害化学物質／品目についての検査(中期計

さらに、分析結果の信頼 著しく不適切な対応にあっ 画第2の2(3)の①イ)に関する業務実績報告書の
性を客観的に保証すること た 記述】
ができるシステムを確立す このうち農林水産省が策定する「サーベイラ
るものとする。 ンス・モニタリング年次計画」に含まれる有害

化学物質／品目についての検査を実施する際
は、農林水産省が定めている「サーベイランス
・モニタリングの計画・実施及び結果の評価・
公表に関するガイドライン （平成17年6月7日」
付け17消安第2330号農林水産省消費・安全局長
通知）に従って迅速かつ的確に行い、その結果
を農林水産省に報告した。

【有害物質の分析結果の報告(中期計画第2の4
(3))に関する業務実績報告書の記述】
有害物質の分析の実施に当たっては、農林

水産省が定めている評価・公表ガイドラインの
要件に従って迅速かつ的確に実施し、その結
果を農林水産大臣に報告した。

【その他の特記事項】
農林水産省関係部局との調整の上で策定した

農産物の計画検体数は1,737検体であったが、
生育状況等の関係から地方農政事務所によるサ
ンプリングができなかった農産物が18件あった
ため、計画検体数に満たなかった。

「中期計画第2の2(3)の①イ「サーベイラン
ス・モニタリング計画」に含まれる有害化学物
質／品目についての検査(80ページ)」について
は、当指標において評価する。

「中期計画第2の4(3)有害物質の分析結果の
報告(117ページ)」については、当指標におい
て評価する。

《農産物》
達成度合：100％(1,719件／1,719件)

《飼 料》
達成度合：116％(2,461件／2,120件)

(2) その際、検査等業務に従 (2) 次の①～④に掲げる課題 ◇生産現場等におけるリスク 【業務実績報告書の記述】
事する職員から成るプロジ など比較的リスクが高いお 低減対策の支援等に資するよ 農薬が残留するおそれの高い作物について、
ェクトチームを毎事業年度 それのある農産物等につい うに、必要な課題を設定して 次のとおり有害物質の分析を行うことにより、 ａ
設置し、それぞれの情報や て、1テーマ以上を設定し 有害物質の分析を行った。 生産現場等におけるリスク低減策の支援等に寄
知見の活用、テーマの検討 て次により有害物質の分析 ｓ：計画どおり行い、特に優 与した。
等を行うことにより 肥料 を行う。 れた成果が得られた、 、
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農薬、飼料及び飼料添加物 ａ：計画どおり行った
並びに土壌改良資材の検査 ○ 検査等業務に従事する ｂ：概ね計画どおり行った ○ 平成19年度のプロジェクトチームで実施し
等業務と連携・調整を図る 職員からなるプロジェク ｃ：計画どおり行わなかった た前作の作物に使用した農薬の残留農薬分析
とともに、当該業務を通じ トチームを設置し、検査 ｄ：計画どおり行わず、その について、作物残留に係るリスク低減に資す
て蓄積された知見等を活用 等業務を行う各部門が有 要因は法人の著しく不適切 るためにさらにデータを蓄積することが必要
し、生産現場等におけるリ するデータを活用して分 な対応にあった なことから、引き続き食品検査業務及び農薬
スク低減対策の支援等に資 析対象や分析方法等の選 検査業務に従事する職員からなる「前作に使
するよう、これらの資材の 定を行う。 用された農薬の残留分析プロジェクトチー
特性や使用実態等を踏まえ ム」を設置し、検査等業務を行う各部門が有
つつ、農林水産省が策定す するデータを活用して、分析対象や分析方法
る「サーベイランス・モニ 等を選定した。
タリング計画」の下で分析
対象を選定する。 ○ 肥料、農薬、飼料、及 ○ 生産現場におけるリスク低減対策の支援に
具体的には、肥料、農薬、 び飼料添加物並びに土壌 資するよう、上記プロジェクトチームにおい
飼料及び飼料添加物並びに 改良資材の検査等業務と て前作の農作物に使用した農薬の残留状況に
土壌改良資材の検査等業務 連携・調整を図るととも ついて調査を行うため、農林水産省が策定し
の有する生産資材の特性や に、当該業務を通じて蓄 た「平成20年度食品の安全性に関する有害物
使用実態等の情報を活用し 積された知見等を活用 質のサーベイランス・モニタリング年次計
つつ、 し、生産現場等における 画」に基づく国産野菜の残留農薬分析の実施
① 農薬が残留するおそれ リスク低減対策の支援等 に当たっては、通常の検査に加え、農薬検査

の高い作物 に資するよう、これらの 部門が有する土壌半減期の長い農薬等に関す
② 汚泥肥料の施用等によ 資材の特性や使用実態等 る知見を活用して選定した分析対象農薬を、

り有害重金属を含むおそ を踏まえつつ、農林水産 食品検査部門において効率的かつ効果的に78
れのある作物 省が策定する「サーベイ 検体分析した。

③ カビ毒の発生する可能 ランス・モニタリング計
性の高い地域の作物 画」に基づき実施するも

④ 上記に掲げるもののほ のとする。
か、生産現場等における ① 農薬が残留するおそ
リスク低減対策の観点か れの高い作物
ら必要な課題等、4件以 ② 汚泥肥料の施用等に
上の課題について、中期 より有害重金属を含む
目標期間中にテーマを設 おそれのある作物
定して実施する。 ③ カビ毒の含有のリス

クが高い作物
④ 上記に掲げるものの

ほか、生産現場等にお
けるリスク低減対策の
観点から必要な課題

(3) 有害物質の分析の実施に (3) 有害物質の分析の実施に 【業務実績報告書の記述】
当たっては、評価・公表ガ 当たっては、農林水産省が 有害物質の分析の実施に当たっては、農林
イドラインに従って迅速か 定めている評価・公表ガイ 水産省が定めている評価・公表ガイドラインの
つ的確に行い、その結果を ドラインの要件に従って迅 要件に従って迅速かつ的確に実施し、その結
農林水産省に報告する。 速かつ的確に実施し、その 果を農林水産大臣に報告した。

結果を農林水産省に報告す
る。 【その他の特記事項】

当該事項は 「中期計画第2の4(1)リスク管理、
に資するための有害物質の分析業務(115ペー
ジ)」において評価する。

(4) 分析結果の信頼性を客観 (4) 分析結果の信頼性を客観 ◇精度管理、分析法の妥当性 【業務実績報告書の記述】
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、 、的に保証するため、精度管 的に保証するため ISO/IEC 確認等を的確に実施した。 分析結果の信頼性を客観的に保証するため
理、分析法の妥当性の確認 17025及びGLPの考え方に基 ｓ：的確に実施し、特に優れ 次に掲げる取組を行った。 ａ
等を的確に実施する。 づく精度管理、国際的プロ た成果が得られた

トコルの考え方に基づく分 ａ：的確に実施した ○ 内部精度管理として、分析の都度、添加回
析法の妥当性の確認等を的 ｂ：一部不的確に実施した 収試験等を行うことにより分析の精確さを管
確に実施する。 ｃ：実施しなかった 理するとともに、外部精度管理として、分析

ｄ：実施せず、その要因は法 担当者に対して担当試験に係る外部技能試験
人の著しく不適切な対応に に1回以上参加させた。
あった また、米穀及び麦類の残留農薬に係る分析

法を改良したことに伴う当該分析法の妥当性
また、当該業務に従事す また、当該業務に従事す ◇リスク管理のための有害 確認試験を行い、その妥当性について確認し

る要員の資格要件を定め、 る要員の資格要件を定め、 物質の分析業務に従事する た。
必要な教育及び訓練を行 分析機器の操作等の分析技 要員の資格要件に基づき、 ａ
う。 術に関する教育及び訓練を 必要な教育訓練を行った。 ○ 「リスク管理分析担当者資格認定マニュア

行う。 ｓ：行い、特に優れた成果が ル」において当該業務に従事する要員の資格
得られた 要件を定めるとともに、分析技術及び分析試

ａ：行った 験業務の品質管理・品質保証に関する教育訓
ｃ：行わなかった 練を実施した。
ｄ：行わず、その要因は法人

の著しく不適切な業務運営
にあった

５ カルタヘナ担保法関係業 ５ カルタヘナ担保法関係業 ５ カルタヘナ担保法関係業 ○カルタヘナ担保法関係業務
－務 務 務

指標の総数
評価ｓの指標数
評価ａの指標数
評価ｂの指標数
評価ｃの指標数
評価ｄの指標数

合 計

遺伝子組換え生物等の使 遺伝子組換え生物等の使 遺伝子組換え生物等の使 ◇立入り、質問、検査及び収 【業務実績報告書の記述】
用等の規制による生物の多 用等の規制による生物の多 用等の規制による生物の多 去を的確に実施し、その結果 次に掲げる措置を講ずることにより、カルタ
様性の確保に関する法律 様性の確保に関する法律 様性の確保に関する法律 を速やかに農林水産大臣に報 ヘナ担保法第32条の規定に基づき、同条第2項 －
（平成15年法律第97号）第 （平成15年法律第97号）第 （平成15年法律第97号。以 告した。 の農林水産大臣の指示に従い、立入り、質問、
32条第1項の規定に基づき 32条第1項の規定に基づき 下「カルタヘナ担保法」と ｓ：的確に実施し、速やかに 検査及び収去を的確に実施する体制を整備し、 、
同条第2項の農林水産大臣 同条第2項の農林水産大臣 いう ）第32条第1項の規定 報告し、特に優れた成果が た。。
の指示に従い、立入り、質 の指示に従い、立入り、質 に基づき、同条第2項の農 得られた なお、農林水産大臣から立入り、質問、検査
問、検査及び収去を的確に 問、検査及び収去を的確に 林水産大臣の指示に従い、 ａ：的確に実施し、速やかに 及び収去の指示はなかった。
実施し、その結果を速やか 実施し、その結果を速やか 立入り、質問、検査及び収 報告した
に農林水産大臣に報告す に農林水産大臣に報告す 去を的確に実施するため、 ｂ：報告事項の不備、又は報
る。 る。 次に掲げる措置を講ずる。 告の遅滞があった

また、立入り、質問、検 ｃ：報告事項の不備、及び報
査及び収去を実施した場合 告の遅滞があった
には、その結果を速やかに ｄ：報告事項の不備、及び報
農林水産大臣に報告する。 告の遅滞があり、その要因

は法人の著しく不適切な対
○ 立入検査等を行うため 応にあった ○ 立入検査等を行うための規程類について見

の規程等を必要に応じて 直しを行った結果、改正を要する事項はなか
見直す。 った。
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○ 農林水産大臣からカル ○ 農林水産大臣からカルタヘナ担保法第31条
タヘナ担保法第31条第1 第1項の規定に基づき収去した遺伝子組換え
項の規定に基づき収去し 生物等の検査の依頼はなかった。
た遺伝子組換え生物等の
検査の依頼があった場合 【その他の特記事項】
は適切に実施する。 実績がないため、評価しない。

６ 国際協力業務 ６ 国際協力業務 ６ 国際協力業務 ○国際協力業務
Ａ

指標の総数 ：１
評価ｓの指標数：０×３点＝０点
評価ａの指標数：１×２点＝２点
評価ｂの指標数：０×１点＝０点
評価ｃの指標数：０×０点＝０点
評価ｄの指標数：０×-1点＝０点

合 計 ２点
(２／２＝100％)

可能な範囲において、研 可能な範囲において、セ 農林水産省、独立行政法 ◇可能な範囲において、海 【業務実績報告書の記述】
修生の受入れ、海外への専 ンターの技術力を活用した 人国際協力機構等の関係機 外からの研修生の受入れ、 国際協力機構（JICA）等からの国際技術協力
門家の派遣等の国際協力を 専門家の海外派遣及び海外 関からの国際技術協力等の 専門家の海外派遣等の活動 等の要請を踏まえ、次の取組を行った。 ａ
行う。 からの研修生の受入れを行 要請については、可能な範 を行った。

う。 囲において、開発途上国等 ｓ：行い、特に優れた成果が ○ JICA及び国際獣疫事務局（OIE）から技術
からの技術支援要請に対応 得られた 協力専門家の派遣要請があり、役職員を3回
するため、国内活動及び専 ａ：行った （3名）派遣した。
門家の海外派遣を行うとと ｃ：行わなかった
もに、海外からの研修員の ｄ：行わず、その要因は法人
受入れを行う。 の著しく不適切な対応にあ

った
また、必要に応じて独立 ○ JICA等からの要請により海外からの研修員

行政法人国際協力機構の主 を受入れ、JAS制度、日本の農薬登録制度及
催する研修等に職員を派遣 び飼料安全制度、食品及び飼料等の分析技術
する。 等に関する研修を8回（延べ16か国、24名）

実施した。

第４ 財務内容の改善に関す 第３ 予算（人件費の見積り 第３ 予算（人件費の見積も ◎予算、収支計画及び資金計
Ａる事項 を含む 、収支計画及び資 りを含む 、収支計画及び 画。） 。）

中項目の総数 ：４金計画 資金計画
評価Ｓの中項目数：０×３点＝０点
評価Ａの中項目数：４×２点＝８点
評価Ｂの中項目数：０×１点＝０点
評価Ｃの中項目数：０×０点＝０点
評価Ｄの中項目数：０×-1点＝０点

合 計 ８点
(８／８＝100％)

【特記事項】
当該評価を行うに至った経緯、特殊事情等

① 法人からの自己評価等の関係資料の提出や
業務実績等に関するヒアリングをもとに、法
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人の中期計画項目である「１ 経費節減に係
る取組 「２ 法人運営における資金の配分」、
状況 「３ 自己収入の増額に係る取組」及」、
び「４ 随意契約の適正化に関する取組」に
ついて評価基準に基づき評価を行った結果、
すべての中項目についてＡ評価となったこと
から、大項目の評価はＡ評価とする。なお、
各小項目の達成状況及びその他の要因を分析
した結果、Ｓ評価とする項目はなかった。

② 平成20年度においても業務経費や一般管理
費の削減を図るなど、運営費交付金の適正な
執行に努めたと評価できる。しかしながら、
運営費交付金の執行率は88%であった。その主
な要因は退職手当の支給が減少したこと等に
より人件費に残額を生じたこと、平成20年度
２次補正予算について平成20年度内の執行が
困難であり全額を繰り越したこと等によるも
のでやむを得ないと考えるが、今後の執行に
当たり改善に努めることが必要である。

③ 検査・検定手数料、講習事業収入等により
当期総利益が発生していたが、これは当該法
人が行う業務範囲内での利益計上であること
から、運営費交付金残額と併せた利益金につ
いて、目的積立金として申請していないこと
は妥当である。

④ 予算の執行に当たっては、明らかに競争の
余地のないものを除き、原則として一般競争
入札等に移行させたが、一般競争入札を実施
したものの一者応札となっている事例が多く
見られた。このため、参加資格要件の緩和等
を図るなど、より実質的な競争の確保に努め
ることが必要がある。

なお、規程類を見直し公告期間を短縮でき
る場合の基準及び予定価格を省略できる金額
の下限を国と同等の基準に改正していた。

○経費（業務経費及び一般管適切な業務運営を行うこ 自己収入（JAS法に基づ 本事業年度の予算（人件
とにより、収支の均衡を図 く格付業務及び飼料安全法 費の見積もりを含む 、収 Ａ。） 理費）節減に係る取組
る。 に基づく特定飼料の検定業 支計画及び資金計画は、別 指標の総数 ：１

また、自己収入（JAS法 務に係る収入等を除く ） 表1、2及び3に定めるとお 評価ｓの指標数：０×３点＝０点。
に基づく格付業務及び飼料 を平成18年度予算を基準と りとする。 評価ａの指標数：１×２点＝２点
安全法に基づく特定飼料の して、毎事業年度1％以上 また、平成18年度予算を 評価ｂの指標数：０×１点＝０点
検定業務に係る収入等を除 の増額を図る。 基準として、2％以上の自 評価ｃの指標数：０×０点＝０点
く ）の増額を図る。 己収入（JAS法に基づく格 評価ｄの指標数：０×-1点＝０点。

〔略〕 付業務及び飼料安全法に基 合 計 ２点
づく特定飼料の検定業務に (２／２＝100％)
係る収入等を除く ）の増。
額を図るための取組を行 ◇経費（業務経費及び一般管 【業務実績報告書の記述】
う。 理費）節減に係る取組みは十 ○ 平成20年度においても予算の執行を適切に

更に予算の執行に当たっ 分であった。 行い、平成19年度に引き続き、業務経費、一 ａ
ては、物品購入、役務等に ｓ：十分であり、特に優れた 般管理費の削減に取り組んだ。
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係る契約について、真にや 成果が得られた なお、平成20年度における運営費交付金の
むを得ないものを除き原則 ａ：十分であった 執行率は88％であった。この理由は、予算額
として一般競争入札等によ ｂ：やや不十分であった より退職手当の支給額が減少したこと等によ
るものとし、随意契約の適 ｃ：不十分であった り人件費に残額を生じたこと及び平成20年度
正化を推進する観点からセ ｄ：不十分であり、その要因 第2次補正予算について、平成20年度内の執
ンターが策定した「随意契 は法人の著しく不適切な対 行が困難であったことから全額繰り越すこと
約見直し計画」に基づく取 応にあった となったこと等である。未執行額に相当する
組を着実に実施するととも （なお、本指標の評価に当た 運営費交付金債務については、平成21年度に
に、その取組状況を公表す っては 中期計画に定める 業 繰り越した。、 「
ることにより業務運営の一 務運営の効率化による経費の
層の適正化を図る。 抑制」の評価結果に十分配慮
〔略〕 するものとする ）。

○法人運営における資金の配
Ａ分状況

指標の総数 ：１
評価ｓの指標数：０×３点＝０点
評価ａの指標数：１×２点＝２点
評価ｂの指標数：０×１点＝０点
評価ｃの指標数：０×０点＝０点
評価ｄの指標数：０×-1点＝０点

合 計 ２点
(２／２＝100％)

◇法人運営における資金の配 【業務実績報告書の記述】
分状況は、十分であった。 ○ 年度当初及び年度途中において必要に応じ
ｓ：十分であり、特に優れた た予算配付を行うことにより、適切かつ効果 ａ

成果が得られた 的な資金配分を行った。
ａ：十分であった
ｂ：やや不十分であった
ｃ：不十分であった
ｄ：不十分であり、その要因

は法人の著しく不適切な対
応にあった

○自己収入の増額に係る取組
Ａ

指標の総数 ：１
評価ｓの指標数：０×３点＝０点
評価ａの指標数：１×２点＝２点
評価ｂの指標数：０×１点＝０点
評価ｃの指標数：０×０点＝０点
評価ｄの指標数：０×-1点＝０点

合 計 ２点
(２／２＝100％)

◇自己収入（JAS法に基づく 【業務実績報告書の記述】
格付業務及び飼料安全法に基 ○ 自己収入（JAS法に基づく格付業務及び飼
づく特定飼料の検定業務に係 料安全法に基づく特定飼料の検定業務に係る ａ
る収入等を除く ）を平成18 収入等を除く ）について、講師派遣の要請。 。
年度予算を基準として、各事 に積極的に対応する等の自己収入の増額のた
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業年度ごとの計画値を達成し めの取組を行った結果、平成20年度予算額を
た （各事業年度ごとの計画 上回る自己収入（8,380,781円）を得た。。
値：平成18事業年度は予算
額。以降は、前事業年度の予 なお、センターは運営費交付金を主な財源と
算額に101％を乗じて得られ して運営しており、これによっては利益は生じ
る額 ） ない。この他、検査・検定手数料、講習事業収。
ｓ：計画値の達成度合は100 入等により当期利益が生じているが、これは通

。 、％以上であり、特に優れた 常の業務範囲内での利益計上である このため
成果が得られた 中期目標期間終了後、運営費交付金残額と合わ

ａ：計画値の達成度合は100 せた利益金は、国庫に返納することとして、特
％以上であった に目的積立金として申請していない。

ｂ：計画値の達成度合は70％
以上100％未満であった 【その他の特記事項】

ｃ：計画値の達成度合は70％ 達成度合：183.2％(8,381千円／4,574千円)
未満であった

ｄ：計画値の達成度合は70％
未満であり、その要因は法
人の著しく不適切な対応に
あった

○随意契約の適正化に係る取
Ａ組

指標の総数 ：１
評価ｓの指標数：０×３点＝０点
評価ａの指標数：１×２点＝２点
評価ｂの指標数：０×１点＝０点
評価ｃの指標数：０×０点＝０点
評価ｄの指標数：０×-1点＝０点

合 計 ２点
(２／２＝100％)

◇随意契約の適正化を推進す 【業務実績報告書の記述】
るため、年度計画に基づく取 ○ 予算の執行に当たっては、平成19年度に策
組を実施した。 定した「随意契約見直し計画」に基づき、契 ａ
ｓ：計画どおり実施し、優れ 約を締結した128件のうち明らかに競争の余
た成果が得られた 地のない17件を除き、原則として一般競争入

ａ：計画どおり実施した 札等による契約とした。また、随意契約とせ
ｂ：概ね計画どおり実施した ざるを得なかった案件については、個別に契
ｃ：計画どおり実施しなかっ 約審査委員会に諮って審査した。

た なお、契約状況等については、ホームペー
ｄ：計画どおり実施せず、そ ジで国と同様に公表した。

の要因は法人の著しく不適
切な対応にあった ○ この他、予算の執行に当たっては次に掲げ

る取組を行い、業務運営の一層の適正化に努
めた。

・ 工事等については、業界紙に調達情報を
掲載して公告媒体の拡充を図り、応札者の
増大に努めた。

・ 契約事務取扱規程等を見直し、公告期間
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を短縮できる場合の基準及び予定価格を省
略できる金額の下限を国と同等の基準に改
正した。

・ 調査研究関係の委託事業については、総
合評価方式による一般競争契約を実施し
た。なお、再委託については、引き続き契
約書に制限条項を規定し、再委託を行う必
要がある場合にはあらかじめ承諾を得るこ
ととした。

・ 入札手続き等の透明性を確保する観点か
ら、工事及び測量・建設コンサルタント等
業務に係る入札等については、外部有識者
から成る入札監視委員会において審議し、
入札等が適正に行われたことを確認すると
ともに、その審議結果をホームページで公
表した。

【その他の特記事項】
平成19年度と比較して随意契約の件数を29

件、金額で56,165千円減少させた。この結果、
平成20年度における契約全体に占める割合は件
数で13.3％、金額で9.8％となり、平成19年度
と比較して件数で22.6％、金額で10.2％減少し
た。
一般競争入札のうち一者応札は54件であった

が、これらの多くは応札の対象が特定の者に限
定される分析機器の保守・点検等に関する契約
であった。

第４ 短期借入金の限度額 第４ 短期借入金の限度額 ◎短期借入金の限度額
－

中項目の総数
評価Ｓの中項目数
評価Ａの中項目数
評価Ｂの中項目数
評価Ｃの中項目数
評価Ｄの中項目数

合 計

【特記事項】
運営費交付金の受入れの遅延等による短期借

入を行う事案はなかったため、評価の対象外と
した。

○法人の借入金について、借平成18年度：7億円 平成20年度：13億円
平成19年度～平成22年度 －入に至った理由及び使途、
：13億円 指標の総数金額及び金利、返済の見込

評価ｓの指標数み
（想定される理由） （想定される理由） 評価ａの指標数



- 124 -

運営費交付金の受入れが 運営費交付金の受入れが 評価ｂの指標数
遅延 遅延 評価ｃの指標数
公務災害及び通勤災害が 公務災害及び通勤災害が 評価ｄの指標数

発生した場合の災害補償費 発生した場合の災害補償費 合 計
の借入れ の借入れ
神戸センターの移転・新 神戸センターの移転新築 ◇法人の短期借入金につい 【業務実績報告書の記述】

築の際、現庁舎の跡地の売 の際、現庁舎の跡地の売却 て、借入に至った理由及び使 運営費交付金の受入れの遅延等の短期借入を
却収入が発生するまでの 収入が発生するまでの間、 途、金額及び金利、返済の見 行う事態は生じなかった。 －
間、一時的に資金が不足し 一時的に資金が不足した場 込みに関しては適切であっ
た場合に業務活動に充当す 合に業務活動に充当する経 た。 【その他の特記事項】
る経費及び移転・新築等に 費及び移転新築等に係る経 ｓ：適切であり、特に優れた 実績がないため、評価しない。
係る経費の借入れ 費の借入れ 成果が得られた

ａ：適切であった
ｂ：やや不適切であった
ｃ：不適切であった
ｄ：不適切であり、不利益が

生じた
（借入がなかった場合は、本
項目の評価は行わない ）。

第５ 重要な財産を譲渡し、 第５ 重要な財産を譲渡し、 ◎重要な財産を譲渡し、又は
Ａ又は担保に供しようとする 又は担保に供しようとする 担保に供しようとするとき

中項目の総数 ：１ときは、その計画 ときは、その計画 は、その計画
評価方法：大項目に含まれる 評価Ｓの中項目数：０×３点＝０点

中項目数が1項目の場合は 評価Ａの中項目数：１×２点＝２点、
当該中項目の評価結果を大 評価Ｂの中項目数：０×１点＝０点
項目の評価結果とする。 評価Ｃの中項目数：０×０点＝０点

評価Ｄの中項目数：０×-1点＝０点
合 計 ２点

(２／２＝100％)

【特記事項】
① 神戸センターの移転・新築に伴い不要とな
った旧庁舎及び土地について、平成21年3月31
日付けで売却し、当該売却収入を移転新築費
用の一部に充当しており、売却の目的及び売
却により得た資金の使途は適切であった。

② センターは重要な資産として、庁舎及びそ
の敷地、ほ場を所有しているが、これらの資
産については引き続きセンターが実施する事
務・事業に必要な資産であり、遊休資産とな
っていないと認められる。

○重要な財産の譲渡又は担保神戸センターの移転・新 神戸センターの移転・新
築に伴い不要となる現庁舎 築に伴い不要となる現庁舎 Ａに関する計画
及び土地については処分す 及び土地の処分について、 評価方法：中項目に含まれる 指標の総数 ：１
る。その際、①庁舎の解体 ①庁舎の解体・撤去を行っ 小項目数が1項目の場合は 評価ｓの指標数：０×３点＝０点、
・撤去を行った上で土地を た上で土地を売却する、② 当該小項目の評価結果を中 評価ａの指標数：１×２点＝２点
売却する、②庁舎の解体・ 庁舎の解体・撤去を行わ 項目の評価結果とする。 評価ｂの指標数：０×１点＝０点
撤去を行わず、庁舎と一体 ず、庁舎と一体で土地を売 評価ｃの指標数：０×０点＝０点
で土地を売却する、のいず 却する、のいずれかの方法 評価ｄの指標数：０×-1点＝０点
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れかの方法によるものと によるものとし、より有利 合 計 ２点
し、より有利な売却を図る な売却を図ることができる (２／２＝100％)
ことができるよう、十分に よう、十分に検討を行う。
検討を行う。なお、現庁舎 なお、第４に記述したと ◇重要な財産の譲渡又は担保 【業務実績報告書の記述】
等を処分したことによる当 おり、当該売却収入が発生 に関する計画について、譲渡 ○ 神戸センターの移転・新築に伴い不要とな
該売却収入については、移 するまでの間、一時的に資 等を行う目的及び譲渡等によ る旧庁舎及び土地について、庁舎と土地を一 ａ
転新築費用の一部に充当す 金が不足した場合には、短 り得た資金の使途は適切であ 体で神戸市買主代理「神戸市土地開発公社」
る。 期借入れを実施することと った。 に平成21年3月31日付けで売却した。
土地：兵庫県神戸市中央区 し、当該短期借入れの担保 ｓ：適切であり、特に優れた なお、当該売却収入については、移転新築

小野浜町1-4 として現庁舎の土地及び建 成果が得られた 費用の一部に充当した。
（面積:7,292.12m ） 物を供する。 ａ：適切であった２

建物：旧館 ｂ：やや不適切であった ○ 重要な財産を担保に供する事案はなかっ
昭和2年築、RC-4-1造 ｃ：不適切であった た。
延べ床面積4,401.18m ｄ：不適切であり、不利益が２

、 、新館 生じた。 なお センターが所有する重要な資産として
昭和6年築、SRC-4-1造 （計画がなかった場合は、本 庁舎及びその敷地、ほ場を所有しているが、庁
延べ床面積11,623.26m 項目の評価は行わない ） 舎については、センターが実施するすべての検。２

（注）土地の面積、建物の 査等業務に、ほ場については、肥料の公定規格
延べ床面積については、 の改正等に資する調査研究業務に使用してい
独立行政法人への移行時 る。
に国から出資された面積 これらの資産は、引き続き事務・事業に必要
を記載 な資産であり、遊休資産にはなっていない。
なお、第４に記述したと

おり、当該売却収入が発生
するまでの間、一時的に資
金が不足した場合には、短
期借入れを実施することと
し、当該短期借入れの担保
として現庁舎の土地及び建
物を供する。

第６ 剰余金の使途 第６ 剰余金の使途 ◎剰余金の使途
－

中項目の総数
評価Ｓの中項目数
評価Ａの中項目数
評価Ｂの中項目数
評価Ｃの中項目数
評価Ｄの中項目数

合 計

【特記事項】
① 剰余金を使用する事案はなかったため、評
価の対象外とした。

② 平成20年度においては、利益剰余金58,957
千円が生じているが、これは検査・検定手数
料、講習事業収入等の自己収入のほか、前中
期目標期間繰越積立金、積立金によるもので
あった。

○剰余金の使途について、中検査検定業務に係る業務 検査検定業務に係る業務
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運営の効率化及び業務の質 運営の効率化及び業務の質 －期計画に定めた使途に当て
の向上を図るための分析機 の向上を図るための分析機 指標の総数た結果、当該事業年度に得
器の購入の経費に充当す 器の購入の経費に充当す 評価ｓの指標数られた成果
る。 る。 評価ａの指標数

評価ｂの指標数
評価ｃの指標数
評価ｄの指標数

合 計

◇剰余金の使途について、中 【業務実績報告書の記述】
期計画に定めた使途に充てた 剰余金を使用する事案はなかった。
結果、当該事業年度に得られ なお、利益剰余金（58,957,425円）は生じて －
た成果は、十分であった。 いるが、これは、検査・検定手数料、講習事業
ｓ：特に優れた成果が得られ 収入等の他、前中期目標期間繰越積立金（自己

た 収入取得資産の減価償却費、棚卸し資産等に充
）、 。ａ：十分であった 当したものの残額 積立金によるものである

ｂ：やや不十分であった
ｃ：不十分であった 【その他の特記事項】
ｄ：不十分であり、その要因 実績がないため、評価しない。

は法人の著しく不適切な対
応にあった

（中期計画に定めた剰余金の
使途に充てた年度のみ評価を
行う ）。

第５ その他業務運営に関す 第７ その他主務省令で定め 第７ その他主務省令で定め ◎その他主務省令で定める業
Ａる事項 る業務運営に関する事項 る業務運営に関する事項 務運営に関する事項

中項目の総数 ：３
なし 評価Ｓの中項目数：０×３点＝０点

評価Ａの中項目数：３×２点＝６点
評価Ｂの中項目数：０×１点＝０点
評価Ｃの中項目数：０×０点＝０点
評価Ｄの中項目数：０×-1点＝０点

合 計 ６点
(６／６＝100％)

【特記事項】
① 法人からの自己評価等の関係資料の提出や
事業実績等に関するヒアリングをもとに、法
人の中期計画項目である「１ 施設及び設備
に関する計画 「２ 職員の人事に関する計」、
画」及び「３ 積立金の処分に関する事項」

、について評価基準に基づき評価を行った結果
すべての中項目についてＡ評価となったこと
から、大項目の評価はＡ評価とする。なお、
中項目の評価については、各小項目の達成状
況及びその他の要因を分析した結果、Ｓ評価
とする項目はなかった。

② 食品、肥飼料、農薬の各検査等業務間の人
事交流に努めるとともに、共通部門である一
般管理、企画調整、情報提供の各業務に適正
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な人員配置が行われていた。
③ レクリエーション経費等の福利厚生費につ
いては、国の取扱いに準じ、適切な対応が取
られていた。

１ 施設及び設備に関する計 １ 施設及び設備に関する計 ○施設及び設備に関する計画
Ａ画 画

指標の総数 ：１
評価ｓの指標数：０×３点＝０点
評価ａの指標数：１×２点＝２点
評価ｂの指標数：０×１点＝０点
評価ｃの指標数：０×０点＝０点
評価ｄの指標数：０×-1点＝０点

合 計 ２点
(２／２＝100％)

業務の適切な実施を確保 業務の適切かつ効率的な ◇中期計画に定められている 【業務実績報告書の記述】
するため、老朽化が著しく 実施を確保するため、神戸 施設及び設備について、当該 本部、仙台センターのスクラバー等改修工事
耐震上問題のある神戸セン センター新庁舎の建設を行 事業年度における改修・整備 及び名古屋センターの検査設備改修工事を実施 ａ
ターの現庁舎について、移 うとともに、業務実施上の 前後の業務運営の改善の成果 した。また、平成18年度から3か年度計画で建
転・新築することとし、併 必要性及び既存の施設・設 は十分であった。 設していた神戸センター新庁舎については、平
せて新築時に大阪及び岡山 備の老朽化等に伴う施設及 ｓ：特に優れた改善の成果が 成21年2月20日に竣工した。
の両事務所の業務を移管 び設備の整備・改修等を計 得られた さらに、平成19年度補正予算により措置され
し、これらの事務所を廃止 画的に行う。 ａ：十分であった た本部及び福岡センターの遺伝子分析検査設備
する。 所名 整備内容 ｂ：やや不十分であった 拡充工事を実施した。
また、業務実施上の必要 神戸 新庁舎建設工事 ｃ：不十分であった

性及び既存の施設・設備の 本部 ｄ：改善の成果が得られなかスクラバー等改修工事
老朽化等に伴う施設及び設 仙台 ったスクラバー改修工事
備の整備・改修等を計画的 検査設備改修工事名古屋

に行う。
〔略〕

２ 職員の人事に関する計画 ２ 職員の人事に関する計画 ○職員の人事に関する計画
Ａ（人員及び人件費の効率化 （人員及び人件費の効率化 （人員及び人件費の効率化

指標の総数 ：３に関する目標を含む ） に関する目標を含む ） に関する目標を含む ）。 。 。
評価ｓの指標数：０×３点＝０点
評価ａの指標数：３×２点＝６点
評価ｂの指標数：０×１点＝０点
評価ｃの指標数：０×０点＝０点
評価ｄの指標数：０×-1点＝０点

合 計 ６点
(６／６＝100％)

(1) 方針 (1) 方針 ◇食品、肥飼料、農薬の各検 【業務実績報告書の記述】
業務の適切かつ効率的な 業務の適切かつ効率的な 査等業務間の人事交流及び共 食品、肥飼料、農薬の各検査等業務間の人

実施を確保するため 食品 実施を確保するため 食品 通部門である一般管理、企画 事交流に努めるとともに、次のとおり共通部門 ａ、 、 、 、
肥飼料、農薬の各検査等業 肥飼料、農薬の各検査等業 調整、情報提供の各業務に適 である一般管理、企画調整、情報提供の各業務
務間の人事交流に努めると 務間の人事交流に努めると 正な人員配置を行った。 に適正な人員配置を行うことにより、業務の
ともに、共通部門である一 ともに、共通部門である一 ｓ：適正な人員配置を行い、 適切かつ効率的な実施の確保に努めた。
般管理、企画調整、情報提 般管理、企画調整、情報提 特に優れた成果が得られた

（ 、 ）供の各業務に適正な人員配 供の各業務に適正な人員配 ａ：適正な人員配置を行った ○ 地方組織の一般管理部門 総務課 会計課
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置を行う。 置を行う。 ｂ：一部不適正な人員配置を は各地域センターのみに設置し、本部横浜事
行った 務所及び各地域センターの事務所には設置せ

ｃ：不適正な人員配置を行っ ず、一般管理部門の合理化を図った。
た

ｄ：不適正な人員配置を行 ○ 引き続き企画調整部門をさいたま本部の企
い、その要因は法人の著し 画調整部に一元化し、合理化を図った。
く不適切な対応にあった

○ 肥飼料、農薬等の生産資材や食品等に関す
る情報を消費者、生産者、事業者等へ一元的
に提供できるよう、各部門の担当者を情報提
供部門に配置し、情報提供体制の整備を行っ
た。

【専門的知見を有する職員の配置(中期計画第2
】の1(2)の①ア)に関する業務実績報告書の記述

、 、情報提供業務部門や相談窓口等に肥料 農薬
飼料及び飼料添加物並びに土壌改良資材の品質
及び安全性等に関して専門的知見を有する職員
を配置し、これらと併せて食品の品質及び表示
等に関する消費者、生産者、事業者等からの相
談に次のとおり適切に対応した。

【その他の特記事項】
「中期計画第2の1(2)の①ア専門的知見を有

する職員の配置(39ページ)」に関する取組につ
いては、当指標において評価する。

(2) 人員に関する指標 (2) 人員に関する指標 【業務実績報告書の記述】
簡素で効率的な政府を実 業務の効率化を図り、人 業務の効率化を図り、人員を平成18年1月1日

現するための行政改革の推 員を削減することにより、 時点（注）の常勤職員722名から688名（平成21
進に関する法律に基づき、 人件費（退職金及び福利厚 年1月1日時点）と34名削減することにより、平
平成18年度以降の5年間に 生費（法定福利費及び法定 成17年度決算額を基準として人件費（退職金及
おいて、センター全体の人 外福利費）並びに非常勤職 び福利厚生費（法定福利費及び法定外福利費）
件費（退職金及び福利厚生 員給与及び人事院勧告を踏 並びに非常勤職員給与及び人事院勧告を踏まえ
費（法定福利費及び法定外 まえた給与改定部分を除 た給与改定部分を除く ）を6.6％削減した。。
福利費）並びに非常勤役職 く ）について、平成17年。
員給与及び人事院勧告を踏 度決算額を基準として3％ 注：独立行政法人通則法第60条の規定による

。 、まえた給与改定部分を除 以上の削減を行うととも 常勤職員数の国会報告基準日である なお
く ）について5％以上の削 に、第１の１(5)の3％相当 平成18年1月1日における職員数は旧3法人。
減を行うとともに、第１の 額の抑制を行うに当たり、 の職員数を合算したものである。
１(5)の10％相当額の抑制 一般管理部門の統合等によ
を行うに当たり、一般管理 る管理部門の合理化等の統 なお、センターの給与体系は国と同水準を維
部門の統合等による管理部 合メリットを発現すること 持しており、平成20年度のラスパイレス指数は
門の合理化等の統合メリッ により、更なる人件費の削 99.3であった。
トを発現することにより、 減を行う。
更なる人件費の削減を行 また、国家公務員の給与 また、国家公務員の給与構造改革に併せ、
う。 構造改革に併せ、人事院勧 人事院勧告及び「経済財政運営と構造改革に関
また、国家公務員の給与 告を踏まえて、役職員の給 する基本方針2006」を踏まえ、平成18年度に

構造改革に併せ、人事院勧 与について必要な見直し おいて見直した俸給表を引き続き職員給与規
告を踏まえて、役職員の給 を進める。更に 「経済 程に適用するとともに、地域手当の支給割合の、
与について必要な見直しを 財政運営と構造改革に関 改定等を行い、人件費改革を進めた。



- 129 -

進める。さらに 「経済財 する基本方針2006」に基、
政運営と構造改革に関する づき、国家公務員の給与構 【その他の特記事項】
基本方針2006」に基づき、 造改革を踏まえ、人件費改 平成20年度におけるレクリエーション経費に
国家公務員の給与構造改革 革を進めるものとする。 ついては、国における取扱いに準じ、支出を行
を踏まえ、人件費改革を平 わなかった。また、平成21年度の予算要求にお
成23年度まで継続する。 いても計上しなかった。

なお、レクリエーション経費以外の福利厚生
（参考） 費（法定外福利費）についても見直しを行った

平成17年度の人件費 結果、医薬品等購入費用については労働安全衛
5,175 百万円 生規則の規定による「救急用具」に限定するな

期初の常勤職員数 どの改善を行った。
742 人

(注)平成19年4月1日に統合 当該事項は 「中期計画第1の1(6)人件費の削、
した旧肥飼検及び旧農薬 減(14ページ)」において評価する。
検の平成17年度の人件費
及び期 初の常勤職員数
（ 、旧肥飼検1,081百万円
149人、旧農薬検540百万
、 ） 。 、円 72人 を含む なお

平成19年4月1日の統合時
における常勤職員数は、
700人である。

平成22年度の人件費見込み
4,641 百万円

期末の常勤職員数
680 人

ただし、上記の額は、
役員報酬並びに職員基本
給、職員諸手当、超過勤
務手当、休職者給与及び
国際機関等派遣職員給与
に相当する範囲の費用で
あり、今後の人事院勧告
を踏まえた給与改定分は
含んでいない。

(3) 人材の確保についての計 (3) 人材の確保・育成 ◇行政部局との人事交流を円 【業務実績報告書の記述】
画 滑に実施した。 次に掲げる措置を講ずることにより、農林水
農林水産行政と連携した 農林水産行政との連携を ｓ：実施し、特に優れた成果 産行政との連携を図り、センターの業務に必要 ａ

業務運営を推進するため、 図り、センターの業務に必 が得られた な人材を確保した。
業務上密接な関連を有する 要な人材を確保するため、 ａ：実施した
消費・安全局を中心とした 次に掲げる措置を講ずる。 ｃ：実施しなかった ○ 農林水産省消費・安全局等と人事交流（転
行政部局との円滑な人事交 ○ 人事交流については、 ｄ：実施せず、その要因は法 出52名、転入60名）を実施した。
流を行う。 農林水産省の行政部局等 人の著しく不適切な対応に

と計画的に実施すること あった
とし、一方に偏らないよ
う諸事情に即し、双方が
出し合うことを基本とす
る。



- 130 -

また、職員の採用に当た ○ 職員の採用に当たって ◇業務を遂行する上で必要と 【業務実績報告書の記述】
っては、業務を遂行する上 は、業務の円滑な推進を される分析の基礎的能力等を ○ 農学、畜産等の試験区分の国家公務員試験
で必要とされる分析の基礎 図るため、分析の基礎的 有する農学、化学等及び行政 等の合格者の中から7名を採用し、必要な人 ａ
的能力、農林水産物や食品 能力 農林水産物や食品 の試験区分の国家公務員試験 材を確保した。、 、
及び生産資材に関する専門 生産資材の専門的知識等 合格者を中心として採用し
的知識等を有する農学、化 を有する農学、化学等及 た。 ○ 採用情報については、人事院が行う官庁
学等及び行政の試験区分の び行政の試験区分の国家 ｓ：採用し、特に優れた成果 業務合同説明会等（9回）及び大学の就職説
国家公務員試験合格者を中 公務員試験合格者等から が得られた 明会（5回）への参加、人事院が行う関東地
心として採用する。 採用する。 ａ：採用した 区官庁学生ツアー（2回）及び大学（6校）

○ 採用情報については、 ｃ：採用しなかった においての採用案内パンフレットの配布や
人事院が行う官庁学生ツ ｄ：採用せず、その要因は法 インターネット等を活用した広報活動を行
アー、大学等の就職説明 人の著しく不適切な対応に い、優秀な人材の確保に努めた。
会等への参加やインター あった
ネット等を活用した広報
活動により、優秀な人材
の確保に努める。

３ 積立金の処分に関する事 ３ 積立金の処分に関する事 ○積立金の処分に関する事項
Ａ項 項

指標の総数：１
評価ｓの指標数：０×３点＝０点
評価ａの指標数：１×２点＝２点
評価ｂの指標数：０×１点＝０点
評価ｃの指標数：０×０点＝０点
評価ｄの指標数：０×-1点＝０点

合 計 ２点
(２／２＝100％)

前期中期目標期間繰越積 前期中期目標期間中の繰 ◇繰越積立金の処分につい 【業務実績報告書の記述】
立金は、前期中期目標期間 越積立金は、前期中期目標 て、取得の財源及び使用目的 前中期目標期間中の繰越積立金は、計画に基
中に自己収入財源で取得 期間中に自己収入財源で取 は適切であった。 づき前中期目標期間中に支払っている前払費用 ａ
し、当期中期目標期間へ繰 得し、当期中期目標期間へ ｓ：適切であり、特に優れた 等の平成20年度相当額（492,932円）を取り崩
り越した有形固定資産の減 繰り越した有形固定資産の 成果が得られた した。
価償却等に要する費用に充 減価償却等に要する費用に ａ：適切であった
当する。 充当する。 ｂ：やや不適切であった 【その他の特記事項】

ｃ：不適切であった 繰越積立金残高1,326,096円については、平
ｄ：不適切であり、その要因 成21年度以降、本年度と同様に中期計画に定め

は法人の著しく不適切な対 た使途に適切に充当することとしている。
応にあった


